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は  じ  め  に 

－長岡大学「地（知）の拠点大学による地方創生推進 
事業（ＣＯＣ＋）」平成 28 年度報告書刊行にあたって－ 

 
長岡大学学長 村山 光博  

 
長岡大学の取組み＝長岡地域＜創造人材＞養成プログラムは、平成 25 年度の文部科学省「地

（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」（平成 25～29 年度）に採択されましたが、平成 28 年

度から、政府の地方創生事業の一環である文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進

事業（ＣＯＣ＋）」（平成 28～31 年度）に参加することになりました。内容的には、ＣＯＣ助成

期間である平成 28・29 年度はＣＯＣ事業を継続展開することになっております。本報告書は、

平成 28 年度の事業をとりまとめたものであります。 
この大学ＣＯＣ事業は、大学が自治体等と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・社会

貢献を進めて、地域コミュニティの中核的存在（課題解決に資する人材・情報・技術の集積拠点）

となり、地域コミュニティの再生・活性化の核＝拠点となる大学へと、自ら改革することを支援

する事業です。つまり、「地域のための大学」づくりを促進し、大学の機能別分化を進めようとす

る政策（文部科学省）を反映した事業です。 
本学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」は、長岡市（平成 25 年度から）および新潟市・

新潟県（平成 28 年度から）と連携し、長岡地域の地域課題と向き合い、地域課題解決・価値創造

を担う専門的能力を身につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養成を通して、３つの地域課題（産

業活性化、社会課題解決及び地域・コミュニティ活性化の３つ）に応えようとするものです。こ

の事業を通して、「地域で役に立ち、頼りになる大学」を目指します。 
★＜創造人材 Creative Talents＞とは、一般に専門的職業従事者（科学者等）を指しますが、

＜創造人材＞が経済社会の発展、競争力の源泉になっていることが明らかにされています。

本プログラムでは、長岡大学の経済経営系大学という性格から、課題解決・価値創造を担う

マネジメント系専門人材、起業家、政策づくり専門人材、地域活性化・まちづくり専門人材、

ボランティア・リーダーなどを指す人材と考えております。 
 本学申請の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」は、平成 25 年８月に、文部科学省の大学

ＣＯＣ（center of community）事業に採択されました。平成 25 年度の採択率は、全国の大学等

総申請数ベースで、17.6％（採択 51 件／総申請数 289 件）、私立大学ベースでは、8.3％（15 件

／180 件）と非常に低い状況でした。新潟県内では、長岡大学が唯一の採択大学でした。 
 本学は、採択後、地域連携研究センターおよびＣＯＣ事業推進本部を設立し、事業の全学的推

進体制を形成し、いわゆるＰ－Ｄ－Ｃ－Ａサイクルをまわして、事業を推進してきました。本報

告書は、その報告でもあります。 
 最後に、私は平成 28 年４月に、長岡大学第４代学長に就任しました。前学長の内藤敏樹先生の

遺志を継ぎ、本ＣＯＣ＋事業を全力で推進する決意であります。 
平成 29 年３月 
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Ⅰ 長岡大学の「地（知）の拠点整備事業」＝ＣＯＣ事業の概要 

１ 「地（知）の拠点整備事業」（平成 25 年度採択）の概要 

 長岡大学が平成 25 年度に採択された「地（知）の拠点整備事業」の概要は、次の通りである。 
大学名 長岡大学 
事業名 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 
申請者 内藤敏樹 学長 
連携する自治体 長岡市 
企業等各種団体 
・機関 
 

長岡商工会議所、日本政策金融公庫長岡支店、一般社団法人全国信用組合中

央協会、公益社団法人中越防災安全推進機構、株式会社北越銀行、ＮＰＯ法

人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ、ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡 
学部等 経済経営学部        
申請経費 平成 25～29 年度（５年間、年補助上限 5,800 万円） 
事業概要（400 字

以内） 
 
 
 
 
 
 

 本プログラムは、長岡地域の地域課題（産業活性化、社会課題解決及び地

域・コミュニティ活性化）に向き合い、課題解決・価値創造を担う専門的能

力を身につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養成を通して、この地域課題

に応えようとするものである。 
 教育面では、①諸専門的能力の養成、②地域学修科目の拡大、③地域学修

科目による社会人基礎力等の養成、④学生起業人材の養成、を行う。 
 研究面では、主な地域課題の研究（創造人材・人口減少・ボランティア活

動・産業競争力研究等）に加え、地域志向教育研究にも注力し、成果の地域

還元を図る。 
 社会貢献面では、①地域活性化の推進、②市民講座・企業人セミナーの開

催、③地域起業人材の養成、に取組む。 
 以上の事業の推進を通して、「＜創造人材＞養成で地域に貢献する大学」

（地域で役に立ち、頼りになる大学）へと本学を改革する。そのため、カリ

キュラムの改革、地域連携の強化、推進体制の確立に努める。【398 字】 
 
２ 長岡大学の目的・目標を踏まえた「地域志向」 

（１）長岡大学の「地域志向」の位置づけ 
本学の「地域志向」は、次の２つの＜建学の精神＞に位置づけられている。 
 ＊幅広い職業人としての人づくりと実学実践教育の推進 
＊地域社会に貢献し得る人材の育成 

より具体的には、次の理念・目標に表現される。 
☆経済経営系の大学として、地域産業の人材ニーズに応えた実践的な能力を身につけた若者人

材をおくりだし、地域経済の発展に貢献する。 
☆大学の知的資産の活用により、市民・企業人向け講座により学習機会を提供するとともに、

地域課題研究成果の還元や地域活性化に積極的に取り組む。 
この基本的観点が、教育、研究、社会貢献に貫かれている。「地域志向」の内容は次の通りで

ある。 

− 1−
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（２）教育・研究・社会貢献の「地域志向」 
★教育面・・・本学の教育（産学融合教育プログラム）は、大きく、専門教育（資格対応型専

門教育プログラム）とキャリア教育（ビジネス展開能力開発・産学連携キャリア開発教育プログ

ラム＝社会人基礎力養成）から構成されている。平成 18～21 年度に選定された２つの文部科学

省・現代ＧＰ教育プログラム（「産学融合型専門人材開発プログラム」および「学生による地域

活性化提案プログラム」）は、主として、後者のプログラムであり、地域志向の教育（地域の企

業との連携により、企業講師、現場・企業体験、地域課題解決授業等）を導入し、成果をあげた

（こうした実践的能力形成により、就職内定率は向上、平成 25 年３月卒業生の就職内定率は

99.0％）。 
 今回は、これまでの成果の上にたち、地域課題解決をより明確に意識した＜地域連携型キャリ

ア教育＞として発展させ、将来の地域社会の発展を担う＜創造人材＞（課題解決型・価値創造型

専門人材）の育成をめざす。 
★研究面・・・地域課題解決（主として新潟・長岡地域）に関する本学教員の調査・研究は、

国（科学研究費等）や自治体（受託調査研究等）等の研究資金を確保して展開されてきた（教員

個人、地域研究センター等）。個々の教員の県内地域課題の調査研究（産業等）成果の地域への

還元は、情報発信等（公開シンポジウム、研究年報等）の形で毎年行っている。同時に、地域課

題解決型の受託調査研究（国のＭＯＴ人材育成教育、新潟県の起業家教育等競争的資金）が、新

たな社会貢献事業（社会人学び直しイノベーション人材養成講座、地域若者起業家塾）の開始に

つながり、継続し、企業の専門人材育成に役立っている。 
 今回は、この成果の上に立ち、長岡市等との問題意識の協議を経て地域課題解決研究テーマを

設定する＜地域課題対応型連携研究＞を展開し、その成果を教育と地域社会に還元する。とくに、

創造人材育成や人口減少への対応、産業競争力強化など、地域の発展に不可欠な課題解決テーマ

に取組む。 
★社会貢献面・・・本学独自の社会貢献組織（地域研究センター、生涯学習センター）により、

地域の課題・ニーズに対応した自主研究、受託研究、人材育成講座及び情報発信（公開シンポジ

ウム、講演会、研究年報等）を継続的に行い、高い評価を得てきた（大学の地域貢献度ランキン

グ調査で全国上位にランクされる）。 
今回は、まず、地域研究センターと生涯学習センターを再編・一本化した「地域連携研究セン

ター」を設立し、社会貢献事業の推進組織面での強化、拡大を図る。その上で、上記の＜連携研

究＞による地域還元の推進のほか、市民、企業人の＜創造人材＞育成に注力するとともに、本学

総体での、様々な地域活性化の活動領域への積極的参加をめざすことで、＜地域活性化と人材育

成＞を推進する。 
 
３ 対象地域と地域課題 

当プログラムの対象地域は、新潟県長岡市である。長岡市は、平成 17～22 年の間に 11 市町村

の合併により誕生した（長岡市、中之島町、越路町、三島町、山古志村、小国町、和島村、寺泊

町、栃尾市、与板町、川口町の 11 市町村）。 
 本学の人的資源（経済経営系学部の人材）やこの間の地域活性化の取組み実績を踏まえ、今回

の申請による解決を図ろうとする長岡地域の課題を整理すると、次の通りである。 
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★まず第１の課題として、産業の活性化による地域経済の発展をあげなくてはならない。経済

のグローバル化に伴う国内外の企業・産業大競争における生き残りをめざして、長岡地域の企業・

産業の競争力の向上により、地域の就業機会を維持・拡大し、産業空洞化を回避しなければなら

ない。同時に、創業・起業活性化による新産業を育成し、産業の新陳代謝による地域経済の発展

を図る必要がある。その鍵は、価値を生む人材育成にあり、そこに焦点を絞って、産官学の連携

で強力に推進する必要がある。 
 
★第２は、市民協働による社会課題の解決である。少子高齢化や環境問題等に伴う市民生活上

の社会諸課題の改善・解決である。高齢社会の進展に伴う健康（スポーツ等）、医療、福祉（介

護制度等）の問題、地域社会活性化をリードする教育・文化（祭り、イベント等）、国際交流の

促進、さらに深化する環境問題（３Ｒ、環境教育、環境経営、自然環境等）など、多様な市民生

活上の課題解決への取り組みが求められている。行政の施策と連携した市民協働（ボランティア

活動等）の広がりによる対応が不可欠であり、そうした課題解決を担う人材の育成が重要になる。 
 
★第３に、地域・コミュニティの活性化をあげなくてはならない。少子高齢化の進行等による

地域・コミュニティの人口減少（過疎化）傾向が拡大し、活力の劣化が見られる。合併による広

域化も加わって、長岡市内の各地域・コミュニティの活性化は、喫緊の大きな課題となっている。

各地の地域資源（歴史・文化・産業等）の発掘や地域間交流の活発化等による＜脱衰退・新しい

活性化＞が、里山地域から中山間地域まで、求められている。市民協働活動の充実・拡大とボラ

ンティア人材の養成により、地域・コミュニティの活性化を推進する必要がある。 
 
４ 長岡大学「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」の全体の枠組み 

本学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」の全体の概要は、図表１－４－１に示す通り

である。 
（１）地域課題と創造人材 
 地域課題は、産業活性化、社会課題解決及び地域・コミュニティ活性化の３つに設定している。

本プログラムは、こうした地域課題と向き合い、地域課題解決・価値創造を担う専門的能力を身

につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養成を通して、この３つの地域課題に応えようとするも

のである。 
★＜創造人材 Creative Talents＞とは、科学者、技術者、経営者、諸専門家、音楽家、芸術

家などいわゆる専門的職業従事者（国勢調査）を指す。近年の研究（Ｒ．フロリダ等）で、

＜創造人材＞が経済社会の発展、競争力の源泉になっていることが明らかにされた。本申

請では、本学の経済経営系大学という性格から、課題解決・価値創造を担うマネジメント

系専門人材、起業家、政策づくり専門人材、地域活性化・まちづくり専門人材、ボランテ

ィア・リーダーなどを指すものとする。 
 
（２）教育面（地域連携型キャリア教育） 
 ３つの地域課題に対応できる教育として、①諸専門的能力の養成、②地域学修科目の拡大、③

地域学修科目（キャリア教育）における社会人基礎力（社会人として通用する能力）等の養成、
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の３つを行う。①は上級の情報や専門資格取得による専門人材育成、②は 19 科目から 33 科目に

拡大、③は、ボランティア活動への参加（社会貢献）を通したボランティア・スキルの養成、課

題解決提案（社会貢献）を通した社会人基礎力の養成などを行う。産業活性化の課題にたいして

は、④学生起業人材の養成を行う。これにより、起業家予備人材の輩出と地域の学生の起業家精

神の涵養をめざす。 
 教育面では、専門能力、ボランティア・スキル、社会人基礎力を身につけた学生と学生起業家

の養成をめざす。 
 
（３）研究面（地域課題対応型連携研究） 
研究面では、①地域への研究成果の還元、②地域との共同研究、に取組む。①は、３つの地域課

題解明・解決に関する、創造人材・人口減少・ボランティア活動等の３つの共同研究、及び、産

業活性化に資する産業競争力研究、にそれぞれ取組み、その成果の地域還元（公開シンポジウム

等）を行う。②は、本学教員の地域志向型教育研究による共同研究であり、これも活発化し、地

域課題解決に資する。 
 
（４）社会貢献（地域活性化と人材育成） 
社会貢献面では、①地域活性化の推進、②市民公開講座・企業人セミナーの開催、③地域起業人

材の養成、の３つの事業に取組む。①は３地域課題に対応して、教育面の学生の地域活性化・ボ

ランティア活動と連携するとともに、本学立地地区（悠久山地区）の活性化等から他の地域活性

化に拡大して、取組む。②は、市民公開講座で課題解決をめざした地域づくり人材・ボランティ

ア養成、企業人セミナーでイノベーション人材を養成し、企業価値創造・企業競争力強化に取組

む。③は女性・シニア含む起業家育成による創業・起業、ソーシャルビジネス起こしを促進し、

新産業育成に資する。 
 
（５）大学改革の方向 
以上の事業の着実な推進を通して、「＜創造人材＞養成で地域に貢献する大学」（地域で役に

立ち、頼りになる大学）へと改革する。「地域に役立つ大学」は、長岡の伝統である＜米百俵の

精神＞の現代における継承・実現でもある。そのため、カリキュラムの見直し・改革（地域学修

科目、とくにボンランティア科目、地域活性化科目、起業家塾の拡大・充実）の推進、地域連携

（長岡市等）の強化、さらに、地域志向事業全般の推進・評価体制（地域連携研究センター設立

等とＰＤＣＡの徹底）の確立を図る。 
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図表１－４－１ 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」への参加 

１ 平成 27 年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」 

の開始 

政府の地方創生政策の一環として、文部科学省の「地（知）の拠点大学による地方創生推進事

業（ＣＯＣ＋）」が開始され、新潟県では、新潟大学の申請事業＜「ひと・まち・しごと」創生

を循環させるＮＩＩＧＡＴＡ人材の育成と定着＞が申請し、採択された。 

 

２ 平成 28 年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」 

への参加 

長岡大学は、文部科学省の指示を受けて、平成 28年度から、新潟大学のＣＯＣ＋事業＜「ひと・

まち・しごと」創生を循環させるＮＩＩＧＡＴＡ人材の育成と定着＞に参加することになっ

た。 

 参加報告に関する資料は、図表２－２－１に示す通りである。 

 具体的には、①平成 28・29 年度は、大学ＣＯＣ事業として継続する（助成も）、②ＣＯＣ＋と

しては、インターンシップ事業および企業経営・産業振興に繋がる地域イノベーティブな人

材の育成（社会人の学び直し）など参加する、ことになる。 

長 岡 ・ 地 域 課 題

産業活性化
市民協働による

社会課題解決
地域・コミュニティ活性化

諸専門能力の養成（上級情報・専門資格）

地域学修科目の拡大

地域学修科目におけるボランティア・スキル、社会人基礎力等の養成

学生起業人材の養成（学生起業家）

地域への研究成果の還元
(創造人材／人口減少／ボランティア活動／産業競争力研究)

地域との共同研究（個人共同研究含む）

地域活性化の推進（コミュニティ・中山間地活性化）

市民講座・企業人セミナーの開催（地域づくり・イノベーション人材養成）

地域起業人材の養成（女性、シニア起業家等）
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図表２－２－１ 長岡大学のＣＯＣ＋事業への参加報告資料 

 

･・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

平成２８年３月２９日  
  文部科学省高等教育局大学振興課 御中   

国立大学法人新潟大学 
新潟大学長 髙 橋   姿 
 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）における 
事業協働機関追加等に伴う事業計画の変更について   

 
地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）について、下記のとおり報告いた

します。   
記 

１． 取組名称     
「ひと・まち・しごと」創生を循環させるＮＩＩＧＡＴＡ人材の育成と定着 
 

２．変更する事業協働機関の内容 
（１）参加大学 
   平成 25 年度 COC 採択大学であり，本事業の協力大学でもある「長岡大学」を COC+

参加大学として事業協働機関に加え，事業目標の達成を目指す。 
（２）その他  

    本事業の協力大学として，「新潟経営大学」を追加する。 
 
２． 変更する実施内容、実施方法等 
（１） 役割分担（コストシェア）の変更内容   

「長岡大学」を COC+参加大学として事業協働機関に加える。 
<関連事業１>新潟県内の地域特性や特色を理解するための体系的インターンシッ

プ 
新潟県内でも特に長岡地域を中心として，地域特性や産業の理解，地元企業の認

知度を高めるインターンシップを，学士課程のカリキュラムに位置付ける取組みに

参加する。 
＜関連事業２＞地域活性化／産業振興：社会人の学び直し 

企業経営・産業振興に繋がる地域イノベーティブな人材を育成するプログラムに

参加する。 
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「新潟経営大学」を COC+協力大学に加える。 
＜関連事業２＞地域活性化／産業振興：ブランディングによる新潟の魅力開発と地

域活性化 
観光経営学部をもつ「新潟経営大学」は，地域の産業と観光をコーディネートす

る視点から，新潟県全域を対象とした「新潟の潜在的な魅力の発掘」，「ブランド

化の提案」，「国内外への情報発信」に協力する。 
 
  （２）事業規模（補助金申請額及び大学負担額）の変更内容   
    「長岡大学」は平成 25 年度＜地(知)の拠点整備事業＞に採択されており，平成 29

年度末までの事業計画に沿って長岡地域を中心に事業を展開する。 
本 COC+事業は長岡地域を包含する新潟県を事業協働地域としているので，「長岡

大学」が参加大学として加われば，中越地域の重要な拠点大学として事業規模の拡大

に大きく寄与する。 
COC 大学として実施するインターンシップ事業と，公開講座の充実による社会貢

献事業については，COC+事業と協働して実施できるよう密接に連絡調整を行うこと

で，COC+参加大学としての役割を果たし，効率的な事業経費の運用により，COC+
事業経費として平成 28 年度と平成 29 年度の配分が節約できる。 

平成 30 年度以降は COC 採択大学としての補助金事業が終了するが，本 COC+事業

へは継続して参加し，新潟県下全域での人口減少の阻止，雇用創出，人口流入策につ

いて，参加大学として事業協働して実施し，参加大学として事業経費の配分をうける。 
 
「新潟経営大学」は本 COC+事業の一部（ブランディング）に加わり協力する。事

業規模に変更はない。 
 
  （３）各年度の実施計画の変更内容   

「長岡大学」は長岡地域におけるインターンシップ授業科目等の開発を行うととも

に，社会人学びなおし「地域創生講座」等の課題設計に参加する。 
 
４．変更について事業協働機関で合意した時期 

「長岡大学」の参加大学への追加については，平成２７年１１月１６日開催の COC+連
携協議会（協議の場）で合意した。 

 
「新潟経営大学」の協力大学への追加については，新潟県の仲介で平成２８年２月１０

日に COC+大学（本学）と新潟経営大学で合意した。直近の COC+連絡協議会（協議の場）

で報告後了承を得る。 
･・・・・・・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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Ⅲ 事業推進体制と平成２８年度経過報告 

１ 平成 28 年度助成（補助金） 

 平成 28 年度の文部科学省からの助成（補助金）は、２３，４００千円である。なお、平成 25

年度の助成（補助金）は、３２，２３１千円、平成 26 年度は４７，５４２千円、平成 27 年度は

４５，４３９千円であった。 

 

２ 推進体制 

（１）事業担当部門 
・１次事業担当・・・ＣＯＣ事業は１７事業（教育７、研究３、社会貢献７）からなるが、こ

の事業の直接の推進担当は、教員＋事務の２名が担う。 
・事業担当事務組織・・・この１次担当を支援する事務組織は、教育事業は教務学生課＋地域

連携室、研究は総務課＋地域連携室、社会貢献は地域連携室とした。 
・地域連携研究センター・・・地域連携研究センターはＣＯＣ事業以外の事業も担うので、Ｃ

ＯＣ事業については、市民公開講座分野を市民講座部会、研究分野を調査研究部会、社会貢

献分野を地域連携部会で担うこととした。当センターの事務は地域連携室が担う。 
・推進本部・・・地（知）の拠点整備事業推進本部は、ＯＣ事業全体企画・推進・点検（ＰＤ

ＣＡサイクル）を担う全学組織である。事務は地域連携室が担う。 
・ＣＯＣ関連広報機能は、広報会議（教員＋事務担当者）を立ち上げ、学務・総務課と連携し

て地域連携室が担う。 
 
（２）地域連携研究センター 
 ・同センター所長－学長（村山光博）、総括マネジャー－原田誠司。 

・地域連携研究センター運営委員会・・・次の陣容で構成した。月１回開催。運営委員長－原

田、市民講座担当運営委員－山川、牧野、調査研究担当運営委員－小松、西俣、地域連携担

当－米山、広田、無任所運営委員－栗井、鈴木、地域連携室長－品川、地域連携室－小田原、

山田（書記）。 
・各部会・・・市民講座部会：部会長＝山川、副部会長＝牧野、部会員＝兒嶋、品川、小田原

（書記）。調査研究部会：部会長＝小松、副部会長＝西俣、部会員＝米山、松本、栗井、鈴

木、原田、小田原（書記）。地域連携部会：部会長＝米山、副部会長＝広田、部会員＝小松、

栗井、鈴木、原田、品川、山田、小田原（書記）。情報共有のため、必ず、議事要旨をセン

ター運営委員およびＣＯＣ推進事務局員に送信する。 
 ・センター独自業務・・・論叢、年報、受託調査等、ＮＡＺＥ等連携、その他の各業務は担当

者と地域連携室で担う。 
 

（３）ＣＯＣ事業推進本部 

・平成 28 年度地（知）の拠点整備事業推進本部・・・平成 28 年度は次の委員で構成し、月 1
回の会議で、進捗状況をチェックする。本部委員（各事業の事務＋教員の担当者）は次の通

り。 
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＊推進本部長・村山光博（学長）、推進副本部長・鯉江康正（副学長）、原田誠司（地域連携

研究センター総括マネジャー） 
＊推進本部委員・中村大輔（教務委員長／資格／現場）、米山宗久（ボランティア／ボランテ

ィア調査／地域活性化）、西俣先子（インターンシップ等／満足度調査等／ＦＤ）、小松俊

樹（学生起業人材／企業人ｾﾐﾅｰ／地域起業人材ｾﾐﾅｰ）、栗井英大（地域志向研究／地域起業

人材ｾﾐﾅｰ／NAZE）、広田秀樹（学生委員／地域活性化）、鈴木章浩（企業人ｾﾐﾅｰ／NAZE）、

山川智子（就職委員／市民公開講座／資格）、松本和明（図書館委員長／論叢）、牧野智一

（学生委員長／市民講座）、兒嶋俊郎（市民公開講座／まちキャン）、吉川宏之（就職委員

長）、関義夫（自己点検）、品川十英（事務局長／地域連携室長）、井比 亨（教務学生課

長）、三浦康弘（総務課長）、笠井万里加、近藤弘康、長谷川雅英、高梨由紀子（以上、教

務学生課）、浜松大輔（就職支援室）、小田原弘貴、山田満智子（書記）（以上、地域連携

室）、以上 26 名。 

 

（４）ＣＯＣ運営事務局会議 

・運営事務局会議・・・次のメンバーで、毎週火曜日に会議をもち、その結果を事務局会議通

信として、全教職員に発信し、情報共有を図る。 

座長：原田誠司（副本部長）、メンバー：米山宗久（地域連携部会長・准教授）、品川十英

（事務局長・地域連携室長）、井比亨（教務学生課長）、三浦康弘（総務課長）、小田原弘 

貴（地域連携室長）、山田満智子（書記）。オブザーバーとして村山学長参加。 

 
（５）推進協議会 

・長岡市を始めとする地域連携機関との連携により、長岡大学ＣＯＣ事業の企画・展開・点検

（ＰＤＣＡ）を推進する場として、「長岡大学地（知）の拠点整備事業推進協議会」を設置

する。年１～２回開催。メンバーは次の通り。 

 会長／議長  村山光博 長岡大学学長／教授 
＜連携機関等委員（敬称略）＞ 
佐藤 実  長岡市地方創生推進部政策企画課長 

  深澤寿幸  長岡市商工部工業振興課長 
  長谷川和明 長岡商工会議所事務局次長 
  松田勝彦  日本政策金融公庫長岡支店長 
  横澤正直  株式会社北越銀行コンサルティング営業部副部長 
 山田哲也  ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ事務局長 

  渡辺美子  ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡センター長 

  諸橋和行  公益社団法人中越防災安全推進機構業地域防災力センター長 
  中村英樹  公益財団法人山の暮らし再生機構専務理事 

＜大学側委員＞ 
   ＊上記の推進本部委員が大学側協議会委員を務める 
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・地域課題調整部会 
   地域連携機関との連携を密にし、協同で事業推進を図るため、月 1 回、月末の月曜日に調

整部会を開催する。メンバーは、次の通りである。 
倉部和典 長岡市地方創生推進部政策企画課係長 

  名塚正和 長岡市商工部工業振興課工業振興係長 
  渡邉 聡 長岡商工会議所営業推進部産業課工業係長 
  原田誠司、米山宗久、小田原弘貴（長岡大学側メンバー） 
（６）「地（知）の拠点大学による地方創生事業（ＣＯＣ+）推進組織 
  村山光博（学長）       新潟地域創生協議会（平成 28 年 4 月 1日より） 
  原田誠司（総括マネージャー） 教育プログラム開発委員会（平成 28 年 4 月 1日より） 

                 事業評価検証部会（平成 28 年 11 月 16 日より） 
  品川十英（事務局長）     企画調整部会（平成 28 年 4 月 1日より） 
  浜松大輔（就職支援室職員）  インターンシップ改革 WG（平成 28 年度 12 月 20 日より） 

３ 平成２８年度経過報告 

＜平成２８（２０１６）年＞ 

実施日 事 業 内 容 

４月１日（金） 長岡市主催平成28年度ものづくり支援事業説明会講師派遣 

４月８日（金） 平成27年度大学改革推進等実績報告書提出 

４月19日（火） 
平成28年度第１回推進本部（平成28年度COC推進体制・事業方針・予算・文科

省アンケート実施について、平成27年度実績報告等） 

４月25日（月） 

・平成28年度第１回地域課題調整部会 

・新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進協議会（COC+） 

第1回COC+企画・調整部会に出席 

４月26日（火） 平成28年度地域連携研究センター第１回運営委員会 

５月３日（火） 平成28年度地域連携研究センター第１回市民講座部会 

５月10日（火） 平成28年度地域連携研究センター第１回地域連携部会 

５月11日（水） 平成28年度地域連携研究センター第１回調査研究部会 

５月14日（土） インターンシップマッチングフェア長岡に参加 

５月17日（火） 
平成28年度第２回推進本部（平成28年度事業計画作成、地域志向教育研究募 

集、主なスケジュール） 

５月21日（土） インターンシップマッチングフェア新潟に参加 

５月24日（火） 平成28年度地域連携研究センター第２回運営委員会 

５月26日（木） 平成27年度COCフォローアップ・アンケート提出 

５月30日（月） 平成28年度第２回地域課題調整部会 

６月６日（月） 市民公開講座「高齢者のためのスマホ・タブレット入門」～7/4（月）:5回
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実施日 事 業 内 容 

６月７日（火） 平成28年度地域連携研究センター第２回市民講座部会 

６月８日（水） 平成28年度地域連携研究センター第２回調査研究部会 

６月９日（木） 平成28年度新潟県内国立大学法人新採用職員研修に参加：長岡技術科学大学

６月14日（火） 

・平成28年度第３回推進本部（事業進捗、平成27年度フォローアップ報告、平成

27年度COCアンケートとりまとめ、平成28年度事業計画修正・補強、平成28年度

COC+推進協議会、主なスケジュール） 

・平成28年度地域連携研究センター第２回地域連携部会 

６月17日（金） 第1回ボランティア調査研究会 

６月21日（火） 平成28年度地域連携研究センター第３回運営委員会 

６月22日（水） 平成28年度地（知）の拠点大学による地方創生推進事業推進協議会 

６月23日（木） 市民公開講座「記紀神話を読む：前編」～7/21(木)全３回 

６月27日（月） 
・平成28年度第３回地域課題調整部会 

・第2回ボランティア調査研究会 

７月５日（火） 平成28年度地域連携研究センター第３回市民講座部会 

７月12日（火） 
・平成28年度地域連携研究センター第３回地域連携部会 

・平成28年度長岡大学講演会「目指せ！学生起業家」 

７月13日（水） 平成28年度地域連携研究センター第３回調査研究部会 

７月14日（木） 女性のための起業セミナー ～8/10（水）全５回 

７月19日（火） 

・平成28年度第４回推進本部（平成28年度事業進捗、平成28年度COC+事業、平

成28年度書面評価、長岡市創生事業の委託、当面のスケジュール） 

・平成28年度地域連携研究センター第４回運営委員会 

７月20日（水） 

・「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」平成28年度評価

進捗状況報告書提出 

・ボランティア・アンケート調査票発送 

７月25日（月） 平成28年度第４回地域課題調整部会 

７月27日（水） 第１回職員ＦＤ／ＳＤ研修会「学習の動機付けと資格取得について」 

７月28日（木） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進協議会（COC+）

第２回新潟地域創生協議会に出席 

７月30日（土） 教育ＩＲセミナーに参加：京都市 

８月２日（火） 
平成28年度大学改革推進等補助金（地（知）の拠点大学による地方創生推進

事業）交付決定  

８月５日（金） 簿記指導者セミナーに参加：東京都 

８月22日（月） 
「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」シンポジウム 

―地域の未来創生に向けた新潟の魅力発見― 

８月29日（月） 平成28年度第５回地域課題調整部会 

８月29日（月）

～30日（火） 
第６回大学コンソーシアム八王子ＦＤ・ＳＤフォーラムに参加 
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実施日 事 業 内 容 

８月31日（水） 
第２回職員ＦＤ／ＳＤ研修会「長岡大学中期計画」「ハラスメント防止対策に

ついて」 

９月９日（金） 市民公開講座「メンタルヘルス・マネジメント」～10/7(金)全５回 

９月13日（火） 

・平成28年度第５回推進本部（平成28年度事業進捗、平成28年度COC+事業、平

成28年度面接評価、長岡市創生事業の委託、当面のスケジュール） 

・平成28年度地域連携研究センター第４回地域連携部会 

・イノベーション人材養成講座「実践！商品企画講座」～10/11(火）全8回

９月16日（金） 平成28年度地域連携研究センター第４回調査研究部会 

９月18日（日） キャリア教育実践講習会に参加：新潟市 

９月20日（火） 
・平成28年度地域連携研究センター第５回運営委員会 

・市民公開講座「初級簿記講座」～11/17（木）全15回 

９月26日（月） 平成28年度第６回地域課題調整部会 

９月29日（木） 平成28年度評価 面接審査 

10月４日（火） 平成28年度地域連携研究センター第５回市民講座部会 

10月11日（火） 
平成28年度第６回推進本部（平成28年度事業進捗、平成28年度COC+事業、平成

28年度面接評価を受けて、長岡市創生事業の委託、当面のスケジュール） 

10月12日（水） 平成28年度地域連携研究センター第５回調査研究部会 

10月18日（火） 平成28年度地域連携研究センター第５回地域連携部会 

10月19日（水） 市民公開講座「近代東アジアの日本―批判的検討―」～11/23（水）全6回 

10月22日（月） アクティブラーニングワークショップ「タクナル」に参加 

10月25日（火） 平成28年度地域連携研究センター第６回運営委員会 

10月26日（水） 第３回職員ＦＤ／ＳＤ研修会「職員力とは何か－戦略的大学職員の養成－」

10月29日（土） ボランティアフォーラム「ボランティア活動で自分発見！」 

10月30日（日） 子育てシンポジウム「子育ては、親育ち、人育ち！」 

10月31日（月） 平成28年度第７回地域課題調整部会 

11月１日（火） 
・市民公開講座「外山脩造の足跡と活動」～11/29（火）全５回 

・平成28年度地域連携研究センター第６回市民講座部会 

11月２日（水） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進協議会（COC+）   

第３回企画・調整部会に出席 

11月６日（日） 
平成28年度長岡大学地（知）の拠点大学シンポジウム「髙橋九郎翁生誕165

周年記念シンポジウム」開催 

11月８日（火） 平成28年度地域連携研究センター第６回地域連携部会 

11月９日（水） 
イノベーション人材養成講座「実践！中小企業の事業承継プラン作成講座」

～11/24（木）全３回 

11月10日（木） 市民公開講座「記紀神話を読む：後編」～11/24（木）全３回 
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実施日 事 業 内 容 

11月15日（火） 
平成28年度第７回推進本部（平成28年度事業進捗、平成28年度COC+事業、平成

29年度地域志向科目、長岡市創生事業の委託、当面のスケジュール） 

11月16日（水） 平成28年度地域連携研究センター第６回調査研究部会 

11月18日（金） 
２０１６地域連携研究センターシンポジウム「ボランティア活動で人の輪

（和）をつくろう！」開催 

11月22日（火） 平成28年度地域連携研究センター第７回運営委員会 

11月28日（月） 平成28年度第８回地域課題調整部会 

11月30日（水） 第４回職員ＦＤ／ＳＤ研修会「災害にいかに向き合うか」 

12月１日（木） イノベーション人材養成講座「管理会計講座」～2/9（木）全５回 

12月３日（土） 学生のための地域活性化プログラム成果発表会開催 

12月５日（月） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+） 

第１回事業評価検証部会に出席 

12月６日（火） 平成28年度地域連携研究センター第７回市民講座部会 

12月13日（火） 

・平成28年度第７回推進本部（平成28年度事業進捗、平成28年度COC+当面の事

業、平成29年度COC+事業報告書作成、当面のスケジュール） 

・平成28年度地域連携研究センター第７回地域連携部会 

12月14日（水） 平成28年度地域連携研究センター第７回調査研究部会 

12月16日（金） ＳＤ義務化対策セミナー参加：東京都 

12月20日（火） 

・平成28年度地域連携研究センター第８回運営委員会 

・新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進協議会（COC+）  

第４回企画・調整部会、第３回事業プロジェクト推進部会に出席 

12月22日（木） 学生満足度調査実施（約２週間） 

＜平成２９年 （２０１７）年＞ 

１月10日（火） 
・平成28年度地域連携研究センター第８回地域連携部会 

・平成28年度地域連携研究センター第８回市民講座部会 

１月11日（水） 平成28年度地域連携研究センター第８回調査研究部会 

１月17日（火） 

・平成28年度第９回推進本部（事業進捗、COC+、当面する事業、平成28年度COC

事業広告書の作成） 

・平成28年度地域連携研究センター第８回運営委員会 

１月21日（土） 創業セミナー ～2/18（土）全５回 

１月26日（木） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進協議会（COC+）   

第５回企画・調整部会に出席 

１月30日（月） 平成28年度第９回地域課題調整部会 

２月７日（火） 

・平成28年度第10回推進本部（事業進捗、COC+、当面する事業、平成28年度COC

事業広告書の作成） 

・平成28年度地域連携研究センター第９回運営委員会 

・平成28年度地域連携研究センター第９回市民講座部会 

２月８日（水） 平成28年度地域連携研究センター第９回調査研究部会 
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実施日 事 業 内 容 

２月９日（木） 平成28年度地域連携研究センター第９回地域連携部会 

２月15日（水） 

第５回職員ＦＤ／ＳＤ研修会：「アカデミック・アドバイザー制度の点検と改

善について」「授業アンケートの改善について」ラーニング・コモンズの展開に

ついて」「PROGの分析結果とその活用方法についての確認と意見交換」「（公財）

内田エネルギー科学振興財団からの事業費助成及び長岡市市民活動補助金につ

いて」「長岡大学“三つの方針”（案）について」 

２月16日（木） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進協議会（COC+）   

第６回企画・調整部会に出席 

２月21日（火） インターンシップフォーラム長岡に参加（学生発表） 

２月22日（水） 平成28年度地域志向教育研究成果発表会開催 

２月24日（金） インターンシップフォーラム新潟に参加 

２月25日（土） 第４回 悠久山・東山フォーラム「お雛さまとお茶会」 

２月27日（月） 平成28年度第10回地域課題調整部会 

３月３日（金） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+） 

第３回地域創生協議会に出席 

３月４日（土）

～３月５日（日） 
2016年度第22回FDフォーラム「大学の教育力を発信する」に参加：京都市 

３月６日（月）

～３月７日（火） 
平成28年度COC/COC+全国シンポジウムに参加：高知市 

３月８日（水） 
第６回職員ＦＤ／ＳＤ：「SD義務化について」「長岡大学“三つの方針”（案）

について」「満足度調査等の結果共有と意見交換」「COC+の進捗状況と意見交換」

３月13日（月） 
新潟大学主催：地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+） 

COC+事業・外部評価委員会に出席 

３月14日（火） 
平成28年度第11回推進本部（事業進捗、COC+、平成28年度COC事業報告書の作

成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

− 14 −



15 
 

Ⅳ ＜教育＞における事業展開 

１ 諸専門能力の養成－教育①－ 

（１）方針（申請時） 

・資格対応専門教育プログラムにおいては、学卒生に求められる上級情報処理能力（ＩＴパスポ

ート、Excel／Word１・２級等）と専門能力（日商簿記１・２級、販売士１・２級等）の取得を、

正規授業に加えて、対策講座の充実により推進する。学生 SA も十分に活用する。 

 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→情報資格取得者各学年 20％、専門資格取得者各学年 10％。 

・平成 29 年度→同情報資格の取得目標－卒業生数の 60％ 

→同専門資格の取得目標－卒業生数の 40％ 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

（上級資格受験結果・総数ベース） 

・上級情報資格：受験総数 78 名、合格者数 43 名、合格率 55.1％（43 名／78 名） 

・上級専門資格：受験総数 37 名、合格者数 18 名、合格率 48.9％（18 名／37 名） 

（資格直前対策講座実施結果） 

・講座受講総数 57 名、検定受験割合：63.2％（36 名）、検定合格率：58.3％（21 名／36 名） 

（評価） 

・総数ベース（資格直前対策講座受講者以外の受験者も含めた総数）でみると、上級情報資格、

上級専門資格ともに、合格率は50％前後でまあまあであったが、在籍学生数に占める割合は低い。

平成 25 年度目標値（20％、10％）に達しなかった。 

・上級資格直前対策講座の実施結果については、検定受験割合は 60％台で、検定合格率も 60％弱

で、対策講座の効果はあったと言える。 

・今後の課題は、大学全体の上級資格受験者数を増やすことである。そのためには、直前対策講

座の受講者数を増やすことがポイントになる。そのために、ゼミ教員の指導、講座・受験情報の

周知、そして何よりも学生の動機付けが重要になる。一段の工夫が求められる。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

（上級資格受験結果・総数ベース） 

・上級情報資格：受験総数 74 名、合格者数 33 名、合格率 44.6％（33 名／74 名） 

・上級専門資格：受験総数 31 名、合格者数８名、合格率 25.8％（８名／31 名） 

（資格直前対策講座実施結果） 

・講座受講総数 38 名、検定受験割合：39.5％（15 名）、検定合格率：53.3％（８名） 

＊内訳→上級情報資格受験者７名、検定合格率 71.4％（５名／７名） 

上級専門資格受験者８名、検定合格率 37.5％（３名／８名） 

（初級～上級資格全体の受験結果） 

 ・情報資格：受験総数 132 名、合格者数 65 名、合格率 49.2％（65 名／132 名） 

 ・専門資格：受験総数 108 名、合格者数 30 名、合格率 27.8％（30 名／108 名） 
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（評価） 

・平成 26 年度は資格取得支援センターＣＯＳをスタートさせ、年間の学生利用者数は 1500 名を

超え、盛況であった。資格以外の授業、学生生活に関する相談も多かった。 

・資格取得状況を総数ベースでみると、上級情報資格は、受験総数は前年度水準だが、合格者数・

率ともにやや低下した。これに対し、上級専門資格は受験総数、合格者数・率ともに大幅に低下

した。 

・資格直前対策講座については、講座受講者数、検定受験割合が前年度より低下したが、検定合

格率はほぼ同水準を維持した。講座受講者の内訳をみると、総数ベースの合格率と比べ、上級情

報資格、上級専門資格の合格率はいずれも高い。 

・初級から上級資格全体の受験状況をみると、情報資格は、受験者 132 名、合格者 65 名、合格率

約 50％（49.2％）であった。専門資格は、受験者 108 名、合格者 30 名、合格率 30％弱（27.8％）

であった。 

・初級資格受験状況をみると、１年生の受験実績が圧倒的に大きい。初級情報資格では、１年生

受験者 45 名、合格率 66.7％（30 名）と高い。初級専門資格も、１年生受験者 31 名、合格率 31.3％

（10 名）である。１年生で、初級の資格取得が重要である。 

  ・以上から、次年度は、ゼミ－資格取得支援センターの連携を密にして、初級～上級の資格取得

へのチャレンジをさらに拡大すること、＜１年生＝初級資格、２～３年生＝上級資格取得＞の推

進、直前対策講座の充実（とくに専門資格）、学生の受講しやすい講座時間・講座の仕方などをよ

り具体化する必要がある。 

・平成 26 年度の目標の達成度については、４年生はまあまあであったが、３年生以下は目標との

乖離が大きい。４年生（卒業生）の目標は、「上級ＩＴ資格保有者 40％、同専門資格保有者 15％」

であったが、図表４－１－１に見るように、それぞれ、34.7％、15.2％であった。しかし、平成

29 年度の達成目標（上級ＩＴ資格保有者 60％、同専門資格保有者 40％）とはかなり差がある。

今後目標達成に向けた方策を十分検討する必要がある。 

 

     図表４－１－１ 平成 26 年度上級資格保有状況      
学年 上級ＩＴ資格保有割合 上級専門資格保有割合 

４年生 34.7％（32／92） 15.2％（14／92）
３年生 31.7％（20／63） 6.3％（４／63）
２年生 25.9％（15／58） 5.1％（３／58）
１年生 0％ （0／85） 1.1％（１／85）
（注）計算方法＝各年次の資格保有者数（実質人数）÷各年次の在籍者数 

 

 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

（上級資格受験結果・総数ベース） 

・上級情報資格：受験総数 82 名、合格者数 46 名、合格率 56.1％（46 名／82 名） 

・上級専門資格：受験総数 25 名、合格者数８名、合格率 32.0％（８名／25 名） 
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（資格直前対策講座実施結果） 

・講座受講総数 53 名、検定受験割合：50.9％（27 名）、検定合格率：59.3％（16 名） 

＊内訳→上級情報資格受験者 21 名、検定合格率 71.4％（15 名／21 名） 

上級専門資格受験者６名、検定合格率 16.7％（１名／６名） 

（初級～上級資格全体の受験結果） 

 ・情報資格：受験総数 135 名、合格者数 75 名、合格率 55.6％（75 名／135 名） 

 ・専門資格：受験総数 108 名、合格者数 30 名、合格率 27.8％（30 名／108 名） 

【評価】 

・まず、ＣＯＣ事業の最終年度＝平成 29 年度の目標（卒業生上級情報資格取得６０％、同専門資格取

得４０％）を視野に入れた平成 27 年度目標は、「４年生（卒業生） 上級情報資格保有者４０％、

同専門資格保有者対２０％」であった。この目標との関係でみると、図表４－１－２に見るよ

うに、上級情報資格保有者割合約 35％、上級専門資格保有者割合約８％でいずれも未達であっ

た。とくに、上級専門資格割合が前年度に比べ、低下してしまった。 

図表４－１－２ 平成 27 年度上級資格保有状況 
学年 上級ＩＴ資格保有割合 上級専門資格保有割合 

４年生 34.8％（23／66） 7.5％（5／66）
３年生 30.7％（20／65） 6.1％（4／65）
２年生 19.7％（17／86） 5.8％（5／86）
１年生 0.8％（1／112） 1.7％（2／112）
（注）計算方法＝各年次の資格保有者数（実質人数）÷各年次の在籍者数 

・これは、３年間の傾向を見た図表４－１－３からも明らかなように、情報系は受験者数、合格

者数ともに一定のレベルを保ち、合格率も 50％台を維持している。しかし、専門系は、総数ベ

ースの受験者、合格者が低下しており、検定対応講座の受験者、合格者も減少している。３年

生以下の学年別の上級資格保有割合も横ばい気味で、向上してはいない。専門系が低くなって

いる。 

        図表４－１－３ ３年間の上級資格取得状況（全学年ベース） 

 

 

・資格取得支援センターＣＯＳを中心に、資格取得等の相談、動機付け、受験者・合格者の拡大

をめざした次のような支援の取組が行われた。資格ハンドブック『資格取得のすすめ』の刊行、

直前対策講座の実施（情報系＝ＩＴパスポート、Word１・２級、Excel１級、パワポプレゼン上

級、専門系＝経済学検定・マクロ・ミクロ、経営学、販売士１・２級、日商簿記２級、eco 検

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数
2013年 情報系 78 43 55.1% 12 9 75.0% 15.4% 20.9%

専門系 37 18 48.6% 21 5 23.8% 56.8% 27.8%
計 115 61 53.0% 33 14 42.4% 28.7% 23.0%

2014年 情報系 74 33 44.6% 7 5 71.4% 9.5% 15.2%
専門系 31 8 25.8% 8 3 37.5% 25.8% 37.5%
計 105 41 39.0% 15 8 53.3% 14.3% 19.5%

2015年 情報系 82 46 56.1% 21 15 71.4% 25.6% 32.6%
専門系 25 8 32.0% 6 1 16.7% 24.0% 12.5%
計 107 54 50.5% 27 16 59.3% 25.2% 29.6%

上級総数ベース 上級講座受講者ベース 講座受講者の割合
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定、福祉住環境２級、医療事務、消費生活）、学生の資格目標管理、簿記・販売士等資格勉強会

の実施、学習ペースメーカーの構築。学生の相談件数は年間 1500 件にのぼった。しかし、上記

の実績データでみると、これらの取組が十分な成果をあげたとは言えない。 

・支援取組の効果を検討するとともに、情報系の取得割合の一層の向上を図るとともに、専門系

の受験者数の増加、合格者数の拡大の方策を早急に検討し、平成 28 年度に具体化する必要があ

る。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・諸専門能力の養成・・・上級の情報（Excel／Word１・２級、PowerPoint 上級、ＩＴパスポ 

ートの６資格）および専門能力（日商簿記１・２級、販売士１・２級、経済学検定、経営学検 

定、福祉住環境ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ２級、ECO 検定、医療事務、消費生活相談員等の 11 資格）の資格取 

得のための対策講座を受講生の拡大可能な時間帯を工夫して、開催する。各資格対策講座１回 

（10 時間）とするが、受講生のニーズに対応して柔軟に設定する。 

【目標】 

・平成 29 年度目標（卒業生上級情報資格取得６０％、同専門資格取得４０％）を視野に入れ、

平成 27 年度実績＝目標未達を踏まえて、平成 28 年度目標は、前年度の目標を据え置くこと

とする。 

＊４年生（卒業生） 上級情報資格保有者４０％、同専門資格保有者２０％ 

３年生      上級情報資格保有者３５％、同専門資格保有者２０％ 

２年生      上級情報資格保有者３５％、同専門資格保有者２０％ 

１年生      上級情報資格保有者１０％、同専門資格保有者１０％ 

 

（７）平成 28 年度計画 
 ・大方針・・・次の諸点を検討し、資格取得がしやすい仕組みを構築し、取得者・率の拡大を

めざす。 

・計画の柱・・・次の諸点を検討し、具体化する（資格取得支援センター・運営部会）。 

  ａ ＣＯＳの業務・・・資格取得環境の整備、資格取得等相談・指導、上級資格対策勉強会・

講座の開講、結果のとりまとめ、年度の支援リーフレット作成の５点を柱に行う。 
  ｂ 資格取得環境の整備・・・各資格の受験情報案内、資格相談教員リスト・勉強会・講座

掲示、参考書の取り揃え、閲覧デスク等の整備など。 
ｃ 資格取得等相談・指導・・・資格取得ニーズの把握（アンケート等）、資格取得等相談

票に記入、記入事項に対応した相談実施（事務・教員への取次ぎ）、同相談結果報告作

成、結果報告の検討・改善等（毎月のＣＯＳ会議。結果は担当教員・ゼミ教員に報告）

の流れを構築する。 
  ｄ 上級資格対策勉強会・講座の開講・・・上級資格日程をにらみ、かつ学生が参加しやす

い対策勉強会・講座を開催する。前年度のような直前対策講座に学生参加が少なかった

点を考慮して、学生が参加・学習しやすい勉強会／講座を開催・開講する。講師・指導

は、外部講師も含めて設計する。また、学生の資格学習サークルの形成も追及する。 
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  ｅ 結果のとりまとめ・・・前年度までの資格関係データを再検討し、活用しやすいデータ

を体系的に作成、整備する。事例：資格取得個人データ（学年別取得）、資格取得４年

生・学年別データ、勉強会・講座・相談等年度のまとめ・改善方向 
  ｆ 年度の支援リーフレットの作成・・・上記を検討の上、学生向けの毎年度の資格取得に

関する制度・方針・計画を記載したリーフレットを作成し配布する。また、常時、学生

向けに、資格取得関連の講座等情報の広報（パネル、ポスター、チラシ等）の充実を図

る。 

 

（８）平成 28 年度展開 

a ＣＯＳの業務 

平成 28 年度計画のとおり、資格取得環境の整備、資格取得等相談・指導、上級資格対策勉

強会・講座の開講、結果のとりまとめ、年度の支援リーフレット作成を中心に業務を行った。 

b 資格取得環境の整備 

「平成 28 年度長岡大学検定スケジュール」および、各資格の担当教員、担当科目・関連科

目をまとめたリーフレット「長岡大学カリキュラム対応資格・検定」を作成し、ゼミナール

の時間を利用し全学生へ配布、および学内掲示を行なった。また、各検定の参考書や過去問

題集等を取り揃え、学生に案内した。 

c 資格取得等相談・指導 

資格取得支援センターＣＯＳをラーニングコモンズとしても位置づけ、利用しやすい環境を

整えた。また、教務学生課を資格取得支援センターＣＯＳと隣接した場所に移動させ、教務

学生課職員が常駐することにより、センター利用者に対し、より充実した相談・指導を行な

う環境が整えられた。 

d 対策講座実施（実績） 

図表４－１－４ 平成 28 年度資格直前対策講座実施実績一覧 

講座名 担当講師 開講日程 
実績 

学年 受講 受験 合格※

ERE（経済学）検定対策講座 

※目標試験日：H28.12.4 

注 1）Ｂランク以上を合格と見なす。 

牧野 智一 H28.11.8、11.9、

11.10、11.17、

11.22、11.23、

11.24、11.25 

11.28、11.29、12.1

12.2、12.3 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 1 名 1 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 1 名 

4 年 1 名 1 名 1 名 

経営学検定対策講座 

※目標試験日：H28.12.4 

鈴木 章浩 H28.11.17、11.21

11.24、12.1 

1 年 1 名 1 名 1 名 

2 年 3 名 3 名 2 名 

3 年 0 名 0 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

ﾘﾃｰﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ(販売士)検定 1 級 

対策講座 

小松 俊樹 受験者なしのため不開講。 

ﾘﾃｰﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ(販売士)検定 2 級 

対策講座 ※目標試験日：H29.2.15 

注 1)3 級志望者の受講も可とした。 

小松 俊樹 H29.2.15 試験日（3 名）に対し、個別対応とした 
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日商簿記検定 1級対策講座 中村 大輔 受験者なしのため、不開講。 

日商簿記検定 2級対策講座 

※目標試験日：H28.11.20 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

中村 大輔 H28.11.9、11.11

11.16、11.18、

11.19 

1 年 5 名 0 名 0 名 

2 年 1 名 1 名 0 名 

3 年 2 名 1 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

IT パスポート対策講座 吉川 宏之 受講者ゼロのため不開講 

Word 文書処理技能認定試験 1級対策講座 

※目標試験日：H29.2.28 

吉川 宏之 H29.2.8、2.9、

2.16、2.17 

1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

Word 文書処理技能認定試験 2級対策講座 

※目標試験日：H29.2.28 

注 1）1級志望者の受講も可とした。 

吉川 宏之 

 

H29.2.8、2.9、

2.16、2.17 

1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

Excel 表計算処理技能認定試験 1級対策講座 

※目標試験日：H29.2.28 

注 1）2級志望者の受講も可とした。 

吉川 宏之 H29.2.8、2.9、

2.16、2.17 

1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

Excel 表計算処理技能認定試験 2級対策講座 

※目標試験日：H29.2.28 

注 1）2級志望者の受講も可とした。 

吉川 宏之 H29.2.8、2.9、

2.16、2.17 

1 年    

2 年    

3 年    

4 年    

PowerPoint プレゼン技能認定試験上級対策

講座  ※目標試験日：H29.2.4 

高梨 俊彦 受講者ゼロのため不開講。 

福祉住環境コーディネーター2級対策講座 

※目標試験日：H28.11.27 

注 1）3級志望者の受講も可とした。 

米山 宗久 

 

H28.11.22、

11.23 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 0 名 0 名 0 名 

4 年 1 名 1 名 0 名 

医療事務管理士（医科）対策講座 

※目標試験日：H28.11.26 

山川 智子 H28.11.9、11.16

11.23、12.17、

1.21 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 1 名 1 名 0 名 

4 年 0 名 0 名 0 名 

医療事務管理士（医科）対策講座 

※目標試験日：H29.1.28 

山川 智子 H29.1.17、1.19

1.20 

1 年 0 名 0 名 0 名 

2 年 0 名 0 名 0 名 

3 年 1 名 1 名  

4 年 0 名 0 名 0 名 

eco 検定直前対策講座 

※目標試験日：H28.12.18 

西俣 先子 受講者 0 名のため、不開講とした。 

消費生活アドバイザー直前対策講座 

※目標試験日：H28.10.2 

橋長真紀子 受講者 0 名のため、不開講とした。 

 

※合格欄は当該検定試験の“上級ランク（主に２級以上）” 合格者数を集計したもの 

 

e 結果のとりまとめ 
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学生の資格検定の受験状況については、学生名、検定名、検定日、合否、点数、取得学年等

をデータベース化し一元管理を行なっている。今後はこのデータを元に各種資格取得のタイ

ミングや指導方法、勉強会の開催時期など、各学生の資格取得プランニングのアドバイスな

どに活かしていきたい。 

f 年度の支援リーフレットの作成 

年度初めに「資格取得支援センターＣＯＳ利用案内」を作成し、全学生に配布した。資格取

得支援センター（ＣＯＳ）の機能を紹介するとともに、資格取得の必要性や学習方法につい

て明記し、全学生はもちろんのこと、特に新入生がスムーズに資格取得に取り組めるように

努めた。 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

平成 28 年度の資格受験結果は図表４－１－４～８のとおりとなった。 

まず、第１に平成 28 年度の資格試験受験結果を総数ベースでみると（図表４－１－５）、ＩＴ

全体では受験者 136 名、合格者 83 名、合格率 61.0％であった。専門資格は、受験者 132 名、合

格者 39 名、合格率 29.5％で、ＩＴ資格より低水準であった。特に専門資格については昨年度と

比較し、受験者は多少増加したが、合格率を向上させることはできなかった。 

第２に平成 28 年度の上級資格試験受験結果を総数ベースでみると（図表４－１－６）、ＩＴ全

体では、受験者 99 名、合格者 56 名、合格率 56.6％であった。専門資格は、受験者 45 名、合格

者 8名、合格率 17.8％であり、目標数値には大きく届かない結果となった。なお、平成 28 年度

の上級資格保有状況は、図表４－１－８のとおりである。 

第３に平成 28 年度の初級資格試験受験結果を総数ベースでみると（図表４－１－７）、ＩＴ全

体では受験者 37 名、合格者 27 名、合格率 73.0％であった。専門資格は、受験者 87 名、合格者

31 名、合格率 35.6％と上級資格同様に低水準であった。 

第４に平成 28 年度は諸事情により前期に対策講座を実施することができなかった。後期に専門

資格対策７講座、ＩＴ系資格対策４講座を開講したが、図表４－１－６のとおり、上級専門資格

においては、講座受講者が７名、うち合格者が４名であった。上級ＩＴ資格についてははまだ合

否が出ていない。各講座別の実績は図表４－１－３のとおりである。昨年度、対策という位置付

けでの講座開講では十分な効果が得られない可能性があるという判断から、今年度は、直前に限

定せず講座を開講することで、モチベーションの維持、アップに努めるように見直し、中・長期

的スタンスでの資格取得を意識した。しかし、相変わらず受講者が増加しなかったことは残念で

ある。 

第５に平成 28 年度の目標達成度については、図４－１－８のとおり、上級専門資格の目標との

乖離が大きい結果となった。簿記検定の難易度が上がっていることも原因の一つといえるが、上

級ＩＴ資格は堅調に推移していることから、平成 29 年度においては、いかに上級専門資格保有者

を伸ばすことができるかが課題である。 

第６に、以上の結果を踏まえて、課題を解決し資格取得率を向上させるためには、現在の目標

設定や仕組みを見直す必要があろう。その参考資料として、第５回推進本部会議（平成 28 年９月

13 日）に提起された文書（「資格取得支援等の仕組みについて（再検討メモ）」）を添付してお

く（図表４－１－９）。 
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図表４－１－５ 平成 28 年度資格受験結果（総数） 

 ＩＴ資格全体 専門資格全体 

受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 

４年生 13 4 30.8% 9 3 33.3% 

３年生 19 13 68.3% 27 12 44.4% 

２年生 74 45 60.8% 52 12 23.1% 

１年生 30 21 70.0% 44 12 27.3% 

合計 135 82 61.0% 132 39 29.5% 

（注）受験者数及び合格者数＝初級資格＋上級資格である 

 

 

 

図表４－１－６ 平成 28 年度上級資格受験結果 

 上級ＩＴ資格 上級専門資格 

受験者数 合格者数 合格率 受験者数 合格者数 合格率 

総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 総数 講座 

４年生 12 0 3 0 25.0% 0.0% 2 2 1 1 50.0% 50.0%

３年生 12 0 9 0 75.0% 0.0% 11 3 4 2 36.4% 66.7%

２年生 71 0 42 0 59.2% 0.0% 30 2 3 1 10.0% 50.0%

１年生 4 0 2 0 50.0% 0.0% 2 0 0 0 0.0% 0.0% 

合計 98 0 55 0 56.6% 0.0% 45 7 8 4 17.8% 57.1%

（注１）上級ＩＴ＝Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ１～２級、PowerPoint 上級、ＩＴパスポート 
（注２）上級専門＝日商簿記１～２級、販売士１～２級、福祉住環境１～２級、eco 検定、消費生活アドバイザー、

経済学検定（ミクロマクロ）S～B、経営学検定中級、医療事務 
（注３）総数＝直前講座を受講しない者も含む、講座＝直前講座を受講し、上級資格を受験した者を示す 
 
 
 
 

図表４－１－７ 平成 28 年度初級資格受験結果 

 初級ＩＴ資格 初級専門資格 

受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 受験者数（総数） 合格者数（総数） 合格率 

４年生 1 1 100.0% 7 2 28.6% 

３年生 7 4 57.1% 16 8 50.0% 

２年生 3 3 100.0% 22 9 40.9% 

１年生 26 19 73.1% 42 12 28.6% 

合計 37 27 73.0% 87 31 35.6% 

（注１）初級ＩＴ＝Ｗｏｒｄ・Ｅｘｃｅｌ３級、PowerPoint 初級、ドットコムマスターベーシック、EC 実践能力
検定３級 

（注２）初級専門＝日商簿記３級、販売士３級、福祉住環境３級、FP 技能検定３級、経済学検定（ミクロマクロ）
C～D、経営学検定初級 
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図表４－１－８ 平成 28 年度上級資格保有状況 
学年 上級ＩＴ資格保有割合 上級専門資格保有割合 

４年生 32.8％（22／67） 7.5％（5／67） 

３年生 21.8％（19／87） 8.0％（7／87） 

２年生 24.8％（28／113） 3.5％（4／113） 

１年生 2.4％（2／82） 0.0％（0／82） 

（注）計算方法＝各年次の資格保有者数（実質人数）÷各年次の在籍者数 
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図表４－１－９ 

資格取得支援等の仕組みについて（再検討メモ） 
2016/09/13 ＣＯＣ推進本部（原田） 

 
１ 資格取得の目標設定と現状 

・ＣＯＣ事業では、「上級情報資格（Word／Excel１・２級、IT パスポート等）の取得率＝卒

業生の 60％」、「上級専門資格（簿記／販売士１・２級等）の取得率＝卒業生の 40％」と

設定した。 
 ・平成 27 年度ＦＵ（フォローアップ）によれば、ここ３年間、＜情報資格は 30％超、専門資

格は 20％未満＞という結果であり、平成 29 年度での目標達成は困難である。 
 
２ 取得率向上の仕組み 
 ・上記の目標達成の仕組みは、概ね、次のように展開した。 
  ＊①年度当初の資格取得案内作成（リーフレット等）→②ゼミ・授業（情報・専門・キャリ

ア科目等）で説明→③事務局・ＣＯＳで相談受付・支援→④担当教員の個別指導→⑤研究

会・サークルでの学修→⑥受験対策講座開講→⑦受験 
  ＊ただし、③、④、⑤は常時 
 
３ 上級資格取得率が向上しない要因 
上級資格取得率が向上しない要因は、上記の仕組みのどこに問題があったと見るか。 
・①～②の資格取得情報の伝達は行われたが、学生の資格取得意欲向上には直結したとは言え

ないのではないか。どのような方法で、学生の資格取得意欲向上をはかればよいか。 
・③の相談・支援は、資格だけでなく、学習、学生生活全般にわたっており、ＣＯＳの機能・

位置づけが狭すぎたと言える。資格関係の支援はできたが、他の支援の仕組みはできなかっ

た。 
・④の教員による指導は、学生のニーズにはそれなりに応えられていたと思われる。ただし、

その際の問題等のフィードバックはどうか。 
・⑤は、学生による自主的な学習の場であるが、これがうまくできない、できても継続できな

い等、どう解決すればよいか、不明の状況にある。大手私大では、この文系勉強サークルが

基盤になって、資格取得が行われているので、本学でも、改善策を考えなくてはならない。 
・⑥は、通常、昼間の授業時間外、つまり、夜間、土・日で行われているが、本学では、これ

が成功しなかった。５限以降の夜間、土・日はアルバイトがあり、参加学生はほぼ皆無とい

う状況であった。昼間の授業時間帯での受験対策講座開講も、授業があるので受講学生を一

定時間帯に集めるのはできない。 
以上から、明らかなように、⑤研究会・サークルでの学修と⑥受験対策講座開講がうまく行か

なかったため、学生の資格取得意欲向上、受験学生数の拡大、合格するだけの実力の養成、合格

率の向上に結び付けることができなかった。 
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４ 今後の方向について 
 では、今後どうするか。次のように構想したらどうか。 
 ・資格対応型専門教育プログラムについて→この名称は継続するが、工夫すれば到達できそう

な次の目標に変更する。 
  ＊従来の延長の目標設定→「初級情報資格（Word／Excel３級等）の卒業生取得率 70％、初

級専門資格（簿記／販売士３級）の卒業生取得率 50％」、および「上級情報資格（Word
／Excel１・２級、IT パスポート等）の卒業生取得率 50％」、「上級専門資格（簿記／販

売士１・２級等）の卒業生取得率 30％」。 
  ＊新しい目標設定の考え方→学生への推奨／意欲を引き出す観点からは、情報特化型（Word

／Excel１級＋IT パスポート）、専門特化型（簿記・販売士１級等専門上級、経済学、経

営学、環境等）、情報・専門両輪型（Word／Excel＋簿記・販売士・経済学・経営学等）

の大きく３分野で設定するのも良いかも 
・その目標達成の仕組みをどう変えるか。次のように構想したい。 

  ＊①年度当初の学生支援案内作成（リーフレット等）→②ゼミ・授業等（情報・専門・キャ

リア科目等）で説明→③事務局・学生支援センターで相談受付・支援→④授業での初級資

格準備→⑤事務局・担当教員の個別指導→⑥研究会・サークルの活発化→⑦学生ニーズに

沿った上級資格対策講座の開講→⑧学生支援活動のとりまとめ 
 ・①は、上記３の③の実態を反映した「資格」に限定しない学生支援案内（リーフレット等）

を後述の「学生支援センター」が作成する。学生支援は、主として、資格、学習（大学での

勉強の悩み）、学生生活（サークル等）の３分野とする。 
 ・②は、学生支援の内容を各所で説明し、マンツーマン面談が仲介機能を果たすものと位置づ

ける。学生－教員－学生支援センターの情報伝達サイクル形成。 
・③は、ＣＯＳに替わって、資格、学習、学生生活の３つの相談・支援機能を持つ「学生支援

センター」を設立し、学生相談・支援、教員等関係者への情報伝達を担う。 
  ＊学生支援センターは、センター長＝教務学生課長、メンバーは教務学生課職員で構成。教

授会にはセンター長が報告。 
 ＊資格に関しては、方針作成等、必要に応じて、担当教員の会議（資格担当教員会議）を開

催する（常設委員会とはしない）。 
 ＊同センターは、教務委員会、学生委員会の共管とする。 
・④は、初級資格は、情報、専門系授業で、取得指導を行う。 
・⑤と⑥の個別指導は、担当教員（資格、サークル）にお願いする。ただし、⑥は、学生の自

主性に拠ることとする。学生（担当教員）が希望すれば、外部専門家（資格、謝金用意）も

可とする。 
 ・⑦は、参加学生３名などの一定の基準を満たした場合は、上級資格講座を開講可とする。講

師は、授業時間中の昼間開講の場合は外部専門家、それ以外は本学教員、外部専門家どちら

でも可とする。 
 ・⑧は、学生支援センターが、当年度の活動全般を報告書としてまとめる。 
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２ 地域志向・学修科目－教育②－ 

（１）方針（申請時） 

 ・新たな地域学修科目を大幅に拡大して、学生の現場感覚・知識の養成、社会人基礎力の充実

をめざす。 

・各コースの代表科目に地域学修を加え、地域学修科目を拡大する。 

 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→19 科目、履修学生 680 人（延べ） 

・平成 29 年度→33 科目、履修学生 1,000 人（延べ） 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・平成 25 年度に開講した科目は８科目、履修学生 1068 人（延べ）であった。 
・後期から当事業が開始されたため、申請時の目標科目数（19 科目）を下回ったが、履修学生

数は目標（680 人）を大きく上回った。 
 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・平成 26 年度は、地域志向科目を再検討し、次の 35 科目を地域志向・学修科目として設定し、

各科目平均３限分を企業講師・現場体験等授業にあてることとした。 
＊１年次＝キャンパスライフ入門、キャリア開発Ⅰ、経済・経営の現場、ボランティア論、ボ

ランティア体験、環境と社会２、マーケティング入門、流通論入門、インターネット概論 
＊２年次＝キャリア開発Ⅱ－１、Ⅱ－２、起業家塾、地域活性化プログラム、地域経営、地域

活性化論、社会福祉概論、環境社会演習２、生活経済論１、２、会計学１、プレゼン利用技

術、 
＊３年次＝キャリア開発Ⅲ－１、Ⅲ－２、ゼミナールⅢ、インターンシップ、地方行政、地域

経済論、地域産業政策、企業経営史、産業史、医学概論、地域福祉論、管理会計、経営分析 
＊４年次＝ゼミナールⅣ 

 ・実積を見ると、企業講師等実施科目は 22 科目、総時限数は 71 時限で、目標（35 科目、105

時限）をかなり下回った。但し、履修学生数は 1959 人と前年からほぼ倍増した。学年共通の

企業見学バスツアーを２回実施し、計 32 人が参加した。 

 ・参加学生の評価としては、企業講師授業は理解度、役立ち度ともに 90％超が「わかった」、「役

に立った」と答えており、非常に高い評価であった。企業見学ツアーも同様の評価であった。 

 

（５）平成 27 年度実績と評価 

・【３ 現場感覚・知識の養成（３課題対応）－教育③－】と同じ 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

・平成 29 年度からのリニューアルをめざして、地域志向科目の見直しを行う。 

・上記以外は、【３ 現場感覚・知識の養成（３課題対応）－教育③－】と同じ 
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（７）平成 28 年度計画 

・前期に、全教員対象の地域志向科目に関するアンケート調査を実施し、後期に平成 29 年

度以降の同科目を決定する。 

・【３ 現場感覚・知識の養成（３課題対応）－教育③－】と同じ 

 

（８）平成 28 年度展開 

ａ 地域志向科目の見直し 

７月に全教員対象にした「平成 29 年度地域志向科目に関するアンケート調査」（実施主体

＝推進本部＋教務委員会）を行い、11 月の推進本部で報告し、12 月に、教務委員会から最終

的な平成 29 年度の地域志向科目が公表された。具体的には、次の通り。 

★地域志向科目Ａ（科目の目的・性格から、地域志向の授業内容を内包しており、地域志向科

目とし適切であると思われる科目） 

・キャリア科目６科目→１年次＝キャンパスライフ入門、キャリア開発Ⅰ、２年次＝キャリ

ア開発Ⅱ－１、キャリア開発Ⅱ－２、３年次＝キャリア開発Ⅲ－１、キャリア開発Ⅲ－２ 

・教養科目４科目→１年次＝高齢者と社会政策、日本事情、ボランティア論、ボランティア

体験 

・基礎科目２科目→１年次＝経済・経営の現場を知る１、経済・経営の現場を知る２ 

・特別科目４科目→２年次＝起業家塾、地域活性化プログラム、現場体験プログラム、３年

次＝インターンシップ           以上、地域志向科目Ａ＝16 科目 

★地域志向科目Ｂ（上記以外の専門科目等） 

・専門科目６科目→２年次＝企業経営研究、地域経営、地域活性化論、社会福祉概論、３年

次＝医学概論、地域福祉論 
・ゼミナール→３・年次＝４ゼミナールⅢ・Ⅳの 15 ゼミ（すべてのゼミが地域志向の取組

みが可能な上限数。経験的には 10 ゼミ程度） 
―以上、地域志向科目Ｂ＝21 科目 

 ★平成 29 年度の地域志向科目→上記のＡとＢの合計＝37 科目（上限） 

 

ｂ その他の展開 

【３ 現場感覚・知識の養成（３課題対応）－教育③－】と同じ 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

・全教員の同意を得て、平成 29 年度の地域志向科目を決定することができた。科目数は平

成 28 年度までの 36 科目から平成 29 年度 37 科目（上限）にやや増えたたが、３・４年

ゼミナール担当教員のゼミ計画内容に依存するので、地域志向科目総数は年度ごとに変

動することになる。 

・上記以外は、【３ 現場感覚・知識の養成（３課題対応）－教育③－】と同じ。 
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３ 現場感覚・知識の養成－教育③－ 

（１）方針（申請時） 

・地域学修科目において、３課題（産業活性化、社会課題解決、地域活性化）に対応した、企業

講師授業や現場体験学修等の体験型授業を行い、学生の現場感覚・知識の養成を促進する。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→14 科目（後期）で、３限分の体験型授業（２限分企業講師、１限現場体験学修）

実施－体験型授業数 42 回、履修学生 680 人（延べ） 
・平成 29 年度→33 科目で、３限分の体験型授業 99 回実施、履修学生 1,000 人（延べ） 
 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・地域学修 14 科目、42 限（回）分授業での企業講師等授業を目指したが、8 科目、33 限（回）

授業に留まった。但し、履修学生は 1,068 人。目標実現に至らなかった要因としては、年度開

始当初に具体的な招聘スケジュールの確定ができなかったことが挙げられる。 
・学生の授業評価としては、理解できた 94％、ためになった 90％と非常に高い評価であった。 
 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・地域志向・学修 35 科目、105 限（回）分授業での企業講師等授業を目指したが、22 科目、71
限（回）授業に留まった。実施科目数、回数ともに、目標達成割合は 60％台にとどまった。但

し、履修学生数は、1,959 人（延べ）に達した。 
・学生の企業講師授業の評価としては、理解できた 94％、ためになった 92％と非常に高い評価

であった。 
・科目横断で実施した企業現場見学バスツアーは好評であった。 

・活動評価（まとめ・課題）・・・企業講師授業は学生の評価が非常に高く、今後も、継続して

実施していく必要がある。しかし、地域志向科目 35 科目のうち 22 科目しか実施できなかった

ことは、同科目の内容も含めて、再検討が必要である。１年かけて検討し、平成 28 年度には、

地域志向科目の再編の姿を明確にしたい。第３に、企業見学バスツアーについては、学生が現

場に出かけていくことが重要であることを再認識する必要がある。平成 27 年度は、課題解決型

インターンシップ授業として、「現場体験プログラム」（２年生科目）を新たに地域志向科目

として開講し、他の科目とも連携して、この現場体験を充実させる。 

 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・地域志向・学修 36 科目において、各２限分を企業講師等授業（各分野の専門家等による地域理

解等を深める授業）として実施した。実施科目数 21、総時限数 62 時限で、目標（36 科目２限

分＝72 時限）の約 60％、86％レベルにとどまった。履修学生数は、1,652 人（延べ）であった。 

・また、1 科目あたり平均２時限の企業講師授業計画であったが、キャリア科目に実施時限数が

偏ってしまった。 

・企業見学バスツアーについては、平成 28 年１月に、４社（諸長、第一合繊、日産プリンス新潟、
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スポット）に 18 名の学生が参加した。 

【評価】 

・企業講師等授業について、受講学生は、「わかった」が 94.4%、「「ためになった」）が 90.7％と、

理解度、役立ち度ともに、非常な高評価であった。 

・企業見学バスツアーの参加学生の評価も、「わかった」、「ためになった」ともに 100％と、全員

が理解度、役立ち度ともに、非常な高評価であった。 

以上から、成果と課題をまとめると、第１に、これまでの事業展開から、企業講師授業は学生

の評価・支持が大きく、目標を達成できた。目標とした学生の高満足（「理解できた」「役に立っ

た」がともに 90%以上）は、維持、達成できた。今後とも引き続き改善を図り展開していく。 

第２に、企業見学バスツアーへの参加学生の評価も非常に高く、今後もさらに工夫して、実施

する必要がある。 

第３に、地域志向科目の再検討が出来なかったこと。上記のように、企業講師授業はキャリア

科目に偏っている傾向が強く、再検討が必要であることを示す。企業見学ツアーが高評価なのも

含めて、地域志向科目の再編を検討する。この３年間の実績を踏まえつつ、教養科目、履修モデ

ルと専門科目、求められる能力・資質の３点を再検討し、地域志向科目の体系を構築することを

目指す必要がある。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標・予算 

【方針】 

・現場感覚・知識の養成・・・地域志向 36 科目（１年次＝キャンパスライフ入門、キャリア開発

Ⅰ、経済・経営の現場、ボランティア論、ボランティア体験、環境と社会２、マーケティング

入門、流通論入門、インターネット概論、２年次＝キャリア開発Ⅱ－１、Ⅱ－２、現場体験プ

ログラム、起業家塾、地域活性化プログラム、地域経営、地域活性化論、社会福祉概論、環境

社会演習２、生活経済論１、２、会計学１、プレゼン利用技術、３年次＝キャリア開発Ⅲ－１、

Ⅲ－２、ゼミナールⅢ、インターンシップ、地方行政、地域経済論、地域産業政策、企業経営

史、産業史、医学概論、地域福祉論、管理会計、経営分析、４年次＝ゼミナールⅣ）で、各科

目平均２限分を企業講師等授業や現場学習にあて、現場感覚・知識の養成を図る。また、地域

志向科目の総括を行い、次に向けた新たな展開方向を検討する。 

【目標】 

・36 科目２限分（72 時限）を確実に実施し、昨年度に引続いて学生の高満足（「理解できた」「役

に立った」共に 90%以上）を維持する。 

・現場体験プログラムをベースに企業現場見学を数回実施して、学生の現場理解を深める。 

・この３年間の実績を踏まえつつ、教養科目、履修モデルと専門科目、求められる能力・資質の

３点を再検討し、地域志向科目の体系の再構築を目指す。 

 

（７）平成 28 年度計画 

ａ 地域志向・学修 36 科目において、各２限分を外部・企業講師等の授業にあてて、授業を実施

し、学生の地域・現場への理解を深める。また、外部・企業講師招聘の仕組み（教員の申請書

からアンケート実施・集計まで）の改善を図り、円滑な推進を図る。 
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ｂ 現場体験プログラムをベースに企業現場の見学・学修を数回実施する。 

 

ｃ 外部・企業講師等の活用状況、教員へのアンケート（地域志向科目希望と授業ポイント）お

よび本学の位置づけ（地方創生を担う地（知）の拠点大学）などの検討を通して、地域志向科

目の性格・授業内容、さらには授業科目の新設等など総合的に検討を行い、平成 29 年度以降の

地域志向科目の方向性を明確にする。平成 28 年 10 月末までにとりまとめ、平成 29 年度シラバ

スに記載する。 

 

（８）平成 28 年度展開 

 平成 28 年度の企業講師授業は、次の通り実施した。 

 

ａ 企業講師等授業の概要 

平成 28 年度の外部・企業講師等の授業（各分野の専門家による地域理解を深める授業）を実施

した。その概要は、図表４－３－１に示すとおりである。 

 

図表４－３－１ 平成 28 年度外部・企業講師授業一覧 

№ 日付 教員 科目名 テーマ 外部講師 

1 
平成 28 年 

4 月 26 日(火) 
米山 米山ゼミⅢⅣ 長岡市子育て・育ちあいプランについて

長岡市教育委員会 子ども未来部 

部長 波多文子氏 

子ども家庭課 主事 小黒駿也氏 

2 5 月 17 日(火) 米山 米山ゼミⅢⅣ 
子育ての駅及びコンシェルジュ活動に

について 

長岡市教育委員会 子ども未来部 

子育て家庭課 総括コンシェルジュ 

金山由美子氏 

甲野春美氏 

3 5 月 24 日(火) 米山 米山ゼミⅢⅣ 赤ちゃん抱っこ体験 

菅沼恵莉・大雅 親子 

中村百合子・穂乃香 親子 

高野美乃莉・恭弥 親子 

山口采・大和 親子 

4 5 月 25 日(水) 高梨 
プレゼンテーションソフ

ト利用技術 

顧客をつかむ営業プレゼンテーションに

するための考え方と進め方 

エクセルホーム有限会社 

建築設計事務所、土地家屋調査士 

古寺久德氏 

5 5 月 26 日(木) 米山 ボランティア論 ボランティア活動の貢献活動 
フードバンクにいがた長岡センター 

山崎一雄氏 

6 5 月 31 日(火) 米山 社会福祉概論 地域包括支援センターの活動内容 
地域包括支援センター なかじま 

業務推進員 丸山千代子氏 

7 6 月 2 日(木) 米山 ボランティア論 ボランティア活動の貢献活動 
個人ボランティア 

伊部登氏 

8 6 月 7 日(火) 栗井 
経済・経営の現場を知

る 1 
新潟清酒の現状と朝日酒造の酒造り 

朝日酒造株式会社 

田村博康氏 

9 6 月 15 日(水) 高梨 
プレゼンテーションソフ

ト利用技術 

良い企画をより魅力的に見せる編集デ

ザイン 

株式会社コンセント アートディレクター 

髙梨裕子氏 

10 6 月 15 日(水) 西俣 インターンシップ ビジネスマナー 

ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 

大期豊子氏 

11 6 月 16 日(木) 米山 地域福祉論 民生委員・児童委員の活動実態 
栖吉地区民生委員児童委員協議会 

中澤博氏 外 2 名 

12 6 月 20 日(月) 栗井 地域経営 統計を活用した地域の現状分析 

（一財）新潟経済社会リサーチセンター 

主管研究員 小林雄介氏 

主管研究員 江口知章氏 
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№ 日付 教員 科目名 テーマ 外部講師 

13 6 月 21 日(火) 米山 社会福祉概論 
介護支援専門員（ケアマネージャー）の

活動について 

社会福祉法人長岡福寿会居宅介護支援事

業所まちだ園 

管理者 高橋直樹氏 

副主任介護支援専門員 佐藤恵子氏 

14 6 月 21 日(火) 栗井 
経済・経営の現場を知

る 1 
新潟鉄工業の歩み 

長岡歯車資料館 館長 

内山弘氏 

15 6 月 23 日(木) 高橋 キャンパスライフ入門 ＰＲＯＧテスト説明会 
株式会社リアセック 

谷川雅之氏 

16 6 月 23 日(木) 米山 ボランティア論 
ボランティア活動の貢献活動 

傾聴ボランティアを理解する 

長岡傾聴ボランティアサークル 

代表 田所典子氏 

17 6 月 29 日(水) 高梨 
プレゼンテーションソフ

ト利用技術 

デザイナーの視点から見たプレゼン資

料作成のヒント 

ビジョン代表 

桑原州司氏 

18 6 月 29 日(水) 西俣 インターンシップ ビジネスマナー 

ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 

大期豊子氏 

19 6 月 30 日(木) 米山 ボランティア論 
ボランティア活動の貢献活動 

傾聴ボランティアを理解する 

長岡傾聴ボランティアサークル 

代表 田所典子氏 

20 6 月 30 日(木) 米山 地域福祉論 ボランティアの活動や事業内容 
栖吉地区ころばん隊 

代表 武樋喜美子氏 外 3 名 

21 7 月 1 日(金) 広田 キャリア開発Ⅱ-１ 流通業界での仕事 

ＡＯＫＩ長岡川崎店 

店長 坂田淳氏 

副店長 保高真理氏 

22 7 月 4 日(月) 栗井 地域活性化論 
松之山温泉の事例を通して学ぶ観光地

活性化の進め方 

（一財）新潟経済社会リサーチセンター 

主管研究員 江口知章氏 

23 7 月 5 日(火) 米山 社会福祉概論 児童厚生員の活動について 
長岡市山通児童館 

涌井節子氏 大渕朋子氏 殖栗百合子氏 

24 7 月 7 日(木) 米山 ボランティア論 
ボランティア活動の貢献活動 

防災ジャパンダ・プロジェクトを理解する

損保ジャパン日本興亜長岡支社 

渡邊裕氏 他 12 名 

25 7 月 14 日(木) 米山 ボランティア論 
ボランティアコーディネーターの役割と

活動内容 

長岡市社会福祉協議会栃尾支所 

阿部奈津実氏 

26 7 月 15 日(金) 広田 キャリア開発Ⅱ-１ 金融機関の仕事 

新潟県労働金庫長岡支店 

渉外次長 田中彰裕氏 

お客様相談係 原田沙織氏 

27 7 月 21 日(木) 栗井 キャンパスライフ入門 ＯＢ・ＯＧが語る大学生活 
（有）覚張書店 

覚張良太氏 

28 10月10日(月) 鈴木 経営学 マーケティング戦略について 
日立オートモティブシステムズ株式会社 

橋本浩樹氏 

29 10月13日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ 就職市場と問われる若者の力 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 

30 10月20日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ 賃金・労働諸制度のポイント 
株式会社パートナーズプロジェクト 

取締役 高野洋子氏 

31 10月26日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ 企業研究①－事業と組織－ 
ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 

32 10月27日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 
キャリアデザインの考え方② 

－社会人ー 

キャリアカウンセラー 

米田睦美氏 

33 11 月 2 日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ 企業研究②－スピーチ－ 
ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 

34 11 月 3 日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 
キャリアデザインの考え方③ 

－スピーチー 

キャリアカウンセラー 

米田睦美氏 

35 11 月 3 日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ 自己ＰＲ・一分間スピーチ 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 

36 11 月 7 日(月) 栗井 企業経営研究 
大学生向け「日経ビジネス」活用法 

働きがいのある会社の共通点とは 

日経ＢＰマーケティング・ 

日経トップリーダー 経営者クラブ事務局 

荒武麗氏 

37 11月10日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 自己分析①－社会人基礎力－ 
企業教育ファシリテーター 

朝日由香氏 

38 11月10日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ ビジネスマナー①－動作・話し方－ 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 
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№ 日付 教員 科目名 テーマ 外部講師 

39 11月16日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ 営業とは何か 
新潟大学農学部 キャリアジム運営センター

古俣清勝氏 

40 11月17日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 自己分析②－性格－ 
企業教育ファシリテーター 

朝日由香氏 

41 11月17日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ ビジネスマナー②－文章・メール－ 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 

42 11月23日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ マナー実習①（あいさつ） 
企業教育ファシリテーター 

朝日由香氏 

43 11月24日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 自己分析③－自己評価－ 
企業教育ファシリテーター 

朝日由香氏 

44 11月24日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ 個人面接① 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 他 2 名 

45 11月30日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ マナー実習②（電話） 
企業教育ファシリテーター 

朝日由香氏 

46 12 月 1 日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 自己ＰＲ①－強み－ 
キャリアカウンセラー 

米田睦美氏 

47 12 月 1 日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ 個人面接② 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 他 2 名 

48 12 月 6 日(火) 米山 高齢者と社会政策 認知症サポーターについて 

長岡市高齢者基幹包括支援センター 

認知症地域支援推進員 

河鰭和美氏 他４名 

49 12 月 6 日(火) 米山 山川ゼミナールⅢⅣ 温泉と地域資源を活用した健康づくり 
新潟大学 教育学部保健体育・スポーツ科

学講座 准教授 村山敏夫氏 

50 12 月 7 日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ 履歴書・自己紹介書の書き方 
ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 

51 12 月 8 日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 自己ＰＲ②－スピーチ－ 
キャリアカウンセラー 

米田睦美氏 

52 12 月 8 日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ グループディスカッション① 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 他 2 名 

53 12月14日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ グループディスカッション 
ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 他 2 名 

54 12月15日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 
グループディスカッション① 

-学生時代をどう過ごすか- 

ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 他 2 名 

55 12月15日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ グループディスカッション② 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 他 2 名 

56 12月21日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ 面接実習 
企業教育ファシリテーター 

朝日由香氏 

57 12月22日(木) 原田 キャリア開発Ⅰ 
グループディスカッション② 

-強みを知る- 

ウィンズビジネスアカデミー 

宮原晋策氏 他 2 名 

58 12月22日(木) 西俣 環境社会演習２ 
環境に対する企業の取り組み 

－原信・ナルスの事例－ 

株式会社アクシアルリテイリング 

執行役員 ＴＱＭＣＳＲ部長 

丸山将範氏 

59 12月22日(木) 吉川 キャリア開発Ⅲ-２ グループ面接① 
三洋産業株式会社 スクール事業部 

代表 宮原晋策氏 他 2 名 

60 
平成 29 年 

1 月 5 日(木) 
原田 キャリア開発Ⅰ 社会人基礎力を鍛える－現場を知る－ 

新潟大学農学部 キャリアジム運営センター

古俣清勝氏 

61 1 月 11 日(水) 原田 キャリア開発Ⅱ-２ 現場の意義－インターンシップ－ 
新潟大学農学部 キャリアジム運営センター

古俣清勝氏 

62 1 月 20 日(金) 山川 公務員試験対策講座１ 
ふくしとわたし～これからを生き抜くため

に大事な「伝えること」～ 

有限会社銀座堂 社会福祉士事務所 

宗村 憲氏 

63 1 月 20 日(金) 山川 公務員試験対策講座２ 
成年後見人制度をわかりやすく～自分

らしい毎日を～ 

有限会社銀座堂 社会福祉士事務所 

宗村 憲氏 

64 1 月 23 日(月) 西俣 環境と社会２ 長岡市の環境政策 

長岡市環境部環境政策課 

主事 松浦仁氏 

トキと自然の学習館 

解説員 鈴木義春氏 

65 1 月 24 日(火) 松本 
経済・経営の現場を知

る２／Ⅱ 
新聞記者から見る新潟県の現状と今後 

株式会社新潟日報 広・編集局報道部記者

横山志保氏 

66 1 月 24 日(火) 松本 松本ゼミナールⅢ・Ⅳ 新聞記者から見る新潟県の国際交流 
株式会社新潟日報 広・編集局報道部記者

横山志保氏 
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総括すると、実施科目数 23 科目、総時限数 66 時限（回）、総受講者数（アンケート回答総数）

4,049 人となった。 

    

  

 

    

 

 

    

 

 

ｂ 評価 

・企業講師等授業の理解度と役立ち度 

企業講師授業についての学生のアンケートの回答結果は次の通りである。理解度（「よくわかっ

た」＋「わかった」）は 93.4％、役立ち度（「ためになった」＋「まあためになった」）は 90.4%

といずれも高評価となっている。また、学生の自由記述からもためになったことがよく伺え、次

のステップへつながるような意識が高まった授業も多くあった。 

 

米山宗久ゼミナールⅢⅣ（5/17） 

「子育ての駅及びコンシェルジュ活動にについて」 

プレゼンテーションソフト利用技術（6/15） 

「良い企画をより魅力的に見せる編集デザイン」 

地域活性化論（7/4） 

「松之山温泉の事例を通して学ぶ観光地活性化の進め方」 

高齢者と社会政策（12/6） 

「認知症サポーターについて」 

環境社会演習２（12/22） 

「環境に対する企業の取り組み」 

キャリア開発Ⅲ-２（12/22） 

「グループ面接①」 
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図表４－３－２ 平成 28 年度企業講師授業に対する受講学生の評価（回答総数ベース n=4,049） 

1,967  1,815 

82 

17 

168 
理解度 （48.6%）よくわかった （44.8%）まあまあわかった

あまりわからなかった （2.0%）

わからなかった （0.4%）

無回答

（4.1%）

 

2,193  1,466 

122 

20 

248 
役立ち度 （54.2%）ためになった

（36.2%）
まあためになった

あまりためにならなかった （3.0%）

ためにならなかった （0.5%）

無回答

（6.1%）

 

・企業講師等授業の自由記述（一部抜粋） 

ボランティア論「ボランティア活動の貢献活動 フードバンクにいがた」（5/26） 

フードバンクは、子供の貧困が 6 人に 1 人であることや生活保護者が増えているなどの深刻な社会だからこ

そ始めた事業で、食べ物を通じて人とのつながりを感じることができるとわかった。もっとフードバンクの

活動を知ってもらうことが必要。 

 

経済・経営の現場を知るⅠ「新潟清酒の現状と朝日酒造の酒造り」（6/7） 

地域によって売れるお酒の種類が違うので、統計を見る大切さを知った。ただお酒を造るだけではなく、環

境へも目を向け、地域住民と協力しながら一心同体になってお酒を造っていることがわかった。 

 

プレゼンテーションソフト利用技術「良い企画をより魅力的に見せる編集デザイン」（6/15） 

「パラパラ見ただけでも内容がわかる」というのは、色々な発表の場面でも重要だと思い、とてもためにな

った。時には主張したことを削るのも大切であり、伝えたいことに対して道筋を作ることが大事だとわかった。 

 

地域福祉論「民生委員・児童委員の活動実態」（6/16） 

民生委員の活動内容や関係機関と連携していることが分かった。

地域住民に幅広い関係者とのネットワークが大事。ボランティア

をやってみたいと思った。 

 

 

 

 

 

ボランティア論「傾聴ボランティアを理解する」（6/23） 

傾聴を行うことで助けになる人がいることを知り、話下手な私でも真剣に話を聴くことで、助けになること

が分かりためになりました。 

長岡大学のある栖吉地区の

民生委員の皆様 
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地域活性化論「松之山温泉の事例を通して学ぶ観光地活性化の進め方」（7/4） 

松之山温泉の位置、活性化に向けてのエピソードが分かりやすく、楽しく知ることができた。自己紹介文を

作成する際は、結論、エピソード、締めの順に書くと、相手に分かりやすく伝わる。 

 

キャリア開発Ⅲ「個人面接（自己紹介書ベース）」（12/22） 

他の人の面接風景を見ることで、自分の何が出来ていないか、何を直したら良いかを知ることは、今後面接

練習を重ねていく上でとてもためになった。 

 

環境と社会演習２「環境に対する企業の取り組み 原信・ナルスの事例」（12/22） 

低酸素社会実現のためや資源の有効活用のために、省エネ対策に力を入れたり、レジ袋削減に力を入れてい

ることがわかった。自分の環境に対する意識が高くなった。 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

 企業講師授業は学生の評価・支持が大きく、目標である高満足（「理解できた」「役に立った」

ともに 90％以上）を維持、達成できた。引き続き改善を図りながら展開していく。 

 地域志向科目については、平成 28 年７月に行った全教員対象のアンケートをベースに、再検討

を行い、平成 29 年度の地域志向科目を決定した。詳細は、【２ 地域志向・学修科目－教育②－】

に示したとおり、37 科目（上限）にリニューアルされた。 
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４ ボランティア・スキルの養成－教育④－ 

（１）方針（申請時） 

 ・３課題に対応したボランティア関係の授業科目等の充実・仕組み構築を図り、卒業後もボラ

ンティア活動を推進できる人材を養成する。 
 ・＜ボランティア大学＞のイメージを定着させる。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→ボランティア体験Ⅰ授業等で、ボランティア・スキルや学生リーダーを養成

する。ボランティア・アドバイザーを配置する。単位取得学生数 20 名。 
・平成 29 年度→ボランティア体験Ⅰ、Ⅱどちらか履修学生割合目標－卒業生の 80％ 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・実績－ボランティア体験・ボランティア論単位取得者割合は 33％で、目標の 30％（20 名）

を上回った（ただし、前期科目）。1泊 2日のリーダー研修をサークル等責任者に対して２回

（９月・３月、各回約２０名参加）実施した。また、コーディネーターによる地域活性化等

のボランティア・活動の指導、支援を毎週（２～３回）行った。平成２６年度のボランティ

ア体験科目を具体的に実施するための地域ボランティア情報、ネットワークを形成できた。 

・評価－学生へのリーダー研修やボランティア・活動の指導・支援により、学生の部活や地域

活動の活性化を促進するとともに、担い手の拡大を図ることができた。また、次年度のボラ

ンティア科目等の円滑な推進を図る条件を整えられた。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・１年生のボランティア科目（１年配当のボランティア論とボランティア体験のどちらか）の

単位取得者割合は 50.6％（１年生単位取得者数 43 名／１年次学生数 85 名）で、目標の 40％

を上回った。 

・ボランティアデスクの開設によりボランティア情報の周知が行われた。 

・地域へのボランティア活動への参加学生はイベント参加が約 70 名、継続参加が約 20 名であ

り、地域の催しを支えると共に学生のボランティア力が向上した。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・ボランティアデスクが稼動し、実際に活動に参加する学生

の裾野が広がった。展示、メール配信、口コミを活用した結果、「ボランティアに参加しよう」

という雰囲気がすこしずつ浸透し始めている。また、実際にボランティア活動に参加した学

生が「ボランティア＝楽しい」という切り口で語ることによって、新規参加者につながって

いる。しかし、ボランティア体験履修者を増やす工夫が必要であり、また、ボランティアリ

ーダーの養成をめざした学生のボランティア団体の形成に注力する必要がある。授業だけで

なく、恒常的なボランティア活動を展開・拡大するためには、学生のボランティア団体の形

成が不可欠である。 
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（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・学生ボランティアサークル＜ぽぷら＞が、４月末に設立した。「学生とのもーれ」や「新潟県

災害学生ボランティアフォーラム」などにも参加する。またネパール地震被害者の募金活動

も展開した。 

・ボランティアリーダー合宿等への参加し、ボランティア活動やボランティア先との調整など

について必要な知識を習得した。 

・新潟県内全域（新潟県内学生ボランティアネットワーク）や長岡市３大学１高専に企画段階

から参加して、学生ボランティアネットワークで情報共有ができた。 

【評価】 

・平成 27 年度のボランティア論、ボランティア体験の単位取得割合（29.5％）が低下した。学

生アンケートにも示されているが授業方法の不十分さが表れた。 

・また、学生ボランティアサークルの活動周知が不足していたため、1 年生や 2 年生の部員の

加入がなかった。ボランティア論における活動紹介を企画する必要があった。 

・ボランティアリーダー研修内容をメンバーに周知する取り組みも必要であった。 

しかし、ボランティア以外の麻雀部がコミュニティセンターや福祉施設とタイアップをして

健康マージャンを展開し、地域への貢献も実現している。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標・予算 

【方針】 

・ボランティア・スキルの養成・・・ボランティア・デスクを中心に、最新のボランティア情

報の提供や学生のボランティア活動への参加を促進する。また、ボランティア・リーダーの

合宿研修を行い、リーダー養成を行う。 

【目標】 

・ボランティア活動への参加促進・・・学生のボランティアサークルの設立を支援し、自主的

に参加する土壌を作る。そのためボランティア論において活動紹介を行う。 

・ボランティア情報の提供・・・県外・県内他大学との情報共有の場づくり（ネットワークの

形成）を進めるとともに、長岡・県内地域のボランティア情報を集め、発信する。さらに学

内のボランティアサークル間の情報共有をする。 

・災害時のボランティア活動の支援・・・災害ボランティアの支援を行う個人ボランティア登

録を行う。 
・ボランティアリーダーの研修・・・ボランティアコーディネーターを招聘し、ボランティア

リーダーの養成を行う。 

・ボランティア推進体制の確立 
 

（７）平成 28 年度計画 

ａ 学生ボランティアサークルの設立 

・ボランティア論やボランティア体験の履修者を中心に、高齢者・子ども・コミュニティな

どの目的別にサークル活動へと指導を行う。（4月から） 
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・すでにボランティア活動を行っている実践事例として、ボランティア論で講師として活動

紹介をしてもらう。（前期） 

 ｂ ボランティア情報の提供 

  ・ボランティア求人やボランティア活動をマッチングするため、ボランティア・デスクを引

き続き設置するとともに、情報発信掲示板としてボランティアボードを設ける。（4月） 

   また、マッチングをより効率化するためにボランティア支援フローチャートを作成する。

（4月） 

ｃ 県内外大学のボランティアサークル等とのネットワークの形成 

・県内外大学のボランティアサークル等と交流を行い、情報交換をする（4月から）。 

 ｄ 災害ボランティア活動の支援 

  ・災害時における様々なボランティア活動への参加を呼びかけるとともに、個人のボランテ

ィア登録制度を図る。（6月） 

  ・災害時のボランティア活動の学修を長岡市社会福祉協議会の指導のもと実施する。 

ｅ ボランティアリーダー研修 

・ボランティアリーダーとしての基礎学修として、ボランティアコーディネーターを招聘す

る。（10 月）。 

 ｆ ボランティア推進体制の整備 

  ・ボランティア活動への推進を図るため、体制整備を図る。 

 

（８）平成 28 年度の展開 

 ａ 学生ボランティアサークルの設立 

・ボランティア論やボランティア体験（前期）において、ボランティアを積極的に取り組 

んだ学生（ 名）からサークル立ち上げの意向が示されたが、十分な準備を行い（サーク

ル部屋等）、次年度立ち上げることとなった。 

・そのサークル立ち上げの準備活動として、ボランティア団体（長岡傾聴ボランティアサ 

ークル）の活動紹介と実践、ボランティア体験報告会での活動報告（本学学生のボランテ

ィアサークル「びゅう」の活動）などを行った。 

 ｂ ボランティア情報の提供 

・ボランティア求人やボランティア活動と学生のマッチング情報を円滑に提供するため、 

ボランティアボードの設置（１号館３階フロア）、ボランティア適性判断テストのボード

への掲示、マッチング効率化のためのボランティア支援フローチャートの作成など、を行

った。 

ｃ 災害ボランティア活動の支援 

・災害ボランティア活動支援については、平成 28 年７月７日（木）に、本学体育館におい

て、＜防災ボランティア特別講義（防災ジャパンダプロジェクト）＞を開催した。損害保

険ジャパン日本興亜株式会社の社員の方 15 名をお招きし、学生 50 名（ボランティア体験

受講学生中心）が災害から身を守るための知識や技術を体験したり、みんなで協力して救

助するためのチークワーク行動を行った。加えて、身近にある買い物袋、ネクタイ、新聞
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紙を使った応急手当も行った。災害時における自助や互助を習得することができ、ボラン

ティア活動の有意義な一助となった。 

ｄ ボランティアリーダー研修 

・ボランティアリーダーとしての基礎学修として、ボランティア論の授業以外に、特別養護

老人ホームまちだ園における高齢者支援のボランティア活動を行った。９回参加して延べ

20 名の学生（ボランティア論・体験の受講者）が研修した。10 月 29 日（土）のボランテ

ィアコーディネーター講師の研修には、 名の学生が参加した。 

ｅ ボランティア推進体制の整備 

・ボランティア活動を推進するため、ボランティア支援フローチャートも作成し、教員と職

員の役割分担を明確にした。 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

・平成 28 年度の事業については、県内外大学のボランティアサークル等とのネットワークの形

成以外の学生ボランティアサークルの設立、ボランティア情報の提供、災害ボランティア活

動の支援、ボランティアリーダー研修、ボランティア推進体制の整備などをほぼ全ての活動

を前進させることができた。 

 ・学生ボランティアサークルについては、活動しているのは３団体のうち１団体（「びゅう」）

のみで、「ぽぷら」は会員がすべて４年生で後継者ができず、今年設立した「アウトドア部」

は準備不足等で活動ができなかった。情報提供（ゴミ拾い、雪かき、災害ボランティアなど）

を行ったが、学生側の意欲に結びつかなかった。リーダーの養成が大きな課題として残った。 

・ボランティア情報の提供は、ボランティア支援フローチャートがうまく活動し（担当者がボ

ランティアボードを活用）し、また、授業（ボランティア論やボランティア体験）でも求人

情報の提供を行った。情報提供は、円滑に始動したと言えよう。 

・災害ボランティア活動の支援は、損害保険ジャパン日本興亜株式会社と協働して行い、成果

をあげた。長岡市総合防災訓練にも、３名の学生（ボランティア論・体験受講者）が参加し

た。 

・ボランティアリーダー研修は、特別養護老人ホームまちだ園と協働して行い、延べ 20 名（ボ

ランティア論・体験受講学生）がボランティアの心構えや配慮すべき事項を研修できた。 

・授業方法（ボランティア論、ボランティア体験）も、実際にボランティアをしている個人・

団体やボランティアコーディネーターを招聘してより実践に基づいたものとした。 

・以上の活動の結果、昨年度低下したボランティア論、ボランティア体験の単位取得割合も改

善できた（単位取得者 95 名（ボランティア論 54 名＋ボランティア体験 41 名）／履修登録者 

115 名（ボランティア論 61 名＋ボランティア体験 54 名）＝82.6％）。 

 ・また、学年別のボランティア論・ボタンティア体験科目の単位取得率も図表４－４－１に示

すように、向上した。両科目は１年生対象科目であり、２年生（昨年度は１年生）の単位取

得率は 35.4％であったが、今年度の１年生の取得率は 45.9％と 10 ポイント向上した。 

・活動全般について、ボランティア情報の提供を積極的に行い、個人や団体でのボランティア

活動の促進につながった。しかし、1 年生のボランティア活動への意欲をリーダー研修等で

さらに高め、次年度のボランティアサークル設立につなげることが期待される。なお、次年
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度は、県内外大学のボランティアサークル等とのネットワークの形成にも課題である。 

 

図表４－４－１ 平成 28 年度のボランティア論・ボランティア体験の 

単位取得者数と取得割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取得者
②

割合
（②/①）

取得者
③

割合
（③/①）

取得者
④

割合
（④/①）

1年生 85 39 45.9% 12 14.1% 39 45.9%
2年生 113 32 28.3% 9 8.0% 40 35.4%
3年生 88 41 46.6% 22 25.0% 58 65.9%
4年生 64 31 48.4% 14 21.9% 36 56.3%

ボランティア論 ボランティア体験 どちらかを単位取得
在籍者

①

 
※在籍者は、1年生：学籍番号 16K、2 年生：学籍番号 15K、3 年生：学籍番号 14K、4 年生：学籍番号 13EM の人数。

※どちらかを単位取得は、ボランティア論とボランティア体験の単位取得者合計から、重複者を除いた実人数。
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５ 社会人基礎力の養成（地域活性化プログラム）－教育⑤－ 

（１）方針（申請時） 

 ・３・４年ゼミ等の地域活性化プログラムの充実・拡大を図り、卒業後も通用する社会人基礎

力の養成を推進する。 

・＜社会人基礎力養成大学＞のイメージを定着させる。 

 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→３・４年ゼミナール（２年生希望者含む）の地域活性化プログラムで、地域

課題の調査・分析・提言等実施－８ゼミ８課題、参加学生割合 40％（81 名） 

・平成 29 年度→ゼミ数・参加卒業生数割合目標－３・４年ゼミ 14、参加学生割合 80％。「社会

人基礎力育成グランプリ」決勝大会入賞をめざす。 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

 ・平成 25 年度は、７ゼミと１チームの計８取組を実施した。従来の中間発表会に代わるものと

して、ゼミ単位で中間レビューを実施し、アドバイザーからの評価、指摘事項、意見を参考

にして、成果発表会に臨んだ。 

 ・本プログラムの目的でもある社会人基礎力の上昇については、学生の評価はアクション力、

シンキング力の上昇度は共に 60％、チームワーク力は 70％となっている。教員の評価は、そ

れぞれ約 50％で、全体的に学生の評価が教員のそれを上回っている。１つの講義で学生の社

会人基礎力がこれだけ伸びるということはあまり考えられず、プログラムとしては一応の成

功がみられるのではなかろうか。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・平成 26 年度は、９ゼミ１チームの計 10 取り組みが地域活性化プログラムの活動に参加し

た。取り組みごとに中間レビューを実施し、アドバイザーからの評価、指摘事項、意見を参

考にして成果発表会で成果を発表した（参加者は約 190 名で盛況であった）。 

・本プログラムの目的でもある社会人基礎力の上昇度については、学生の自己評価ではアクシ

ョン力が 65％、シンキング力が 55％、チームワーク力は 58％となっている。教員の評価は

アクション力が 59％、シンキング力が 52％、チームワーク力が 68％となっている。アクシ

ョン力とシンキング力では学生の自己評価が、チームワーク力では教員の評価が高くなって

いる。教員の評価の方がおそらく客観的評価と思われるが、学生の自己評価が高いのはプロ

グラム評価としては、大変望ましいと言うべきであろう。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・当プログラムは今年度も好結果を得て終了したが、今後は、

参加ゼミ数（学生数）の拡大、プログラムの質的評価を検討する必要がある。後者について

は、アドバイザー、担当教員、発表会参加者の投票等により優秀賞の表彰等を行なうことも

検討すべきであろう。 
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（５）平成 27 年度実績と評価 

 ・平成 27 年度は、９ゼミ９取り組みが地域活性化プログラムの取り組みに参加した。 

  中間レビューは、学内だったり、アドバイザーの企業等に直接出向いて行ったりと、取り組

みごとに工夫して実施した。アドバイザーからの評価、指摘事項、意見等を参考に、成果発

表会に臨むことができた。 

・発表会の参加者は 195 名で、アンケートでは、「テーマとの」整合性」89.7％、「地域活性化

の役立ち度」77.0％、「取組の評価」82.5％、「発表の仕方」82.0％と、高い評価を得た。 

・社会人基礎力の上昇度（取組前と取組後）については、アクション力、シンキング力、チー

ムワーク力すべてで、教員の評価より学生の自己評価が高い。３つの力の中では、シンキン

グ力とアクション力の上昇度が、学生、教員ともに評価が低い。シンキング力とアクション

力の向上方策が課題と言える。 

 ・3 月には「平成 27 年度学生による地域活性化プログラム活動報告書」（全ゼミの活動をまと

めた合冊とゼミごとの活動をまとめた分冊）を刊行した。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・社会人基礎力の養成（地域活性化プログラム）・・・地域活性化プログラムの取組みゼミ（３・ 

 ４年の８ゼミ）活動について、中間レビュー（9～11 月）と最終報告会（12 月）を開催する。 

 このレビュー・報告会でのアドバイザーの評価を受け、評価指標の検討も行う。また、社会人 

基礎力のコンテスト等があれば、応募する。 

【目標】 

 ・地域活性化プログラムの取り組みは、自治体との連携が拡大し、地域・企業活性化との深ま 

りが期待できる。 

 ・学生の社会人基礎力の向上が期待できる。 

 

（７）平成 28 年度計画 

a. 取組ゼミ・・・平成 28 年度は、７ゼミ７取組で、取組テーマは検討中である。 

b. 年間スケジュールは次のとおりである。 

 ４月 参加ゼミを募集し、月１回部会を開催する。以後、毎月開催し、進捗、問題点を確認 

    する。 

 ５月 ゼミテーマ、概要、アドバイザーを選出する。 

 ６月 第１回推進協議会を開催する。 

 ７～10月 活動の進捗に合わせて中間レビューを開催し、アドバイザーから意見をいただく。 

 10 月 悠久祭で活動を報告する。 

 12 月 成果発表会、第２回推進協議会を開催する。協議会では、発表会の評価、報告書作成 

    に向けてのアドバイス、ご意見をいただく。 

 １月 活動報告書提出（学生） 

 ２月 活動報告書提出（教員） 

 ３月 活動報告書の刊行 
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（８）平成 28 年度展開 

 a. 平成 28 年度地域活性化プログラム参加ゼミ 

 平成 28 年度地域活性化プログラム参加ゼミは以下の７ゼミ８取組である。 

 

    図表４－５－１ 学生による地域活性化プログラムの取組ゼミとテーマ 

ゼミ名 テーマ 

權  五景 ゼミ 
十分杯で長岡を盛り上げよう！ 

        ＊参加学生７人（４年１、３年３、２年２） 

村山 光博 ゼミ 
企業ホームページの改善による効果の確認 

        ＊参加学生 10 人（４年７、３年３） 

橋長真紀子ゼミ 
未来の農業革新Ⅲ～地産地消を通じた循環型社会への貢献～ 

         ＊参加学生 13 人（４年７、３年６） 

高橋 治道 ゼミ 

地域の文化と伝統をつなぐ 

～高橋九郎生誕 165 周年を記念する活動～ 

         ＊参加学生７人（４年４、３年３） 

山川 智子 ゼミ 
長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信 

        ＊参加学生 10 人（４年２、３年３、２年５） 

広田 秀樹 ゼミ 

グラスルーツグローバリゼーション 

～草の根・地域からの地球一体化・人類一体化推進～ 

         ＊参加学生７人（４年３、３年４） 

權  五景 ゼミ 
酒粕で長岡を盛り上げよう！ 

        ＊参加学生７人（４年１、３年３、２年２） 

鯉江 康正 ゼミ 
「まちの駅」をフィールドとした活動等による地域活性化への貢献 

        ＊参加学生 16 人（４年３、３年 12、２年１） 

 

b. 平成 28 年度地域活性化プログラムの実施経過 

 平成 28 年度地域活性化プログラムは、次の日程で実施した。 

 

    図表４－５－２ 平成 28 年度地域活性化プログラムの実施経過 

実施日 内      容 

４月28日（木） 
平成28年度第１回地域活性化プログラム運営部会開 

（以後毎月１回開催） 

５月26日（木） 平成28年度第２回地域活性化プログラム運営部会開催 

６月23日（木） 平成28年度第３回地域活性化プログラム運営部会開催 

６月29日（水） 
平成28年度第１回地域活性化プログラム推進協議会開催 

於：長岡大学 

７月28日（木） 平成28年度第４回地域活性化プログラム運営部会開催 

８月24日（水） 平成28年度第５回地域活性化プログラム運営部会開催 

９月28日（水） 平成28年度第６回地域活性化プログラム運営部会開催 
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実施日 内      容 

10月11日（火） 髙橋ゼミ：中間レビュー 

10月18日（火） 広田ゼミ：中間レビュー 

10月27日（木） 平成28年度第７回地域活性化プログラム運営部会開催 

10月29日（土）～30

日（日）  
悠久祭（大学祭）において、地域活性化プログラムの活動を紹介 

10月31日（月） 橋長ゼミ：中間レビュー 

11月１日（火） 山川ゼミ：中間レビュー 

11月７日（月） 村山ゼミ：中間レビュー 

11月19日（土） 鯉江ゼミ：中間レビュー 

11月22日（火） 權ゼミ：中間レビュー 

11月24日（木） 平成28年度第８回地域活性化プログラム運営部会開催 

11月29日（火） 權ゼミ：中間レビュー 

12月３日（土） 
平成28年度地域活性化プログラム成果発表会開催 

於：ホテルニューオータニ長岡 NCホール 

12月14日（水） 
平成28年度第2回地域活性化プログラム推進協議会・交流会開催 

於：長岡大学 

12月22日（木） 平成28年度第９回地域活性化プログラム運営部会開催 

１月26日（木） 平成28年度第10回地域活性化プログラム運営部会開催 

２月23日（木） 平成28年度第11回地域活性化プログラム運営部会開催 

３月21日（火） 
平成28年度地域活性化プログラム活動報告書発行（合冊並びに各ゼミ

ごと８分冊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

權ゼミ：成果発表会 髙橋ゼミ：髙橋九郎生誕 165

周年記念シンポジウム 
鯉江ゼミ：悠久祭 
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 c. 推進体制 

  平成 28 年度地域活性化プログラム推進体制は、次のとおりである。 

 

    図表４－５－３ 平成 28 年度地域活性化プログラムの推進体制 

＜総合アドバイザー＞                       （敬称略） 

所  属 職  名 氏 名 

長岡市地方創生推進部政策企画課 課長  佐藤 実 

株式会社パルメソ 代表取締役  松原 亨 

 

＜地域連携アドバイザー＞  

所  属 職 名 氏 名 

長岡歯車資料館 館長 内山 弘 

長岡市青少年育成センター 所長 渡辺 茂 

NPO法人長岡産業活性化協会NAZE 事務局長 山田 哲也 

株式会社アルモ 代表取締役社長 柴木 樹 

長岡市農林水産部 農水産政策課 課長  五十嵐 智行 

山古志こだわり屋 代表  諏訪 弥須雄 

長岡市神谷区 区長  白井 湛 

NPO法人ながおか生活情報交流ねっと 理事長  桑原 眞二 

越路もみじの会 ボランティアガイド隊長  廣川 篤 

新潟大学 人文社会教育科学系 准教授 村山 敏夫 

よもぎひら温泉 和泉屋 常務 金内 智子 

コミュニティ・リーダーズ・ネットワーク 代表  大出 恭子 

フェアトレードショップ ら・なぷぅ オーナー  若井 由佳子 

越銘醸株式会社 取締役製造部長  浅野 宏文 

特定非営利活動法人まちなか考房 事務局長  大沼 広美 

まちの駅里山ログハウス 駅長  中川 一男 

長岡市市民協働推進部市民協働課 主査  岩嶋 雄人 

 

＜学内推進委員＞ 

 

 d. 各ゼミの取組み概要・・・７ゼミ８取組概要は、次のとおりである。 

 

 

ゼミ担当教員 准教授 權  五景 ゼミ担当教員 教 授 山川 智子 

ゼミ担当教員 教 授 村山 光博 ゼミ担当教員 教 授 広田 秀樹 

ゼミ担当教員 講 師 橋長真紀子 ゼミ担当教員 教 授 鯉江 康正 

ゼミ担当教員 教 授 髙橋 治道  
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図表４―５－４ 十分杯で長岡を盛り上げよう！ 
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図表４―５－５ 企業ホームページ改善による効果の確認 
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図表４―５－６ 未来の農業革新Ⅲ 

―地産地消を通じた循環型社会の貢献― 
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図表４―５－７ 地域の文化と伝統をつなぐ 

～高橋九郎翁生誕 165 周年を記念する活動～ 
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図表４―５－８ 長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信 
―温泉✩ドキドキプロジェクト―
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図表４―５－９ グラスルーツグロバリーゼーション 
～草の根・地域からの地球一体化・人類一体化推進～ 
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図表４―５－１０ 酒粕で長岡を盛り上げよう！ 
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図表４―５－１１ 「まちの駅」をフィールドとした活動等による 
         地域活性化への貢献 
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（８）まとめ―成果と課題― 

・参加ゼミ・・・参加ゼミは 7 ゼミ、8 取組みで、前年とほぼ同じ規模であった。３・４年の

参加学生数は 61 人で、参加率 38.4％であった。（他に２年生８人参加） 

・成果発表会・・・平成 28 年度地域活性化プログラム成果発表会は、249 名（一般参加者 47

名、アドバイザー18 名、本学学生 145 名、本学教職員 39 名）と盛大であった。 

・成果発表会参加者のアンケート評価・・・成果発表会参加者のアンケートを実施した。回収

率 88.8％（249 名中、221 名が回答）。一般参加者のアンケート結果は、「テーマとの整合性」

88.1％（全体 93.1%）、「地域活性化の役立ち度」78.2％（全体 77.5%）、「取組への評価」89.2％

（全体 92.4%）、「発表の仕方の卓越性」90.2％（全体 90.8%）と、ともに高い評価を得た。一

般参加者による「地域活性化の役立ち度」は、図表４－５－１２を参照されたい。 

・社会人基礎力の上昇度（取組前と取組後の比較）・・・学生の自己評価と教員評価は図表４－

５－１３～１６に示す通りである。アクション力、シンキング力、チームワーク力すべてで

概ね学生評価の方が高く、教員の評価は低くなっている。また、３つの力のなかでは、学生

評価では、アクション力→チームワーク力→シンキング力の順に上昇度が低くなっている。

教員評価では、チームワーク力→アクション力→シンキング力の順に上昇度が低くなってい

る。シンキング力の向上方策が課題であると言えよう。 

・社会人基礎力の上昇度は、学生の自己評価ではアクション力が 76.6％、シンキング力が 65.6％、

チームワーク力は 71.9％である。なかでもアクション力の上昇度は高い。教員の評価はアク

ション力が 59.4％、シンキング力が 47.8％、チームワーク力が 72.1％である。チームワー

ク力は上昇しているが、シンキング力は十分ではない。＜同じ活動、同じ学生＞での評価で

はないので、優劣比較は適当ではないが、シンキング力の向上方策が課題であると言えよう。 

・なお、成果発表会は、図表４－５－１７のとおり開催され、３月に「平成 28 年度学生による

地域活性化プログラム活動報告書」（全ゼミの活動をまとめた合冊と各ゼミの活動をまとめた

ゼミごとの分冊）を発行した。 
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權ゼミ：十分杯

村山ゼミ
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髙橋ゼミ

山川ゼミ

広田ゼミ

權ゼミ：酒粕

鯉江ゼミ

合計

役立つ

どちらともいえない

役立たない

図表４－５－１２ 「地域活性化の役立ち度」に対する一般参加者の評価 
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＜社会人基礎力＞の上昇度
学生評価 教員評価

アクション力 上昇した学生の割合 76.6% 59.4%
シンキング力 上昇した学生の割合 65.6% 47.8%
チームワーク力 上昇した学生の割合 71.9% 72.1%

＜アクション力＞の評価
学生評価 教員評価

主体性 進んで取り組んだ学生の割合 65.6% 59.4%
働きかけ力 積極的に働きかけた学生の割合 43.8% 43.5%
実行力 確実に実行できた学生の割合 59.4% 62.3%

図表４－５－１３ 社会人基礎力の上昇度 

図表４－５－１４ アクション力の評価 

0%

100%
アクション力

シンキング力チームワーク力

＜社会人基礎力＞の上昇度

学生評価 教員評価

0%

100%
主体性

働きかけ力実行力

＜アクション力＞の評価

学生評価 教員評価
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＜シンキング力＞の評価
学生評価 教員評価

課題発見力 明らかにできた学生の割合 65.6% 43.5%
計画力 準備できた学生の割合 57.8% 44.9%
創造力 十分出せた学生の割合 32.8% 36.2%

＜チームワーク力＞の評価
学生評価 教員評価

発信力 十分伝えられた学生の割合 60.9% 53.6%
傾聴力 十分聞けた学生の割合 90.6% 78.3%
柔軟性 十分理解した学生の割合 79.7% 79.7%
状況把握力 十分理解した学生の割合 62.5% 62.3%
規律性 守った学生の割合 84.4% 76.8%
ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ力 うまく解消できた学生の割合 68.8% 68.1%

図表４－５－１５ シンキング力の評価 

図表４－５－１６チームワーク力の評価 

0%

100%
課題発見力

計画力創造力

＜シンキング力＞の評価

学生評価 教員評価

0%

100%
発信力

傾聴力

柔軟性

状況把握力

規律性

ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ力

＜チームワーク力＞の評価

学生評価 教員評価
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図表４－５－１７ 学生による地域活性化プログラム成果発表会 
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６ 社会人基礎力の養成（インターンシップ）－教育⑥－ 

（１）方針（申請時） 

 ・従来の就業体験型インターンシップに加えて、課題解決型インターンシップを新設し、社会

人基礎力の一層の充実養成を図る。 
 

（２）目標（申請時） 

 ・平成 25 年度→平成 26 年度に、課題解決型インターンシップ＝インターンシップⅡ（従来は

Ⅰ）科目を新設（２単位）。商店街等で職場体験しながら、活性化提案等を行う。 
・平成 29 年度→インターンシップⅡ（課題解決型）学生参加率 20％、インターンシップⅠ（就

業体験型）参加率 60％をめざす。 
 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・平成 25 年度の就業体験型インターンシップは８～９月の集中（10 日間、２単位）で行われ

た（23 人履修、参加率 26.7％、在籍３年生 86 人）。これに加えて、課題解決型インターンシ

ップの平成 26 年度実施に向けた計画づくりを計画したが、成案を得るに至らなかった。 

・課題解決型インターンシップの仕組みを検討したが、成案を得られず、次年度の課題となっ

た。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

 ・平成 26 年度の就業体験型インターンシップ（８～９月の 10 日間、２単位）参加者は、16 人

（３年生）、研修実施事業所は 17 事業所であった。 
・しかし、インターンシップ参加率（在籍３年生 63 人）は 25.4％で、かつて（平成 21～23

年度）の 30％後半のレベルと比べ５ポイント以上低下した。これは、今年度から実施したほ

ぼ毎週のインターンシップ準備授業（研修課題の検討、企業研究シート作成等）に適応でき

ずに履修登録したが、インターンシップに不参加の学生が７名にのぼったことが影響してい

ると思われる。今後、準備授業を実施して参加率をあげる必要がある。 
・また、学生の応募がなくやむなく辞退した受入承諾事業所は 22 にのぼった。 

 ・今年度は、初のインターンシップ成果発表会を開催し、最優秀賞１名、優秀賞３名を表彰し

た。好評であった。 
・課題解決型インターンシップについては、次年度に新科目「特殊講義・現場体験プログラム」

（２年生配当）を設置して、実施することとした。 
・活動評価（まとめ・課題）・・・まず、就業体験型インターンシップについては、事前・事後

のフォローと成果発表会の実施により、就業体験と社会人基礎力の向上の点で、好評であっ

た。次年度以降も、この方式を継続することが望ましい。 
第２に、その反面、履修・受講学生の規模・率はともに低下したが、これを大幅にアップ

する対策を検討する必要がある。次年度の大きな課題である。 
第３に、次年度には、新しい現場・就業体験の仕組みを幅広く（新潟大学の広域・連携型

インターンシップ・マッチング等）構築する方策を検討する必要がある。１年次（キャリア

開発Ⅰ）からの現場・就業体験参加の認知度の向上、２年次の新設・現場体験プログラムに
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よる、１日企業見学、短期集中型就業体験、課題解決型インターンシップ（数名グループ）

を多様に展開し、実践的な就業意識の形成を図る。３年生はこの上に立って、10 日間のイン

ターンシップに参加し、主体的な職業選択意識と就職活動への意欲向上を目指す。 
 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・平成 27 年度の就業体験型インターンシップ（８～９月の 10 日間、２単位）参加者は、20
人(男 16、女４)、参加率（在籍３年生 65 人）は 30.8％であった。 

・平成 26 年度から実施したほぼ毎週のインターンシップ準備授業（研修課題の検討、企業研

究シート作成等）に適応できずに履修登録したが、インターンシップに不参加の学生が若干

名生じた。 
・平成 27 年度、インターンシップ成果発表会を開催し、最優秀賞１名、優秀賞２名を表彰し

た。 
・課題解決型インターンシップは、「特殊講義・現場体験プログラム」（２年生配当）を設置し

て、実施した。履修登録学生は４名(男)で、研修参加者は２名であった。 
・就業体験型・課題解決型インターンシップのいずれも、事前・事後のフォローと成果発表会

（11 月 18 日（水））実施により、就業体験と社会人基礎力の向上の点で、好評であった。 

【評価】 

・就業体験型インターンシップ（３年生対象、10 日間、２単位）の参加率は依然として低く、

平成 29 年度目標の 60％までは程遠い。参加率向上策が必要である。 

 ・科目開設初年度の課題解決型インターンシップ（現場体験プログラム、１単位）の参加学生

は２名であり、学生に対する認知度を上げる必要がある。 

・インターンシップ等授業の進め方は、＜研修先候補選定→企業研究（シート作成）→研修先・

研修課題決定→ビジネスマナー→書類作成・研修先事前訪問→研修実施→研修レポート作成

→成果発表＞という流れで実施する方式がほぼ確認できた。 

 ・インターンシップの取組みは、学生の社会人基礎力の向上に直接つながる事業であり、他の

プログラム（地域志向科目や地域活性化プログラムなど）との関連を明確にして、能力・資

質向上の仕組み（能力評価方法も含めて）として構築する必要がある。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・社会人基礎力の養成（インターンシップ）・・・平成 27 年度開講の現場体験プログラム、イ 

ンターンシップ（集中型、課題解決型）を多様な現場体験・就業体験・課題解決体験のプログ 

ラムとして組立て、学生の現場・仕事感覚の醸成と社会人基礎力の向上を図る。 

【目標】 

 ・３年次のインターンシップ（10 日間、２単位）については、履修者数、参加率ともに前年度

以上（参加率は 30％台）をめざす。 

 ・２年次の現場体験プログラム（５日間、１単位）の課題解決型インターンシップの参加学生

の倍増を目指す。 
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 ・多くの教職員・学生に現場体験プログラムとインターンシップの成果を広め、参加学生の増

加につなげる。 

 ・広域的インターンシップの取組（新潟大学等）に参加・連携し、学生の選択肢を広げるとと

もに、学生の実践的能力向上を図る。 

  

（７）平成 28 年度計画 

 平成 28 年度のインターンシップの充実・拡大を次のように進める。 
・３年生の就業体験型インターンシップについては、毎週の授業の充実－就業体験（10 日間） 

－修了レポート－成果発表の流れで進め、社会人基礎力の向上を図る。 
・２年生については、課題解決型インターンシップ（グループをつくって参加）を実施する。 
・１年次（キャリア開発Ⅰ）、２年次（キャリア開発Ⅱ、現場体験プログラム）などを活用し

て、早い時期での現場見学・体験・就業体験を経験し（数回の企業現場見学会実施）、実践的

な就業意識の形成と主体的な職業選択のあり方を学び、就職活動への意欲向上を目指す。 
 ・広域的インターンシップの取組（新潟大学中心の関越大学）にも参加・連携して、学生の選

択肢を広げるとともに、学生の実践的能力向上を図る。 

 

（８）平成 28 年度の展開 

ａ インターンシップ授業の展開 

・平成 28 年度のインターンシップ等授業（２年対象の現場体験プログラムと３年生対象の

インターンシップ）は、＜研修先候補選定→企業研究（シート作成）→研修先・研修課題

決定→ビジネスマナー→書類作成・研修先事前訪問→研修実施→研修レポート作成→成果

発表＞の方式で実施した。授業は、２・３年合同で、毎週水曜日のⅣ限に開講した（教授

会開催日除く）。 

・平成 27 年度は、履修登録したがほぼ毎週のインターンシップ準備授業（研修課題の検討、

企業研究シート作成等）に適応できず、インターンシップ不参加学生が若干名生じたが、

平成 28 年度は、企業研究シートの記入例などを作成配布するなど対応策を講じたことに

より、研修課題の検討、企業研究シート作成に適応できない学生をなくすことができた。

インターンシップ不参加の学生も出たが、企業とのマッチングや受け入れ先の事情などで

あり、準備に適応できなかったためではない。 
 
 ｂ インターンシップ・マッチングフェア 

・参加学生の拡大をめざして、平成 28 年度は、インターンシップ・マッチングフェア（新

潟大学を中心に長岡大学も参加して開催した COC＋事業）を 5 月 14 日（土、於・長岡商

工会議所）、5 月 21 日（土、於・新潟日報メディアシップ）に学生を参加させ、企業の担

当者と直接話してインターンシップ先の選択に生かすことを試みた。 
図表４－６－１によれば、年度当初の履修登録者は 28 人（２年生８人＋３年生 20 人）

であったが、マッチングフェア参加後追加履修希望者が 18 人（２年生２人＋３年生 16
人）にのぼり、計 46 人がインターンシップ履修希望者に増加した。マッチングフェア参

加学生は、74％（マッチングフェア参加者 34 人／インターンシップ履修希望者 46 人）
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にのぼり、そのうち 74％（履修決定者 25 人／マッチングフェア参加者 34 人）がインタ

ーンシップに参加することを決めた。フェアに参加しなかった学生も含めて、合計 35 人、

76％（インターンシップ参加者 35 人／インターンシップ履修希望者 46 人）の学生がイ

ンターンシップに参加した。３年生のインターンシップ履修者は前年度を大きく上回って、

26 人に増加した。 
インターンシップ・マッチングフェアに参加した学生の数名にインタビューを行ったと

ころ、「企業を知ることができた」「直接企業の担当者の方と話をすることで、インターン

シップのイメージがわき、インターンシップ先の選択に生かすことができた」との回答が

あった。マッチングフェアの開催は本学にとっては、大きな成果をあげた。 
図表４－６－１ 平成 28 年度インターンシップ・マッチングフェア参加状況等 

学生数 参加 不参加 履修 不履修 履修 不履修 履修者 不履修
３年生 履修登録 20 11 9 10 1 9 0 19 1

追加履修 16 14 2 7 7 0 2 7 9
小計 36 25 11 17 8 9 2 26 10

２年生 履修登録 8 7 1 6 1 1 0 7 1
追加履修 2 2 0 2 0 0 0 2 0

小計 10 9 1 8 1 0 0 9 1
２・３年生 履修登録 28 18 10 16 2 10 0 26 2

追加履修 18 16 2 9 7 0 2 9 9
合計 46 34 12 25 9 10 2 35 11

３年生 履修登録 100.0% 55.0% 45.0% 50.0% 5.0% 45.0% 0.0% 95.0% 5.0%
追加履修 100.0% 87.5% 12.5% 43.8% 43.8% 0.0% 12.5% 43.8% 56.3%

小計 100.0% 69.4% 30.6% 47.2% 22.2% 25.0% 5.6% 72.2% 27.8%
２年生 履修登録 100.0% 87.5% 12.5% 75.0% 12.5% 12.5% 0.0% 87.5% 12.5%

追加履修 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
小計 100.0% 90.0% 10.0% 80.0% 10.0% 0.0% 0.0% 90.0% 10.0%

２・３年生 履修登録 100.0% 64.3% 35.7% 57.1% 7.1% 35.7% 0.0% 92.9% 7.1%
追加履修 100.0% 88.9% 11.1% 50.0% 38.9% 0.0% 11.1% 50.0% 50.0%
合計 100.0% 73.9% 26.1% 54.3% 19.6% 21.7% 4.3% 76.1% 23.9%

３年生 履修登録 100.0% 100.0% － 100.0% － 100.0% － 100.0% －
追加履修 80.0% 127.3% － 70.0% － 0.0% － 36.8% －

小計 180.0% 227.3% － 170.0% － 100.0% － 136.8% －
２年生 履修登録 100.0% 100.0% － 100.0% － 100.0% － 100.0% －

追加履修 25.0% 28.6% － 33.3% － 0.0% － 28.6% －
小計 125.0% 128.6% － 133.3% － 0.0% － 128.6% －

２・３年生 履修登録 100.0% 100.0% － 100.0% － 100.0% － 100.0% －
追加履修 64.3% 88.9% － 56.3% － 0.0% － 34.6% －
合計 164.3% 188.9% － 156.3% － 100.0% － 134.6% －
（注）履修登録は、平成28年4月時点で履修登録した学生、追加履修は、平成28年５月
　　　14日、21日のインターンシップ・マッチングフェア参加経て追加履修の希望学生。

フェア フェア参加者 フェア不参加者 合計
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ｃ インターンシップ研修実績 

  ・現場体験プログラム（課題解決型、５日間、１単位、２年生対象）とインターンシップ（就

業体験型、10 日間、２単位、３年生対象）の研修実績は、次の通りであった。 
       図表４－６－２ 平成 28 年度インターンシップ研修実績 

業種等

製造業等 一正蒲鉾 越後製菓 サンカ ナノテム 久保誠電気 サンシン 美松 小柳建設

＊５日、２人 ＊５日、４人
＊５日１人、
10日１人

＊５日、２人 ＊５日、２人 ＊５日、１人 ＊６日、３人 ＊５日、１人

卸・小売業
ｱｸｼｱﾙ・ﾘﾃｲ

ﾘﾝｸﾞ
ドラッグトップ

ス
レオパレス

21
スズキ自動
車販売

パール金属 三越伊勢丹 タシケント

＊10日、３人 ＊５日、２人 ＊５日、２人 ＊５日、１人 ＊５日、２人 ＊５日、１人 ＊５日、１人

サービス業
ﾎﾃﾙｵｰﾀﾆ長

岡
ホテル清風

苑
長岡グランド

ホテル
マナーズ ＮＣＴ

ｸﾞﾛｰｶﾙﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ

＊５日、２人 ＊５日、１人 ＊５日、１人
＊10日、１

人
＊５日、１人 ＊５日、２人

金融業 第四銀行

＊５日、１人

医療福祉 まちだ園

＊５日、１人

ＪＡ ながおかＪＡ 柏崎ＪＡ

＊５日、４人 ＊５日、１人

経済団体
長岡商工会

議所
＊５日、１人

ＮＰＯ法人
ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞ
ﾑとやま

＊７日、１人

公務 長岡市役所 村上市役所 三条市役所

＊５日、１人 ＊10日、１人 ＊10日、１人

インターンシップ研修先企業

 

 
 
 
ｄ 成果発表会 

・平成 28 年度インターンシップ成果発表会を、次の通り、11 月 16 日（水）に開催し、最優

秀賞１名、優秀賞３名を表彰した。発表者が前年度に比して多かったため、２時間を要し

た。 
・インターンシップ成果発表会への対応として、学生にパワーポイントを提出させた。その

際にパワーポイントの作成例を配布した。その結果、インターンシップに最後まで参加し

ホテルニューオータニ長岡 小柳建設株式会社 三条市役所 
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たすべての学生からのパワーポイント提出があり、パワーポイントを利用した成果発表を

皆が実施することができた。 
名称：平成 28 年度インターンシップ成果発表会 

進行：担当教員 西俣 先子 

日時・会場：平成 28 年 11 月 16 日（水）14：40～17：20、於・２２６教室 

次第：開会あいさつ（西俣）、発表要領、審査委員紹介、表彰について 

       成果発表（３４名） 14:45～17:05   ＊発表３分、質問１分 

       審査        17:05～17:15 

          審査委員長   村山 光博  長岡大学長 

          審査委員    小松 俊樹  長岡大学教授 

            同     松本 和明    同 

            同     栗井 英大  長岡大学准教授 

同     品川 十英  長岡大学事務局長 

表彰 17:15～  最優秀賞１件、優秀賞２件 ＊優秀賞は３件の拡大した 

総評 17:20   審査委員長 

  ・最優秀賞、優秀賞は、次の４名の学生が受賞した。おめでとう。 
   ★最優秀賞 金子玲奈（３年） 研修先：ＪＡ柏崎（５日間）、ﾎﾃﾙﾆｭｰｵｰﾀﾆ長岡（５日間） 

★優秀賞 大滝皓史（３年）  研修先：村上市役所（10 日間） 
★優秀賞 安達清志（２年）  研修先：株式会社サンシン（５日間） 
★優秀賞 栗原泰武（２年）  研修先：グローカルマーケティング株式会社（５日間） 

   
 
 
 
 
 
 
 
    最優秀賞：金子玲奈（３年）           優秀賞：大滝皓史（３年） 
 
 
 
 
 
 
 
    優秀賞：安達清志（２年）             優秀賞：栗原泰武（２年） 
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ｅ 平成 28 年度インターンシップ・フォーラム長岡 
・また、平成 29 年２月 21 日（火）に開催された平成 28 年度インターンシップ・フォーラム

長岡で、株式会社美松のお菓子の新商品づくりの上記インターンシップに参加した２年生の

女子学生３人チーム（江崎広美、川上明里、保科レイナ）がプレゼンテーションを行い、好

評を博した。 
進行：新潟工科大学 

日時・会場：平成 29 年 2 月 21 日（火）13：00～16：30、於・アオーレ長岡 

次第：開会あいさつ（長岡大学学長 村山光博）、 

インターンシップ取り組み成果と効果（長岡大学教授 原田誠司） 

受入事業所取り組み事例（グローカルマーケティング㈱） 

COC＋インターンシップの取り組み（新潟大学） 

       学生発表（５大学）   発表１５分        

事例発表（インターンシップ研究会・ながおか若者しごと機構） 

質疑応答 

表彰式 

       閉会あいさつ（新潟大学 門脇副学長） 

 

  
 
 
 
 
 
 

 

 

（９）まとめ－成果と課題 

・平成 28 年度のインターンシップ（就業体験型、２単位、３年生対象）参加者は、26 人(男 19、
女７)で、参加率（在籍３年生 87 人）は 29.8％であった。前年度とほぼ同水準であり、マッ

チングフェア参加で参加者・率は上昇したが、平成 29 年度目標の 60％とは大きな差がある

のが現状である。２年生の現場体験プログラムの参加者は増えてはいるが、始まったばかり

の授業なので、卒業生が出るまで評価は待たざるをえない。 

・インターンシップ参加者・参加率向上の方策は引き続き検討する必要がある。マッチングフ

ェアは次年度も継続開催・参加が望ましい。インターンシップ・マッチングフェアに参加し

た学生の数名にインタビューを行ったところ、「企業を知ることができた」「直接企業の担当

者の方と話をすることで、インターンシップのイメージがわき、インターンシップ先の選択

に生かすことができた」との回答があった。今後も、企業を知ることができるマッチングフ

ェアの開催と参加を継続させる必要がある。今後希望があれば 1 年生から参加させることと

も検討する必要がある。 

株式会社 美松のお菓子づくりインターンシッププレゼンテーション 
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  また、学内では、例えば、成果発表会で優秀な成績であった学生の発表を２～３年次のオ

リエンテーション等の時にも行い、質問に対応してもらうなどこれから履修する学生に、参

加することで得られる成果を広く知らせる試みなども検討すべきである。 

・インターンシップ等授業の進め方は、＜研修先候補選定→企業研究（シート作成）→研修先・

研修課題決定→ビジネスマナー→書類作成・研修先事前訪問→研修実施（研修日誌作成）→

研修日誌にもどづき研修レポート作成→研修レポートにもとづきパワーポイント作成→成果

発表＞という流れで実施する方式がほぼ確認できた。なお、企業研究シート、成果発表用パ

ワーポイントの記入例配布も今後継続することが望ましい。 

 ・美松のインターンシップ事例をインターンシップ・フォーラムで発表して好評を博したが、

成果発表会のプレゼンスキルの向上につとめ、どの事例でも、外部で発表できるレベルを目

標にすることが望ましい。 

 ・インターンシップの取組みは、学生の社会人基礎力の向上に直接つながる事業であり、他の

プログラム（地域志向科目や地域活性化プログラムなど）との関連を明確にして、能力・資

質向上の仕組み（能力評価方法も含めて）としてさらに進化させる必要がある。 
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７ 学生起業人材の養成－教育⑦－ 

（１）方針（申請時） 

 ・従来の起業家塾（夏期集中、２単位）を基礎に、通年の長岡地域の学生起業家塾へと発展さ

せ、長岡地域の学生起業家輩出の拠点形成をめざす。 
 ・＜学生ベンチャーの長岡＞のイメージを定着させる。 
 

（２）目標（申請時） 

 ・平成 26 年度→通年の長岡地域の学生起業家塾を開講する。参加学生 30 名（従来 25 名）、「ビ

ジネスグランプリ in 新潟」（学生部門=キャンパスベンチャー、にいがた産業創造機構ほか主

催)優勝。 
・平成 29 年度→長岡地域の学生起業家輩出の拠点形成をめざす。年間参加学生数 100 名、全

国のビジネスプラン・コンテストに応募・入賞。 
 

（３）平成 25 年度実績と評価 

 ・8 月 19 日～22 日の４日間、「起業家塾」を開講。本学より９名、長岡工業高等専門学校より 
  ３名の計 12 名の学生が参加、４チームに分かれてビジネスプランを作成し、最終日にオリエ

ンテーションおよび講評、審査・表彰を行った。そのうちの１チームが新潟県のキャンパス

ベンチャーに応募したが、受賞を逃した。また、別の１チームはトオコン(十日町ビジネスコ

ンテスト、十日町市主催)に応募、県予選３位にとどまった。 
 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・８月 18～21 日の４日間、「起業家塾」（夏季集中２単位科目）を開講。本学より 10 名の参加

（３年生７名、４年生３名）で、他大学・高専からの参加学生はゼロであった。４チームに

分かれてビジネスプランを作成し、最終日にプレゼンテーションおよび講評、審査・表彰を

行った。４社のうち、２社がビジネスプランのブラッシュアップ作業を行い（小松教授指導）、

「トオコン season５（新潟県十日町市主催）」に応募したが、１社は新潟県予選３位、本選

４位で受賞を逃した。 

・活動評価（まとめ・課題）・・・まず第１に、起業家塾は長岡市内３大学１高専の学生が参加

する開かれたビジネスプラン講座（３大学の単位互換科目）として毎年開講しているが、今

年は長岡大学生のみ 10 名の参加にとどまった。参加学生数が前年を下回ったこと（前年は

12 名）、他の２大学だけでなく毎年参加いただいていた高専が不参加だったことは大いに反

省しなければならない。ポスター等掲示時期を前倒しして、社会人基礎力の養成に役立ち就

職力向上になること、夏期休暇の有効利用に繋がる等を広く長期に広報していく必要がある。 

・第２に、終了後の受講生アンケート調査の結果、起業家塾の自己評価は高く社会人基礎力３

項目全てにおいて向上しており、当プログラムの有用性が明らかになっている。 

・第３に、新潟県のキャンパスベンチャー・コンテストが今年度より廃止になり、「トオコン

season５（十日町市主催）」へ前年同様応募したが受賞を逃し残念な結果となった。今後も応

募を継続するとともに、全国的なコンテストにも積極的にチャレンジする必要がある。 

・第４に、学生ベンチャーサークルの立ち上げ等で起業意識・風土を盛り上げて参加学生を拡
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大する必要がある。 
 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・８月 17～20 日の４日間、「起業家塾」（夏季集中２単位科目）を開講。本学より 18 名の参加

（２年生７名、３年生６名、４年生５名）があり、他校からは２名の参加（長岡技術科学大

学１名、長岡造形大学１名）があった。５社に分かれてそれぞれビジネスプランを作成、最

終日にプレゼンテーションおよび講評、審査・表彰を行った。５社のうち３社がビジネスプ

ランのブラッシュアップ作業を行い（小松教授指導）、２社が長岡市主催「ながおか仕事創造

アイデア・コンテスト【起業アイデア部門】」で優秀賞を受賞、１社が十日町市主催「トオコ

ン 2015」で本選に進出したが、受賞は逃した。 

【評価】 

・第１に、起業家塾は長岡地域の学生（大学、高専、高校等）を対象とした地域に開かれたビ

ジネスプラン講座（３大学の単位互換科目）として毎年開講している。今年は３大学の学生

20 名での開講となり、参加学生数が前年を大きく上回った（前年は 10 名）が、ほぼ毎年参

加していた高専を含めた他の長岡地域の学生の参加がなかったことは今後の課題である。ポ

スター等掲示方法を改善して、社会人基礎力養成が就職力向上になること、夏季休暇の有効

利用に繋がること等を広く長期的に広報していく必要がある。 

・第２に、終了後の受講生アンケート調査の結果、起業家塾の自己評価は高く、社会人基礎力

３項目（アクション、シンキング、チームワーク）全てで開始前と比較して向上しているこ

とから当プログラムの有用性は明らかである。 

・第３に、今年から開催された長岡市主催「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト〈ながお

かアイ・コン〉における【起業アイデア部門】」で２チームが優秀賞を、【いいね！アイデア

部門】で起業家塾参加学生が優秀賞を獲得した。また、十日町市主催「トオコン 2015」では

昨年同様に予選を通過し、本選に進出した（惜しくも受賞は逃した）ことから当プログラム

（ブラッシュアップ含む）の有用性は明らかである。今後もこの２つのコンテストへの応募

を継続し、優秀賞獲得を目指すとともにさらに全国的なコンテストである「キャンパスベン

チャーグランプリ」、「学生ビジネスプラン・コンテスト」等にも挑戦し、受賞を目指す。そ

のためには画期的なビジネスアイディアを創出する工夫を考え、プレゼンテーション能力を

高める必要がある。 

・第４に、本学は長岡地域の学生起業家輩出の拠点には至っていないので、起業家塾（ブラッ

シュアップ含む）以外でも起業意識・風土を盛り上げて起業への日常的な活動拠点の創出を

図ることが課題である。国の「地方創生」の基本理念に地域の特性を生かした創業の促進と

あり、長岡市の「ながおか・若者・しごと機構」の活動の柱に起業・創業の支援とあること

が取組における追い風となっているので、長岡市地方創生事業＝若者創業・起業推進事業と

連携していくこと、社会人創業セミナー等と融合していくこと、長岡地域学生ベンチャーサ

ークル立ち上げをしていくこと等が必要である。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 
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【方針】 

・学生起業人材の養成・・・長岡地域の３大学１高専学生の参加拡大をめざし、夏季起業家塾 

（８月）の充実を図る。事前・事後セミナー開催、起業家塾でのビジネスプランのブラッシ

ュアップによる多様なビジネスプラン・コンテストへの応募（10 月）、地域連携による若者

起業セミナー等を多様に展開し、学生起業人材の養成を図る。 

【目標】 

・起業家塾等講座（ブラッシュアップ含む）参加学生数 50 名、起業家塾として７チーム（35
人）程度の参加を目指す。ビジネスプランのブラッシュアップにより、長岡市主催「ながお

か仕事創造アイデア・コンテスト〈ながおかアイ・コン〉における【起業アイデア部門】」に

３チーム以上、十日町市主催「トオコン 2015」に２チーム以上、全国的学生ベンチャー・コ

ンテストにも２チーム以上が応募し、優秀賞等獲得を目指す。また、長岡市地方創生事業＝

若者創業・起業推進事業と連携すること、社会人創業セミナー等と融合すること、他大学と

起業について交流すること等で個人またはグループによる学生起業人材の創出を実現する。 

 

（７）平成 28 年度計画 

 ・長岡市地方創生事業＝若者創業・起業推進事業と連携する等をして、次のように長岡地域の

学生（特に３大学１高専）の起業家塾への参加拡大、講義後のコンテスト応募拡大とブラッ

シュアップによる受賞を図る。また、個人またはグループによる学生起業人材の創出を実現

する。 

ａ 広報活動 

５月に、担当教員、教務学生課が起業家塾ポスターを作成し、６月に担当教員、地域連 

携室、教務学生課が３大学１高専やまちなかキャンパス等を訪問し、ポスターを掲示 

する等の広報を開始する。単位互換校には追加履修を募集する案内も送る。 

ｂ 事前セミナー 

７月 12 日に、参加学生を中心にした自由参加の事前セミナーを本学にて開催する。慶

応義塾大学の学生を中心とするYoung Entrepreneurs運営委員会の代表による講演で学

生に興味を持ってもらうことで追加履修に繋げる。講演後、担当教員による説明会を実

施する。 

ｃ 起業家塾 

８月 22 日～25 日（４日間）に、集中型の学生起業家塾を開講する。１日目に企業創業

者の講演、その後ビジネスプラン作成、最終日にビジネスプランのプレゼンテーション

を行い、外部有識者の審査員による審査・評価・表彰を行う。 

ｄ ブラッシュアップ 

９月から 10 月に、起業家塾で作成したビジネスプランを担当教員指導によりさらに洗

練されたプランになるようにブラッシュアップを行う。 

ｅ ビジネスプラン・コンテスト 

    ビジネスプランのブラッシュアップを経て、長岡市主催「ながおか仕事創造アイデア・

コンテスト＜ながおかアイ・コン＞」や十日町市主催「トオコン（仮称）」、さらに全国

的なコンテストへ応募し、入賞を目指す。 
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f 起業人材創出 

平成 28 年度中に、事後セミナーを開催して長岡地域学生ベンチャーサークル（３大学１

高専中心）を結成し、社会人創業セミナー等と融合することで創業・起業への日常的な

活動拠点の創出を図る。 

 

（８）平成 28 年度の展開 

ａ 起業家塾参加学生の追加公募・・・平成 28 年６月に３大学１高専（長岡大学、長岡技術科

学大学、長岡造形大学、長岡工業高等専門学校）にポスターを掲示し、４月時点の履修登

録に追加登録する形で起業家塾への参加学生の募集を実施した（図表４－７－１）。 

ｂ 起業家塾事前セミナー・説明会・・・次の通り実施した（図表４－７－２）。 

    日時：平成 28 年７月 12 日（火）16:30～18:00 ＊217 教室 

    講演：「若者世代で社会を動かす！」 

    講師：一般社団法人 CYE 代表理事/任意組織 Young Entrepreneurs 運営委員会代表 

大森 裕貴 氏（慶應義塾大学環境情報学部 2015 年卒業） 

       一般社団法人 CYE 理事/任意組織 Young Entrepreneurs 運営委員会副代表 

福田 恭子 氏（慶應義塾大学総合政策学部４年） 

    説明：起業家塾担当教員 小松 俊樹 

ｃ 起業家塾プログラム・・・次の通り実施した。 

平成 28 年度長岡大学「起業家塾」プログラム  担当：長岡大学教授 小松 俊樹 

＜第１日＞8月 22 日（月） 

Ⅰ 開講にあたって                        ＊225 教室 

      ・起業家塾開講にあたって                    9:30～ 9:45 

      ・社会人基礎力事前評価                     9:45～10:00 

      ・プログラムの進め方について                 10:00～10:30 

Ⅱ プログラム展開                        ＊225 教室 

１．チーム編成と役割検討                   10:40～12:00 

２．ビジネスプランとその作成方法               13:00～16:10 

＊特別講演・夢の実現をめざして－創業とは－        （15:00～16:10） 

マコー創業者／株式会社パルメソ社長 松原 亨 氏 

＜第２日＞8月 23 日（火）                     ＊225 教室 

３．アイディア出し                       9:00～12:00 

４．アイディア 2案の中間発表と 1案への絞り込み        13:00～16:10 

＊誰に（顧客）、何を（商品・サービス）、どのようにして提供するか（提供

方法）の 3つ（ビジネスモデル）を明確に 

＜第３日＞8月 24 日（水）                     ＊225 教室 

５．絞り込み案のニーズ等調査                   9:00～12:00 

６．ビジネスプランのとりまとめ                13:00～16:10 

＜第４日＞8月 25 日（木）                 ＊225 教室、226 教室 

７．発表用ビジネスプランの作成（図解）              9:00～12:00 
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８．ビジネスプランの発表、講評、表彰、社会人基礎力事後評価  13:00～16:30 

＊審査委員・・最後のビジネスプランは次の審査委員が審査し、表彰します。 

株式会社パルメソ社長 松原 亨 氏 

長岡技術科学大学教授 田辺 郁男 氏 

長岡造形大学教授／造形学部長 馬場 省吾 氏 

長岡工業高等専門学校教授 菅原 正義 氏 

長岡大学長 村山 光博  

 ｄ チーム編成・・・参加学生 18 名が次の５チームの編成で、ビジネスプランを作成した。 

会社名 事業名 役割 氏名 大学名 学年

株式会社乾杯！ 
十日町着物のペット

産業への活用 

社長 阿達 慶弘 長岡大学 ３年 

総務部長 須田 滉介 長岡大学 ３年 

部長 岩崎 奈津美 長岡大学 ３年 

部長 内藤 淳志 長岡大学 ３年 

秘書 武士俣 大智 長岡大学 ２年 

宴会部長 外石 直輝 長岡大学 ２年 

ハロー・ジャパン株

式会社 

来県海外観光客への

おもてなし 

社長 周 天奇 長岡大学 ３年 

副社長 孔 祺 長岡大学 ３年 

株式会社ホイッスル スポーツ BAR 

社長 殖栗 卓 長岡大学 ２年 

営業部長 永井 想 長岡大学 ２年 

平社員 渡邉 友貴 長岡大学 ２年 

株式会社ちょんまげ 
古民家活用高級旅館

プロジェクト 

社長 横田 百合江 長岡大学 ３年 

総務部長 小松 綾乃 長岡大学 ３年 

経理部長 青木 洸 長岡大学 ２年 

営業部長 ヴォ ティ フオン タオ 長岡大学 ４年 

RG ナカノシマ 
れんこんで中之島を

元気に！ 

社長 小林 拓史 長岡大学 ３年 

副社長 水落 柊哉 長岡大学 ２年 

副社長 山口 尊広 長岡大学 ２年 

  

ｅ プレゼンテーション・表彰・・・各チームは図表４－７－３にあるビジネスプランを作 

成し、最終日にプレゼンテーションを行った。厳正な審査、次のような表彰を行った。 

賞 会社名 

＊最優秀賞 RG ナカノシマ 

 優秀賞 株式会社ちょんまげ 

社会貢献賞 株式会社乾杯！ 

盛り上げま賞 株式会社ホイッスル 

クールジャパン賞 ハロー・ジャパン株式会社 

＊＜RG ナカノシマ＞のアイデア→「れんこんで中之島を元気に!」は、長岡市中之島地域

の特産物である大口れんこんを使用した地域活性化への取組として高く評価され、最優

秀賞を獲得した。どのプランも短期間の中でよく練り上げられた、地域活性化に資する

ものだった。 

ｆ 社会人基礎力の向上・・・４日間のビジネスプラン作成と発表を終えて、社会人基礎力自

己診断は、３項目(アクション・シンキング・チームワーク)の内、シンキング以外が開始

時より向上した。起業家塾受講を通してシンキングが足りないと感じた受講生が多く、こ

の点に気づいたことは大きな成果であった。図表４－７－４をご覧いただきたい。 
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図表４－７－４ 社会人基礎力自己診断結果（開始前と開始後の比較） 

    

 

 ｇ 各種ビジネスプランコンテストへの応募・・・これらビジネスプランのブラッシュアップ

作業（担当教員：小松俊樹指導）を行い、株式会社ちょんまげ（代表：横田 百合江さん）

と RG ナカノシマ（代表：小林 拓史さん）が「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト〈な

がおかアイ・コン〉【起業アイデア部門】」に応募し、両チームとも優秀賞を獲得した。

図表４－７－５を参照されたい。 

起業家塾履修者ではないが、コンテスト応募に際し、小松俊樹教授が指導した栗原泰 

武（長岡大学２年）が優秀賞を、高橋広守（同２年）が奨励賞を獲得した。 

ながおかアイ・コンの【いいね！アイデア部門】には個人の応募で、横田百合江さん 

（長岡大学３年）が最優秀賞を、小松綾乃さん（同３年）が優秀賞を獲得した。 

また、十日町市のコンテスト「トオコン 2016」には「株式会社乾杯！」（代表：足立 

慶弘）が応募したが、惜しくも本選出場は逃した。 

 

     

    担当教員：小松 俊樹  特別講演：松原 亨氏     表彰後全体撮影 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

・第１に、夏期集中講義である起業家塾は長岡地域の学生（大学・高専・高校）を対象にした

地域に開かれたビジネスプラン作成講座（３大学単位互換科目）として毎年開講しているが、

今年度は本学の学生のみ 18 名での開講となり、参加学生が前年度を若干下回った（前年度

20 名）。本学以外の参加者がいなかったことは大いに反省すべき今後の課題である。長岡地
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域各大学等への訪問、ポスター掲示等広報に力を入れてきたが、来年度以降の参加者拡大を

目指し、募集方法をさらに工夫していく必要がある。 

・第２に、終了後の「起業家塾受講生アンケート」の結果、この講座は楽しかった(まあまあ楽

しかった)と回答した学生が 86％、ためになった(まあまあためになった)と回答した学生は

93％と受講生の満足度は高いものであった。また、「社会人基礎力自己診断アンケート」の結

果においては、３項目(アクション・シンキング・チームワーク)の内、シンキング以外が開

始時より向上した。起業家塾受講を通してシンキングが足りないと感じた受講生が多く、こ

の点に気づいたことは大きな成果である。社会人基礎力養成は「社会で生き抜く力」に繋が

ることから、参加した学生にはこの経験をこれからの大学生活は勿論、社会に出てからも活

用していくことを期待する。 

・第３に、起業家塾で作成したプランをブラッシュアップして臨んだ、「ながおか仕事創造アイ

デア・コンテスト〈ながおかアイ・コン〉」の【起業アイデア部門】では２チームが優秀賞を、

起業家塾履修者ではないが担当教員が指導した本学の学生２名が優秀賞と奨励賞を獲得した。

【いいね！アイデア部門】では起業家塾参加学生２名が最優秀賞と優秀賞を獲得した。この

他に、「トオコン 2016」にも応募したが本選出場を逃す結果となった。今後もこの２つのコ

ンテストへの応募を継続し、最優秀賞の獲得を目指すとともに他の県内や全国的なビジネス

プラン・コンテストにも挑戦し、受賞を目指す。そのためには画期的なビジネスアイディア

を創出する工夫を考え、プレゼンテーション能力を高める必要がある。また、起業家塾以外

においても担当教員による相談会等を実施する必要がある。 

 ・第４に、起業人材創出のために起業意識の醸成に努めながら起業への日常的な活動拠点の創

出を図ることである。国の「地方創生」の基本理念には「地域の特性を生かした創業の促進」

が掲げられ、長岡市においても「ながおか・若者・しごと機構」の活動の柱に起業・創業の

支援が据えられていることが取組への追い風となっている。これまで以上に長岡市の地方創

生事業＝若者の創業・起業推進事業と連携していくこと、社会人の創業セミナー等と融合し

ていくこと、長岡地域学生ベンチャーサークル立ち上げを実現すること等が課題である。 
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図表４－７－１ 起業家塾受講者追加募集 

主催：長岡大学

夢の実現をめざして－創業とは－
　　　　　　　　　　　松原　亨　氏　マコー創業者/株式会社パルメソ社長

科 目 起業家塾 （ ２単位、３大学単位互換科目 )　長岡大学225教室、226教室

講 師 陣 長岡大学教授/経営コンサルタント 小松　俊樹 、長岡大学准教授 栗井　英大

参加申込：7/29（金）まで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で受付中

ビ ジネ スプラン

審 査 員

松原　　 亨 氏　株式会社パルメソ社長
田辺　郁男 氏　長岡技術科学大学教授
馬場　省吾 氏　長岡造形大学教授
菅原　正義 氏　長岡工業高等専門学校教授
村山　光博 　　 長岡大学長

8月22日(月)～25日(木)
各日とも9:00～17:00

対象

長岡技術科学大学、長岡造形大学、長
岡大学、長岡工業高等専門学校等長岡
地域の学生・高校生

3つの力が社会を生き抜く強い味方に なる

プ ロ グ ラ ム

日程

　ビジネスプランコンテストに応募し最優秀賞等獲得を目指します。

数名で会社を立ち上げ（チーム編成）、ビジネスアイディアを考え、調査を踏まえて

アイディアを絞り込み、ビジネスプランを作成し、発表します。

※長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト【起業アイデア】部門」等

特 別 講 演

（文部科学省採択）

平成25～27年度「地（知）の拠点整備事業」

平成28～31年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」
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図表４－７－２ 起業家塾事前セミナー案内 

　第2部　 起 業 家 塾 説 明 会

　　「起業家塾の進め方について」
　　 小松　俊樹　　長岡大学教授（起業家塾担当）

　
　　　　　　8月22日（月）～8月25日（木）に長岡大学にて開講する「起業家塾」の説明になります。
　　　　　起業家塾への参加申込や詳細内容については、別ポスター「起業家塾」をご覧ください。

主催：長岡大学　　後援：長岡市、ながおか・若者・しごと機構

参加申込：7月8日（金）まで受付中 長岡大学地域連携研究センター TEL：0258-39-1600

福田　恭子 氏

一般社団法人CYE代表理事
任意組織YoungEntrepreneurs運営委員会代表
慶應義塾大学環境情報学部2015年卒業

一般社団法人CYE理事
任意組織YoungEntrepreneurs運営委員会副代表
慶應義塾大学総合政策学部4年

大森　裕貴 氏

　第1部　 起 業 家 塾 事 前 セ ミ ナ ー

社会に向けて新しいチャレンジを始めたい人にオススメ！

【日　 時】　７月１２日（火）  16：30～18：00
【会　 場】　長岡大学  217教室

【対象者】　参加自由　無料（事前申込必要）
　　　　　　　　　　　　　　　※起業家塾履修者は必ず参加してください。また、講演内容や履修に
　　　　　　　　　　　　　　　　興味がある長岡地域の学生、高校生もぜひ参加してください。

 「若者世代で社会を動かす！」
　自らの行動で社会を変える

講
演

講
師

（文部科学省採択）

平成25～27年度「地（知）の拠点整備事業」

平成28～31年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」

日常生活の中で解消したい不満がある、自分の故郷を盛り上げたい、ニュースで見たあの社

会課題は解決するべきだ、自分の町の素晴らしい商品を世界に広めたい。若者独自の着眼点

や思いには非常に価値があります。若い今だからこそエネルギーを注いで新しいことを始めた

いと思いませんか？

勇気を持って一歩を踏み出せば、今までの自分に出来なかったような挑戦が出来る世界が広

がってきます。この機会を有効活用して挑戦者としての一歩を踏み出そう！
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図表４－７－３ 各チームのビジネスプラン概要 

事業名：十日町着物のペット産業への活用  会社名：株式会社乾杯！         ※「社会貢献賞」受賞 

社長 阿達 慶弘(長岡大学３年) 

 

総務部長 須田 滉介（長岡大学３年） 

部長 岩崎 奈津美(長岡大学３年) 

部長 内藤 淳志(長岡大学３年) 

秘書 武士俣 大智（長岡大学２年） 

宴会部長 外石 直輝（長岡大学２年） 

コンセプト：大切な家族と「和」をつむぐ 

対象顧客：50 代以上富裕層、独身、ペットにお金をかけている人等 

提供価値：伝統技能と融合した高級ペット商品 

事業名：来県海外観光客へのおもてなし  会社名：ハロー・ジャパン株式会社     ※「クールジャパン賞」受賞 

社長 周 天奇(長岡大学３年) 

 

副社長 孔 祺(長岡大学３年) 

－ － 

－ － 

－ － 

コンセプト：来日海外観光客へのおもてなし 

対象顧客：来県する１人～４人の少人数観光客（中国・台湾・韓国） 

提供価値：ネイティブなガイドによる特別サービス 

事業名：スポーツ BAR  会社名：株式会社ホイッスル                ※「盛り上げま賞」受賞 

社長 殖栗 卓(長岡大学２年) 

 

営業部長 永井 想（長岡大学２年） 

平社員 渡邉 友貴(長岡大学２年) 

－ － 

－ － 

コンセプト：女性でも気軽に行ける SPORTS BAR 

対象顧客：長岡市内のサッカー好きな女性、スポーツに興味がある人 

提供価値：長岡市になかった盛り上がれる SPORTS BAR 

事業名：古民家活用高級旅館プロジェクト  会社名：株式会社ちょんまげ       ※「優秀賞」受賞 

社長 横田 百合江(長岡大学３年) 

 

総務部長 小松 綾乃（長岡大学３年) 

経理部長 青木 洸（長岡大学２年） 

営業部長 ヴォ・ティ・フオン・タオ（長岡大学４年） 

－ － 

コンセプト：一日一組限定プレミアム古民家旅館 

対象顧客：首都圏に住む年収 1,000 万以上の 30～40 代女性 

提供価値：地元の魅力を存分に取り入れた高級宿泊体験 

事業名：れんこんで中之島を元気に！  会社名：RG ナカノシマ            ※「最優秀賞」受賞 

社長 小林 拓史（長岡大学３年） 

 

副社長 水落 柊哉（長岡大学２年） 

副社長 山口 尊広（長岡大学２年） 

－ － 

－ － 

コンセプト：れんこんの真価！おいでよ、れんこんの町なかのしま 

対象顧客：中之島外の 10 代～50 代女性、日本全国の女性 

提供価値：大口れんこんの料理、イベント等 
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図表４－７－５ 平成 28 年度ながおかアイ・コンの受賞状況 

 

【起業アイデア】部門 

  ★優秀賞：古民家 de 古体験       ★優秀賞：れんこんで中之島を元気に! 

 提案者・横田百合江（３年）       提案者・小林 拓史（３年） 

  

★優秀賞：20 歳１年に限定し日本酒     ★奨励賞：小規模限定のＴＶ 

を無料で試飲させる居酒屋          ＣＭ活用支援事業 

『日本酒 20』              提案者・高橋 広守（２年） 

    提案者・栗原 泰武（２年） 

  

 

【いいね!アイデア】部門 

  ★最優秀賞：縄文カフェ          ★優秀賞：ロケ地ツアー in 長岡 

提案者・横田百合江（３年）        提案者・小松 綾乃（３年） 
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８ 学生満足度調査等の実施－教育⑧－ 

（１）方針（申請時） 

・学生満足度調査を全学生対象に毎年１月に、実施する。報告は３月。 
・但し、実施の前に、満足度調査に意義・位置づけ、調査項目の見直し・検討を行う。ＦＤ／

ＳＤ会議等で検討する。 

 

（２）目標（申請時） 

・学生の大学生活に関する満足度等の調査を、毎年１月に実施し、次年度の教育改善等に役立

てる。 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

 ・平成 26 年１月に、ゼミを通じて、満足度調査（「第９回長岡大生の生活と大学についてのア

ンケート」）を実施した。回収率は 85.8％（283 人／330 人）であった。 

 ・アンケート集計結果は、平成 26 年３月に取りまとめ、公表した。 

・この満足度調査については、当初、文部科学省のＣＯＣアンケート項目を加える形で、実施

する予定であったが、文部科学省からの調査項目が間に合わなかったので、平成 25 年度は、

本学の調査項目のみで実施した。平成 26 年度は、両調査項目を統合して、実施することが望

ましい。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

 ・８～10 月 FD 研究会で調査項目を見直し、10 月 FD 委員会で改定案を作成し、10 月教授会に

て調査票が決定した。 

 ・平成 27 年１月に、ゼミを通じて、満足度調査（「第 10 回長岡大生の生活と大学に関する調査」） 

  を実施した。回収率は 85.9％（250 人/291 人）であった。 

 ・アンケート集計結果は、平成 27 年３月に取りまとめ、公表した。 

・平成 27 年度は、満足度調査に具体的な改善施策につながる詳細な設問項目を設け、実施する

ことが望ましい。 

 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

下記の通り、学生満足度調査と学生の能力・資質評価手法であるＰＲＯＧテストを実施した。 

ａ 学生満足度調査 

・５～７月・・・ＦＤ部会で調査項目の見直しを行った（学修支援を目的とした施設の改善

を実施するために、施設の改善点や施設に対する学生のニーズの把握を目的として、設問

項目を見直した）。 

・満足度調査票・・・見直し項目は以下の通り 

「問 4 長岡大学の施設に満足しているか⇒問 4自主的に勉強するために改善してほしい

場所、どのように改善してほしいか」 

「問 5 諸施設で更に充実、整備して欲しいところ⇒議論しやすくするためにどのような
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設備、機能が必要か」 

「Ⅺ d）出身地に「ベトナム」を追加」。 

  ・７月 21 日  第 4 回ＦＤ部会で改定案作成・承認 

・９月～10 月 大学運営会議に学生満足度調査票提出・検討 

・１月    調査票配布、回収（各ゼミで実施） 

・２月～３月 集計・分析・調査報告書作成 

・４月以降  諸改善点の集約と改善 

ｂ ＰＲＯＧテスト＝学生の能力測定テスト 

  ・1 年生にＰＲＯＧテストを実施・・・新１年生（107 人）に、平成 27 年４月 30 日２限「キ

ャンパスライフ入門」で実施。 

・集計・・・５月 22 日集計結果出来 

・結果説明会・・・７月 29 日（水）16:30～17:45、第２回全体 FD/SD 会議でＰＲＯＧ運用

方法の学生に対する説明報告と改善点等についての意見交換を行った（教員・職員向け）。 

・１～２月・・・テスト実施（キャリア開発Ⅰ･Ⅱ･Ⅲの最終２回で実施）。集計結果をもと

にマンツーマン面談で学生と教員が伸ばす能力の目標を設定 

・２月・・・・・ＦＤ／ＳＤ研究会で結果共有 

・４月・・・・・結果の分析と結果をいかす施策の検討 
【評価】 

 ・５～７月に FD 研究会で学生満足度調査の調査項目を見直し、10 月大学運営会議の承認を

経て調査票が決定した。 
 ・平成 28 年１月に、ゼミナールを通じて、学生満足度調査（「第 11 回長岡大生の生活と大

学に関する調査」）を実施した。回収率は 89.2％（1 年～4 年：290 人/325 人）で、前年度

を４ポイント上回った。但し、目標の「90％以上」にわずかに届かなかった。学生の状況

を把握するために、90％以上の回収率を目指したい。 
 ・満足度調査の結果を踏まえ、学修時間を増やす取組、学生の能力・資質向上手法として、

ラーニング・コモンズの設置と授業におけるＡＬ導入の強化策を講じた。 
 ・学生満足度調査の集計結果は、平成 28 年３月に取りまとめ、発表した。 

・ＰＲＯＧテスト（社会人基礎力等コンピテンシー向上測定テスト）を１～３年の全学生対

象に実施した。回収率は 92.7％（1 年～3 年：241 人／260 人）で、前年度８をポイント

上回り、目標の「90％以上」を達成できた。 

・ＰＲＯＧテストは、その結果を学生個人に返却し、アカデミック・アドバイザー制度を通

じて学生が社会人基礎力向上のための明確な目標を立てることができる仕組とした。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・学生満足度調査／ＰＲＯＧテストの実施・・・ＣＯＣ事業への評価も含めた学生満足度調査・

社会人基礎力テスト「ＰＲＯＧ」（社会人基礎力等コンピテンシー向上測定テスト）を１～３

年の全学生を対象に行い（起業家塾等でも実施）、次年度への改善点を把握する。 

【目標】 
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 ・学生満足度等の調査・ＰＲＯＧテストを実施し、調査結果をふまえた授業、施設、ＣＯＣ事

業の改善を行う。 

 ・具体的は、次の通り。 

ａ各学生の情報を適切に把握し、改善に結びつけるため、ゼミナールを通じて満足度調査（「第

12 回長岡大生の生活と大学に関する調査」）を実施する。回収率「90％以上」を目指す。 

ｂ平成 27 年度の満足度調査の集計結果をもとに、大学施設から授業等全般に渡る改善を行う。

特に平成 28 年度は、学修支援の強化を目的として設置したラーニング・コモンズの利用状況

を確認し、要望を踏まえた対策を実施する。また、平成 27 年度に新たに加えた設問「問 5 諸

施設で更に充実、整備して欲しいところ⇒議論しやすくするためにどのような設備、機能が

必要か」の結果を確認し、設備についての改善を検討する。 

ｃ各学生の情報を適切に把握するために、ＰＲＯＧテストの回収率「90.0％以上」を目指す。 

ｄＰＲＯＧテストの結果を学生個人に返却し、アカデミックアドバイザー制度を通じて社会人

基礎力向上のために目標設定を行う等、能力向上のための改善点を学生・大学側で共有する

取組を継続する。 

ｅＰＲＯＧテストや授業アンケート（28 年度改定予定）と満足度調査の調査内容の重複部分を

確認し、調査票を見直す必要がある。 

 

（７）平成 28 年度計画 

平成 28 年度は、次のようなスケジュールで学生満足度調査、ＰＲＯＧテストを実施する。 

ａ 学生満足度調査 

８月～10 月 ＦＤ研究会等でＰＲＯＧテストや授業アンケート（28 年度改定予定）と満足

度調査の調査内容の重複部分を確認し、調査票を見直す。 

11 月       ＰＲＯＧテストの結果を学生に配布し、アカデミック・アドバイザー制度を 

      通じて目標設定を行う。 

   12 月    調査票印刷 

   １月    調査票配布、回収 

   ２月～３月 集計・分析・調査報告書作成 

   ４月以降  諸改善点の集約と改善 

ｂ ＰＲＯＧテスト 

   １～２月  テスト実施 

３月    集計結果出来 

３月    集計結果をもとにマンツーマン面談で学生と教員が伸ばす能力の目標を設定 

ＦＤ／ＳＤ研究会で結果共有 

   ４月    結果の分析と結果活用施策の検討 

 

（８）平成 28 年度の展開 

平成 28 年度は、下記の通り学生満足度調査と学生の能力・資質評価手法であるＰＲＯＧテスト

を実施した。 

 ａ ＰＲＯＧテスト、授業アンケート、満足度調査の調査票の見直し 
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・４月～11 月・・・ＦＤ研究会等でＰＲＯＧテスト、授業アンケート、満足度調査の調査 

内容を確認し、調査票を見直した。 

ｂ 学生満足度調査 

・各学生の情報を適切に把握し、改善に結びつけるため、ゼミナールを通じて満足度調査（「第

13 回長岡大生の生活と大学に関する調査」）を実施した。 

・４～11 月・・・ＦＤ部会で調査項目の見直しを行った（学修支援を目的とした施設の改善

を実施するために、学修支援の強化を目的として平成 28 年度から全面的に開始したラー

ニング・コモンズの利用状況をはじめとし、学生の施設の利用状況や設備に関するニーズ

の把握を目的として、項目を見直した。 

・満足度調査票・・・見直し項目は以下の通り 

「表紙」…ＣＯＣロゴ⇒ＣＯＣ＋ロゴ 

趣旨等を上部記載文章と統合 

提出先を地域連携研究センターＡ事務室⇒教務学生課 

「Ⅰ」 …通学方法を「Ⅺ（１）あなた自身について」の質問項目に移動 

「問２」…質問項目：長岡大学の施設（教室以外）に「総務課・入学課・留学生室・ＬＣ１ 

～４・２～３階学生ホール・教務学生課・資格取得支援センター・地域連携室・ 

学生相談室・第３コンピュータ室・学生食堂前・アリーナ」を追加 

質問項目：「図書館」を１号館の枠から独立 

「問３」…質問文：「１つだけでなく」を削除 

「問４」…質問文：より学生が活用しやすくなるよう改善することを考えています。自主的

に勉強をするために、改善してほしい場所に〇をつけてください。また、どのよ

うに改善して欲しいかも備考欄に記入してください⇒学生がより利用・活用しや

すくなるよう改善することを考えています。改善してほしい場所に〇をつけ、ど

のように改善して欲しいかも記入してください 

質問項目：改善してほしい場所を「問２質問項目にある長岡大学の施設（教 

室以外）」と統一 

「問５」…質問文：「自主的に勉強」を追加 

質問項目：「設備や機能がどの程度必要か」を削除 

設置を希望する場所について具体的記入から記号記入に変更 

「問８ｅ）」…質問項目：宿題⇒課題 

「問 10」…質問文：学友会の活動に参加していますか⇒学友会執行部や学内外のサークル・ 

同好会に所属していますか 

選択肢：選択肢を学友会活動を問う３択から学友会執行部・大学内外サークル・ 

同好会にそれぞれ所属しているかを問うものに変更 

「問 11」…質問文：サークル・同好会に参加していますか⇒主に参加している所属サークル 

等への参加状況について 

「問 12」…質問文：主に参加している所属サークル等の活動状況をどう評価していますか⇒ 

学友会主催のイベント（民踊流し、球技大会等。ただし、学園祭（悠久祭）は除 

く）に参加していますか 
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「問 13」…質問文：主たる参加形態⇒主な参加形態として当てはまる 

「問 17」…選択肢：やりたいことが見つからない⇒現在やりたいことがない 

選択肢：他の学科に移りたいを削除 

選択肢：就職活動がうまく行かないと進学先が決められない⇒卒業後の進路が不 

安だ 

「問 19」…質問文：入学時と比べて①どの程度伸びたか、各能力が②どの程度身についたか 

⇒①現状評価と入学時と比べた②上昇程度 

質問項目：①どの程度伸びたか②どの程度身についたか⇒①現状評価②上昇程度 

  「問 20」…質問文：答えてください⇒自己評価してください 

       質問項目：①どの程度伸びたか②どの程度身についたか⇒①現状評価②上昇程度 

  「問 21」…質問文：〇を付けてください⇒〇をつけ、自己評価してください 

「Ⅺ（１）」…質問項目：通学方法を追加 

      選択肢：通学方法選択肢の乗用車⇒自動車、自転車・バイクを分離 

「最終」…「集計後、結果を報告します。」を削除 

※問番号等は平成 27 年度調査票の番号で、平成 28 年度調査票では変更となっております。 

  ・11 月・・・11 月 15 日第７回ＦＤ部会で改定案承認 

・１月・・・調査票配布、回収（各ゼミで実施） 

・２月・・・集計・分析・調査報告書作成 

・３月８日・・・学生満足度調査票結果を集中 FD/SD 会議で確認 

・４月以降・・・諸改善点の集約と改善 

ｃ ＰＲＯＧテスト＝学生の能力測定テスト 

  ・４月～５月・・・1 年生（83 人）にＰＲＯＧテスト実施（平成 28 年４月 28 日、５月５日

２限「キャンパスライフ入門」）。 

・５月・・・５月 25 日集計結果出来 

・６月・・・１年生（82 人）に㈱リアセックが結果説明会実施（６月 23 日２限「キャンパ 

スライフ入門」）。 

・６月・・・ＰＲＯＧテストの結果を学生に配布し、結果をもとにアカデミック・アドバイ 

ザー制度を通じて学生と教員が伸ばす能力の目標設定を行った。 

・１月・・・１～３年生（277 人）にＰＲＯＧテスト実施（キャリア開発Ⅰ･Ⅱ-2･Ⅲ-2 の最 

終２回で実施）。集計結果をもとにマンツーマン面談で学生と教員が伸ばす能力の目標設定 

・２月・・・・・ＦＤ／ＳＤ会議で結果共有 

・４月・・・・・結果の分析と結果をいかす施策の検討 
 
（９）まとめ－成果と課題－ 

・平成 28 年度の学生満足度調査（第 12 回長岡大生の生活と大学に関する調査）を平成 29 年１

月の後期第 14～15 回の全ゼミナール（52）で、実施し、回収率は 95.7％（１年～４年：334

人/349 人）を達成した。 

・満足度調査をもとに、次年度に大学施設から授業等全般に渡る改善を行う。とくに、学修支

援の強化をめざすラーニング・コモンズの利用状況を確認し、要望含め改善を図る。 
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・また、次年度の調査項目に、アカデミック・アドバイザー制度の評価（面談等に満足してい

るか）を把握する設問を検討する。 

・各学生のリテラシー・コンピテンシーの能力向上を把握するＰＲＯＧテストは、平成 29 年１

月の１～３年生のキャリア開発の第 14・15 回授業で実施し、回収率は 98.2％（１年～３年：

277 人/282 人）を達成した。 

・このＰＲＯＧテスト結果を学生個人に返却し、アカデミック・アドバイザー制度を通じて社

会人基礎力向上のために目標設定を行う等、能力向上のための改善点を学生・大学側で共有

する取組を継続する。 

・同時に、学生の能力向上目標の達成方法、授業での教育方法の検討を行うとともに、ＰＲＯ

Ｇテスト以外の能力測定手法の検討も行う必要もある。 

・満足度調査やＰＲＯＧテストなどのデータを全関係者が活用できる情報共有システムの導入

も引き続き、検討し、段階的にでも実現する、必要がある。 
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      図表４－８－１ 学生満足度調査結果（調査票と単純集計結果） 

  ＊以下は、「第 12 回長岡大生の生活と大学に関する調査」の単純集計結果 

 

Ⅰ 利用施設・情報収集について 

(n=334) 

問１ 長岡大学の施設（教室以外）でよく利用するところはどこですか。施設ごとに当てはまる番号に○をつけてください。 

（「LC」は「ラーニング・コモンズ」の略） よく 
利用する

時々 
利用する

あまり 
利用しない 

利用した 
ことがない 無回答

１号館 

１階 

ａ） 事務室（総務課、入学課） 7.5 33.5 42.5 15.0 1.5 

ｂ） 留学生室 5.7 12.3 6.9 73.4 1.8 

ｃ） 就職支援室 6.0 26.0 33.2 32.9 1.8 

ｄ） 保健室 0.9 3.3 15.9 77.5 2.4 

２階 

ｅ） 掲示板 44.3 39.5 9.9 4.2 2.1 

ｆ） ２階学生ホール 47.3 29.0 18.0 4.2 1.5 

ｇ） 売店 34.1 41.3 16.8 5.7 2.1 

３階 

ｈ） 学友会室 5.7 9.9 16.5 66.5 1.5 

ｉ） ３階学生ホール 20.7 17.4 31.1 29.3 1.5 

ｊ） 教務学生課 28.1 50.9 16.5 3.3 1.2 

ｋ） 資格取得支援センター（COS）（LC１） 6.6 16.5 39.2 35.6 2.1 

ｌ） LC２（地域連携研究センター横） 2.7 5.1 24.0 65.9 2.4 

ｍ） 多目的室（LC３） 7.5 21.9 29.0 39.5 2.1 

ｎ） 地域連携研究センター・地域連携室 3.0 6.9 23.7 63.8 2.7 

４階 

ｏ） 教員研究室 5.7 43.1 31.1 18.0 2.1 

ｐ） 学生相談室 0.3 4.2 15.9 77.2 2.4 

図書館 

 ｑ） 図書館閲覧スペース 18.6 39.5 27.2 12.6 2.1 

２階 ｒ） LC４（図書館２階奥） 9.3 17.1 28.7 43.1 1.8 

２号館 ３階 ｓ） ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ自習室（第２ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室） 30.5 43.7 16.5 7.2 2.1 

３号館 

１階 

ｔ） 学生食堂 52.7 21.0 17.4 8.1 0.9 

ｕ） 地域交流ホール（学生食堂前） 8.1 18.6 39.5 31.4 2.4 

ｖ） 部室 13.8 8.7 22.5 53.0 2.1 

２階 

ｗ） アリーナ 10.5 20.1 31.1 36.2 2.1 

ｘ） トレーニングルーム 2.7 12.6 26.6 56.0 2.1 

全体 ｙ） 無線 LAN 59.6 20.7 11.1 7.8 0.9 
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(n=334) 

問２ 大学内での次の情報は主にどこで、集めていますか。情報を集めている場所を問１のａ～ｘの記号で答えてください（い

くつ記入しても結構です）。 

授業関係の情報 結果については下表参照 

資格取得関係の情報 結果については下表参照 

部活・サークル関係の情報 結果については下表参照 

アルバイト関係の情報 結果については下表参照 

友達関係の情報 結果については下表参照 

就職・進学関係の情報 結果については下表参照 

 

  

１
階 

事
務
室
（
総
務
課
、
入
学
課
） 

１
階 

留
学
生
室 

１
階 

就
職
支
援
室 

１
階 

保
健
室 

２
階 

掲
示
板 

２
階 

学
生
ホ
ー
ル 

２
階 

売
店 

３
階 

学
友
会
室 

３
階 

学
生
ホ
ー
ル 

３
階 

教
務
学
生
課 

３
階 

資
格
取
得
支
援
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ
Ｏ
Ｓ
）
（
Ｌ
Ｃ
１
） 

３
階 

Ｌ
Ｃ
２
（
地
域
連
携
研
究
セ
ン
タ
ー
横
） 

３
階 
多
目
的
室
（
Ｌ
Ｃ
３
） 

３
階 

地
域
連
携
研
究
セ
ン
タ
ー
・
地
域
連
携
室 

４
階 

教
員
研
究
室 

４
階 

学
生
相
談
室 

図
書
館 

図
書
館
閲
覧
ス
ペ
ー
ス 

図
書
館
２
階 

Ｌ
Ｃ
４
（
図
書
館
２
階
奥
） 

２
号
館
３
階 

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
自
習
室
（
第
２
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
室
） 

３
号
館
１
階 

学
生
食
堂 

３
号
館
１
階 

地
域
交
流
ホ
ー
ル
（
学
生
食
堂
前
） 

３
号
館
１
階 

部
室 

３
号
館
２
階 

ア
リ
ー
ナ 

３
号
館
２
階 

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
ル
ー
ム 

全
体 

無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ 

そ
の
他
（
手
段
・
経
路
等
を
回
答
、
友
達
・
口
コ
ミ
・
情
報
誌
…
等
） 

無
回
答 

授業関係 

の情報  
4.2 2.1 0.9 0.3 63.8 10.8 0.9 0.9 3.3 10.8 0.3 0.0 0.6 0.0 3.9 0.0 2.1 0.9 3.9 0.0 0.0 0.6 0.3 0.0 4.5 1.8 16.5

資格取得 

関係の情報  
3.3 1.2 0.6 0.0 31.1 5.4 0.3 0.0 1.2 26.9 18.6 0.3 0.6 0.3 2.7 0.3 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.6 1.8 27.8

部活・サークル 

関係の情報  
1.2 0.3 0.0 0.6 16.5 6.6 0.3 5.1 3.0 7.8 0.3 0.3 2.7 0.3 0.0 0.6 0.3 0.0 0.6 0.3 0.9 7.8 1.8 0.9 2.7 1.2 51.2

アルバイ 

ト関係の情報  
2.7 3.3 0.6 0.0 33.5 8.1 0.3 0.6 0.9 4.5 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1 1.5 47.6

友達関係の 

情報  
0.9 2.1 0.3 0.0 7.2 17.1 1.8 3.0 8.1 2.7 1.5 0.3 1.2 0.3 0.3 0.3 1.2 0.3 0.9 8.4 0.9 2.7 0.6 0.0 3.3 1.2 54.8

就職・進学 

関係の情報  
2.1 2.7 32.0 0.0 17.4 4.2 0.0 0.0 0.9 11.4 2.4 0.3 0.3 0.3 4.2 1.2 1.5 0.0 1.2 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0 2.1 2.4 36.5
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(n=334) 

問３ 大学の施設を学生がより利用・活用しやすくなるよう改善することを考えています。改善してほしい場所に〇をつけ、ど

のように改善して欲しいかも記入してください。 

  改善して

ほしい場所
どのように改善してほしいか記入してください 

ａ） 事務室（総務課、入学課） 1.2 自由記載設問のため割愛した。 

ｂ） 留学生室 2.4 自由記載設問のため割愛した。 

ｃ） 就職支援室 1.2 自由記載設問のため割愛した。 

ｄ） 保健室 2.4 自由記載設問のため割愛した。 

ｅ） 掲示板 2.1 自由記載設問のため割愛した。 

ｆ） ２階学生ホール 9.0 自由記載設問のため割愛した。 

ｇ） 売店 6.3 自由記載設問のため割愛した。 

ｈ） 学友会室 3.3 自由記載設問のため割愛した。 

ｉ） ３階学生ホール 3.0 自由記載設問のため割愛した。 

ｊ） 教務学生課 2.7 自由記載設問のため割愛した。 

ｋ） 資格取得支援センター（COS）（LC１） 3.6 自由記載設問のため割愛した。 

ｌ） LC２（地域連携研究センター横） 0.6 自由記載設問のため割愛した。 

ｍ） 多目的室（LC３） 0.6 自由記載設問のため割愛した。 

ｎ） 地域連携研究センター・地域連携室 0.3 自由記載設問のため割愛した。 

ｏ） 教員研究室 0.3 自由記載設問のため割愛した。 

ｐ） 学生相談室 0.3 自由記載設問のため割愛した。 

ｑ） 図書館閲覧スペース 1.8 自由記載設問のため割愛した。 

ｒ） LC４（図書館２階奥） 1.2 自由記載設問のため割愛した。 

ｓ） ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ自習室（第２ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室） 5.7 自由記載設問のため割愛した。 

ｔ） 学生食堂 7.8 自由記載設問のため割愛した。 

ｕ） 地域交流ホール（学生食堂前） 0.6 自由記載設問のため割愛した。 

ｖ） 部室 3.0 自由記載設問のため割愛した。 

ｗ） アリーナ 4.2 自由記載設問のため割愛した。 

ｘ） トレーニングルーム 3.6 自由記載設問のため割愛した。 

 無回答 62.3  

 

− 85 −



86 
 

(n=334) 

問４ 自主的に勉強をしたり、学生同士で議論しやすくしたりするために、どのような設備や機能が学内の施設のどこに必要で

すか。設置を希望する場所を問３のａ～ｘの記号で答えてください（いくつ記入しても結構です）。その他の設備・機能は

具体的な設備・機能も答えてください。 

パソコン 結果については下表参照 

プリンタ 結果については下表参照 

ホワイトボード 結果については下表参照 

プロジェクタ 結果については下表参照 

インターネット環境 結果については下表参照 

その他の設備・機能 
（具体的に：             ） 

結果については下表参照 

 

  

ａ
）
事
務
室
（
総
務
課
、
入
学
課
） 

ｂ
）
留
学
生
室 

ｃ
）
就
職
支
援
室 

ｄ
）
保
健
室 

ｅ
）
掲
示
板 

ｆ
）
２
階
学
生
ホ
ー
ル 

ｇ
）
売
店 

ｈ
）
学
友
会
室 

ｉ
）
３
階
学
生
ホ
ー
ル 

ｊ
）
教
務
学
生
課 

ｋ
）
資
格
取
得
支
援
セ
ン
タ
ー
（
Ｃ
Ｏ
Ｓ
）
（
Ｌ
Ｃ
１
） 

ｌ
）
Ｌ
Ｃ
２
（
地
域
連
携
研
究
セ
ン
タ
ー
横
） 

ｍ
）
多
目
的
室
（
Ｌ
Ｃ
３
） 

ｎ
）
地
域
連
携
研
究
セ
ン
タ
ー
・
地
域
連
携
室 

ｏ
）
教
員
研
究
室 

ｐ
）
学
生
相
談
室 

ｑ
）
図
書
館
閲
覧
ス
ペ
ー
ス 

ｒ
）
Ｌ
Ｃ
４
（
図
書
館
２
階
奥
） 

ｓ
）
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
自
習
室
（
第
２
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
室
） 

ｔ
）
学
生
食
堂 

ｕ
）
地
域
交
流
ホ
ー
ル
（
学
生
食
堂
前
） 

ｖ
）
部
室 

ｗ
）
ア
リ
ー
ナ 

ｘ
）
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
ル
ー
ム 

教
室
・
講
義
室
等 

無
回
答 

パソコン 0.9 0.3 0.6 0.3 0.3 9.0 0.6 0.6 3.0 0.6 1.8 0.6 5.1 0.3 0.3 0.3 2.7 0.9 5.4 0.3 0.3 0.6 0.3 0.3 0.3 76.6

プリンタ 1.2 0.3 0.6 0.3 0.3 8.4 2.1 0.9 5.4 1.8 3.0 0.9 2.4 0.3 0.3 0.3 3.0 0.9 5.1 0.3 0.3 0.6 0.3 0.3 0.3 74.9

ホワイトボード 0.3 0.3 0.6 0.3 0.9 4.5 0.6 0.9 3.9 0.6 1.2 0.6 1.5 0.3 0.3 0.3 0.9 0.6 0.9 1.5 0.6 0.9 1.2 0.6 0.3 85.3

プロジェクタ 0.6 0.6 1.2 0.6 0.6 3.0 0.9 1.5 1.5 1.2 0.6 0.9 3.9 0.6 0.6 0.6 0.6 0.9 1.8 0.6 0.9 1.2 0.6 0.6 0.6 88.9

インターネット 

環境 
5.4 5.4 5.7 5.7 5.7 13.8 6.9 6.3 8.4 5.7 6.0 5.4 8.1 5.4 5.7 5.4 7.2 6.3 7.8 8.7 5.4 6.9 6.9 6.3 5.4 75.4

その他の設備・ 

機能 
0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 1.2 0.9 1.2 0.9 0.6 0.9 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.9 0.6 0.6 0.9 97.3
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Ⅱ 授業（学修）について 

(n=334) 

問５ 次の主な科目群ごとに、どのように力を入れたか、当てはまる番号に○をつけてください。また右欄に特に力を入れた科

目があれば、その科目名を番号（別紙参照）で記入してください。 

  力を入れた 
ある程度 

力を入れた

あまり力を入れ

なかった 
全く力を入

れなかった 
無回答 特に力を入れた科目 

ａ） 教養科目 31.4 51.8 10.2 2.7 3.9 結果については下表参照 

ｂ） 語学科目 18.3 50.3 22.5 6.3 2.7 結果については下表参照 

ｃ） キャリア科目 18.9 57.2 15.6 4.5 3.9 結果については下表参照 

ｄ） 専門科目 30.5 58.1 7.8 0.9 2.7 結果については下表参照 

ｅ） ゼミナール 41.6 49.1 4.5 2.1 2.7 結果については下表参照 

 

(n=334) 

問６ 情報系と専門系の資格取得についてお聞きします。次の当てはまる番号に〇をつけてください。また、右欄に今学年で取

得した資格があれば、資格名を略称（別紙参照）で記入してください。 

  力を入れた 
ある程度 

力を入れた

あまり力を 

入れなかった

全く力を入れ

なかった 
無回答 今年度取得した資格 

ａ） 情報系資格 12.9 21.9 23.1 33.2 9.0 結果については下表参照 

ｂ） 専門資格 11.7 20.4 23.7 33.5 10.8 結果については下表参照 

 

＜今年度取得した資格＞ 

a 情報系資格 

 

Ｗ
１ 

Ｗ
２ 

Ｗ
３ 

Ｅ
１ 

Ｅ
２ 

Ｅ
３ 

Ｐ
上 

Ｐ
初 

Ｅ
Ｃ
３ 

ド
Ｂ 

Ｉ
Ｐ 

Ｔ
（
あ
な
た
の
点
数
） 

そ
の
他 

無
回
答 

(n=334) 0.6 5.4 3.3 0.3 3.0 2.7 2.4 0.6 0.3 0.6 0.6 0.9 0.3 83.2

 

b 専門資格 

 

Ｉ
Ｐ 

Ｅ
Ｒ
Ｅ
・
Ｂ 

福
２ 

福
３ 

Ｍ
初 

リ
２ 

リ
３ 

簿
２ 

簿
３ 

Ｆ
Ｐ
３ 

Ｔ
（
あ
な
た
の
点
数
） 

そ
の
他 

無
回
答 

(n=334) 0.3 0.3 0.6 0.3 0.9 0.9 1.2 0.3 3.9 0.3 0.3 0.6 91.6
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(n=334) 

問７ 授業に対する態度、姿勢について、どのように取り組んだか、当てはまる番号に○をつけてください。ま

た、右欄に特に努力したことがあれば、具体的に記入してください。 

  当てはまる 
ある程度 

当てはまる

あまり当て

はまらない 
全く当ては

まらない 
無回答 特に努力したこと 

ａ） 授業に欠席しない 27.5 47.9 18.9 3.9 1.8 自由記載設問のため割愛した。 

ｂ） 授業に遅刻しない 50.3 34.7 9.3 3.9 1.8 自由記載設問のため割愛した。 

ｃ） 授業で質問・発言する 6.0 25.4 47.0 19.8 1.8 自由記載設問のため割愛した。 

ｄ） 予習・復習する 7.5 35.6 41.9 13.2 1.8 自由記載設問のため割愛した。 

ｅ） 課題等は必ず行う 39.5 44.9 12.3 1.2 2.1 自由記載設問のため割愛した。 

 

(n=334) 

問８ 授業時間以外に学習した時間は１日どのくらいですか。当てはまる記号に○をつけてください。 

19.8 ほとんどしない 45.8 １時間未満 18.6 1.5 時間程度 10.2 ２時間程度 

3.0 2.5 時間程度 1.5 ３時間以上 1.2 無回答  

 

 

 

Ⅲ 学生生活について 

(n=334) 

問９ 学友会執行部や学内外のサークル・同好会に所属していますか。当てはまる番号に○をつけてください。 

ａ） 学友会執行部 15.3 所属している 77.2 所属していない 7.5 無回答 

ｂ）
大学内の 

サークル・同好会 

8.7 スポーツ・文化系両方に所属 17.7 スポーツ系のみ所属 

29.3 文化系のみ所属 40.1 所属していない 4.2 無回答 

ｃ）
大学以外の 

サークル・同好会 

1.8 スポーツ・文化系両方に所属 5.4 スポーツ系のみ所属 

3.3 文化系のみ所属 78.4 所属していない 11.1 無回答 

 

(n=334) 

問 10 主に参加している所属サークル等への参加状況について、当てはまる番号に○をつけてください。 

29.6 積極的に参加 27.8 たまに参加 36.8 参加していない   5.7無回答 

 

(n=334) 

問 11 学友会主催のイベント（民踊流し、球技大会等。ただし、学園祭（悠久祭）は除く）に参加していますか。当てはまる

番号に○をつけてください。 

13.5 積極的に参加 28.7 たまに参加 55.7 参加していない   2.1無回答 

 

 

− 88 −



89 
 

(n=334) 

問 12 学園祭（悠久祭、今年度 10 月）に参加しましたか。主な参加形態として当てはまる番号に○をつけてください。 

9.6 実行委員で参加 32.9 模擬店で参加 14.1 展示・ｲﾍﾞﾝﾄ等で参加 

2.1 ライブ実施で参加 2.1 見に来た（自分ひとり） 9.6 友人と見に来た 

1.5 家族と見に来た 25.1 見に来なかった 1.5 その他        

1.5 無回答   

 

(n=334) 

問 13 アルバイトをしていますか。当てはまる番号に○をつけてください。 

64.4 している → 問 14 へ 34.1 していない → 問 15 へ      1.5無回答 

 

(n=214) 

問 14 アルバイトをどの程度していますか。下欄に記入してください。 

平均して大体、１週間に（下表参照）日間、１週間に約（下表参照）時間 

 

1 週間当たりの平均日数 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 無回答 

1.9 15.4 28.5 36.4 15.0 2.3 0.5 0.0 

 

1 週間当たりの総時間 
５時間 

未満 

１０時間

未満 

１５時間

未満 

２０時間

未満 

２５時間

未満 

３０時間

未満 

３０時間

以上 
無回答 

4.2 13.2 21.7 19.8 25.9 8.5 6.6 0.0 

 

 

 

Ⅳ 大学在学中の目標について 

(n=334) 

問 15 長岡大学在学中の目標として重要だと思うことを、１位から３位まで、下欄から選んで、回答欄に、その番号を記入し

てください。 

 1 位 2 位 3 位 

 51.5 16.5 11.4 将来の方向をみつける               

 12.0 19.8 19.2 広い教養・ものの見方等を身につける 

 12.9 16.8 16.8 専門的知識・理解を身につける           

 6.0 13.5 14.1 社会人になるまでの時間を楽しむ 

 8.1 19.5 16.5 資格等を取得し、仕事に活かせる能力を身につける  

 4.8 8.7 16.2 有意義な友達（人間関係）を創る 

 2.1 0.0 0.3 その他 

 2.7 5.4 5.7 無回答 
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Ⅴ 大学生活における心配事等について 

(n=334) 

問 16 現在の長岡大学における学生生活のなかで、心配事や悩みがありますか。下欄の心配事等から当てはまる番号を選んで

○をつけてください（いくつでも結構です）。 

19.2 生活に熱意がわかない 26.0 現在やりたいことがない 6.9 友達のことで悩みがある 

9.0 まわりの学生がやる気がない 4.2 先生のことで悩みがある 17.1 授業に興味・関心がわかない 

6.6 授業についていけない 31.7 進級や卒業ができるか心配だ 2.7 他大学・学校に入り直したい 

1.8 大学を辞めたい 6.3 経済的に勉強するのが難しい 43.4 卒業後の進路が不安だ 

6.0 その他 17.1 無回答  

 

 

 

Ⅵ 社会人基礎力等、大学で身につけた能力等について 

(n=334) 

問 17 あなたの人間性（基本的な生活習慣）を、当てはまる番号に○をつけ、自己評価してください。 

  十分ある まあ十分ある
やや不十分 
と思う 不十分と思う 無回答 

ａ）
倫理（道徳観） 
（善悪の判断、思いやり、公共心） 

37.1 54.8 6.6 1.2 0.3 

ｂ）
自己管理 
（約束・ルールを守る、責任感あり） 

26.3 54.2 15.9 3.3 0.3 

ｃ）
誠実さ 
（物事に誠実に取り組む、素直な態度） 

30.8 53.6 13.2 1.8 0.6 

ｄ）
マナー 
（あいさつ、服装、礼儀、話し方等） 

32.9 54.2 10.5 1.8 0.6 

ｅ）
明るさ 
（明るくふるまってコミュニケーション） 

31.1 41.3 21.6 5.7 0.3 

ｆ）
健康 
（心身ともに健康） 

34.4 38.0 20.1 7.2 0.3 
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(n=334) 

問 18 社会人基礎力（職場・地域社会で活躍する上で必要な能力）について、①現状評価と②上昇程度（入学時と比べて）を、

当てはまる番号に○をつけ、自己評価してください。 

  ①現状評価 ② 上昇程度(入学時と比べて) 

  
十分 まあ十分

やや 
不十分

不十分 無回答 上昇 ある程度

上昇 

あまり 
上昇して

いない 

上昇 
して 
いない

無回答

ａ）
主体性 
（物事に進んで取組む力。積極性） 

11.1 53.9 30.2 4.2 0.6 14.4 54.5 22.2 5.1 3.9

ｂ）
働きかけ力 
（他人に働きかけ巻き込む力。リーダーシップ） 

9.6 44.0 36.2 9.9 0.3 11.1 45.5 31.1 8.7 3.6

ｃ）
実行力 
（目的を設定し確実に行動する力） 

13.2 52.7 29.9 3.0 1.2 13.2 50.9 25.1 6.3 4.5

ｄ）
課題発見力 
（現状を分析し目的や課題を明らかにする力） 

10.8 50.9 32.6 5.1 0.6 14.1 46.1 29.3 6.6 3.9

ｅ）
計画力 
（課題解決の過程を明示し準備する力。組み立て力） 

12.9 44.6 35.0 7.2 0.3 12.6 45.2 30.8 7.8 3.6

ｆ）
創造力 
（新しい価値を生み出す力） 

12.0 43.7 36.8 7.2 0.3 11.4 43.4 32.9 8.7 3.6

ｇ）
柔軟性 
（意見や立場の違いを理解する力。相手の立場理解） 

26.0 50.6 20.1 2.7 0.6 19.2 51.5 20.7 5.1 3.6

ｈ）
状況把握力 
（自分と関係者の関係を理解する力） 

24.3 57.2 15.6 2.4 0.6 19.5 53.3 18.0 5.1 4.2

ｉ）
規律性 
（社会のルールや約束を守る力） 

29.9 55.4 12.6 1.8 0.3 19.2 50.3 20.4 5.7 4.5

ｊ）
ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ力 
（ストレス発生源に対応する力。忍耐強さ） 

23.4 42.2 26.6 7.5 0.3 20.4 36.5 27.2 12.3 3.6

ｋ）
発信力 
（自分の意見をわかりやすく伝える力） 

9.3 41.6 37.7 10.8 0.6 11.7 44.0 29.3 11.1 3.9

ｌ）
傾聴力 
（相手の意見を丁寧に聴く力） 

31.4 55.1 11.1 2.1 0.3 24.0 49.1 18.0 5.4 3.6
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(n=334) 

問 19 専門的知識等について、問 18 と同様の方法で、自己評価してください。  

  ①現状評価 ② 上昇程度 

  
十分 まあ十分

やや 
不十分

不十分 無回答 上昇 ある程度上

昇 

あまり 
上昇して 
いない 

上昇 
して 
いない

無回答

ａ）情報処理の力 11.1 55.7 29.3 3.3 0.6 14.7 53.9 24.0 3.0 4.5 

ｂ）
専門分野の知識・理解 
（専門分野の資格取得含む） 

7.2 44.9 37.7 8.7 1.5 17.1 49.7 22.2 6.0 5.1 

ｃ）
幅広い知識やものの見方 
（幅広い教養知識等の獲得） 

10.8 52.4 31.7 3.9 1.2 16.2 53.3 23.1 3.0 4.5 

ｄ）
レポート・論文等を書く力 
（レポート、論文の書き方等） 

9.9 43.4 38.0 7.2 1.5 23.7 49.4 17.7 4.2 5.1 

ｅ）
外国語の力 
（英語、中国語、韓国語、日本語） 

6.3 26.9 43.4 22.2 1.2 12.0 36.5 32.6 14.7 4.2 

ｆ）
職業・キャリア形成に関する 
知識・ノウハウ・スキル 

8.4 43.7 39.8 6.9 1.2 15.0 50.0 25.4 5.7 3.9 

 

 

 

Ⅶ 建学の精神、教育目的及び満足度等評価について 

(n=334) 

問 20 長岡大学の建学の精神について知っていますか。当てはまる番号に○をつけてください。 

☆ 幅広い職業人としての人づくりと実学実践教育の推進 

☆ 地域社会に貢献し得る人材の育成 

61.7 知っている 37.1 知らない              1.2 無回答 

 

(n=334) 

問 21 長岡大学は、教育目的として、＜学生に、充実感、達成感、満足感を＞を掲げています。授業、学生生活、能力形成等

総合的に判断して、①現状評価、②上昇程度（前年度と比べて）を評価し、当てはまる番号に○をつけ、自己評価してく

ださい。但し、1 年生は現状評価のみ答えてください。 

  ①現状評価 ②上昇程度（2～4 年生のみ） 

 
 

十分 まあ十分
やや 
不十分

不十分 無回答 上昇 
ある 
程度 
上昇 

あまり上

昇 
して 
いない 

上昇 
して 
いない

無回答

ａ）
授業、学生生活等を有意義に 
過ごせているか 

19.8 53.9 19.8 5.1 1.5 16.9 52.8 20.1 5.9 4.3

ｂ）
資格取得、サークル活動等の 
目標達成など 

9.3 40.4 37.4 11.7 1.2 14.2 39.0 30.7 12.6 3.5

ｃ）
授業内容や、能力向上に 
満足しているか 

8.4 58.1 27.2 5.1 1.2 12.6 54.7 23.6 5.5 3.5
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Ⅷ 学生の皆さんのことについて 

(n=334) 

次の各質問について、当てはまる番号に○をつけてください。 

（１）あなた自身について 

ａ） 性別 68.6 男性 31.4 女性 0.0 無回答   

ｂ） 学年 24.0 １年生 32.9 ２年生 24.9 ３年生 18.3 ４年生 0.0 無回答 

ｃ） 出身高校等の学科 

67.4 普通科    3.9 商業科 0.9 工業科    3.0 農業科  

9.9 総合学科 5.4 定時制・単位制・通信制 6.6 その他 3.0 無回答 

ｄ） 出身地 

78.1 新潟県内 2.1 新潟県外 11.7 中国 5.1 モンゴル 3.0 ベトナム 

0.0 その他 0.0 無回答   

ｅ） 現在の住まい 65.3 自宅 34.7 自宅外 0.0 無回答   

ｆ） 

通学方法 
（利用しているもの 

全てに○を付けて 
ください） 

26.3 電車 44.9 バス 41.0 自動車 2.1 バイク 32.9 自転車 

42.8徒歩 3.3 無回答    

ｇ） 現在の健康状態 43.4 良好 33.5 やや良好 15.6 やや不良 4.2 不良 3.3 無回答 

ｈ） 現在の体力 20.4 自信あり    29.0 やや自信あり 30.2 やや自信なし 17.1 自信なし 3.3 無回答 

 

(n=334) 

（２）長岡大学に入学したことについて、どう思っていますか。 

27.8 良かった 56.0 まあ良かった 9.9 やや後悔している 3.3 後悔している  3.0 無回答 

 

(n=334) 

（３）あなたは、「長岡大学の学生」であることに、誇りを持っていますか。 

15.3 持っている 43.7 やや持っている 28.4 あまり持っていない 9.3 持っていない 3.0 無回答 

 

(n=61) 

（４）４年生のみお答えください。 

Ａ 就職が決まった方は、就職に満足していますか。 

41.0 満足 36.1 やや満足 6.6 やや不満 3.3 不満    13.1 無回答 

 

Ｂ 全ての４年生に聞きます。４年間の大学生活をどう評価しますか。 

34.4 満足 47.5 やや満足 9.8 やや不満 6.6 不満    1.6 無回答 

 

 ※質問は以上です。ご協力感謝いたします。 
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Ⅴ ＜研究＞における事業展開 

９ 新潟・長岡地域＜ボランティア活動＞調査研究の実施－研究①－ 

（１）方針（申請時） 

 ・３課題に対応した調査研究を行い、その成果を提言、報告書、シンポジウム等の形で、地域

に還元する。 
・地域課題に対応した調査研究として、「長岡地域産業競争力に関する調査研究（平成 25 年度）、

「長岡地域＜創造人材＞の調査研究」（平成 26 年度）、「少子高齢化・人口減少の影響に関す

る調査研究」（平成 27 年度）、「ボランティア活動に関する調査研究」（平成 28 年度）を実施

し、その成果を公開シンポジウムで公表して社会に還元するとともに、提言を行う。 

・また、地域課題研究会を開催し、その成果を講演会・公開シンポジウム等の形で、社会還元

を行う。 

 

（２）目標（申請時） 

・上記４研究を着実に実施し、シンポジウム等で社会還元を行う。 
 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・平成 25 年度は、「新潟・長岡地域産業（製造業等）競争力に関する調査研究」を実施した。 
県内製造業企業 820 社にアンケート調査を実施し（平成 25 年９月）、平成 25 年 11 月 22 日

に公開シンポジウムを開催し（約 100 名参加）、地域産業の競争力向上の提案を行った。 
 ・調査結果は一定に、参考になるものであった。 
 
（４）平成 26 年度実績と評価 

 ・３つの地域課題の１つの「産業活性化」課題に応える調査研究として、「新潟・長岡地域にお

ける＜創造人材＞に関する研究」を行った。 

・主として、＜創造人材＞に関するアンケート調査を行った。新潟県内企業約 2000 社と長岡大

学卒業生約790名を対象に、平成26年８月に行った。企業の回収率7.7％、個人回収率13.8％。 

 ・創造人材＝「成果をあげるのに必要だと思う能力・資質」をとりまとめ、11 月 21 日にシン

ポジウム（２０１４長岡大学地域連携研究センターシンポジウム）「企業競争力を支える＜創

造人材＞の育成へ！－創造人材調査を中心にして－」を開催し、報告した。約 100 名の参加

であった。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・＜創造人材＞は十分ではない、とくに、新事業開発を推進

する人材とは非常に不十分という状況であると思われる。企業競争力を高めるためには、＜

創造人材＞をどう確保するかがポイントであり、今後、この点への問題提起を強める必要が

ある。 

   第２に、本学の社会人向け講座（イノベーション人材養成講座等）の組立てと講師陣の充

実をこの調査結果を踏まえて、具体化する必要があること。 

   第３に、創造人材の養成という点では、さらに具体化して、とくに後継経営者、起業家の

養成へと進む必要がある。 
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（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・７～８月・・・全国の 1，741 市区町村に対し、人口減少対策アンケート調査を実施した。

８月末現在で 543 件の回答があり、回収率は 31.2％であった。 

・調査結果・集積を 10 月中に行った。 

・２０１５長岡大学地域連携研究センターシンポジウム・・・11 月 20 日（金）に長岡グラン

ドホテルで、シンポジウム「人口減少時代と長岡地域活性化の方向－長岡地方創生への視点

－」を開催した。本調査精勤者による結果報告（基調報告：長岡大学鯉江康正教授）をうけ

て、人口減少時代における長岡地域の創生・活性化をテーマに、活発なパネルディスカッシ

ョンが行われた。約 100 名の市民、企業人等の参加をえて、盛況であった。 

・シンポジウムの基調報告をベースに全体的な調査研究報告書『人口減少に関する全国市区町

村アンケート調査結果』（150 頁）をとりまとめ、ご回答いただいた市区町村に対し、送付し

調査結果の報告とした（平成 28 年３月）。 

【評価】 

・まず第１に、全国の市区町村の人口減少の実態と対策をまとめることができた。おそらく、

全国初の調査と思われ、回答市区町村だけでなく、国、県にも報告書を送付し、参考にして

いただけるようにする予定である。 

・第２に、長岡地域においても地方創生の総合戦略が策定され地方創生・地域活性化が進みつ

つ現状において、人口問題の議論の参考資料とする。 

・第３に、さらに、次年度は引き続き、新潟県内・長岡地域の人口問題に取組み、地方創生に

貢献する計画である。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・新潟・長岡地域＜ボランティア活動＞調査研究の実施・・・新潟・長岡地域のＮＰＯやボラ 

ンティア組織、自治体、企業等へのアンケート調査をベースにして、ヒアリングも含めて、 

ボランティア活動の実態、課題および今後の発展方向を取りまとめる。また、シンポジウム 

でもその結果を議論し、地域への成果の還元を行う。 

【目標】 

 平成 28 年度は以下の調査・研究活動を実施する。 
ａ 新潟・長岡地域のボランティア動向及び活動の促進に向けたアンケー調査を行い、活動活

性化の方策の検討を行う。 
ｂ 新潟県全体のボランティア動向については、新潟県ボランティアセンターの実態数値があ

る。長岡市については、長岡市ボランティアセンターや市民活動推進課で統計している数値

の集計を行い、当該地域のボランティア活動の傾向を推計する。 
ｃ 以上の調査研究を踏まえシンポジウムを実施し、報告書を作成する。  

 

（７）平成 28 年度計画 

次のスケジュールで、＜ボランティア活動＞調査研究を行う。 
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a ボランティア調査研究会打ち合わせ会（大学内準備会議・研究会）（５月）・・・アンケ 

ート項目検討・ボランティア動向集計 

 ｂ ボランティアに関するアンケート調査の実施（６月～７月）、集計（８月～９月）、取り 

まとめ（１０月） 

 c シンポジウムにて成果を公表する（11 月 18 日（金）） 

・最終報告書を作成する（２月～３月） 

 

（８）平成 28 年度の展開 

 ａ ボランティア調査研究会 

・大学内の研究会準備会を５月 10 日（火）、５月 17 日（火）に開催。①アンケート調査の 
目的、②ボランティア調査研究会要綱の確認、③アンケート対象者の検討、④アンケー 
ト項目の検討、⑤アンケート調査方法の検討、⑥ボランティア調査研究会開催スケジュ 
ールを検討した。 

・ボランティア調査研究会を 6月 17 日（金）、6月 27 日（月）に開催。メンバーは、次の 

通り、長岡市、長岡市社会福祉協議会、ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡のボラン 

ティア関係職員及び大学教職員とした。①ボランティア調査研究会要綱の確認、②アン 
ケート目的・対象者・調査方法の確認、③アンケート項目の検討、④ボランティア連携 
フォーラム開催について協議を行った（アンケート調査票は図表５－９－１、５－９－２ 
参照）。 

・ボランティア調査研究会メンバー（敬称略） 

   長岡市市民協働推進部市民協働課   安達 一啓 

   長岡市福祉保健部福祉総務課     内藤 藤樹 

   長岡市社会福祉協議会地域福祉課   宇佐美 信久 

   NPO 法人市民協働ネットワーク長岡  高橋 秀一 

   長岡大学教授 原田 誠司、長岡大学准教授 米山 宗久 

 ｂ アンケート調査の実施 

・計画通りアンケート調査票を 7月に発送し、8月 10 日締切で回収した。８月～10 月に集計 

・分析を行った。 

 c ２０１６長岡大学地域連携研究センターシンポジウム 

・2016 長岡大学地域連携研究センターシンポジウム『ボランティア活動で人の輪（和）を 

つくろう！』を、平成 28 年 11 月 18 日（金）午後に、新規オープンした長岡市社会福祉

センターで開催した（図表５－９－３参照）。約 50 名の参加を得て、基調報告を受け、活

発な討論が繰り広げられた。 

 名称：2016 長岡大学地域連携研究センター・シンポジウム 

  テーマ：ボランティア活動で人の輪（和）をつくろう！ 

 日  時：平成 28 年 11 月 18 日（金）14:00～16：30 

 会  場：長岡市社会福祉センター 

 基調報告：「ボランティア・ＮＰＯ活動の現状と課題」長岡大学准教授 米山宗久  

パネルディスカッション：「ボランティア活動で人の輪をつくろう！」 
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  パネリスト（敬称略） 

    長岡市社会福祉協議会ボランティアセンター   宇佐美 信久 

    NPO 法人市民協働ネットワーク長岡       高橋 秀一 

    長岡傾聴ボランティアサークル         田所 典子 

    フードバンクにいがた長岡センター       山崎 一雄 

    長岡大学准教授                米山 宗久 

  コーディネーター 長岡大学地域連携研究センター運営委員長・教授 原田誠司 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

・アンケートは、①長岡市内のボランティア団体（52 団体）・ＮＰＯ団体（73 団体）の 125 

団体を対象に組織・活動の現状・課題について伺い、②県内 30 の社会福祉協議会における 

ボランティアセンター活動について、の２つ実施した。ボランティア・ＮＰＯ団体は 66 件 

、回収率 52.8%、社会福祉協議会は 21 件、回収率は 70.0％であり、良好な結果であった。 

・シンポジウムについては、新社会福祉センター（トモシア）が完成し、長岡市や社会福祉 

協議会と連携して地域連携研究センターシンポジウムを開催することが出来たことは大き 

な意義がある。 

・シンポジウムの内容については、平成 29 年 11 月刊行予定の長岡大学地域連携研究センター

年報に掲載する予定である。 

・最終報告書については、新ボランティアセンター開設に伴うボランティア活動の現状調査 

を追加するため、次年度に取りまとめ、ボランティア研究会で検討することとした。 

 

 

２０１６長岡大学地域連携研究センターシンポジウム 

「ボランティア活動で人の輪（和）をつくろう！」 
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図表５－９－１ ボランティア調査・ＮＰＯの組織・活動に関するアンケート票 
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問１ 貴団体は、どのような形態ですか。（○は1つ） 

 

 

 

 

問２ 貴団体は創設（任意団体としての設立期間を含む）されてからの年数は、おおよそ何年になりますか。 

（○は1つ） 

 

 

 

 

 

 

問３ 貴団体の会員数は何人ですか。（数値を記入） 

 

 

 

 

問４ 貴団体は、事務所を設置していますか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

問５ 貴団体の事務所（事務局）の体制はどのようなものですか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

問６ 貴団体の活動資金や運営資金の種類は、次のうちどれですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 貴団体の１年間の活動資金や運営資金の合計は、おおよそいくらですか。（数値を記入） 

 

 

 

 

問８ 貴団体はＮＰＯ法人格を取得していますか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

 

１ １年未満           ２ １～３年未満          ３ ３～５年未満 

４ ５～１０年未満        ５ １０～２０年未満        ６ ２０～３０年未満 

７ ３０年以上 

        人     ※賛助会員等がいる場合は、含めてください。 

１ 専用の事務所を設置している        ２ 事務所は設置していない 

３ 他の団体と共同で事務所を設置している   ４ その他（                 ） 

１ 有給スタッフだけで対応している      ２ 無給スタッフだけで対応している 

３ 特に事務所スタッフは置いていない     ４ その他（                 ） 

１ 会費         ２ 委託料（行政）       ３ 委託料（民間） 

４ 補助金        ５ 委託料以外の事業収入    ６ 公募による助成金や協賛金 

７ 寄付金        ８ バザー等の売上       ９ 赤い羽根共同募金の配分金 

10 その他（                      ） 

おおよそ       万円     ※できる限り直近の年度で記入してください。 

１ 取得している（または現在 取得中） 

２ 現在は取得していないが、今後取得したい 

３ 現在は取得しておらず、今後も取得するつもりはない 

４ 現在は取得しておらず、今後はわからない 

１ ボランティアグループ       ２ ＮＰＯ 
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問９ 貴団体では、どのような活動を行っていますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈問９で、１に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問10 「保健・医療・福祉の増進を図る活動」の対象者はどのような方々ですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

〈問９で、１に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問11 「保健・医療・福祉の増進を図る活動」の具体的な内容はどのようなものですか。 

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 保健・医療・福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 観光の振興を図る活動 

５ 農山漁村または中山間地域の振興を図る活動 

６ 学術・文化・芸術・スポーツの振興を図る活動 

７ 環境の保全を図る活動 

８ 災害救護活動 

９ 地域安全活動 

10 人権の擁護または平和の推進を図る活動 

11 国際協力の活動 

12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

13 子どもの健全育成を図る活動 

14 情報化社会の発展を図る活動 

15 科学技術の振興を図る活動 

16 経済活動の活性化を図る活動 

17 職業能力の開発、雇用機会の拡充を支援する活動 

18 消費者の保護を図る活動 

19 活動を行う団体の運営や活動に関する連絡・助言・援助の活動 

20 その他（                               ） 

１ 高齢者        ２ 障がい者       ３ 児童 

４ 限定していない    ５ その他（           ） 

１ 対象者と直接接する活動（介助・介護・看護・保育など） 

２ 技術・技能を要する活動（手話・点訳・朗読・傾聴など） 

３ イベントに関する活動（準備・演芸訪問など） 

４ 施設内外の環境美化活動（清掃・洗濯など） 

５ 配食活動（調理・配食など） 

６ 健康保健の活動（体操・料理など） 

７ その他（                     ） 
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〈以下は全員の方がお答えください。〉 

問12 貴団体の活動場所はどこですか。（○はいくつでも） ※保育園・児童館は福祉施設に含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問13 貴団体は、どのようなきっかけで参加した会員が多いですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問14 貴団体は、社会福祉協議会（ボランティアセンター）や市民協働センターをどのように活用していますか。

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ コミュニティセンター・集会所          ２ 公民館 

３ 学校                     ４ アオーレ長岡 

５ 社会福祉センター               ６ 福祉施設 

７ 図書館                    ８ 公園・広場などの屋外 

９ 病院・診療所                 10 対象者の家 

11 団体の事務所                 12 会員等の自宅 

13 企業の施設等 

14 その他（                          ） 

１ 活動や組織運営に関する相談         ２ 活動資金に関する情報提供 

３ 広報に関する相談              ４ 情報発信に関する相談 

５ 関係機関との連絡調整            ６ 資材、機材等の貸出 

７ 活動スペースの確保             ８ 事業・行事への参加 

９ その他（                              ） 

10 特に活用したことはない 

１ 自発的な意思で 

２ 友人や知人に勧められて 

３ 家族や親せきに勧められて 

４ 学校で参加する機会を与えられて 

５ 職場で参加する機会を与えられて 

６ 町内会や子ども会等の地域活動で参加する機会を与えられて 

７ ボランティアに関する研修会、講習会、行事、イベントに参加して 

８ テレビ、インターネット、新聞、雑誌、ポスターなどを見て 

９ 信仰上の理由で 

10 その他（                          ） 
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問15 貴団体が活動する上で、（１）～（８）までの団体について、連携状況はどうですか。 

  （それぞれに○は1つ） 

 

 
現在、連携し

ている 

現在、連携し

ていないが、

今後連携し

たい 

今後も連携

するつもり

はない 

（１）他のボランティア・グループ １ ２ ３ 

（２）他のＮＰＯ団体 １ ２ ３ 

（３）地域団体 

（自治会や老人会、校区ごとの地域福祉推進組織など）
１ ２ ３ 

（４）当事者団体 １ ２ ３ 

（５）事業者（企業や福祉施設） １ ２ ３ 

（６）学校や教育関係の機関 １ ２ ３ 

（７）行政機関 １ ２ ３ 

（８）その他（商工会議所、青年会議所、民生委員児童委員協

議会など） 
１ ２ ３ 

 

〈問15で、１か２に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問16 「連携している」「連携したい」内容について、具体的にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈以下は全員の方がお答えください。〉 

問17 貴団体は現在、団体としての目的をどの程度達成していると思いますか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 十分に達成している          ２ ある程度達成している 

３ あまり達成できていない        ４ ほとんど達成できていない 
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問18 貴団体は、活動や組織運営の面で困っていることはありますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問19 貴団体は、どうすれば活動の参加者を増やすことができると思いますか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問20 貴団体では、学生ボランティアの受け入れに取り組んだことがありますか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

〈問20で、１か３に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問21 貴団体では、学生ボランティアを受け入れた効果はありましたか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

１ 会員が不足している 

２ 会員の層（年齢・性別など）が偏り、新たな会員の参加が得にくい 

３ 団体を運営するスタッフが不足している 

４ リーダーを担ってくれる次世代の人がいない 

５ 事務所が確保できない（または負担が大きい） 

６ 活動の拠点が確保できない（または負担が大きい） 

７ 活動や組織運営に必要な機材や設備が確保できない（または負担が大きい） 

８ 活動資金や運営資金が不足している 

９ 活動に関する情報が得にくい 

10 団体の地域住民に対する認知度が低い 

11 サービスの利用やボランティアの要請が少ない 

12 他の団体との連携が難しい（または負担が大きい） 

13 現在行っている活動の負担が大きい 

14 新たな活動への取り組みが難しい 

15 活動のマンネリ化や縮小化の傾向がある 

16 その他（                             ） 

17 特に困っていることはない 

１ 取り組んでいる              ２ 今後取り組みたい 

３ 以前取り組んでいた            ４ 取り組んだことがない 

１ 活動の活性化につながった   ２ 行動が積極的になった    ３ 会員に元気が出た 

４ 新しい考えがもたらされた   ５ 会員間のコミュニケーションが活発になった 

６ その他（                       ）   ７ 効果がなかった 

１ 気軽に参加、活動できること 

２ 参加する仲間がいること 

３ 活動を通じて知識や技能が身につくこと 

４ 自分の能力を活かす場があること 

５ とにかく楽しめること 

６ 多少の謝礼や特典が得られること 

７ 任命されるなど社会的な位置づけが明確になること 

８ 様々な分野の情報が集約され、容易に確認できること 

９ 活動に関して気軽に相談できる体制が整っていること 

10 きっかけとなるイベントや講座が開催されること 

11 その他（                        ） 
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〈問20で、１か３に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問22 学生ボランティアを受け入れるときの課題はありますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

〈以下は全員の方がお答えください。〉 

問23 ボランティア団体やＮＰＯが行政と協働して事業を行っていく上で、どのような取り組みが必要だと思い

ますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問24 貴団体では、社会福祉協議会（ボランティアセンター）や市民協働センターにどのようなことを期待しま

すか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問25 その他、ご意見がありましたら、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お忙しいところ、ご協力いただきありがとうございました。 

  

 皆様からいただいた貴重な情報は、今後のボランティア・ＮＰＯ活動の推進のために活用させていただきます。

 誠にお手数ですが、同封の返信用封筒（切手不要）をお使いいただき、お近くの郵便ポストにご投函ください。

 

１ 行政と対等な立場で協議できる場づくり 

２ 行政からの情報提供や情報開示の充実 

３ 行政と団体をコーディネートする機関や人材の設置 

４ 協働で行う活動や事業に対する財政的な支援の充実 

５ その他（                              ） 

６ 行政機関と協働して事業を行うつもりはない 

１ 活動スペースの貸与           ２ 資材・機材等の貸出 

３ 活動資金の助成             ４ 活動の広報 

５ 活動に関する情報提供          ６ 活動や組織運営に関する相談 

７ 学習会・研修会の開催          ８ 新たな人材の養成 

９ 他団体等との交流の場の提供       10 関係機関等との連携・調整 

11 様々な活動の情報集約 

12 その他（                        ） 

13 特に期待することはない 

１ 責任問題がある          ２ 個人情報の管理が難しい   ３ 人材に不安がある 

４ 何をさせたらいいのか分からない  ５ 専門的知識が必要である   ６ 予算が必要である 

７ 相談場所がわからない       ８ その他（                    ） 

９ 特に問題はない 
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図表５－９－２ ボランティア調査・ボランティアセンター活動に関するアンケート票 
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問１ ボランティアセンターを設置していますか。 

 

 

 

 

 

問１で、２、３、４に○をつけた方は、問16へ進んでください。 

 

〈問１で、１に○をつけた方は、以下の問にお答えください。〉 

問２ ボランティアセンターは創設からの経過年数は、おおよそ何年ですか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

 

問３ ボランティアセンターが把握している団体はいくつですか。（数値を記入） 

 

 

 

 

 

 

問４ ボランティアセンターの体制はどのようなものですか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

問５ ボランティアセンターの活動資金や運営資金の種類は、次のうちどれですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

問６ ボランティアセンターを運営するにあたり、委員会等を設置していますか。（○は1つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ １年未満           ２ １～３年未満          ３ ３～５年未満 

４ ５～１０年未満        ５ １０～２０年未満        ６ ２０～３０年未満 

７ ３０年以上 

１ 登録している団体                         団体 

２ 把握している団体                         団体 

３ ボランティアを主としていない団体                 団体 

１ 有給スタッフだけで対応している      ２ 無給スタッフだけで対応している 

３ 有給スタッフと無給スタッフの併用     ４ その他（                 ） 

１ 会費             ２ 委託料            ３ 補助金 

４ 共同募金           ５ 委託料以外の事業収入     ６ 公募による助成金や協賛金 

７ 寄付金            ８ バザー等の売上 

９ その他（                       ） 

１ 設置している        ２ 設置していない         ３ 今後設置する予定 

４ 設置する予定はない 

１ 設置している         ２ 今後設置する予定       ３ 設置する予定はない 

４ その他（              ） 
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問７ ボランティアセンターでは、どのような活動を支援していますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ ボランティアセンターは、ボランティア団体の連携を推進するためにボランティア連絡協議会等を設置し

ていますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

〈問８で、１に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問９ ボランティア連絡協議会の具体的な活動・事業の内容はどのようなものですか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 保健・医療・福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 観光の振興を図る活動 

５ 農山漁村または中山間地域の振興を図る活動 

６ 学術・文化・芸術・スポーツの振興を図る活動 

７ 環境の保全を図る活動 

８ 災害救護活動 

９ 地域安全活動 

10 人権の擁護または平和の推進を図る活動 

11 国際協力の活動 

12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

13 子どもの健全育成を図る活動 

14 情報化社会の発展を図る活動 

15 科学技術の振興を図る活動 

16 経済活動の活性化を図る活動 

17 職業能力の開発、雇用機会の拡充を支援する活動 

18 消費者の保護を図る活動 

19 活動を行う団体の運営や活動に関する連絡・助言・援助の活動 

20 その他（                               ） 

１ 設置している         ２ 今後設置する予定       ３ 設置する予定はない 

４ その他（              ） 

１ ボランティア団体間の連絡・活動調整 

２ ボランティア団体間での連携事業の実施 

３ ボランティアの資質向上のための事業実施 

４ ボランティア活動の広報・啓発 

５ ボランティアの独自活動 

６ ボランティアコーディネーターのサポート 

７ ボランティアセンターの運営補助 

８ その他（                     ） 
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問10 ボランティアセンターが活動する上で、（１）～（７）までの団体について、連携状況はどうですか。 

  （それぞれに○は1つ） 

 

 

現在、連携し

ている 

現在、連携し

ていないが、

今後連携し

たい 

今後も連携

するつもり

はない 

（１）他のボランティア活動支援団体 １ ２ ３ 

（２）他のＮＰＯ団体 ※（１）を除く １ ２ ３ 

（３）地域団体 

（自治会や老人会、校区ごとの地域福祉推進組織など） 
１ ２ ３ 

（４）当事者団体 １ ２ ３ 

（５）事業者（企業や福祉施設） １ ２ ３ 

（６）学校や教育関係の機関 １ ２ ３ 

（７）行政機関（地域包括支援センター含む） １ ２ ３ 

（８）その他（商工会議所、青年会議所、民生委員児童委員協

議会など） 
１ ２ ３ 

 

〈問10で、１か２に○をつけた方は、次の問にお答えください。〉 

問11 「連携している」「連携したい」内容について、具体的にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問12 ボランティアセンターは現在、センターとしての目的をどの程度達成していると思いますか。（○は1つ）

 

 

 

 

１ 十分に達成している          ２ ある程度達成している 

３ あまり達成できていない        ４ ほとんど達成できていない 
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問13 ボランティアセンターは、活動や組織運営の面で困っていることはありますか。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問14 「問13」に関して、その解決策はどのようなことが考えられますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問15 ボランティアセンターが行政と協働して事業を行っていく上で、どのような取り組みが必要だと思います

か。（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 登録団体が不足している 

２ 新たな団体の参加が得にくい 

３ センターを運営するスタッフが不足している 

４ 活動や組織運営に必要な機材や設備が確保できない（または負担が大きい） 

５ 活動資金や運営資金が不足している 

６ センターの地域住民に対する認知度が低い 

７ 団体との連携が難しい（または負担が大きい） 

８ 現在行っているセンター運営の負担が大きい 

９ 新たなセンター活動への取り組みが難しい 

10 センターのマンネリ化や縮小化の傾向がある 

11 その他（                             ） 

12 特に困っていることはない 

１ 行政と対等な立場で協議できる場づくり 

２ 行政からの情報提供や情報開示の充実 

３ 行政からの人材派遣 

４ 協働で行う活動や事業に対する財政的な支援の充実 

５ その他（                              ） 

６ 行政機関と協働して事業を行うつもりはない 
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〈以下は全員の方がお答えください。〉 

問16 どうすればボランティア活動の参加者が増えると思いますか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 ボランティア団体が「ボランティアセンター」にどのようなことを期待していると思いますか。

（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問18 その他、ご意見がありましたら、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お忙しいところ、ご協力いただきありがとうございました。 

  

 皆様からいただいた貴重な情報は、今後のボランティア・ＮＰＯ活動の推進のために活用させていただきます。

 誠にお手数ですが、同封の返信用封筒（切手不要）をお使いいただき、お近くの郵便ポストにご投函ください。

 

１ 活動スペースの貸与           ２ 資材・機材等の貸出 

３ 活動資金の助成             ４ 活動の広報 

５ 活動に関する情報提供          ６ 活動や組織運営に関する相談 

７ 学習会・研修会の開催          ８ 新たな人材の養成 

９ 他団体等との交流の場の提供       10 関係機関等との連携・調整 

11 福祉分野に限らず様々な分野の情報集約 

12 その他（                        ） 

13 特に期待することはない 

１ 個人だけで気軽に参加、活動できること 

２ 参加する仲間がいること 

３ 活動を通じて知識や技能が身につくこと 

４ 自分の能力を活かす場があること 

５ とにかく楽しめること 

６ 多少の謝礼や特典が得られること 

７ 任命されるなど社会的な位置づけが明確になること 

８ 様々な分野のボランティア情報が集約され、容易に確認できること 

９ 活動に関して専門員へ気軽に相談できる体制が整っていること 

10 きっかけとなるイベントや講座が開催されること 

11 その他（                        ） 
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図表５－９－３ ２０１６長岡大学地域連携研究センターシンポジウム案内 
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１０ ＜新潟県内自治体の将来人口動向＞調査研究の実施（平成 27 年度の続編） 

－研究②－ 

（１）方針（申請時） 

・平成 27 年度実施予定の「少子高齢化・人口減少に関する調査研究」の準備作業を行う。 
 
（２）目標（申請時） 

 ・研究会等により、アンケート票作成等次年度に入り、調査が可能となるような事前準備を行

う。 
 
（３）平成 25 年度実績と評価 

 ・講演「長岡市の地域課題について」（長岡市市長政策室政策企画課課長補佐 上村健史氏）に

より、地域課題の認識を深めた（平成 25 年 10 月 30 日実施）。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・長岡地域人口問題研究会を設立し、調査研究の枠組みを検討した（メンバー：長岡市政策企

画課、長岡商工会議所、ホクギン経済研究所＋本学７名）。 

 ・研究会は、４回（11～３月まで）開催した。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・以下を平成 27 年度の取組方向として確認できた。全国の

市町村を対象に、人口減少問題等に関するアンケート調査を実施する。それをもとに、人口

減少による影響把握および地域活性化策の個別研究（地域経済への影響分析、大学・専門学

校卒業後の就職意識、子育て世代の地域居住に対する意識、食料品店の店舗数を用いた地域

の利便性等）を行う。 

 
（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・全国の市区町村を対象に「人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査」を平成 27

年７月～８月にかけて実施した。 

・その結果を、11 月に実施したシンポジウム「人口減少時代と長岡地域活性化の方向性」およ

び平成 28 年３月に「人口減少問題等に関する全国市区町村アンケート調査 報告書」（９４

頁）をとりまとめ、ご回答いただいた市区町村および商工会議所等関連機関に送付し、調査

結果の報告とした。 

 

【評価】 

 アンケートの結果、以下のことが明らかとなった。詳細については上記報告書を参照されたい。 

・人口が増加している市区町村の増加要因を探ると、人口規模別に要因に違いがあることがわ

かった。具体的には、小さな自治体では農地の有効転換や子育て支援、規模が大きくなるに

従って商業や工業の産業振興の正否、更に大規模都市になれば環境や文化・歴史などの重要

性が増すようである。 

・人口減少の影響はほとんどの市区町村でマイナスの影響があるという結果が得られた。現在
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顕在化している人口減少の影響としては、日常生活における不便さの増加が顕著な影響とし

て現れている。今後重大な問題になると予想される問題としては、地域経済の維持管理が懸

念される影響としてあがっている。 

・多くの自治体が様々な対策を講じているにもかかわらず成果はそれ程実感できていないよう

である。「子どもの医療費助成」や「移住に興味がある方や希望される方への、住まいや雇用

の情報等の発信」の効果が上がっているという意見もあるが、地域の実情を踏まえた上での

対策の検討が必要であろう。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・平成 27 年度の人口減少問題調査研究の続編として、新潟県内自治体の将来人口動向の調査研 

究を行い、人口減少下における県内地域の活性化の方向を取りまとめる。 

 

【目標】 

・平成 27 年の国勢調査結果が公表されるため、昭和 60 年以降の県内市町村の人口動向および

将来推計人口を整理する。 

・人口減少による県内市町村の社会経済への影響モデルを構築し、人口が大幅に減少した場合

と人口減少対策が効果を発揮した場合のシミュレーションを実施する。 

 

（７）平成 28 年度計画 

 次のスケジュールで、人口減少の影響を把握する。 

・人口動向のとりまとめ（４月～６月） 

・社会経済データの収集整理（５月～７月） 

・人口減少による新潟県内市町村への影響予測モデルの構築（８月～１１月） 

・人口減少の影響把握（１２月～１月） 

・とりまとめ（２月～３月） 

 

（８）平成 28 年度展開 

 「平成 28 年度計画」にしたがって作業を進め、３月に「人口減少が新潟県内市町村に及ぼす影

響分析」を発行した（本文 91 頁）。 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

 人口減少が新潟県内市町村の就業者数・従業者数・域内総生産・息民所得に及ぼす影響を、新

潟県内市町村モデルを構築して、平成 37 年（2025 年）まで予測した。詳細な報告は「人口減少

が新潟県内市町村に及ぼす影響分析」を参照されたい。 

 モデルによる予測の結果、以下の結論を得ることができた。国立社会保障・人口問題研究所の

推計によれば、全市町村で人口は減少することになる。それをもとに就業者数、従業者数、域内

総生産、域民所得を予測するので、結果はかなり厳しいものになっている。とりわけ人口減少が

著しい市町村では、就業者数や従業者数が大幅に減少することによって域内総生産が減少し、さ
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らに就業者数が減少してしまうという負のスパイラルに陥る傾向が強い。 

 ただし、本調査研究の予測は、時系列データを用いた地域計量経済モデルによるものであり、

いわば、現状の対策以上の対策は行われないというような仮定でのものである。過去の推移をみ

る限り県内市町村は生産性を伸ばしてきており、一定の成果は見られているが、このままでは生

産性の上昇による地域の成長は限界にきているとも言える。高付加価値化はもちろん重要であり、

それを否定するつもりはないが、そこには限界を感じざるを得ない。その点からも、人口の自然

減を少しでも抑え、魅力的な雇用の場を確保し社会減のマイナスを減らす抜本的対策の検討が望

まれるところである。 

 これを受けて、次年度は人口対策に関するシンポジウムを開催する予定である。 
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１１ 地域との共同研究（地域志向教育研究）－研究③－ 
（１）方針（申請時） 

・上記の４地域課題研究以外に、地域志向教育研究（毎年５～６名教員参加）を推進する。 
 

（２）目標（目標） 

・平成 25 年度の教員の地域志向教育研究は５件、参加教員５名程度とする。テーマは、自治

体環境報告書分析、中小企業承継計画、公共施設の老朽対策等など。 
・平成 29 年度は、年間６件、参加教員 10 名程度の地域志向教育研究をめざす。 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・「地域志向教育研究の手引」を作成し、10 月から、５名（件）の申請を公募した（対象教員

＝常勤教員、１件当たり 50 万円、予算総額は 2,500 千円）。 

・平成 25 年 10 月 30 日に、次の５名（件）を地域志向教育研究経費として選考した。経費総

額は、５件、1,760 千円（予算は 2,500 千円）。 
ａ 「長岡市区域公共施設ビンテージのＧＩＳを活用したデータ分析」内藤敏樹、104 千円 

ｂ 「新潟県の中小・地域金融機関による持続可能な社会の形成に向けた金融行動の現状を

探るための予備調査」西俣先子、404 千円 

ｃ 「地域企業の経営発展と成長および企業者活動についての研究－北越紀州製紙のケース

－」松本和明、300 千円 

ｄ 「中越地域の企業系譜と産業系譜作り」權 五景、452 千円 

ｅ 「『ながおかバル街』による中心市街地・店舗活性化の研究」中村大輔、500 千円 

 ・３月に成果報告を受けたが、時間不足で、中間とりまとめのレベルにとどまった。次年度も

継続して、成果をとりまとめる必要がある。 
 
（４）平成 26 年度実績と評価 

・平成 26 年度は、８件・人の地域志向調査研究を、申請経費を予算枠に収めることを条件に、

を採択した。 
・平成 25 年度の地域志向調査研究成果発表会を９月に開催した（平成 25 年度は研究期間が半

年であったため成果発表ができなかったため）。 
・平成 26 年度の地域志向調査研究成果発表会は３月に開催した。 

・平成 26 年度の地域志向教育研究報告書を『長岡大学 地域志向教育研究ブックレット』（ＩＳ

ＳＮ登録予定）シリーズとして、５件・人（各 200 部印刷）刊行し、各界に配布した。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・平成 26 年度の取組件数が８件・人になり、前年度から増

加したことは、望ましい成果であった。また、成果発表会を開催し、平成 26 年度の成果をブ

ックレットとして５件・人が原稿化し、刊行できたことは、成果を地域に提供・公開する上

で、大きな貢献となる。第３に、テーマについては、今後は、より地域で解決が望まれる課

題について、取り組む方法を検討する必要がある。それにより、地域の産官学連携をさらに

促進することに貢献できる。 
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（５）平成 27 年度実績と評価 

・平成 27 年度は、７件・人の地域志向調査研究を、申請経費を予算枠に収めることを条件に、

を採択した。結果は、25 万円／件であった。 
・平成 27 年度の地域志向調査研究中間報告会を 12 月９日（水）、成果発表会を平成 28 年３月

２日に開催した。成果発表会での外部からの参加者は２名にとどまった。 
・平成 27 年度の地域志向教育研究報告書（成果発表会発表報告）を『平成 27 年度長岡大学地

域志向教育研究報告書』としてまとめた。また、平成 27 年度長岡大学地域志向教育研究ブッ

クレット vol.１『新潟・長岡地域の産業界・起業における人材ニーズ等の現状と課題』（原

田誠司）、vol.２『地域企業の経営発展と成長および企業者活動の研究―桜井督三と北越製紙

の経営再建―』（松本和明）の２冊を刊行し（ＩＳＳＮ登録、各 200 部印刷）、各界に配布し

た。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・平成 27 年度の取組件数が７件・人になり、前年度から１

件減であった。また、中間報告会、成果発表会を開催することができた。 

しかし、ブックレットとして刊行できたのは、２件・人であり、他の５件は次年度に継続

となった。次年度は、申請研究はすべて、ブックレットとして刊行し、公開できるようにす

る必要があろう。 

第３に、平成 28 年度から本学もＣＯＣ＋に参加するが、ＣＯＣ＋には地域志向教育研究

経費は計上されていない。本学は地域志向教育研究を継続できるので、より地域で解決が望

まれる課題に取組み、ＣＯＣ事業の残り２年間に成果をあげることを目指す必要賀ある。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 
【方針】 

・地域志向教育研究の実施・・・実施要領にもとづき本学常勤教員への公募を早期に実施し（４

月）、５～10 件程度を採択する。中間発表（11 月）を経て、２～３月に成果発表を行う。成

果論文等は、ブックレットや地域連携研究センター研究年報等に掲載する。 

【目標】 

 ・平成 27 年度の調査研究を継続して、成果をとりまとめるとともに、平成 28 年度新規教員の

申請を促進し、前年度以上の調査研究結果（件数、内容ともに）をめざす。 

 ・成果発表の方法（報告会・成果発表会、ブックレットの刊行）も前年度と同様に、行う。 

 

（７）平成 28 年度計画 

・４月 19 日（火）（第１回ＣＯＣ推進本部会議）に、平成 28 年度の地域志向教育研究経費につ

いて、「平成 28 年度長岡大学「地域志向教育研究」の推進について（改訂版）」（平成 28 年４

月 19 日、学長）に則り、公募を開始した（締切：５月 10 日）。 

＊公募件数は、５～10 件、研究経費上限は 50 万円／件 

 ・平成 28 年度地域志向教育研究経費の申請が応募件数を上回る場合は選考を行い、採択決定を

行う。 

 ・11～12 月に、同上調査研究の中間報告会を開催し、中間点検を行う。 

 ・２～３月に、成果発表会を開催し、の仕方等につき、最終的結論をうる。 
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 ・３月に、研究報告をとりまとめる。 
 

（８）平成 28 年度の展開 

 ・平成 28 年度地域志向教育研究課題は図表５－11－１に示す６人・件に決定した。 

       図表５－１１－１ 平成 28 年度地域志向教育研究一覧 

教員名 教育研究課題 予算額（円） 

米山宗久 発達段階による「子育て」に関する親の意識変化 341,000 

栗井英大 新潟県内中小企業における事業承継の現状と課題 430,000 

西俣先子 
新潟県の中小・地域金融機関による環境金融の現状と

県内企業の環境金融活用の現状を探るための調査 
390,000 

中村大輔 
長岡市域の製造業における管理会計システムの普及

に関する研究（継続） 
500,000 

兒嶋俊郎 新潟における戦争の記憶 271,500 

山川智子 
長岡市近郊及び新潟県内の温泉における地域資源と

しての活用の傾向分析 
430,000 

合   計 2,362,500 

 ・地域志向教育研究・中間報告会・・・中間報告会を、平成 28 年 12 月 14 日（水）14：40～、

於・第５会議室で開催した。６名の教員が順次、中間発表を行った。 

 ・平成 28 年度＜地域志向教育研究＞成果発表会・・・平成 28 年度成果発表会を次の通り開催

した。外部からの参加者は４名であった。 

日時：平成 28 年２月 22 日（水）13：30～15：30 

会場：長岡大学２２６教室 

発表者：米山宗久、栗井英大、中村大輔、兒嶋敏郎 

＊西俣先子、山川智子は他業務と重複のため欠席。 

発表方法：発表 14 分＋質疑 10 分＋交代 1分（計 25 分）の時間配分で行った。 

 ・平成 28 年度の成果については「地域志向教育研究ブックレット」として刊行した。なお、 

  他の 2名の教員からは、報告書が提出され、次年度更に深めて成果物を作成することとした。 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

・平成 28 年度の地域志向教育研究の採択件数は６人・件で、前年度から２名・件減であったが、

教員の地域志向教育研究の意欲が衰えたわけではない。個々のテーマ・取組みは意欲的であ

る。例えば、子育て問題（米山）、事業承継問題（栗井）、中小製造業企業の原価管理問題（中

村）、環境金融問題（西俣）など、いずれも新潟・長岡地域の課題解明をめざしている。次年

度も同様のスタンスで継続することが期待される。 

 ・『地域志向教育研究ブックレット』の刊行者は２名（中村・兒嶋）であった。他の発表方法（論

叢や地域連携研究センター年報）も活用して、活字化を進める。 
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図表５－１１－２ 平成 28 年度＜地域志向教育研究＞成果発表会 
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Ⅵ ＜社会貢献＞における事業展開 

１２ 高齢化・人口減社会における地域活性化の推進－社会貢献①－ 
（１）方針（申請時） 

・高齢化・人口減少社会における地域・コミュニティの衰退状況の防止、再生のため、①まず

本学所在の悠久山地区の活性化、②市内他地域（越路、山古志、栃尾等）の活性化にむけた

貢献活動に取り組む。 
・方法－上記研究成果の具体化の上に立ち、市活性化組織や他地域との連携・ネットワーク形

成を追求する。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→地域活性化の取組を「地域活性化研究会」を立ち上げて検討し、取組方針（本

学の教育、大学の役割）を策定する。 
・平成 29 年度→悠久山地区、東山地区での活性化の取組成果を確認できるレベルまで進める。 

また、中山間地（山古志、栃尾地区等）も含めて市内地区の活性化ネットワークづくりのめ

どをつける。 
 

（３）平成 25 年度実績と評価 

・実績－地域元気フォーラム（２月、１００名参加）、悠久山・東山フォーラム（３月、７０名

参加）を開催し、次年度以降の地域活性化に向けた重要な一歩となった。長岡地域の地域活

性化やボランティア活動の諸計画の取りまとめもできた。 
・評価－悠久山・東山フォーラムなどで地域住民（団体）との連携が可能になり、次年度の地

域活性化の方向が見えてきた。 
 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・平成 26 年度の地域活性化活動は「栖吉・東山地区の調査とそれに基づく地域マップづくり」

をめざして、多様な活動を展開した。まず、悠久山地域の暮くらし現状調査実施（栖吉コミ

ュニティセンター主催のお茶の間に参加して高齢者のくらしの実態把握、栖吉地区高齢者を

対象に買い物動向アンケート実施・高齢者と一緒に買い物実施、地域マップ作成のための地

域ヒアリング等）、地域住民・学生共同の栖吉・東山地区魅力再発見のバスツアー、住民・学

生共同の東山・悠久山地区マップづくりなど一連の活動を行った。 
・その上で、東山・悠久山マップの完成報告を兼ねて、第２回悠久山・東山フォーラム（３月、

60 名参加）を開催し、マップの活用と地域の魅力アップの方向を議論した。 
＊なお、マップは、「栖吉おもひでＭＡＰ」（5,000 部作成）、「悠久山おもひでＭＡＰ」（10,000

部作成）、「東山自然体験マップ」（長岡造形大生がデザイン、10,000 部作成）の３種類

作成し、地域の全世帯に配布した。 
・活動評価（まとめ・課題）・・・まず、当初の目標である栖吉・東山地区の調査とそれに基づ

く地域マップづくりを完遂することができた。地図作りに積極的に参加していただいた住民

の方々には、「住んでいても気づかなかった」という言葉が何度も聞かれ、発見があったと推

測する。こうして制作されたマップが地域だけでなく全市的に配布され、当該地域の認知度
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が高まり、来場者が増加すればさらに喜ばしい。 
   第２に、地域住民と大学生とが協働して事業を行うことで、長岡大学を身近に感じてもら

うきっかけになった。また昨年度から２回にわたるフォーラムは、長岡大学に足を踏み入れ

る機会にもなり、実際にまちの駅として利用する住民も出てきた。地域に根差した大学のイ

メージを作り上げる一歩が踏み出された。 
第３に、こうした活動を通じて、活動を担う学生ボランティア組織づくりにつながってほ

しい。 
 
（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・栖吉地区の空き家調査を行って「高齢者の買い物支援の地域交流拠点」として活用の可能性

を導き出せた。また交流会（お茶の間：コミュニティセンター主催）への参加などを通して

信頼関係を築いた。 
・栖吉地区子ども支援として栖吉児童館を中心とした子育て支援の必要性を学修し、次年度へ

の課題を発見できた。 

・栖吉地区の住民と学生の交流会（七夕交流会、クリスマス交流会、健康麻雀交流会）や山通

地区内の福祉施設利用者（ボランティア交流会、福祉施設利用者交流会）と学生の交流を開

催した。 
・平成 26 年度に作成したマップを活用した栖吉地区内の散策を開催した。空き家調査におい

てもマップを活用した。 
・平成 27 年 10 月 24 日の長岡大学・悠久祭のイベントとして、「長岡市東部地域の活性化に向

けて」をテーマにした東部地域活性化シンポジウムを開催した。当日は、約 50 名の方の参

加をえて、活発な討論がかわされた。 
・第３回悠久山・東山地区フォーラムを前年度に引き続き、３月 5 日（土）地域交流ホールに

て、開催した。当日は地域住民の方々を中心に、約 50 名の方の参加を得て、活性化の方向に

ついて、活発な議論がたたかわされた。 

【評価】 

・地域交流会などを通じて、長岡大学と地域（主に地元である栖吉地区）が協働してできるも

のを探った。大学側が提供できる「情報」を伝えるだけのものについては参加率も高い実績

が残ったが、自ら参加するものについては、参加数が限られている。 

・年間通して、地域－大学（教育）の交流・連携のあり方を探ってきた。個々の催物はそれな

りに成果をあげたといえる。その先の交流・連携のテーマ、方法をよく検討して、地域－大

学（教育）が Win－Win の関係になるように、方向性を具体化する必要がある。次年度のバラ

ンティア活動や地域志向教育研究などの中身を検討して、有効な方策を見つけ出す必要があ

る。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・地域活性化の推進・・・第３回悠久山・東山地区フォーラムの成果を踏まえて、さらなる地 
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域交流・活性化事業の実施（文化・情報等交流、長岡大学教員による地元市民講座、地域ツ

アー等）、地域間ネットワーク形成、第４回フォーラム開催、本学施設活用事業（体力づく

り等）等を実施し、多様な地域交流・活性化をめざす。 
【目標】 

・悠久山・東山地区マップを活用した地域交流・活性化事業を住民と学生がともに作り上げる

ことで、隣接の山通地区にも地域活性化の活動を拡大する。 
・具体的には、山通地区の高齢者実態調査（学生、住民共同）、子ども支援（栖吉・山通児童館

中心）、地域交流会（栖吉・山通地区の住民と学生の交流会）、マップ活用イベントなどを地

域住民、学生の協働で行う。 

 ・第４回悠久山・東山地区フォーラムを開催する（３月、学生 20 名、子ども 20 名、一般参加

者 50 名程度目標）。 

 

（７）平成 28 年度計画 

大学と地域が連携することで問題発見と実践を行い、地域の交流の活性化を図る。具体的には

大学が果たす役割は、調査研究分野、その分析結果を大学と地域で検討し、地域は検討結果を実

践に移し地域活性化の効果を実証する。 
ａ 山通地区の高齢者実態調査 

  商店がない山通地区の一人暮らし高齢者の実態調査を民生委員の協力を得て実施する。 
   →実態把握・・・学生と地域住民による一人暮らし高齢者実態調査（７月～８月） 
 ｂ 栖吉・山通地区子ども支援 

栖吉及び山通児童館を中心としたボランティア活動を行い、学習支援や運動指導などに取り

組む。（7 月～３月）フットサルサークルなど 
 ｃ 地域交流会 

栖吉・山通地区の住民と学生の交流会や山通地区内の福祉施設利用者と学生の交流を開催す

る。（健康マージャン・はつらつ広場への参加） 

ｄ マップ活用イベント 
平成 26 年度に作成したマップを活用した悠久山・東山ウォーキング（栖吉地区・山通地区

の協賛）を開催する。（10 月 2 日ポニーカーニバル開催時） 
ｅ ボランティア連携フォーラムの開催（10 月悠久祭） 

 f 子育てシンポジウム  
  長岡市、ファミリーサポートセンター、子育ての駅、栖吉地区、山通地区で行われている子

育て支援活動を推進するためにシンポジウムを開催する。（10 月悠久祭） 

  子どもたちが遊べるプレイルーム「プラレールで遊ぼう」を開催するとともに、親へのアン

ケートを実施する。（米山ゼミ） 

g 悠久山・東山地区フォーラム 
地域住民と学生の協働による地域交流の取り組み発表、マップ活用のイベント効果、一人暮

らし高齢者実態調査を行い、地域住民を中心に広く市民に向けて発信するとともに隣接の地

域の活性化を促進する。→フォーラム開催（3 月） 
 

− 121 −



122 
 

（８）平成 28 年度の展開 

ａ 山通地区の高齢者実態調査・・・5月 20 日、山通福祉会会長及び山通地区コミュニティセ

ンター主事に、米山准教授より、高齢者実態調査の趣旨説明を行った。民生委員や地域の福

祉委員が中心となって高齢者実態を把握しており、新たな調査は必要ないとのことである。

実態把握から一人暮らし高齢者への買い物支援サービスを新たに創設した。 

ｂ 栖吉・山通地区子ども支援・・・8月～9月の間にボランティア体験を行った学生 20 名（米

山准教授の呼びかけに応えた）が、10 月以降も児童館の行事（クリスマス会、雪合戦大会な

ど）に自主的に参加して、子ども達の成長に貢献できた。 

 ｃ 地域交流会 
・健康マージャン・・・本学麻雀部学生（14 名）が中心になり、7月 2日は栖吉コミュニテ

ィセンター、10 月 29、30 日は本学悠久祭で健康マージャンを実施した。多くの地域住民が

来場し、交流を行った。 

・健康と生きがい・・・長寿健康教室「だんだん」（まちだ園：山通地区）が９回実施され、

サポート役としてほぼ毎回学生が数名参加した。参加学生は合計約 20 名だった。 

・本学写真部学生（６名）が栖吉コミュニティセンターや山通コミュニティセンターの行事

に参加して、奉納相撲大会、町内秋祭り、自転車ロードレースなどの地域の活動写真の撮影

を行った。写真は、悠久祭や悠久山・東山フォーラムで展示した。 

ｄ マップ活用イベント・・・5月 21 日に米山准教授が山通地区ウォーキングに参加し、本学

作成の栖吉・悠久山マップの活用などを紹介した。参加者は地域住民 30 名だった。6月 4日

の栖吉地区ウォーキングでも、本学作成のマップを活用していただいた。 
 
 
 
 
 
 
 
e 悠久祭の一環として、ボランティア・フォーラムを開催（図表６－１－１参照） 

ボランティア体験学生（43 名）の代表者発表を受けて、ボランティア受入先の方、会場の

参加者から意見をいたき、活発な議論が展開された。最後に長岡市社会福祉協議会、市民協

働ネットワークの方から講評をいただいた。（講評者敬称略）参加者は約 20 名であった。 

名 称：ボランティア・フォーラム「ボランティア活動で自分発見！」 

日 時：平成 28 年 10 月 29 日（土）13：00～15：00 

会 場：長岡大学２１７教室 

講 評：長岡市社会福祉協議会栃尾支所ボランティアコーディネーター 阿部 奈津実  

      NPO 法人市民協働ネットワーク長岡  髙橋 秀一 

 

 

健康マージャン：悠久祭 山通ウォーキング 
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 f 悠久祭の一環として、子育てシンポジウムを開催（図表６－１２－１参照） 

・子育て中の父親・母親、子育てコンシュエルジュによるパネルディスカッションが行われた。

当日は子育てをされている方や地域の方 30 名の参加があった。途中子供が騒ぐなどのハプニ

ングはあったが、滞りなく終了することができた。同日開催の「プラレールで遊ぼう」（米

山ゼミ主催）は大変好評で来場者数は約 250 名、アンケートは 80 名に対し実施。子供たちと

学生が協力し楽しく遊んでいる姿が印象に残った。 

  名 称：子育てシンポジウム「子育ては親育ち、人育ち！」 

  日 時：平成 28 年 10 月 30 日（日）13：00～15：00 

  会 場：長岡大学２１７教室 

  話題提供：「子育ては楽しい」講師：本学准教授 米山 宗久 

  パネルディスカッション：「子育ては、親育ち！子育ち！」 

   パネリスト（敬称略）統括子育てコンシェルジュ          金山 由美子 

ファミリーサポートセンター・アドバイザー  遠藤 久子 

子育て中のお父さん、お母さん、長岡大学学生 

 

 

 

 

 

 

g 地域との連携によるシンポジウム・・・もみじ園に於いて、越路神谷地区、越路観光協会を

はじめとする、越路地域との連携による「髙橋九郎翁生誕 165 周年記念シンポジウム」を開

催した。これは、本学髙橋治道ゼミナールが取り組んでいる「地域の文化と伝統をつなぐ」

の活動がきっかけで、地域と本学との連携で開催することになったものである。 

 当日は約 50 名の参加を得て活発な討論が繰り広げられ、参加者からも熱心な意見や要望など

が出された。（図表６－１２－２参照） 

  名 称：「髙橋九郎翁生誕 165 周年記念シンポジウム～地域の発展に生涯を捧げた軌跡～」 

  日 時：平成 28 年 11 月 6 日（日）13：00～16：00 

  会 場：もみじ園（越路町朝日） 

講 演：「髙橋九郎の足跡と活動」 講師 長岡大学教授 松本 和明 

パネルディスカッション：「地方創生時代に九郎翁から学ぶことは！」 

パネリスト（敬称略） 

     越路神谷区長           白井 湛 

     長岡市役所越路支所産業建設課長  新保 浩一 

     越路もみじの会会長        廣川 篤 

    ながおか生活情報交流ねっと理事長 桑原 眞一 

    長岡大学教授           松本 和明 

    長岡大学髙橋ゼミナール学生    今井 練 

   コーディネーター  長岡大学教授     髙橋 治道 

子育てシンポジウム ボランティアフォーラム プラレール 
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h 第４回悠久山・東山フォーラム・・・「お雛さまとお茶会」をテーマに、2月 25 日（土） 

13：00～16：00 本学で開催した。元長岡藩牧野家 17 代当主牧野忠昌様ご一家をお迎えし、

本学教授 小川幸代による講演「内裏様はどっち？」に引き続き、雛茶会を開催した。本学

写真部による地域の写真展示、和室の雛飾りなども楽しんでいただいた。参加者は約 60 名

で、同日開催した「プラレール」には約 100 名の親子が参加した。（図表６－１２－３参照） 

  

 

 

 

 

 

 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

 ・山通地区の高齢者実態調査は、地域の民生委員や福祉委員が個別に高齢者把握（個人情報）

を行い、福祉サービスに結び付け、さらに自主的にボランティア活動につながっていった。 

 ・栖吉・山通地区子ども支援は、各児童館のボランティア体験から継続して子ども支援を行っ

ている学生が約 20 名いる。 

 ・地域交流は、本学麻雀部 14 名による健康マージャンを通じて栖吉地区の高齢者とも交流を行

った。栖吉コミュニティセンターで 1 回、大学で 2 回実施した。参加者からは継続した開催

要望があった。新たに本学写真部 6名が、地域の交流活動の写真撮影に参加した。 

 ・マップ活用イベントは、コミュニティセンターとコラボした方法で開催した。ウォーキング

の開催日の把握をする必要があった。 

 ・悠久祭でのボランティア・フォーラムは、ボランティア受入先の方から久しぶりの再開を 

喜ぶ声が聞こえた。また、ボランティア活動中の学生の思いを知ることが出来る場として 

大変有意義であった。改善しつつ、このような機会を継続して続けて行きたい。 

 ・子育てシンポジウムは、参加人数が少なく集客も問題があった。同時開催した「プラレール

で遊ぼう」での集客は予想を上回っていたが、シンポジウムへの誘導ができなかった。 

 ・「髙橋九郎翁生誕 165 周年記念シンポジウム」は地元地域の支援もあり、満員の会場は熱気に

包まれた。今後も地域と連携した取り組みを継続したいと考えている。 

 ・第 4回悠久山・東山地区フォーラムは、日本の伝統文化を受け継ぐ、「お雛さまとお茶会」を

開催した。同時開催した「プラレールで遊ぼう」ともども、大盛況であった。長岡開府 400

講演会 
「内裏様はどっち？」 

雛茶会 和室のお雛さま 

講演「髙橋九郎の足跡と活動」 パネルディスカッション 

写真展示 

もみじ園 
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年に向け、長岡市等と連携したフォーラムなども考えたい。 

 ・平成 28 年度の活動から、実態調査等も重要ではあるが、より地域の住民の方々のニーズと関

心が高い催し＝健康マージャン、子育て・プラレール、雛茶会などに重点を置きつつ、地学

連携型の地域活性化の新しい方向を探ることが今後のポイントとなる、と思われる。調査や

シンポジウムはその中で位置づける必要があろう。 
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図表６-１２-１ 悠久祭：子育てシンポジウム案内 
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      図表６-１２-２ 髙橋九郎翁生誕 165 周年記念シンポジウム案内 
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図表６-１２-３ 第４回悠久山・東山フォーラム案内 
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１３ 市民向け公開講座・セミナーの開催－社会貢献②－ 
（１）方針（申請時） 

・従来の市民向け公開講座（情報、語学、文化等）を刷新して開講する。市民ニーズと本学教

員のマッチングをはかり、地域づくり、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ関係講座も含めて充実させる。 
 

（２）目標（申請時） 

・平成 25 年度→市民ニーズと本学教員のテーマのマッチングを図り、開講方針を策定し、開

講する（５テーマ、５教員程度）。 
・平成 29 年度→テーマは 20 テーマに倍増し、毎年の定番講座（５テーマ程度）と年度毎の特

別講座（５テーマ）を組み合わせて、開講する。 
・会場は、市民が集まる「まちなかキャンパス長岡」を主とし、担当教員数は 20 名程度。 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

 ・本学独自の市民公開講座は、「初級簿記実践講座」（講師・中村大輔）の 1 講座開講にとどま

った。目標の 5 講座は時期的に後期のみであったこともあり開講できなかった。次年度は年

間を通して開講可能なので、5 講座をめざす。 
 ・まちなかキャンパス長岡の講座等は、計画通り開講することができた。次年度も継続する。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 

・まちなかキャンパス長岡の講座等は、計画通りに 7 名の本学教員が講師として参加し、開講

することができた。 

・本学独自の市民公開講座は、「初級簿記実践講座」（日商簿記 3 級対応）・「No.1 の国、アメリ

カが教えてくれるもの」・「映画で見る中国現代史」・「地域交通と中越地方の 100 年のあゆみ

-越後交通を中心に-」・「メンタルへルスマネジメント」（メンタルヘルスマネジメント検定Ⅲ

種対応）の５講座を当初の計画通りに開講することができた。 
・活動の評価（まとめ・課題）・・・まず、まちなかキャンパスの市民講座はいずれも高い評価

を受けることができた。市民の学習ニーズに応えるとともに、長岡市中心市街地の活性化に

も寄与していると評価できる。 
第２に、本学独自の市民公開講座は、当初の目標通り５講座を開講することができ、総受

講者数も 87 名にのぼり、高く評価できる。 
第３に、受講者の講座に対する評価も非常に高く（大部分が＜満足＞）、募集定員（10 名）

を上回った講座も３講座にのぼり、市民ニーズに合った講座が重要であることを示した。 
第４に、講座の広報期間を長くとれた講座は相対的に応募者が多かったことから、広報の

充実が重要であることがわかった。次年度の教訓としたい。 
 

（５）平成 27 年度実績と評価 

・まちなかキャンパス長岡の講座等は、本学の松本和明、山川智子、西俣先子の３名の教員が

講師として参加し、開講することができた。（開講予定であったが、公募者数定員未満で休止

になった講座あり。） 
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・本学独自の市民公開講座は、「高齢者のためのスマホ・タブレット入門」・「記紀神話を読む【前

編】」・「初級簿記講座」（日商簿記 3級対応）・「記紀神話を読む【後編】」・「渋沢栄一と長岡地

域」・「メンタルヘルス・マネジメント検定Ⅱ種ラインケアコース対策講座」・「セカンドライ

フプランニング講座」の７講座を当初の計画通りに開講することができた。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・第１に、まちなかキャンパスの講座について、本学教員の

講座は集客力が非常に優れており、特に松本は延べ 580 人（うち講演会が 250 人）、山川は延

べ 90 人の受講者を集めた。いずれも、市民の関心の高い（ニーズがあると思われる）テーマ

が高く評価されたものと思われる。今後の大きな教訓である。 

第２に、本学独自の市民公開講座は７講座開講し、各講座とも定員をほぼ上回る受講者を

確保でき、総受講者数も 144 名にのぼり、高く評価できる。上記まちなかキャンパスの講座

と同様に、市民の関心の高いテーマを設定できたためと思われる。 

第３に、本学独自の市民講座において受講者数を増やした要因は、市政だよりや独自の募

集チラシ、ホームページ等を活用した広報を積極的に行った成果であるといえる。今後は、

市政だよりや独自の募集チラシ、ホームページに加えて、年間講座計画リーフレットの発行

など広報のさらなる充実を図る必要性が感じられた。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標・予算 

【方針】 

・市民公開講座の開講・・・平成 27 年度に引き続き、計画的に年間講座を開講し（年間講座計 

 画公表）、本学教員の地域への知的還元を行う。情報、会計、日本文化、企業史、生活、メン 

 タルヘルス等の７講座開講。次年度計画も作成する。 

【目標】 

・まちなかキャンパスの講座については、これまでと同様に本学教員も講師として積極的に参

加し、貢献する。 

・本学独自の市民公開講座については、情報・会計・日本文化・簿記などの予定している７講

座すべての開講と受講者数の増加、受講者層の拡大などを目指す。 

・過去の実績を踏まえ、次年度の本学独自の市民公開講座の年間計画を作成する。 

 

（７）平成 28 年度計画 

ａ まちなかキャンパスにおける市民公開講座 

・松本和明教授と卒業生による「長岡の老舗本屋です」、山川智子教授による「天気が変わ 

れば景気も変わる？」、權ゼミによる市民プロデュース講座「十分杯で長岡を盛り上げ 

よう！」が予定されている。 

ｂ 本学独自の長岡大学市民公開講座 

本学独自の市民公開講座は、次のスケジュールで進める。 

 ＊４月     平成 28 年度公開講座日程の決定 

 ＊５月～10 月  公開講座の広報 

 ＊６月～３月  公開講座の実施 

 ＊７月～３月  平成 29 年度公開講座年間計画立案・決定、案内チラシ作成準備 
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      図表６－１３－１ 平成 28 年度市民公開講座計画一覧 

講 師 タイトル 場 所 日 程 回数・曜日・受講料 

高橋治道 

/吉川宏之 

高齢者のためのスマ

ホ・タブレット入門 

まちなか 

キャンパス 

2016/6/6～7/4 【全 5回】月曜日 

5,000 円 

小川幸代 記紀神話を読む 前編 長岡大学 2016/6/23～7/21 【全 4回】木曜日 

4,000 円 

テキスト代 2,376 円 

山川智子 メンタルヘルスマネジ

メント検定Ⅲ種・Ⅱ種

総合ストレスチェック 

長岡大学 2016/9/9～10/7 【全 5回】金曜日 

5,000 円 

中村大輔 初級簿記講座 長岡大学 2016/9/20～11/17 【全 15 回】火・木曜日

15,000 円 

テキスト問題集1,890円

兒嶋俊郎 近代東アジアの日本 長岡大学 2016/10/19～11/23 【全 6回】水曜日 

 6,000 円 

松本和明 外山修造の足跡と活動 栃尾文化会館 2016/11/1～11/29 【全 5回】火曜日 

 5,000 円 

小川幸代 記紀神話を読む 後編 長岡大学 2016/11/10～11/24 【全 3回】木曜日 

3,000 円 

テキスト代 2,376 円 

 

（８）平成 28 年度の展開 

ａ まちなかキャンパス長岡における公開講座 
・当初の目標通り、本学の松本和明（テーマ：「長岡の老舗本屋です！」卒業生の覚張良太

氏と共に、日時：2016 年 10 月 11 日 19:00～20:30、於・まちなかキャンパス長岡、参加

者：17 名）、山川智子（テーマ：「天気が変われば景気も変わる」気象予報士の高野哲夫氏

と共に、日時：2017 年 03 月 09 日 19:00～20:30、於・まちなかキャンパス長岡、参加者

予定：17 名）の２名の教員がまちなかカフェ及び支所での出張カフェという形で積極的に

参加し、大いに貢献をした。特にこの年度の講座内容は、単独ではなく他のゲストの持ち

味を引き出しつつ展開するファシリテーターとしての力量を要求される難易度の高いも

のばかりだった。 
・出張カフェとしては、当初の予定に盛り込まれていなかったが、松本（テーマ：「長岡鉄

道について」、日時：2016 年 06 月 28 日、於・希望ヶ丘分校、参加者約 50 名）、同（テー

マ：「コンビニおにぎりの秘密」、日時：2017 年 02 月 19 日、於・栃尾分校、参加者約 50
名）、山川（テーマ：「連続ドラマの楽しみかた」、日時：2017 年 02 月 19 日、於・山古志

スキー場、参加者約 10 名）と３件を、まちなかキャンパス長岡や各分校の要請を受けて

実施した。受講人数は流動的だが、アンケートからはおおむね好評を得ているようだ。 
・市民プロデュース講座として、本学の権五景ゼミナールの「十分杯で長岡を盛り上げよ

う！」が３回（2016 年 05 月 11 日・18 日・25 日、各回 19:00～20:30、於・まちなかキ

ャンパス長岡、参加者のべ人数：56 名）に渡って、講座を開催した。 
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ｂ 長岡大学独自の市民公開講座 
当初の予定に従って以下の通りに開講した。案内は、図表６－１３－２～９を参照されたい。 

・「高齢者のためのスマホ・タブレット入門」 
  講師：高橋治道教授（奇数回を主に担当）/ 吉川宏之准教授（偶数回を主に担当） 

開講日程：平成 28 年 6 月 6 日～平成 28 年 7 月 4 日（月曜日計 5 回、18：30～20：00） 
会場：1 回目・まちなかキャンパス長岡 503 会議室、２回目以降・同 502 会議室  
受講料：5,000 円、受講者：18 名   ＊第 3 回目以降学生アシスタント 3 名を配置 

・「記紀神話を読む 前編」 
講師：小川幸代教授 
開講日程：平成 28 年 6 月 2、30 日、7 月 14、21 日（木曜日計４回、19：00～20：30） 
会場：長岡大学、受講料：4,000 円、受講者：29 名 ＊テキスト代は別途徴収 

・「メンタルヘルス・マネジメント検定Ⅲ種・Ⅱ種総合ストレスチェック」 
講師：山川智子教授 
開催日程：平成 28 年 9 月 9 日～10 月 7 日（金曜日計 5 回、19：00～20：30） 
会場：長岡大学、受講料：5,000 円、受講者：18 名   

・「初級簿記講座（日商簿記 3 級程度）」 
講師：中村大輔准教授 
開講日程：平成 28 年 9 月 20 日～11 月 17 日（各火・木曜日計 15 回、19：00～21：00） 
会場：長岡大学、受講料：15,000 円、受講者：14 名   ＊テキスト代別途徴収 

・「近代東アジアの日本－批判的検討」 
講師：兒嶋俊郎教授 
開催日程：平成 28 年 10 月 19 日～11 月 23 日（水曜日計 6 回、19：00～20：30） 
会場：長岡大学、受講料：6,000 円、受講者：16 名 

・「記紀神話を読む・後編」 
講師：小川幸代教授 
開講日程：平成 28 年 11 月 10 日～11 月 24 日（木曜日計 3 回、19：00～20：30） 
会場：長岡大学、受講料：3,000 円、受講者：21 名 ＊テキストは前編と同じ 

・「外山脩三の足跡と活動」 
講師：松本和明教授 
開催日程：平成 27 年 11 月 1 日～11 月 29 日（火曜日計 5 回、19：00～20：30） 
会場：栃尾文化センター、受講料：5,000 円、受講者：17 名 

                             
（９）まとめ―成果と課題― 

・まちなかキャンパス長岡の講座等は、２名の本学教職員が講師として参画して開講するこ 
とができた。今年度は市民プロデュース講座として、「十分杯で長岡を盛り上げよう！」講 
座は企画運営の段階から提案した新しい試みであった。權准教授の地域活性化ゼミ活動が発

展を遂げて、市民からの学習ニーズに十分応え得る内容になった点は注目される。今後とも

こうした地域における知の拠点としての発信が追及されるべきであろう。 
・今年度はまちなかキャンパス長岡の講座でも本学独自の市民公開講座においても、定員超 
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過の受講者の参加を得ることができた。これは市民の関心が高いテーマを設定できた結果 

と見ることができる。また、広報の方法や開講時期の設定も功を奏したと考えられる。 
・広報の方法は、大きな進展があった。平成 28 年度に実施する講座概要と日程を紹介する年 

間計画リーフレットを６月上旬に発行し、長岡市内の各所に配布した。従来通り、講座ご 
との募集案内も作成したが、リーフレットを見て講座の申し込みをした受講者も多く、早 
めに年間スケジュールや講座案内の刊行が大きな効果をあげたと言える。広報期間を長く 
取れた講座は相対的に応募者が多く、広報の充実が講座を成功させる重要な要因となった。

本学からのお知らせやホームページ、情報便や新聞など、その他の方法も関連させて、一層

の充実を図る必要がある。 
・本学独自の市民公開講座の総受講者数は前年より若干減ではあるが、前年同様 100 名を超 
えた。今後も、講座内容の充実等を図り、市民の学習意欲をかき立てる講座を実施したい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高齢者のための 
スマホ・タブレット入門 

記紀神話を読む 前編・後編 メンタルヘルス・マネジメント 

初級簿記講座 
（日商簿記３級程度） 

近代東アジアの日本 外山脩造の足跡と活動 

平成 28 年度 長岡大学市民公開講座 
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図表６－１３－２ 平成 28 年度市民公開講座全講座案内  
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図表６－１３－３ 高齢者のためのスマホ・タブレット入門 
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図表６－１３－４ 記紀神話を読む・前編 
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図表６－１３－５ メンタルヘルス・マネジメント検定Ⅲ種・Ⅱ種総合ストレスチェック 
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図表６－１３－６ 初級簿記講座（日商簿記３級程度） 
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図表６－１３－７ 近代東アジアの中の日本－批判的検討 
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図表６－１３－８ 記紀神話を読む・後編 
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図表６－１３－９ 外山脩造の足跡と活動 
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１４ 企業人向けセミナーの開催－社会貢献③－ 
（１）方針（申請時） 

・従来の企業人向けイノベーション人材養成講座を刷新して、地域中小企業・行政等の専門・

基幹人材の育成を目的にした「新・イノベーション人材養成講座」として企業人講座を開講

する。 
（２）目標（申請時） 
・平成 25 年度→全体計画策定の上、４講座を開講する。本学教員２名、外部講師２名。 
・また、同講座の１つ「ものづくりマネジメント講座」を「長岡市ものづくりインストラクタ

ー養成スクール」の連携講座として開講する。 
・平成 29 年度→テーマは 12 テーマに３倍増し、毎年の定番講座（４テーマ程度）と年度毎の

特別講座（４テーマ程度）を組み合わせて、開講する。担当教員数は、本学教員６名程度、

外部講師６名程度。 
 
（３）平成 25 年度実績と評価 
 ・前期(９月～11 月)に「管理会計講座」、後期(12 月～２月)に「ものづくりマネジメント(生産

向上)講座」と「商品企画講座」の計３講座を開講。前期に予定していた「経営革新計画講座」

は応募者が３名に満たず、開講できなかった。また、受講者は管理会計が３名、ものづくり

が５名、商品企画が６名で、いずれも募集定員(20 名)を大きく下回った。 
 ・いずれの講座も採算がとれていないので（講師謝金カバーできず）、次年度は受講者拡大の工

夫を行う必要がある。 

 

（４）平成 26 年度実績と評価 
 ・前期(10月～11 月)に「商品企画講座」、「人材活用講座」後期(12 月～２月)に「ものづくり 

  マネジメント(生産向上)講座」、「管理会計講座」の計４講座を開講。ものづくりマネジメン 

  ト講座では第１回に鈴木信貴氏(長岡技大准教授)を迎え、「ものづくりとイノベーションマネ 

  ジメント」と題する公開講座とした。 

 ・受講者は商品企画講座が４名、人材活用講座２名(事前申込み３名)、ものづくりマネジメン 

  ト(生産向上)講座４名、管理会計講座５名で、いずれも募集定員(20 名)を大きく下回り、 

  昨年度同様、受講者数確保が今後の大きな課題となった。 
 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・計画した全４講座を、次の通り開講した。 
 ★インターネット活用講座→期間：10 月１日～11 月 19 日（全８回)、講師：今井信太郎（グ

ローカルマーケティング株式会社代表取締役／中小企業診断士）、受講者：３名 
★商品企画講座→期間：10 月７日～11 月 25 日（全８回）、講師：小松俊樹（長岡大学教授 

／中小企業診断士）、受講者：３名 

  ★管理会計講座→期間：12 月１日～２月９日（全８回)、講師：中村大輔（長岡大学准教授）、

受講者：６名 
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  ★経営承継(後継者)講座→期間：12 月８日～２月９日（全８回）、講師：小松俊樹（長岡大 

学教授／中小企業診断士）、受講者：３名 

  ★ものづくりマネジメント講座→受講申込み１名のため不開講。第１回公開講座のみ開催。

約 70 名が参加した。 

   ＊ものづくりマネジメント公開講座「ものづくりとビジネスモデルの再構築」 

      日時：平成 27 年 12 月７日（月）15：00～17：00 

      講師：東京大学大学院経済学研究科教授 新宅純二郎 

      会場：ホテルニューオータニ長岡「桜の間」 

【評価】 

・上記の通り、５講座計画したが、１講座が不開講となった。その他の講座も数名の受講者に

とどまった。 

・受講者の講座の評価は高く、講義、演習とインプット、アウトプットを組み合わせた運営に

より、当該スキルの向上につながったものと思われる。 

 ・受講生の確保が引き続く課題である。講座テーマ、実施時期、実施回数、実施時間について

内容を見直す必要がある。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・企業人セミナーの開講・・・社会人向けの履修証明制度としてイノベーション人材養成講座 

を制度化し、前半（９月～１１月）に２講座（管理会計と原価企画、新事業と経営戦略）、後 

半（１２月～２月）に２講座（組織形成と人財養成、商品開発とマーケティング）を開 

講する。 

【目標】 

  ・地域企業および行政等との連携を更に強化し、開講する４コースとも最低 10 名の受講者を確 
保する。「地域に欠かせない基幹人材育成講座」としての評価の定着に努める。 

・平成 29 年度に申請を予定する職業実践力育成プログラム（文部科学省）の試行期間と位置 
づけ、内容を見直す。 

 

（７）平成 28 年度計画 

a 管理会計と原価企画（８回）・・・中小企業に必要な管理会計、原価企画の考え方について、

実務家の講義、ワークシショップを組み合わせ、展開する。 

 b 新事業と経営戦略（８回）・・・新規事業の立案、経営戦略の考え方、新規事業計画・経営

計画の作り方について、実務家の講義、ワークシショップを組み合わせ、展開する。 

c 商品開発とマーケティング（８回）・・・マーケティング MIX 及びその中心である Product 

について、実務家の講義、ワークシショップを組み合わせ、展開する。  

 d 組織形成と人財養成（８回）・・・経営組織の基本的な考え方、自社の組織設計、動機づけ 

理論などについて実務家の講義、ワークシショップを組み合わせ、展開する。 

e  各講座は、職業実践力育成プログラムが示す教育方法（実務家教員や実務家による授業、双 

方向若しくは多方向に行われる討論、実地での体験活動、企業等と連携した授業）の内、2つ 

− 144 −



145 
 

以上を盛り込んだ内容となるよう、努める。 

（８）平成 28 年度の展開 

・計画した全４講座のうち、１項座は不開講となった。 

★実践！商品企画講座→期間：９月 13 日～10 月 11 日（全８回）、講師：小松俊樹（長岡大 

学教授／中小企業診断士）、受講者：２名。図表６－１４－１参照。 

★実践！事業承継講座→期間：11 月 9 日～11 月 24 日（全３回）、講師：栗井英大（長岡大 

学准教授／中小企業診断士・事業承継アドバイザー）、受講者：５組 10 名。図表６－１４ 

－２参照。 

★管理会計講座→期間：12 月１日～２月２日（全８回）、講師：中村大輔（長岡大学准教 

授）、受講者：10 名。図表６－１４－３参照。 

 ★実践！中小企業の＜１日新規事業プランづくり＞講座→＜12 月 11 日（土）の１日に３ 

回講座、講師：今井進太郎（グローカルマーケティング代表取締役／中小企業診断士） 

＞で募集したが、申込１名のため、メンター制度を使い、今井講師による相談・指導に 

変更した。新事業開発への関心を高めることはできなかった。 

・講座の広報については、「長岡市市政だより」、「ながおか情報便（長岡商工会議所）」を利 

用し、一定の効果はあった。 

・また、今年度より、事業承継講座はＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥと共催し募集 

をＮＡＺＥにお願いし、受講者を確保できた。今後こうした方策を検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

・平成 28 年度のイノベーション人材養成講座は上記の通り４講座を計画したが、１講座は申 

込者が１名だったため不開講となった。 

・ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥと共催する新たな取組みを行い、昨年以上の成果 

を上げることが出来た。 

・受講者の参加率は非常に高く、アンケート結果から講座が満足のいくものであった事が伺 

える。また、スキルアップへ繋がった。 

・これまで、１講座＝全８回で計画してきたが、忙しい方も多く、回数の少ない講座を開講 

したが、好評であった。こうした工夫を今後も検討する必要がある。 

・「職業実践力育成プログラム認定制度」を平成 28 年度に申請することは出来なかったが、 

企業が現在抱える問題を解決できる人材育成のため、次年度は申請の検討が望まれる。 

・本年度は講座ごとに受講者数に大きな差が出た。今、企業が求めているものを正確に把握し、 

ニーズにあったものを提供することにより受講者数アップを目指していく。 

 

実践！商品企画講座 実践！中小企業の事業 
承継プラン作成講座 

管理会計講座 
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図表６－１４－１ 実践！商品企画講座・募集要項 
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平平成成 2288 年年度度長岡大学イノベーション人材養成講座 

実践! 中小企業の事業承継プラン作成講座～全３回～ 

募集要項 
主催：長岡大学地域連携研究センター 

ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ

★講座趣旨：人口減少、事業所減少傾向のなかで、「経営者が築き上げてきた企業を次世代に引き継ぐ」事業

承継は長岡地域でも、非常に重要な経営課題です。しかし、事業承継のノウハウは必ずしも知られていませ

ん。 

本講座は、３回の講座を通して、事業承継のプランを作成する実践的な講座です。新潟県内の事業承継事例約

１００社を見た、事業承継の現場を知り尽くした講師（栗井英大）が、実際の好事例・失敗事例を交えながら、

本講座を進めます。また、座学だけでなく、ワークショップ等による事業承継プランの作成を通じて、短期間で

事業承継のポイントを身に付けることができると思います。また、本講座は後継者あるいは後継者候補が確定し

ている企業の経営者・後継者向け講座です。なお、本講座は、長岡大学地域連携研究センターとＮＰＯ法人長岡

産業活性化協会ＮＡＺＥが共催して開講します。 

★受講対象者：後継者あるいは後継者候補が確定している企業の経営者、後継予定者の２名 

★募集人員：１０組（２０名）（先着順）  

★講 師：栗井 英大（長岡大学准教授／中小企業診断士・事業承継アドバイザー） 

★時 間：18:00～20:00 ※11/24（木）は18：00～19：30 

★会   場：ＮＩＣＯテクノプラザ会議室 ※11/24（木）は「まちなかキャンパス長岡」 交流ルーム 

★受 講 料：10,000円 （初回にお持ちください）＊裏面を参照してください。 

★内   容： 
検討テーマ 検討内容の概要 検討方法 宿題

第１回 11月9日 ・事業承継の基礎 ・事例研究－製造業－ ワークショプ＋ ・自社の事業
(水) ・事業承継の基礎－事業の承継方法、 ディスカッション 　概要の再確認

18:00～ 　承継準備開始時期など－ ・財務諸表の確
20:00 　認

第２回 11月17日 ・自社の経営状況の把握 ・自社の経営状況の把握－ＳＷＯＴ分析、 講義＋ワーク ・家系図・株主構
（木） ・経営の引継ぎ 　顧客・経営・財務分析等－ ショップ 　成の確認

18:00～ ・経営の引継ぎ－社長の引退と後継者育成、 ・社長の個人資
20:00 　利害関係者等への周知、経営計画策定等－ 　産の把握

第３回 11月24日 ・事業用資産の引継ぎ ・事業用資産の引継ぎ－法人・個人財産の混 講義＋ワーク
（木） ・個人資産の引継ぎ 　同、事業用不動産・連帯保証、自社株の評 ショップ

18:00～ 　価・移転方法など－
19:30 ・個人資産の引継ぎ－社長の個人資産の把

　握、相続（「争族」）対策、遺言作成など－

講座開催日

 

◆申込方法◆ 

電話・FAX・e-mailまたは、長岡大学ホームページから 

お申込み下さい。FAXでのお申込の場合は、このチラシの 

下欄に記入し、右記のＦＡＸ番号に送信してください。 

 

 

 

氏  名  所属・会社等  

住所・連絡先 〒 

電話番号  ＦＡＸ  

E-mail  

※ご登録いただいた個人情報は、長岡大学及びＮＡＺＥの規定に従って厳正に管理します。 

＜お申し込み先＞ 

長岡大学地域連携研究センター ：担当 小田原 
ＦＡＸ ０２５８－３９－９５６６ 

TEL  ０２５８-３９-１６００（代） 

e-mail chiken@nagaokauniv.ac.jp 締め切り 平成２８年１０月３１日（月）

（文部科学省採択） 

平成25～27年度「地（知）の拠点整備事業」 

平成28～31年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」

図表６－１４－２ 実践！中小企業の事業承継プラン作成講座・募集要項 
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平成28年度Ⅱ期（12月～２月）長岡大学イノベーション人材養成講座 

管理会計講座・募集要項 
主催：長岡大学地域連携研究センター 

 

★講座趣旨：現在、経済のグローバル化は留まることなく、新潟県の産業経済環境は依然として厳しいものが

あります。こうした中で企業の競争力の点検、再構築が問われています。新しい商品・サービスの開発等イノ

ベーションも重要ですが、生産過程における原価低減の方法、利益の出し方も極めて重要です。 

こうした状況下では、生産性向上と会計を結びつけて考える管理会計に精通する必要があります。本講座

は、その管理会計具体化のノウハウを教授し、生産性を向上させ、企業間競争で優位に立とうとする企業の支

援をめざしています。生産性向上－管理会計の導入・具体化をお考えの企業の担当者の方々にぜひ参加してい

ただきたいと思います。 

★受講対象者：会社経営者、経営幹部、財務担当者など 

★募集人員：２０名（先着順） ※ただし、受講者が３名に満たない場合は、不開講とします。 

★講 師：中村 大輔（長岡大学准教授） 

★時 間：18:30～21:00 

★会   場：長岡大学教室 

★テキスト：吉川武文(2016)『技術屋が書いた会計の本』秀和システム、1,500円＋税 

★受 講 料：30,000円（初回にお持ちください）＊裏面を参照してください 

★シラバス                   

 開 講 日 テ ー マ 講 師 
第１回 １２月 １日（木） 利益計画の立て方 中村 大輔 

第２回 １２月 ８日（木） 設備投資計画の立て方 中村 大輔 

第３回 １２月１５日（木） キャッシュ管理について 中村 大輔 

第４回 １２月２２日（木） 在庫管理の考え方 中村 大輔 

第５回 １月１２日（木） コスト・マネジメントの考え方 中村 大輔 

第６回 １月１９日（木） 業績管理と原価計算 中村 大輔 

第７回 ２月２６日（木） 新しい管理会計の考え方 中村 大輔 

第８回 ２月 ２日（木） まとめ 中村 大輔 

 

 
◆申込方法◆ 
電話・FAX・e-mail・ホームページでお申込下さい。 

FAXでのお申込の場合は、このチラシの下欄に記入し、 

右記のＦＡＸ番号に送信してください。 

 
 

 

 

氏  名  会社等  

住所・連絡先 〒 

電話番号  ＦＡＸ  

E-mail  

  ※ご登録いただいた個人情報は、本学規定に従って厳正に管理します。 

締め切り 平成２８年１１月２４日（木）

（文部科学省採択） 

平成25～27年度「地（知）の拠点整備事業」 

平成28～31年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」

＜お申し込み先＞ 

長岡大学地域連携研究センター ：担当 小田原 
ＦＡＸ ０２５８－３９－９５６６ 

TEL  ０２５８-３９-１６００（代） 

e-mail chiken@nagaokauniv.ac.jp 

図表６－１４－３ 管理会計講座・募集要項  
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平平成成 2288 年年度度長岡大学イノベーション人材養成講座 

実践! 中小企業の＜１日新規事業プランづくり＞講座 

募集要項 
主催：長岡大学地域連携研究センター 

ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ 

 

★講座趣旨：人口減少、事業所減少傾向のなかで、企業間競争が厳しくなっています。とりわけ、市場ニーズの

変化、市場規模の縮小などに対応するためには、イノベーション、なかでも新規事業開発が不可欠であります。し

かし、現実対応に追われて、新規事業開発に取組むことが遅れがちになっているのではないでしょうか。 

本講座は、そうした多忙な経営者の皆様のための＜１日新規事業プランづくり＞の講座であります。とにかく、

経営者の皆さんに新規事業づくりの一歩を踏み出していただきたいと考え、企画しました。 

講師は、新潟県内の若手経営コンサルタント第一人者の今井進太郎先生です。＜１日新規事業プランづくり＞

講座に参加してポイントを掴み、ぜひ、社内で、新規事業起こしを進めていただきたいと思います。経営者の皆様

には、新規事業の「ネタ」を持って参加していただきたいと思います。お待ちします。 

なお、本講座は、長岡大学地域連携研究センターとＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥが共催して開講し

ます。 

★受講対象者：中小企業経営者、経営後継者、新規事業開発担当者 

★募集人員：１０名（先着順）  

★講 師：今井進太郎（グローカルマーケティング株式会社代表取締役／中小企業診断士／長岡大学講師）

★時 間：１２月１１日（日）１０：００～１７：００ 

★会   場：ＮＩＣＯテクノプラザ会議室 

★受 講 料：10,000円（初回にお持ちください）＊裏面を参照してください。 

★内   容： 

検討テーマ 検討内容の概要 検討方法
第１回 新事業開発のポイント ・事例に学ぶ新規事業開発のポイント 講義＋ワーク

・事業アイディアの発想法 ショップ
12月11日

第２回 　（日） ビジネスモデル・シート ・ビジネスモデルの作成方法、 講義＋ワーク
10:00 の作成 ・ビジネスモデル・シートの作成 ショップ

～１７：００
第３回 ＊１回 新事業プランの発表 ・新事業プランの発表・検討 ワークショップ＋

２時間 ディスカッション

講座開催日

 

◆申込方法◆ 

電話・FAX・e-mailまたは、長岡大学ホームページから 

お申込み下さい。FAXでのお申込の場合は、このチラシの 

下欄に記入し、右記のＦＡＸ番号に送信してください。 

 
 
 
 

氏  名  所属・会社等  

住所・連絡先 〒 

電話番号  ＦＡＸ  

E-mail  

※ご登録いただいた個人情報は、長岡大学及びＮＡＺＥの規定に従って厳正に管理します。 

締め切り 平成２８年１２月５日（月）

（文部科学省採択） 

平成25～27年度「地（知）の拠点整備事業」 

平成28～31年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」 

＜お申し込み先＞ 

長岡大学地域連携研究センター ：担当 小田原 
ＦＡＸ ０２５８－３９－９５６６ 

TEL  ０２５８-３９-１６００（代） 

e-mail chiken@nagaokauniv.ac.jp 

図表６－１４－４ 実践！中小企業の＜１日新規事業プランづくり＞講座・募集要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

− 149 −

市場ニーズの

し



150 
 

１５ 起業人材養成セミナーの開催－社会貢献④－ 
（１）方針（申請時） 

・従来間欠的に開講されたビジネスプラン講座をこえて、市・会議所と連携し、常設の「新・

起業家塾」（女性、シニア、ｿ-ｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ含む）を開講する。 
 ・また、これを通して、起業家を輩出する＜長岡起業家塾＞制度を形成する。 
 

（２）目標（申請時） 

 ・常設のビジネスプラン講座、起業シンポ開催、起業メンターによる日常的起業支援も行い、

創業・起業家を輩出する。 
・平成 25 年度→全体計画策定の上、初級コース（８週間）を開講。次年度から、初級・上級

コース（各８週間）を開講する。本学担当教員は４名、外部講師４名。 
 ・平成 29 年度→毎年、５名程度の創業・起業（女性、シニア含む）をめざす。それを可能にす

る、長岡市、新潟県、長岡商工会議所、企業、大学・高専、ベンチャーキャピタル等が連携

した、起業家を輩出する＜長岡起業家塾＞制度を確立する。 
・また、小中学・高校生の起業家教育にも取組む。 

 

（３）平成 25 年度実績と評価 

 ・１月～３月にかけて社会人対象の創業セミナー(全８回)を開講した。参加者は 22 名で、各回

の平均出席率も９割を下回らず好評を得た。また、セミナーと並行するかたちで創業相談(創
業支援メンター制度)を実施。３月末までに 18 件の利用があった。それらの結果、その後に

法人設立など、具体的な事業の立ち上げにつながる事例が２件あった。 
 ・＜長岡起業家塾＞については、２月に第 1 回運営委員会を開催。事業の趣旨および計画等に

ついて説明、次年度に向けて具体的な構想を協議することを申し合わせた。 
 

（４）平成 26 年度実績と評価 

 ・７月に「女性のための起業セミナー」(全５回、受講者７名)、12 月～２月にかけて「創業セ 

  ミナー(一般・シニア向け)」(全８回、受講者９名)を開講。併せて実施した創業支援(メンタ 

  ー制度)を５名が活用、のべ６回の相談を行った。 

 ・上記のセミナーおよび創業支援を経て、２名の女性が起業し(両者とも個人経営)、その他５ 

  名が具体的な事業をもって起業を目指している。 

 

 

（５）平成 27 年度実績と評価 

【実績】 

・創業・起業の２つのセミナーを開講した。その概要は次の通りである。 

★女性のための起業セミナー→期間：７月 14 日～８月７日(全５回)、講師：小松俊樹、山 

田康博、今井信太郎、高橋真由美、平田希望美。受講者：８名（長岡市・見附市内から） 

  ★創業セミナー(一般・シニア向けコース)→期間：12 月９日～２月 17 日（全８回)、講師 

：小松俊樹、今井信太郎、日本政策金融公庫。受講者：３名 

− 150 −



151 
 

 ・創業相談・・・平成 27 年度の創業支援メンターを活用した創業相談は、前期が２名２回、後

期は１名２回の実施にとどまった。 

【評価】 

・夏季の「女性のための起業セミナー」は受講生も多く、出席率も高水準を維持した。今年か

ら開催された長岡市「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト〈ながおかアイ・コン〉へ 

受講者が応募するものも散見された。 

・冬季の「一般・シニア向けコース」は受講者数が少なく、数を追う性質のものではないが、

内容、広報、実施時期の見直しなど、一定の規模の確保は必要である。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・地域起業人材セミナーの開講・・・創業セミナー（女性、シニア・一般、学生）（各５回講座） 

の開催、創業支援メンター制度の年間展開、地域連携による創業・起業講演会・シンポジウ 

ムの開催と合わせ、起業風土づくりと起業家の輩出（２件）を目指す。 

【目標】 

女性、シニア・一般、学生と受講対象を明確にして、各属性を考慮した創業セミナーを企画 

する。また、昨年度に引き続き、創業支援メンター制度の年間展開を図り、確実な起業家輩 

出を目指す。 

 

（７）平成 28 年度計画 

ａ 創業セミナーⅠ（女性限定、５回）、・・・昨年度を踏まえて、初級レベルのセミナー５回

（７月１４日～８月１０日）とビジネスプラン相談会３回（９月）を開講し、女性起業家

の輩出をめざす。 

ｂ 創業セミナーⅡ（シニア・一般向け、５回）・・・シニア・一般向けの創業セミナー５回（１

１～１２月）とビジネスプラン相談会３回（１月）を開講し、起業家の輩出をめざす。 

ｃ 創業セミナーⅢ（学生向け、５回）・・・一定の事業アイディアを持った学生・若者を対象

にしたビジネスプランづくりセミナーを５回開催し、ビジネスプランを仕上げ、長岡市（若

者・しごと機構）のビジネスプラン・コンテストに応募する。  

ｄ 講演会・・・国の「すべての女性が輝く社会づくり」を受け、女性の創業・起業に関する 

講演会を開催する。 

e 以上のセミナー、講演会とともに、引き続き創業支援メンター制度を活用した、創業・起 

業の促進を図る。 

 

（８）平成 28 年度の展開 

・創業、起業セミナーの概要は次の通りである。 

 ★女性のための起業セミナー→期間：7月 14 日～8月 10 日（全５回）、講師：小松俊樹、 

新谷梨恵子、今井進太郎、山田康博、高橋真由美。受講者：２名（長岡市内から）。図 
表６－１５－１参照。 

★創業セミナー（一般・シニア・女性向けコース）→期間：1月 21 日～2月 18 日（全５回）、 
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  講師：小松俊樹、今井進太郎、山田康博、日本政策金融公庫。受講者：7 名。図表６－１

５－２参照。 

 ・広報については、「長岡市市政だより」への案内掲載を行った。創業セミナーについては、 

創業希望者に情報が届くように、生活に密着した情報誌の「まるごと生活情報」と「Ｎア 

ッシュ」に有料で、広告を掲載した。その結果、創業セミナーには７名の参加者を確保で 

きた。 

・創業メンター制度を活用した創業相談は今年度はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）まとめ－成果と課題－ 

 ・平成 28 年度の創業セミナーは上記の通り２講座を計画し、予定通り開講した。 

・しかし、女性のための起業セミナー参加者は、起業支援センターながおか主催の「女性 

のための起業塾[全３回]」と時期が重なってしまい受講者がそちらに流れたため、２名 

にとどまった。今後は、長岡市の創業関係セミナーを早期に確認し、同じような講座が 

重複しないよう対応したい。 

  ・広報媒体について、後半の創業セミナーは有料広告の効果が認められたので、今後の広報

の方法として位置づける必要があろう。何とか、各セミナー参加者 10 名は確保したい。 

  ・創業相談のメンター制度は活用されなかったが、知名度向上の方策も含めて、活用方策 
を具体的に検討する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

女性のための起業セミナー 創業セミナー 
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図表６－１５－１ 女性のための起業セミナー・募集要項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

− 153 −



154 
 

図表６－１５－２ 創業セミナー（一般・シニア・女性向け）・募集要項 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

− 154 −



155 
 

図表６－１５－３ 創業支援メンター活用のご案内 
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Ⅶ ＜全体＞における事業展開 

１６ 推進体制の整備－全体①－ 
（１）平成 25 年度実績と評価 

・設備等推進体制づくりは計画通り、薦めることができた。 

・ＦＤ活動・・・平成 25 年度は以下の通り合計 5回の FD 活動（うち、2回は集中 FD 研究会）

を行った。 

 ＜平成25年＞ 

４月１日 教授会報告「長岡大学 FD 基本ポリシー」 

８月21日 集中 FD・SD 研究会 

       １．学生の就職力向上への日常的指導 

       ２．中途退学者を減らすための仕組みの点検と改善について 

９月18日 COC 事業推進のための FD・SD 会議 

10月30日 COC 事業推進のための FD・SD 会議 

       「長岡市の地域課題について」（講演および質疑応答） 

講師：長岡市市長政策室政策企画課課長補佐 上村建史 氏 

＜平成26年＞ 

３月12日 集中 FD・SD 研究会 

       １．『効果的なホームページの作り方』（講演および質疑応答）  

講師：グローカルマーケティング代表取締役 今井進太郎 氏 

２．学生 FD サミット2014春 参加報告（報告および質疑応答） 

３．平成26年度 COC 方針、予算、調書について 

ほか 

 

（２）平成 26 年度実績と評価 

・設備等推進体制づくりは計画通り、進めることができた。 

・ＦＤ活動・・・平成 26 年度は以下の通り、合計５回の FD 研究会（うち、２回は集中 FD 研究

会）を行った。 

＜平成 26 年＞ 

６月 25 日 FD 研究会 

       「長岡大学経済経営学部経済経営学科設置届出書」（説明および質疑応答） 

        講師：鯉江康正教授 

８月 27 日 集中 FD/SD 研究会 

     「理想の大学教育をデザインするワークショップ」（講演および質疑応答） 

      講師：上智大学経済学部教授 川西諭 氏 

11 月５日 FD/SD 研究会 

     「産学連携によるインターンシップ等教育改善について 

      －新潟大学農学部の取組みを中心にして－」（講演および質疑応答） 

      講師：新潟大学農学部教授/キャリアジム運営副センター長 箕口秀夫 氏 

        ：新潟大学農学部キャリアジム運営センターｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 古俣清勝 氏 
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11 月 26 日 FD 研究会 

      「公的研究費に関するコンプライアンスについて」（説明および質疑応答） 

      講師：三浦康弘総務課長 

＜平成 27 年＞ 

３月 11 日  集中 FD 研究会 

      「PROG テストおよびテスト結果の解説について」（説明および質疑応答） 

        講師：株式会社リアセック 谷川雅之 氏 

 ・視察、研修（ＦＤ・ＳＤ）・・・大学視察とセミナー、フォーラム等へ参加することで当面す

る課題への対応と先進事例の学習に取り組んだ。 

 ＜平成 26 年＞ 

  ５月 23 日 第 10 回大学トップセミナー（SD） 職員１名参加 

  ７月 31 日 金沢工業大学視察（FD・SD） 教員１名、職員２名参加 

  ９月 13 日 岡山大学学生 FD イベント「i*See2014」（FD） 教員１名、学生２名参加 

  10 月 18 日 京都産業大学視察（SD） 職員２名参加 

  10 月 19 日 京都 SD フォーラム（SD） 職員２名参加 

 ＜平成 27 年＞ 

  ２月 28 日 京都コンソーシアム主催 FD フォーラム（FD） 教員３名参加 

  ３月 17 日 松本大学視察（FD・SD） 教員１名、職員４名参加 

 ・ＳＤ全体会・・・全職員対象に大学における諸問題について研修等を３回行った。 

 ＜平成 26 年＞ 

  ７月 30 日 「大学の方針・理念について」 

  11 月 28 日 「学生指導、大学運営について（グループワーク） 

 ＜平成 27 年＞ 

  ２月 27 日 「留学生の就職について」 

        講師：南行政書士事務所所長/行政書士 南直人 氏（講演および質疑応答） 

 ・スタッフ会議・・・若手職員を選出して事務局内および大学内全体を視野に入れて解決すべ

きと思われる問題を話し合った。 

・地（知）の拠点整備事業シンポジウム 

 ＜平成 27 年＞ 

  ２月 27 日 「地（知）の拠点整備事業シンポジウム～COC 全国ネットワーク化事業～ 

        “地（知）の拠点整備から地域創生へ”」 教員３名参加 

 

（３）平成 27 年度実績と評価 

・ＣＯＣ事業の推進体制・・・ＣＯＣ運営事務局会議（週１回）、同会議通信の全教職員への配

信（週１回）、ＣＯＣ推進本部会議（月１回）の開催を継続するとともに、地域連携研究セン

ターの３部会（市民講座、調査研究、地域連携。月１回開催）も定期的に開催し、事業の円

滑な推進を行った。 

・ＦＤ／ＳＤ活動・・・平成 27 年度は、次の通り、４回のＦＤ／ＳＤ全体会を開催した。 
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 ６月 24 日 第 1回全体ＦＤ／ＳＤ会議（16:30～17:00） 

テーマ「ハラスメント防止対策について」・・・西俣ＦＤ部会長、内藤学長、品

川事務局長よりハラスメント規程の修正報告検討。 

７月 29 日 第２回全体ＦＤ／ＳＤ会議（16:30～17:45） 

テーマ１「研究倫理教育」・・・村山学部長、文科省の研究不正防止の考え方を

説明。 

       テーマ２「ＰＲＯＧ運用方法の学生に対する説明報告と改善点等について」・・・

原田副学長、平成 26 年度ＰＲＯＧまとめ報告、具体的活用方策を検討へ。 

８月 26 日 第３回集中ＦＤ／ＳＤ会議（13:30～15:40） 

        テーマ「中退者の原因分析と対策について」・・・講師・NPO 法人 NEWVERY 

代表 山本 繁氏。中退者防止の方策を検討。 

  10 月 28 日 第 4回全体ＦＤ／ＳＤ会議（16:30～18:30） 

テーマ１「授業外学修時間を増やす対策について」・・・西俣ＦＤ部会長報告。 

テーマ２「ｱｶﾃﾞﾐｯｸ・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度について」・・・牧野ＦＤ部会員報告。  

テーマ３「ｱｸﾃｨﾌﾞ・ﾗｰﾆﾝｸﾞＡＬについて」・・・西俣ＦＤ部会長報告。 

テーマ４「ﾗｰﾆﾝｸﾞ・ｺﾓﾝｽﾞについて」・・・関ＦＤ部会員報告 

テーマ５「昨年度満足度調査報告書について」・・・西俣ＦＤ部会長報告 

テーマ６「ＰＲＯＧの活用方法について」・・・西俣ＦＤ部会長報告 

    以上のテーマごとに、討論し、方策を検討した 

 ・ＳＤ活動・・・平成 27 年度は、次の通り、２回のＳＤ会議を開催した。 
＜平成 27 年＞ 

９月 11 日 第１回ＳＤ会議（職員全体会）（15:00～15:40） 

       テーマ「大学運営について」・・・品川事務局長から、中期計画、大学の目標等、

ＰＤＣＡ、５Ｓなどについて説明、討論、認識を深めた。 

11 月 27 日 第２回ＳＤ会議（ＳＤ研修報告会）（16:00～16:40） 

      テーマ１「第 13 回ＳＤフォーラム（大学コンソーシアム京都）研修報告（10/18）

について」・・・研修テーマ「多様な繋がりを育む大学職員」につき、参加者の

事務職員・長谷川、山田健報告。質疑応答行う。 

      テーマ２「第９回大学人サミット信州・まつもとカレッジ 2015 研修報告（11/7）

について」・・・テーマ「地域の地域による、地域のための、大学人サミット」

の内容について、参加者の事務職員・長谷川、石綿、山田健より報告。質疑応

答行う。 

・研修・視察等・・・ 

  ＜平成 27 年＞ 

９月９日 社会人基礎力育成研修会 in 関東（経済産業省主催、於・青山学院大学）・・・事

務職員２名（井比、長谷川）参加 

10 月 18 日 第 13 回ＳＤフォーラム「多様な繋がりを育む大学職員」（大学コンソーシアム京

都主催、於・キャンパスプラザ京都）・・・事務職員２名（長谷川、山田）参加 

11 月７～８日 第９回大学人サミット信州・まつもとカレッジ 2015（松本大学主催、於・同
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大）・・・事務職員３名（長谷川、石綿、山田）参加 

11 月 21 日 大学・短大トップセミナー「学生の多面的評価を考える」（ＰＲＯＧテスト実

施機関・リアセック／河合塾主催、於・東京国際フォーラム）・・・教員１名（村

山学部長）参加。文科省の教育改革、高大接続、企業人材ニーズの３つの講演と

質疑あり。 

＜平成 28 年＞ 

１月 29 日 第１回ＣＯＣ＋事業コミュニティ・ビジネスセミナー（新潟青陵大学主催、於・

新潟日報メディアシップ）・・・事務職員２名（長谷川、石綿）参加。コミュニテ

ィビジネスについての講演と質疑あり。 

   ２月５日 2015 年度名古屋学院大学ＣＯＣ学生成果報告会・ＣＯＣ事業中間総括フォーラ

ム（名古屋学院大学主催、於・名古屋学院大学名古屋キャンパス白鳥学舎）・・・

教員３名（原田、米山、中村）、職員１名（品川）参加。学生の地学連携の地域活

性化事業の成果報告等発表あり。 

２月 19 日 第２回ＣＯＣ＋事業コミュニティ・ビジネスセミナー（新潟青陵大学主催、於・

新潟日報メディアシップ）・・・事務職員２名（長谷川、石綿）参加。龍谷大学の

「地域公共政策士」の講演と質疑あり。 

３月５～６日 第 21 回ＦＤフォーラム「大学教育を再考する」（大学コンソーシアム京都

主催、於・京都外国語大学）・・・教員１名（牧野）、事務職員１名（本田）参加。

大学教育再考の視点、地域貢献、高大接続等の報告あり。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・ＣＯＣ事業の推進体制は円滑に機能することができた。Ｆ

Ｄ活動については、その結果として、学生の能力・資質評価手法であるＰＲＯＧテストを１

～３年生に実施するとともに、学生指導・支援のアカデミック・アドバイザー制度における

目標設定に活用する方針を明確にすることができた。今後の活用状況をチェックし、さらな

る改善をはかる必要がある。また、学生の能力・資質向上手法として、ＡＬやラーニング・

コモンズについて検討し、具体化する方向を明らかにすることができた。これも、今後の活

用とチェック、改善に心がける必要がある。 

   今後の課題として、ＦＤ、ＳＤの基本方針づくりについては、十分な検討ができなかった。

次年度には具体化をめざす必要がある。また、松本大学や名古屋学院大学の事例や社会人基

礎力の養成・評価など、多様な地（知）の拠点のあり方が見え始めており、今後は、本学の

ＦＤ、ＳＤの内容をこの地（知）の拠点形成へと結びつける方向でより明確に意識して組み

立てる必要がある。 

 
（４）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実・・・ＣＯＣ運営事務局会議（週１回）、 

同会議通信の全教職員への配信（週１回）、ＣＯＣ推進本部会議（月１回）の開催による推進 

体制を継続し、事業の円滑な推進を行う。地域連携研究センターの３部会（市民講座、調査 

研究、地域連携。月１回開催）活動も充実させる。また、教職員のＦＤ／ＳＤ活動を通した 

事業推進能力の向上を図る。 
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【目標】 

・方針に基づき、地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の継続し、充実を図る。 

・ＦＤ／ＳＤ･･･教職員の事業推進能力を高めるために、教職員協働というコンセプトを掲げ、

教職員両者が参加する全体ＦＤを前年度を上回るレベルで開催する。 

 ・ＦＤ、ＳＤの基本方針化を検討し、明確な具体化を図る。 
 

（５）平成 28 年度計画 

ａ ＣＯＣ＋事業の推進 

・ＣＯＣ＋運営事務局会議は、毎週火曜日の午前に開催する。同会議のまとめは、事務局会

議通信として、全教職員にメール配信する（週１回）。 

・ＣＯＣ＋推進本部会議は、毎月１回開催（第２／３火曜日 16：20～17：00）し、事業の進

捗管理を行い、円滑な推進を図る。 

・地域連携研究センターの３部会（市民講座、調査研究、地域連携）を月１回開催し、調査

研究、地域連携活動の推進を図る。 

 ｂ ＦＤ／ＳＤ活動の推進 

  ★全体ＦＤ／ＳＤ会議では、以下の内容を実施する。 

・学生情報管理のための情報システム導入についての意見交換 

  ・アクティブ・ラーニングの展開と手法について 

・アカデミック・アドバイザー制度の点検と改善について 

・満足度調査等の結果共有と意見交換 

・授業アンケートの改善について 

・PROG の分析結果報告とその活用方法についての確認と意見交換 

  ・COC プラスの進捗状況報告と意見交換 

  ・ラーニング・コモンズの展開について状況確認と意見交換（授業外学修時間対策としての

視点から検討） 

★全体ＦＤ/ＳＤ会議日程（全てＦＤ/ＳＤとの共同会議とする） 

  ・６月：学生情報管理のための情報システム導入についての意見交換 

  ・７月：アクティブ・ラーニングの展開と手法について 

  ・８月：集中ＦＤ/ＳＤとし、アカデミック・アドバイザー制度の点検と改善について 

      満足度調査等の結果共有と意見交換 

      授業アンケートの改善について 

  ・10 月：PROG の分析結果報告とその活用方法についての確認と意見交換 

      公的研究費の適正な管理・運用及び研究活動における不正行為防止について。 

・２月：COC プラスの進捗状況報告と意見交換 

・３月：集中ＦＤ/ＳＤとし、ラーニング・コモンズの展開について状況確認と意見交換 

（授業外学修時間対策としての視点から検討） 

★研修・・・教職員の個人能力を高めるために、積極的に研修会、講習会、他大学の視察 

等を実施する。 
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（６）平成 28 年度の展開 

ａ ＣＯＣ＋事業の推進 

・ＣＯＣ＋運営事務局会議は、毎週火曜日の午前に、年間 46 回開催した。同会議のまとめは、 

事務局会議通信として、全教職員にメール配信した（週１回）。 

・ＣＯＣ＋推進本部会議は、毎月１回（第２／３火曜日 16：20～17：00）し、年間 11 回 

開催した。事業の進捗管理を行い、円滑な推進を図った。 

・地域連携研究センターの運営委員会・３部会（市民講座、調査研究、地域連携）は、月 

１回開催し、市民公開講座、企業人講座・創業セミナー、調査研究、地域志向教育研究 

、地域連携活動の推進、さらには地域連携研究センター年報の刊行などを推進した。 

 ｂ ＦＤ／ＳＤ活動の推進 

・ＦＤ／ＳＤ会議（６回）を次の通り開催した。 

＜平成 28 年＞ 

７月 27 日 第１回全体ＦＤ／ＳＤ会議（16:30～18:30） 

        テーマ「学習の動機付けと資格取得について」 

① ＬＴＤ：学習の動機付け ②ディスカッション：資格取得について 

         講 師：札幌学院大学准教授/長岡大学非常勤講師 橋長 真紀子 氏 

         内 容：アクティブ・ラーニングの手法の一つとして、ＬＴＤ学習法につい

て講師が講演をした。ＬＴＤ学習法の説明後、実際に体験をした。

ＬＴＤは、必ず予習を必要とするので、学習習慣も身につき、資格

取得に向けた学習にも繋がる。また、内発的動機付け、外発的動機

付けとやる気を起こす目標設定が必要。 

８月 31 日 第２回集中ＦＤ／ＳＤ会議（10:15～15:20） 

        テーマ１「長岡大学中期計画について」 

         説 明：村山光博学長 

         内 容：長岡大学の現状と中期計画案についての説明があった。出席者から

の質問に対して、詳細は今後詰めていくこととなった。 

テーマ２「ハラスメント防止対策について」 

        講 師：パートナーズプロジェクト社会保険労務士法人代表社員/ 

社会保険労務士髙野 洋子 氏 

         内 容：セクハラおよびパワハラを中心に様々な事例を交えての説明があっ

た。ハラスメントの明確な境界線はなく、人間関係の構築が重要。 

       テーマ３「コンプライアンス教育」 

        説 明：三浦康弘総務課長 

        内 容：公的研究費は使用ルールに則り、適切に管理することが必要との説

明があった。 

10 月 26 日 第３回全体ＦＤ／ＳＤ会議（16:15～18:00） 

        テーマ「職員力とは何か－戦略的大学職員の養成－」 

         講 師：新島学園短期大学長/大学経営コンサルタント 岩田 雅明 氏 

         内 容：状況（特に顧客）を認識することで、目指すべき大学（ポジショニ
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ング）の姿が決まり、なすべきことがわかるので、後は目標に向か

って動きだすことができる組織・風土をつくることが重要であると

の説明があった。途中で事例を用いた大学のポジショニングについ

てグループワークを行った。 

   11 月 30 日 第４回全体ＦＤ／ＳＤ会議（16:30～18:10） 

        テーマ「災害にいかに向き合うか」 

        講 師：中越防災安全推進機構 地域防災力センター長 諸橋 和行 氏 

        内 容：東日本大震災や中越地震の事例を取り上げて防災対策・防災教育の

説明があった。大学・教職員の覚悟として「想定外」は言い訳にな

らず、普段から最善を尽くすことが大事で、やらなければ怠慢であ

る。途中で事例を用いたグループワークを行った。 

 ＜平成 29 年＞ 

  ２月 15 日 第５回全体ＦＤ／ＳＤ会議（14:30～16:35） 

テーマ１「アカデミック・アドバイザー制度の点検と改善について」 

        説 明：牧野智一ＦＤ部会員 

        内 容：アカデミック・アドバイザー制度の目的と実施方法について説明が

あった。また、学生情報管理を一つのデータベースで行いたいので、

そのために学生情報システムの導入が必要。 

テーマ２「授業アンケートの改善について」 

       説 明：米山宗久ＦＤ部会員、村山光博学長、中村大輔ＦＤ部会員 

       内 容：ＦＤ部会で議論してきた改善案について説明があった。「気づき」

には、低い点数の反省点ではなく、工夫した点・改善点を記載する。 

テーマ３「ラーニング・コモンズの展開について状況確認と意見交換（授業外 

学修時間対策としての視点から検討）」 

        説 明：中村大輔ＦＤ部会員、関義夫ＦＤ部会員 

        内 容：ラーニング・コモンズの現況について説明があった。それぞれのラ

ーニング・コモンズの場所での特色があり、始まって１年ぐらいな

ので、これから改善していく。 

テーマ４「公益財団法人内田エネルギー科学振興財団からの事業費助成及び長 

岡市市民活動補助金について」 

         説 明：權五景准教授 

         内 容：内田エネルギー科学振興財団の助成金や長岡市の補助金は、申請し

やすく、決定されやすいので、応募してみてはどうかとの説明があ

った。 

テーマ５「ＰＲＯＧの分析結果報告とその活用方法についての確認と意見交換」 

         説 明：中村大輔ＦＤ部会員、長谷川雅英ＦＤ部会員 

         内 容：ＰＲＯＧ実施結果、平成 29 年度における活用方法について説明があ

った。平成 29 年度は、平成 28 年度と同様に活用していくが、平成

30 年度は、どうするか今後検討が必要。 
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テーマ６「長岡大学“三つの方針”（案）について」 

         説 明：村山光博学長 

         内 容：ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・

ポリシーの案について説明があった。今後出てきた意見を検討し、

３月中完成とする。 

   ３月８日 第６回集中ＦＤ／ＳＤ会議（15:00～17:00） 

テーマ１「ＳＤ義務化について」 

         説 明：品川十英大学事務局長、村山光博学長 

         内 容：ＳＤ義務化における一般論の説明後、長岡大学のＳＤ実施方針につ

いての説明があった。ＳＤに関する定義等は、現状はないので、こ

れからやりながら決めていく。 

テーマ２「長岡大学“三つの方針”（案）について」 

         説 明：村山光博学長 

         内 容：前回説明後、特に意見がなかったので、今回再度出席者に意見を求

めた。３月中完成とする。 

テーマ３「満足度調査等の結果共有と意見交換」 

         説 明：牧野智一ＦＤ部会員 

         内 容：満足度調査結果を教職員に事前配付した。満足度調査結果と昨年度

との比較について説明後、出席者に意見を求めた。 

テーマ４「ＣＯＣ＋の進捗状況報告と意見交換」 

         説 明：原田誠司地域連携研究センター総括マネジャー 

         内 容：ＣＯＣ＋の評価結果と進捗状況、ＣＯＣ事業終了後の大学の方向性

について説明後、出席者に意見を求めた。 

  ・教職員対象説明会（２回）を次の通り開催した。 
＜平成 28 年＞ 

   ４月１日 長岡大学平成 28 年度方針説明会（16:00～17:00） 

        １．「平成 28 年度長岡大学運営方針」 

         説 明：村山光博学長 

        ２．「平成 28 年度の基本方針」 

         説 明：土田和弘理事長 

   ９月 28 日 長岡大学教職員対象説明会（14:40～16:20） 

        １．「学校法人中越学園長岡大学中期計画（案） 

平成 29（2017）年度―平成 33（2021）年度」について 

説 明：村山光博学長 

        付帯説明「長岡大学中期計画について」 

説 明：三浦康弘総務課長 

        ２．平成 27 年度決算について 

説 明：土田和弘理事長 

        ３．決算書（計算書類）の読み方、経営・財務状況の把握・分析について 
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説 明：土田和弘理事長 

  ・学生情報管理システム導入の検討を、次の通り行った。 
  ＜平成 28 年＞ 
   10 月５日 学生情報管理のための情報システム導入についての意見交換（16:20～17:00） 

説 明：株式会社理経 システムソリューション営業部長 角 総一郎 氏 
           システムソリューション営業部 笠井 克敏 氏 
    バリアントソフト株式会社 代表取締役 森田 良一 氏 

        内 容：システム業者からの説明（デモ）後、出席者に意見を求めた。参集対

象は、学長、副学長、教務委員、ＦＤ部会員とした。 
   11 月 15 日 ＦＤ部会にて、学生情報管理システム導入検討案を教務委員会に提出。 

   11 月 16 日 教務委員会にて、学生情報管理システム導入検討案を大学運営会議に提出。 

   12 月 7 日 第 9回大学運営会議にて、学生情報管理システム導入については検討していく

が、業務の洗い出し、費用対効果を調査する必要があることと学生カード（仮

称）の活用をしたらどうかとの回答があった。 

 
  ・研修・視察等を次の通り実施した。 
 ＜平成 28 年＞ 

   ８月 29 日～30 日 第６回大学コンソーシアム八王子ＦＤ・ＳＤフォーラム「多様な学び

を支える高等教育へ～高大接続改革を考える～」（大学コンソーシアム八王子主

催、於・八王子市学園都市センター） 
         事務職員２名（石綿沙織、小田原弘貴）参加。 
  ＜平成 29 年＞ 
   ３月４日～５日 第 22 回ＦＤフォーラム「大学の教育力を発信する」（大学コンソーシア 

ム京都主催、於・京都府立大学下鴨キャンパス内「稲盛記念会館」） 
教員２名（栗井英大、鈴木章浩）、事務職員１名（小田原弘貴）参加。 

   ３月６日～７日 平成 28 年度ＣＯＣ／ＣＯＣ＋全国シンポジウム「地方創生と大学」 
（高知大学主催、於・ザ クラウンパレス新阪急高知、高知商工会館） 

教員２名（高橋治道、小松俊樹、）、事務職員２名（品川十英、井比亨）参加。 
 
（７）まとめ－成果と課題－ 

・ＣＯＣ＋運営事務局会議、同推進本部会議および地域連携研究センター運営委員会・３部 

会は定期的に開催され、ＣＯＣ＋事業を計画的に推進することができた。 

 ・今年度はＦＤ・ＳＤを全体ＦＤ／ＳＤ会議という形で６回開催することができた（内、第２

回と６回は集中ＦＤ／ＳＤ会議とした）。それぞれのテーマごとに一定の結論（方策）をまと

めることができた。ただし、内容はＳＤに関する内容が多く、ＦＤについて、十分な議論が

出来たとはいえなかった。 
 ・教職員対象説明会では、年度初めの方針説明会があり、９月には平成 29 年度から５ヶ年の中

期計画、大学の決算内容と今後の大学の在り方についての説明があった。 
 

− 164 −



165 
 

 ・ＳＤ及びＦＤ研修会等への参加により、教職員の能力開発に資することができた。 

 ・平成 29 年度から義務化されるＳＤを確実に実行し、大学の質向上に取り組む。ＦＤを確実に 

行い、大学教育の質向上に取り組む。 

 ・また、平成 29 年度のＳＤ及びＦＤを確実に行い、中期計画完成に向けた初年度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

− 165 −



166 
 

１７ 推進協議会・地域課題調整部会の開催－全体②－ 
（１）平成 25 年度実績と評価 

 ・平成 25 年 10 月 23 日に、平成 25 年度地（知）の拠点整備事業推進協議会を開催した。 

 ・また、地域課題調整部会（長岡市政策企画課、工業振興課、長岡商工会議所および長岡大学

２名の計５名）は、10 月以降、月１回、開催し、日程等の調整を行った。 

 

（２）平成 26 年度実績と評価 

・平成 26 年度の長岡大学地（知）の拠点推進協議会は、平成 25 年度アンケート等ＣＯＣ事業

に関する諸書類手続き終了後の平成 26 年６月 18 日に開催した。 

 ・ＣＯＣ事業の進み具合をお知らせする「長岡大学ＣＯＣ通信」（Ａ４版１枚）を作成し、６月

から、毎月、協議会委員・組織の方々に送付した。 

 ・平成 26 年度の地域課題調整部会は、平成 26 年度の毎月月末の月曜日に開催してきた（８月

は不開催なので年間 11 回開催）。学内の推進本部会議での議論をベースに、議論した。 

 ・活動の評価（まとめ・課題）・・・推進協議会、地域課題調整部会ともに、計画通り、開催す

ることができた。しかし、長岡市以外の協議会構成組織との連携が拡大・充実したとは言え

ない状況にあるといわざるを得ない。次年度は、この点の地域連携の拡大・充実をめざす必

要がある。 

 

（３）平成 27 年度実績と評価 

・平成 27 年度の長岡大学地（知）の拠点推進協議会は、平成 27 年６月 25 日（木）（16：00～

17：00、於・長岡大学第４会議室）に開催した。平成 26 年度地（知）の拠点整備事業報告

（「平成 26 年度報告書」、「平成 26 年度実績報告書」、「平成 26 年度フォローアップ（進捗状

況）」、「統一指標ＣＯＣアンケート調査結果」、「ＣＯＣ大学独自アンケート・全体とりまとめ」）

および平成 27 年度事業計画（「平成 26 年度調書」、「平成 27 年度事業計画」等）などを報告

し、意見交換を行った。 
 ・ＣＯＣ事業を広くお知らせする「長岡大学ＣＯＣ通信」（Ａ４版１枚で長岡大学通信と表裏印

刷）は、４、５、６、７、９、10、11、１、２、３月の 10 回、各月中旬に刊行し、協議会委

員、学生・保護者、諸関係者、市民に広く送付、情報提供を行った。 

・平成 27 年度の地域課題調整部会は、平成 27 年度の毎月月末の月曜日（16：00～17：00、於・

長岡商工会議所）に開催した。毎月の学内の推進機関である推進本部での報告等をベースに、

議論を行った。 
・活動の評価（まとめ・課題）・・・推進協議会、地域課題調整部会は、計画通り開催すること

ができた。順調であったと言えよう。今年度は国・自治体による地方創生事業が始まり、地

域連携の内容が拡大した。平成 28 年度から長岡大学も新潟大学のＣＯＣ＋事業に参加するこ

とになり、より地方創生事業としてのＣＯＣ事業として展開することが求められる。この推

進体制も変更が必要になる可能性もある。 
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（４）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業推進協議会及び地域課題調整部会の開催・・・

推進協議会は年１回開催（６月）する。地域調整部会で本学・連携機関間の日常的な事業内

容・スケジュール等の調整を行う（月１回）。 
【目標】 

 ・推進協議会は前期に１回、地域課題調整部会は毎月１回、それぞれ開催し、事業の円滑な推

進を図る。 

 

（５）平成 28 年度計画 

 ・協議会は、６月中旬に開催し、連携機関等に事業報告を行うとともに、事業進捗についての

協議を行う。 

 ・地域課題調整部会は、毎月月末の月曜日に開催し、事業の進捗を報告し、協議を行う。 

 

（６）平成 28 年度の展開 

 ・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業推進協議会は、次の通り、開催された。 
  名称：平成 28 年度地（知）の拠点大学による地方創生推進事業推進協議会 
  日時：平成 28 年６月 22 日（水）16:00～17:00、於・長岡大学・第４会議室 
  次第：                         進行：品川十英事務局長 

・・・・・・・・・・・･・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

１ 開会に当たって 

＊当協議会規程について・・・資料１ 長岡大学「地（知）の拠点大学による地方創生推進

事業（ＣＯＣ＋）協議会規程」 

＊当事業推進体制について・・・資料２ 「平成 28 年度長岡大学地（知）の拠点大学によ

る地方創生事業（ＣＯＣ＋）推進体制について」 

＊協議会委員ご紹介・・・資料３ 「長岡大学地（知）の拠点大学による地方創生事業（Ｃ

ＯＣ＋）推進協議会委員名簿」 

＊本日資料確認 

２ 学長ごあいさつ                長岡大学長／推進本部長 村山 光博 

３ 平成 27 年度地（知）の拠点整備事業報告      報告：推進副本部長 原田 誠司  

（１）経過報告等について・・・「平成 27 年度報告書」第Ⅱ章７頁参照 

（２）平成 26 年度実績報告書について・・・資料４「実績報告書」参照 

（３）フォローアップ等について・・・資料５「平成 27 年度フォローアップ（進捗状況）」、

資料６「統一指標ＣＯＣアンケート調査結果」、資料７「ＣＯＣ大学独自アンケート・全

体とりまとめ」参照  

４ 平成 28 年度地（知）の拠点整備事業計画       報告：推進副本部長 原田 誠司 

（１）平成 28 年度調書について・・・資料８「平成 28 年度調書」参照 

（２）平成 28 年度事業計画について・・・資料９「平成 28 年度事業計画」参照 

（３）事業計画の補強等について・・・資料 10「事業計画の補強等について」参照 
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（４）当面のスケジュールについて・・・資料 11「当面のスケジュールについて」参照 

５ 質疑・討論 

･・・・・・・・・・・・・・・・・････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

  参加者は、連携機関等委員および長岡大学側委員は、本報告書 頁を参照されたい。 
 ・地域課題調整部会は、ほぼ毎月最終週の月曜日 16:00～17:00、於・長岡商工会議所で、年間

10 回開催された。報告・協議事項は、毎月の推進本部会議におけるテーマが中心であった。

部会メンバーについては、本報告書 頁を参照されたい。 

 

（７）まとめ－成果と課題－ 

 ・推進協議会は、ＣＯＣ＋事業の全体を報告し、協議を行う場であり、事業の進捗を全体的に

把握していただく場として、重要である。この会議をベースに年間の事業展開を推進するこ

とができる。 

 ・地域課題調整部会は、月々の事業の報告・協議を行う場であり、円滑な事業展開には非常に

重要な機会である。 
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１８ 本事業の広報の充実－全体③－ 
（１）平成 25 年度実績と評価 

 ・広報については、経費計画にそって、実施することができた。 

 ・しかし、広報体制が未整備のため、十分な広報効果を上げられたとは言えない。次年度はき

ちんとした広報体制の形成が必要である。 

 

（２）平成 26 年度実績と評価 

・平成 26 年度の広報事業としては、次のような事業を行った。 

本学ホームページの更新、本事業広報リーフレット等の作成（事業概要リーフレット、「長

岡大学ＣＯＣ通信」、文科省のリーフレット）、本事業案内パネルの作成（地域交流ホール、

まちなかキャンパスでの展示等）、広報ブックレット等の刊行（教育ブックレット「資格取

得のすすめ」、地域活性化プログラム・10 取組報告書、地域志向教育研究ブックレット・５

テーマ）、新潟県日刊新聞ＣＯＣ事業１面全面広告、地域連携研究センター研究年報の刊行、

本ＣＯＣ事業報告書・平成 26 年度版の刊行などを行った。 

・活動の評価（まとめ・課題） 

まず第１に、ＣＯＣ２年目を経て、広報の方法がほぼ固まってきたと言えること。諸事業

や諸情報の送付等でのＣＯＣリーフレットでの発信（ａ）、ＣＯＣ事業予定の本学ホームペー

ジへの掲載と長岡大学ＣＯＣ通信の発行（ｂ）、事業案内パネルの展示（ｃ）、各事業内容ブ

ックレットの発行（ｄ）、センター年報と本事業報告書の刊行（ｅ）、新聞等マスコミ広告（ｆ）

に分けてみると、次のように言える。 

（ａ）で、学生、保護者、連携企業・機関、市民・住民などすべての大学関係者にＣＯＣ

事業の概要を知っていただく。（ｂ）で、月々、随時の事業を学生、保護者、連携企業・機関

の大学関係者に知っていただく。（ｃ）は、学内やまちなかキャンパスなどへの学内外の訪問

者に主な事業内容を知っていただく。（ｄ）は各事業の、（ｅ）は事業全体の、それぞれ詳細

を知っていただく。最後の（ｆ）は、一般市民に事業を知っていただく。媒体や時期により、

こういう広報の組立てができた、と言える。 

第２に、（ｂ）のホームページと（ｃ）のパネル展示は、今後一層の充実が必要である。

ホームページは情報の受発信の要であり、迅速なアップが必要。 

第３に、（ｆ）に対する考え方を明確にする必要がある。マスコミ、特に新聞掲載につい

ては、記事として掲載されるように事業をブラッシュアップすることを第１に心がける。そ

の上で、社会人向け講座などに限定して、広告を検討する必要がある。 

第４に、「Ｅボート試乗会」や「十分杯プロジェクト」などの地域活性化に資する事業が

地域社会で高く評価された。こうした方向を今後も追及する必要がある。 

 
（３）平成 27 年度実績と評価 

 ・平成 27 年度の広報事業としては、次のような事業を行った。 

本学ホームページの更新、本事業広報リーフレット等の作成（事業概要リーフレットの更

新、学生の活動リーフレット３種、「長岡大学ＣＯＣ通信」）、本事業案内パネルの作成（地域

交流ホール、まちなかキャンパスでの展示等）、広報ブックレット等の刊行（地域活性化プロ
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グラム・８取組報告書、地域志向教育研究ブックレット・２テーマ）、地域連携研究センター

研究年報の刊行、本ＣＯＣ事業報告書・平成 27 年度版の刊行などを行った。 

・活動の評価（まとめ・課題）・・・まず第１に、諸事業や諸情報の送付等でのＣＯＣリーフレ

ットでの発信（ａ）、ＣＯＣ事業予定の本学ホームページへの掲載と長岡大学ＣＯＣ通信の発

行（ｂ）、事業案内パネルの展示（ｃ）、各事業内容ブックレットの発行（ｄ）、センター年報

と本事業報告書の刊行（ｅ）、新聞等マスコミ広告（ｆ）に分けてみると、次のように言える。 

（ａ）で、学生、保護者、連携企業・機関、市民・住民などすべての大学関係者にＣＯＣ

事業の概要を知っていただく。（ｂ）で、月々、随時の事業を学生、保護者、連携企業・機関

の大学関係者に知っていただく。（ｃ）は、学内やまちなかキャンパスなどへの学内外の訪問

者に主な事業内容を知っていただく。（ｄ）は各事業の、（ｅ）は事業全体の、それぞれ詳細

を知っていただく。最後の（ｆ）は、一般市民に事業を知っていただく。媒体や時期により、

こういう広報の組立てができた、と言える。 

第２に、（ｂ）のホームページと（ｃ）のパネル展示は、今後一層の充実が必要である。

ホームページは情報の受発信の要であり、迅速なアップが必要。 

第３に、（ｆ）に対する考え方を明確にする必要がある。マスコミ、特に新聞掲載につい

ては、記事として掲載されるように事業をブラッシュアップすることを第１に心がける。そ

の上で、社会人向け講座などに限定して、広告を検討する必要がある。 

第４に、「十分杯プロジェクト」（長岡市）など地域活性化に資する事業が地域社会で高く

評価された。こうした方向を今後も追及する必要がある。 

・平成 28 年度４月の行った「平成 27 年度長岡大学「地（知）の拠点整備事業」＝ＣＯＣ事業

に関する調査（長岡大学独自）」によると連携機関からは、学生の生の声が聞けるような刊行

物および動画等の発信をもっとすべき、長岡市の大型ビジョンを使い興味を持ってもらうた

めの映像を流した方が良いなどの意見があった。こうした方向を今後はより進めていく。 

 

（６）平成 28 年度方針・目標 

【方針】 

・本事業の広報の充実・・・本事業の学生・地域社会等への広報を、諸印刷物等（ホームペー

ジ、パネル、リーフレット、ポスター、報告書、研究年報等）、メディアなど多様な方法で充

実させ、本事業を広く、認識していただく。 

【目標】 

・経費計画にそって、効果的な広報を行う（学生、保護者、地域関係者、企業、市民等にいか

に本事業を知っていただき、参加していただくか）。 

 

（７）平成 28 年度計画 

ａ 経費計画を踏まえて、次の事業を着実に推進する。 

・本学ホームページの更新 随時 

・本事業広報リーフレット発行・・・「長岡大学ＣＯＣ通信」毎月 1回発行、ＣＯＣ事業概要

リーフレットおよび学生の活動リーフレットの発行。 

・本事業実績報告パネルの作成（20 枚程度） 
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 ・まちなかキャンパス長岡での本事業パネルの展示（５～６月） 

・地域交流センターにおける本事業パネルの作成と展示（６～９月） 

・長岡大学祭（悠久祭）における本事業パネルの作成と展示（10 月） 

  ・ブックレットの刊行・・・教育ブックレットとして２種類を刊行。 

  ・地域連携研究センター研究年報「地域連携研究」の刊行（11 月） 

  ・地域志向教育研究報告書・ブックレットの刊行（３月） 

  ・本ＣＯＣ事業報告書の刊行（３月） 

ｂ マスメディアによる広報については、本ＣＯＣ事業を記事として掲載していただくこと 

を基本に、効果的な新聞広告を検討する。 

 

（５）平成 28 年度展開 

平成 28 年度の広報関係事業は次の通りであった。 
ａ 本学ホームページの更新・・・次の 30 頁更新した。 
・教育の取組６件－資格取得支援センター長岡大学ＣＯＳ、平成 28 年度学生による地域活性

化プログラム取組概要および成果発表会の案内・報告、学生による地域活性化プログラム

活動報告書、外部講師授業一覧、起業家塾 
・研究の取組４件－長岡大学地域連携研究センターシンポジウム案内と報告、長岡大学地域

連携研究センター年報「地域連携研究」第 3 号、地域志向教育研究ブックレット２冊 
・社会貢献の取組 24 件－平成 28 年度長岡大学市民公開講座（「高齢者のためのスマホ・タ

ブレット入門」、「記紀神話を読む・前編」、「メンタルヘルス・マネジメント 検定Ⅲ種・Ⅱ

種 総合ストレスチェック」「初級簿記講座」、「記紀神話を読む・後編」、「近代東アジアの

中の日本‐批判的検討」「外山脩造の足跡と活動」）、悠久祭同時開催イベント「ボランティ

ア・フォーラム」と「子育てシンポジウム」、平成 28 年度 長岡大学地（知）の拠点大学シ

ンポジウム髙橋九郎翁生誕 165 周年 記念シンポジウム、第 4 回悠久山・東山フォーラム

「お雛さまとお茶会」ご案内、平成 28 年度イノベーション人材養成講座（「商品企画講座」、

「実践! 中小企業の事業承継プラン作成講座」、「実践! 中小企業の＜１日新規事業プランづ

くり＞講座」、「管理会計講座」）、平成 28 年度起業人材養成セミナー（「平成 28 年度女性

のための起業セミナー」、「平成 28 年度創業支援メンター活用のご案内」、「平成 28 年度 創
業セミナー〔一般 ・ シニア・女性向けコース〕」）、出版物（「長岡地域＜創造人材＞養成

プログラムリーフレット」、「長岡地域＜創造人材>養成プログラム平成 27 年度報告書」 
 

ｂ 本事業広報リーフレットの作成・・・次の６点を刊行。 
・ＣＯＣ＋事業概要リーフレットの更新、長岡大学の教育・学生の活動リーフレット（イン

ターンシップ、就職支援、サークル紹介、起業家塾）の作成を行い、積極的に本学の教育・

学生の活動を内外にアピールした。図表７－１８－３～７（177 頁～185 頁）を参照された

い。 

 

ｃ 長岡大学ＣＯＣ通信の発行 

・長岡大学ＣＯＣ通信を、平成 28 年５月からほぼ毎月１回、計６回発行し、学生、保護者、
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教職員だけでなく、連携自治体、地域諸団体、住民に広く、配布、広報した。図表７－１

８－８（187 頁～193 頁）を参照されたい。 
 

ｄ 本事業案内パネルおよび横断幕の作成・展示 

・平成 28 年５～６月に、「まちなかキャンパス」において、本学ＣＯＣ事業の次のようなパ

ネル展示を行った。Ａ１パネル 22 枚（ＣＯＣ事業取り組み概要、平成 27 年度地域活性化

プログラム活動報告パネル 10 枚、市民公開講座案内等）、その他展示物（平成 27 年度ＣＯ

Ｃ報告書等印刷物）、また、平成 28 年 10 月の長岡大学祭「悠久祭」においてＣＯＣ事業の

活動パネル展を行った。図表７－１８－９（194 頁）を参照されたい。 

・大学玄関エントランスホールにＣＯＣ事業の横断幕を掲示した。図表７－１８－１０（194

頁）を参照されたい。 

・平成 28 年度本ＣＯＣ事業全体案内（300 部）、ポスター（1枚）を作成し配布した。 

 図表７－１８－11（195 頁）を参照されたい。 

ｅ 広報ブックレット等の作成 

・学生による地域活性化プログラム報告書および各プロジェクトごとの活動報告ブックレッ

ト９取組、地域志向教育研究ブックレット２取組を発行した。 

 

ｆ 地域連携研究センター研究年報の刊行 

・ＣＯＣ事業の調査研究成果を掲載する地域連携研究センター研究年報『地域連携研究』第

３号（1,000 部）を刊行し、11 月 18 日の地域連携研究センター・シンポジウムで配布し

た。年報目次は、図表７－１８－１２（196 頁）を参照されたい。 

 

ｇ 本事業報告書の作成 

・『長岡大学ＣＯＣ事業＝長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 平成 28 年度報告書』を平

成 29 年３月末に刊行した（1,000 部）。 

 

ｈ 広報の方法・媒体について 

・本学主催の講座等の広報方法について、次のような媒体の計画的活用、市内諸施設への案

内チラシ等の配布及び市内各所でのポスター掲示の３つを基本に広報することとし、実施

した。 
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

イノベーション人材養成講座等広報計画について（メモ） 
2016/6/10 ＣＯＣ事業運営事務局 

Ⅰ 原稿・チラシ等広報締切 
 ・長岡市広報誌・・・広報誌配布月の前々月 25 日までに申込（例：10 月号は８月 25 日まで） 
 ・長岡商工会議所「情報便」・・・配布当月 10 日までに印刷物（チラシ）を持込、15～16 日 

に対象企業等に配布。費用：奇数月 5,500 部、30,000 円、偶数月 3,300 部、20,000 円。 
Ⅱ イノベーション人材養成講座・シンポジウム等 
１ イノベーション人材養成講座 
  ・９月開始の２講座（商品企画、事業承継）・・・市広報誌→７月 25 日までに申込み 
                 情報便→８月 10 日までに持込、印刷依頼→７月末 
  ・12 月開始の２講座（管理会計、新規事業）・・・市広報誌→９月 25 日までに申込み 
                 情報便→10 月 10 日までに持込、印刷依頼→９月末 
２ 創業セミナー 
  ・７月開始の創業セミナー（女性向け）・・・市広報誌→５月 25 日までに申込み 
  ・１月開始の創業セミナー（一般・シニア）・・・市広報誌→11 月 25 日までに申込み 
３ 東部地域講演・シンポジウム 
  ・10 月 29、30 日悠久祭シンポ・・・市広報誌８月 25 日までに申込み 
  ・３月 悠久山東山フォーラム・・・市広報誌 12 月 25 日までに申込み 
４ 地域連携研究センター・ボランティアシンポジウム 
  ・11 月 18 日「ボランティア活動で人の輪（和）をつくろう！」・・・市広報誌９月 25 日ま

でに申込み 
Ⅲ 市民公開講座（市広報誌申込期限日） 

☆「スマホ・タブレット」と「記紀神話・前編」－４月 25 日、 
☆「メンタルヘルス」と「初級簿記」－７月 25 日、 
☆「近代東アジア」、「外山脩造」、「記紀神話・後編」－８月 25 日 

以上整理すると、次表（平成 28 年度広報計画一覧）の通り。 

印刷
講座等 開始月 刊行月 申込 配布日 持込 依頼

スマホ・タブレット ６月 6月号 4月25日
記紀神話・前編 ６月 6月号 4月25日
創業セミナー（女性向け） ７月 7月号 5月25日
イノベ（商品企画、事業承継） ９月 9月号 7月25日 ８月15・16日 8月10日 ７月末
メンタルヘルス ９月 9月号 7月25日
初級簿記 ９月 9月号 7月25日
近代東アジア 10月 10月号 8月25日
悠久山シンポ 10月29・30日 10月号 8月25日
外山脩造 11月 10月号 8月25日
記紀神話・後編 11月 10月号 8月25日
地研シンポ 11月18日 11月号 9月25日
イノベ（管理会計、新規事業） １２月 11月号 9月25日 10月15・16日 10月10日 10月末
創業セミナー（一般・シニア向け） １月 1月号 11月25日
悠久山東山フォーラム ３月 2月号 11月25日

市広報誌 情報便

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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（５）まとめ－成果と課題－ 

 まず第１に、ＣＯＣ４年目を経て、本ＣＯＣ事業に関する広報の方法がさらに充実してきたと

言えること。「イノベ講座等広報計画について（メモ）」に明らかなように、既存の広報媒体を有

効に活用することにより、集客力を高める工夫がなされている。当然、この広報時期に合わせて、

案内チラシ等を作成する必要がある。今後、さらにつめる必要があろう。 

 第２に、広報の分野・性格が次の７つにかたまってきており、その評価が必要なこと。 

（ａ）諸事業や諸情報の送付等でのＣＯＣリーフレットでの発信・・・学生、保護者、連携企

業・機関、市民・住民などすべての大学関係者にＣＯＣ事業の概要を知っていただく。 

（ｂ）ＣＯＣ事業予定の本学ホームページへの掲載と長岡大学ＣＯＣ通信の発行・・・月々、

随時の事業を学生、保護者、連携企業・機関の大学関係者に知っていただく。 

（ｃ）事業案内パネルの展示・・・学内やまちなかキャンパスなどへの学内外の訪問者に主な

事業内容を知っていただく。 

（ｄ）各事業内容ブックレットの発行・・・各事業の詳細を知っていただく。 

（ｅ）センター年報と本事業報告書の刊行・・事業全体の詳細を知っていただく。 

（ｆ）新聞等マスコミ広告・・・一般市民に事業を知っていただく。 

今年度の上記の活動をみると、（ｃ）、（ｄ）、（ｆ）は必ずしも十分とは言えない結果であったと

言わざるをえない。 

 第３に、（ｆ）についてはより考え方を明確にする必要がある。マスコミ、特に新聞掲載につい

ては、記事として掲載されるように事業をブラッシュアップすることを第１に心がける。その意

味では、「十分杯プロジェクト」（長岡市）、「髙橋九郎翁生誕 165 周年 記念シンポジウム」（長岡

市神谷）、「ハロウィンみつけ」（見附市）などの実施や参画による地域活性化に資する事業が地域

社会で高く評価され、地域の活性化に役立っていることの要因をきちんと把握しなくてはならな

い。多くのＣＯＣ事業をこれにならって、メディアに紹介していただくように充実させることに

注力する必要がある。地方創生事業が始まっているので、次年度以降は、より一層こうした地域

活性化に資する事業展開をめざしたい。 
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図表７－１８－１ 新学長 村山光博（平成 28 年４月１日就任）の記者会見 

日 時：平成 28 年３月 30 日（水） 会場：長岡大学第４会議室 

参 加：朝日新聞長岡支局、毎日新聞長岡支局、新潟日報長岡支社、長岡新聞、 
エヌ・シィ・ティ（日本経済新聞より後日、資料請求あり） 

資 料：１．長岡大学 第４代学長就任（学長、副学長の経歴等） 
２．学長就任にあたって 
３．COC＋（プラス）事業により地方創生への貢献をめざす 

 

   
 
 
図表７－１８－２ 平成 28 年度ＣＯＣ事業関連のメディアへの掲載（2017 年 1 月末時点） 

掲載日 メディア 内容 

17.01.27 新潟日報 本学地域連携研究センターが企画した起業のノウハウを学ぶ「創業セミナー」（全 5

回）が始まったことについて掲載されました。 

17.01.14 新潟日報 特集「私の初夢 2017」で本学松本和明教授の 2017 年の長岡づくりについてのコメン

トが掲載されました。 

16.12.19 新潟日報 本学西俣先子准教授とゼミの学生 6 人が上越地域でかつて盛んだった麻栽培の歴史

を学ぶため、旧麻問屋を訪問したことについて掲載されました。 

16.12.08 新潟日報 平成28年度学生による地域活性化プログラム成果発表会が行われたことについて掲

載されました。 

16.11.17 長岡新聞 越路もみじまつりにあわせて本学地域連携研究センターと越路観光協会の共催でも

みじ園を造成した長岡市神谷の高橋九郎についてシンポジウムを開催し、松本和明

教授が講演。パネルディスカッションでは松本教授と高橋ゼミナールの今井練さん

が参加し議論を深めたことについて掲載されました。 

16.11.16 新潟日報 新しい地域ブランドの創造を目指し、新商品やサービスの案を募る「NIIGATA ビジネ

スアイデアコンテスト」の学生部門最終選考が行われ、本学權ゼミナール十分杯チ

ームが第四銀行賞に選ばれたことについて掲載されました。 

16.11.11 新潟日報 長岡大学地域連携研究センターシンポジウム「ボランティア活動で人の輪（和）を

つくろう！」のご案内について掲載されました。 

 

16.11.07 新潟日報 本学小松ゼミの学生と県米菓工業協同組合の丸山智理事長との座談会の様子が掲載

されました。 
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掲載日 メディア 内容 

16.10.28 新潟日報 長岡市栃尾地域出身で、アサヒビールなどの創立に貢献した外山脩造の没後 100 年

を記念したシンポジウムが栃尾産業交流センターおりなすで開催され、本学松本和

明教授らが意見を交わし、コメントが掲載されました。 

16.10.20 新潟日報 長岡市小国町横沢の下村集落の集会施設に増築された多目的ルーム「いっぷく処」

について紹介され、本学地域交流サークルが集落を盛り立てようと出入りしている

ことについて掲載されました。 

16.09.08 新潟日報 長岡市と本学が連携して行う地方創生事業「ながおか仕事創造アイデア・コンテス

ト」のご案内について掲載されました。 

16.08.30 新潟日報 大学生が事業計画作りを学ぶ講座「起業家塾」が本学で開催され、3年生の小林拓史

さんのコメントが掲載されました。 

16.07.30 新潟日報 「ながおか・若者・しごと機構」が募集する、中高生が起業から会社の解散までを

体験する「会社経営チャレンジ・プログラム」についてのご案内が掲載されました。

（運営事務局 長岡大学） 

16.07.14 長岡新聞 7 月 7 日の「ボランティア論」の授業で、損保ジャパン日本興亜（株）から 17 人を

講師として招き、特別講義として「防災ジャパンダプロジェクト」が実施されまし

た。担当教員の米山宗久准教授と中国の留学生ジョカンさんのコメントが掲載。 

16.07.14 新潟日報 7 月 7日の「ボランティア論」（担当教員 米山宗久）の授業で、災害から身を守る

ための知識、行動を身につけるワークショップ「防災ジャパンダプロジェクト」が

特別講義として実施され、1年生の片桐慶太さんのコメントが掲載されました。 

16.06.15 読売新聞 十分杯で地元を盛り上げようと權五景准教授のゼミ生が試飲イベントや市民向けの

講座を開いて広報に務めていることについて紹介され、ゼミ長の 4 年中澤司さんの

コメントが掲載されました。 

16.06.11 新潟日報 まちなかキャンパス長岡で「ながおかニュージェネプロジェクト」の 2016 年度初会

合が開かれ、本学の小松俊樹教授が事業計画作りをテーマに講演したことについて

掲載されました。 

16.05.28 新潟日報 まちなかキャンパス長岡で「十分杯を広めるアイデア会議」が開かれ、權五景准教

授と 4年生の中澤司さんのコメントが掲載されました。 

村山光博学長就任の記者会見関連 

16.04.20 日 本 経 済

新聞 

新学長に就任した村山光博教授が目指す大学運営や地域貢献など考えを語ったこと

について掲載されました。 

16.04.14 長岡新聞 本学の新学長に経済経営学部長の村山光博教授が就任し、記者会見を開き、地域に

貢献する大学を目指すなど抱負を述べたことについて掲載されました。 

16.04.04 毎日新聞 本学第 4 代学長に 4 月 1 日付で村山光博教授が就任し、地域に開かれた大学を目指

すことなど抱負を語ったことについて掲載されました。 

16.03.31 朝日新聞 本学の新学長に 4 月 1 日付で経済経営学部長の村山光博教授が就任し、記者会見を

開いたことについて掲載されました。 

16.03.31 新潟日報 平成 28 年 4月 1日から村山光博学長のもと新体制で大学運営を行うにあたり、本学

で記者会見を開いたことについて掲載されました。 
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図表７－１８－３ 長岡大学「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」リーフ

レット（１）（平成 28 年４月更新） 
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図表７－１８－３ 長岡大学「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」リーフ

レット（２）（平成 28 年４月更新） 

 

 

− 178 −



179 
 

図表７－１８－４ 学生の活動リーフレット「長岡大学 インターンシップ」（１） 

（平成 28 年 8 月作成） 
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図表７－１８－４ 学生の活動リーフレット「長岡大学 インターンシップ」（２） 

（平成 28 年 8 月作成） 
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図表７－１８－５ 学生の活動リーフレット「長岡大学 就職支援」（１）（平成 28 年 10 月作成） 
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図表７－１８－５ 学生の活動リーフレット「長岡大学 就職支援」（２）（平成 28 年 10 月作成） 
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図表７－１８－６ 学生の活動リーフレット「長岡大学のサークル活動」（１） 

（平成 29 年 2 月作成） 
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図表７－１８－６ 学生の活動リーフレット「長岡大学のサークル活動」（２） 

（平成 29 年 2 月作成） 
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図表７－１８－７ 学生の活動リーフレット「長岡大学 起業家塾」（１）（平成 29 年 2 月作成） 
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図表７－１８－７ 学生の活動リーフレット「長岡大学 起業家塾」（２）（平成 29 年 2 月作成） 
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図表７－１８－８ 長岡大学ＣＯＣ通信 

 

 

 

通信 5月号 長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。

1

2016年

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。

長岡大学 地域連携研究センター　TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

まちなかキャンパス長岡で
長岡大学のパネル展示をしています。
まちなかキャン
パ ス 長 岡４階
ＰＲコーナーで
長岡大学の取
り組 み や 学 生
の 活 動を紹 介
し て い ま す 。
村山光博新学長の紹介や長岡大学COC事業の活動を
展示しています。また、「学生による地域活性化プログラ
ム」の各取組ごとの活動報告書も配布しています。
　展示は６月末まです。お気軽に足をお運びください。

めざせ、上級資格！これからのスケジュール

6月13日㈪

5月25日㈬

6月10日㈮

6月3日㈬

6月17日㈮

試験7月9日㈯

試験7月10日㈰

試験7月24日㈰
試験7月2日㈯
試験7月16日㈯

団体申込〆切 試 験 日

5/14長岡、5/21新潟会場 インターンシップ
マッチングフェアに参加しました。
ＣＯＣ＋事業として、平成28年度の＜インターンシップ・
マッチング・フェア＞が、５月14日（土）、21日（土）の両日、
長岡（長岡商工会議所）と新潟（メディアシップ）で、開催
されました。午前中はマナー講座が開講され、午後にイン
ターンシップ受入企業等（長岡会場30社、新潟会場38
社）と参加学生の間で、内容説明・質問・相談が行われま
した。
　本学からは、長岡会場に26名、新潟会場に11名の学
生が参加し、熱心な質疑応答のなかで、「新たな企業の
特徴がわかり、興味のある企業を発見できて、参加してよ
かった」との意欲に満ちた感想が寄せられました。

長岡大学市民公開講座

古事記（712年成立）や日本書紀（720年成立）は日本文学
や日本の歴史を理解するための基本的な文献です。どちらも
神代の話から書かれており、それらの神話を総称して「記紀
神話」と呼んでいますが、両書の神話には違いがあります。本
講座では、どのように違うのか、また、違うことにどのような意
味があるのかを考えながら読みます。今期は天孫に大国主の
神が地上世界を譲る話から読んでいきます。（全４回）

講　師 小川幸代（長岡大学教授）

6/23㈭、6/30㈭、7/14㈭、7/21㈭日　程

受講料 4回で4,000円 ※初回にお持ちください。

6月13日（月）までに下記までご連絡ください。

時　間

会　場

定　員

長岡大学　第４会議室

30名（先着順）

各回 19:00～20:30

申込

「記紀神話を読む・前編」のご案内

別途テキスト代が必要です。『日本神話』おうふう出版
後編を１１月に予定しています。

リテールマーケティング
（販売士）検定2、3級

eco検定（環境社会検定）
Word/Exce l1～3級

T O E I C テスト

福祉住環境コーディネーター
検定2、3級

長岡大学市民公開講座

スマートフォンやタブレットＰＣといわれる新しい情報端末は、
通話や電子メールだけでなく、動画や映画の鑑賞、写真撮
影、ＳＮＳやブログを使ったコミュニケーション等ができる便
利な機器です。しかし使い方を間違えると犯罪に巻き込ま
れる等の危険性も高く、利用には正しい知識が必要です。 
　この講座では、スマートフォンやタブレットＰＣを安全に楽
しく利用するための基礎知識を学びます。（全5回）

講　師 高橋治道（長岡大学教授）
吉川宏之（長岡大学准教授）

6/6㈪、6/13㈪、6/20㈪、6/27㈪、7/4㈪日　程

受講料 5回で5,000円

※お問合せは下記までご連絡ください。

時　間

会　場

定　員

まちなかキャンパス長岡
5階 502会議室
20名（先着順）

各回 18:30～20:00

スマホ・タブレット入門のご案内
高齢者のための

実際に操作しながら学びます
ので、スマートフォンやタブレ
ットＰＣをご用意ください。

2,376円（税込）
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通信 6月号

1

2016年

一般社団法人CYE 代表理事
任意組織Young Entrepreneurs運営委
員会 代表
慶應義塾大学環境情報学部 2015年卒業

一般社団法人CYE 理事
任意組織Young Entrepreneurs運営委
員会 副代表
慶應義塾大学総合政策学部 4年

長岡大学教授（起業家塾担当）

ビジネスプラン相談会

具体的なビジネスプランの相談
に応じます。セミナー終了後、9月
に3回(予定)開催。日時は参加希
望者と相談の上、決定します。

【参加費無料】

長岡大学 地域連携研究センター　TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

女性のための起業セミナー

起業に興味があるけれど、何から始めたらよいかわから
ない方。
起業した事業を軌道にのせて、もっと向上させたい方。

（起業後３年以内の女性）

　長岡大学では「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」
事業の1つとして、平成26年度から「女性のための起業セ
ミナー」を開講し、3年目になります。過去2年間に15名が
受講し、2名の女性起業家が創業しました。
　また、セミナーと合わせて＜創業支援メンター制度＞も設
けております。セミナ
ー終了後も専門の経
営コンサルタントが支
援を行います。多くの
女性の皆さまの参加
をお待ちしています。

平成28年度 長岡大学講演会

目指せ！学生起業家

日常生活の中で解消したい不満がある、自分の故郷を盛
り上げたい、ニュースで見たあの社会課題は解決するべ
きだ、自分の町の素晴らしい商品を世界に広めたい。若者
独自の着眼点や思いには非常に価値があります。若い今
だからこそエネルギーを注いで新しいことを始めたいと思
いませんか？
　勇気を持って一歩を踏み出せば、今までの自分に出来
なかったような挑戦が出来る世界が広がってきます。この
機会を有効活用して挑戦者としての一歩を踏み出そう！

社会に向けて新しいチャレンジを始めたい人
にオススメ！

※参加は無料ですが、事前申し込みが必要です。

平成28年度 起業人材養成セミナー

私らしく生きる！そんなあなたを応援します

時　間 18:30～20:30

10名限定 先着順定　員
対　象 起業を予定している女性、起業後3年以内の女性

会　場 長岡大学

7月14日㈭1 オリエンテーション／自己紹介／魅力ある事業計画の作り方①

講　師 小松俊樹（長岡大学教授／中小企業診断士）
今井進太郎（ｸﾞﾛｰｶﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ㈱代表／中小企業診断士）
山田康博（税理士法人ながおか会計／税理士） ほか

女性起業家体験談・農プロデュース　リッツ代表
7月21日㈭2
7月28日㈭3
8月  4日㈭4
8月10日㈬5

創業に効くネット活用法
創業財務　ポイントはこれだけ
魅力ある事業計画の作り方②
女性起業家体験談・（株）サマンサハート　代表取締役
成果発表

7月13日(水)締切り

日　時 ７月１２日（火）  16：30～18：00
長岡大学  217教室会　場

対　象 学生（高等専門学校、短期大学、大学、大学院）
高校生

第1部　起業家塾事前セミナー

講演 若者世代で社会を動かす！
自らの行動で社会を変える

大森 裕貴 氏

福田 恭子 氏

小松 俊樹

第2部　起業家塾説明会

起業家塾の進め方について

小松 俊樹

小松 俊樹

小松 俊樹

新谷 梨恵子
今井 進太郎
山田 康博

高橋 真由美

受講料 無 料（ただし資料代として2,000円）

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。

長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。
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通信 7月号 長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。

1

2016年

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。

詳細は
こちら

長岡大学 地域連携研究センター　TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

長岡大学市民公開講座

個人商店の簿記（日商簿記3級相当）
について学びます。全15回の講義で
日常の取引に関する仕訳から、決算
書（財務諸表）の作成までを学びま
す。（全15回）

初級簿記講座のご案内
長岡大学市民公開講座

メンタルヘルス・マネジメント検
定Ⅱ種ラインケアコースとⅢ種セ
ルフケアコースの内容に沿って、
メンタルヘルス、ストレス対策を
学びます。（全5回）

メンタルヘルス・マネジメント検定
Ⅲ種・Ⅱ種総合ストレスチェックのご案内

受講料 15回で15,000円 申込締切 9月13日㈫

定　員 20名（先着順）

テキスト代 教科書 972円（税込）、問題集 918円（税込）

会　場 長岡大学
中村大輔（長岡大学准教授）講　師

19:00～21:00時　間

9/20㈫～11/17㈭の火・木曜日
（9月22日、10月13日、11月3日を除く）

日　程

受講料 5回で5,000円

定　員 20名（先着順）

申込締切 9月2日㈮

会　場 長岡大学

山川智子（長岡大学教授）講　師

19:00～20:30時　間

9/9㈮、9/16㈮、9/23㈮、9/30㈮、10/7㈮日　程

若者の地方創生（人口減少対策）アイデアを募集します！

ながおか仕事創造アイデア･コンテスト

長岡市では、地方創生（人口減少対策）の取り組みの一環として、平
成27年度から、長岡大学の協力を得て、若者の魅力あるまちづくりや
起業のアイデアを募る「ながおか仕事創造アイデア・コンテスト」を開
催しています。この取り組みをきっかけに、若者の豊かな発想や興味を
伸ばし、志を持って長岡の魅力づくりを支えてくれる若者が市の内外
から集まり、そして、「将来の長岡の産業を担う多様な若者起業家」が
生まれ、高めあうことを期待しています。ふるってご応募ください。

いいね！アイデア部門 起業アイデア部門
長岡の地域資源（長岡花火、米百俵まつり、信濃川等）を活
用したもの・ことで、住んでいる人々が“あればいいな”、
市外に住んでいる人々が“行ってみたいな”と思うもの・こ
とのアイデア

起業につながる新しい事業・商品に関するアイデア（既
存企業から技術やノウハウなどの協力を得た起業計画
も可）

最優秀賞 5万円（1件）　北越銀行賞 5万円（1件）　優秀賞2万円（9件） 最優秀賞 10万円（1件）　北越銀行賞 10万円（1件）　優秀賞5万円（4件）

①小学校高学年（５・６年生）・中学生
②高校生
③学生・院生（専門学校、高等専門学校、短期大学、大学、大学院）
④概ね40歳までの社会人

平成28年7月1日㈮～平成28年9月14日㈬

〈事例〉新しい観光ルートや留学生との交流アイデアの提案など
〈事例〉地域資源の新しい活用法やICT（情報通信技術）を活用した
　　   ビジネスの提案など

ながおか・若者・しごと機構

後 援

主 催
共 催 長岡市、北越銀行、長岡大学（企画・運営）

新潟県教育委員会、長岡市教育委員会、長岡商工会議所、
長岡地域商工会連合、長岡公共職業安定所、長岡技術科学
大学、長岡工業高等専門学校、長岡造形大学、日本政策金
融公庫長岡支店 他

募 集 期 間

①高校生
②学生・院生（専門学校、高等専門学校、短期大学、大学、大学院）
③概ね40歳までの社会人

両部門とも、居住地・通学先・通勤先のいずれかが長岡広域圏（長岡市、見附市、小千谷市、出雲崎町）もしくは長岡市出身で、以下の対象区分に該当する方

※お問合せは下記までご連絡ください。

応 募 資 格

（日商簿記3級相当）

平成27年度の表彰式
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1

長岡大学 地域連携研究センター TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

ボランティアフォーラム
ボランティア活動で自分発見！ 子育ては、親育ち、人育ち！

子育てシンポジウム

科目「ボランティア体験」（担
当：米山）を履修した学生たち
が、体験の成果を発表します。
コメンテーターより講評をいた
だきます。

10月29日(土) 開講日時

会　　場 長岡大学 217教室
13：00～15：00

悠久祭と同時開催する長岡大学COC事業のイベントのご案内

講　　評 長岡市社会福祉協議会栃尾支所
ボランティアコーディネーター
阿部 奈津実 氏
NPO法人市民協働ネットワーク長岡 事務局長
高橋 秀一 氏

親が育ち、人が育つための
子育てを、一緒に考えませんか。

10月30日(日) 開講日時

会　　場 長岡大学 217教室
13：00～15：00

パネリスト 子育てコンシェルジュ
ファミリーサポートセンター
子育て中のお父さん、お母さん
長岡大学学生

プラレールで遊ぼう！ (米山ゼミ）

両日とも10:00～16:00　１号館３階 多目的室
綿あめ
プレゼント

※ どちらも入場無料、申し込み不要です。入退場も自由です。お気軽にご参加ください。

パネルディス
カッション 「子育ての現状」

長岡大学市民公開講座

講　　師 兒嶋 俊郎

10月19日(水)～11月23日（水）
全6回　時間19：00～20：30

開講日時

受 講 料 6,000円

１回 満鉄－中国における帝国主義権益の柱10月19日（水）

2回 満州事変-中国統一化への軍事的対抗10月26日（水）

3回 関東軍と満州国-軍事支配の日常化11月 2 日（水）

4回 満州国下の労働
-支配される人々の労働と生活について

11月 9 日（水）

5回 日本共産党満州地方事務局
-日本人の反帝国主義の戦い

11月16日（水）

6回 近現代の日本はどのような国だったのか11月23日（水）

近代における日中関係を「旧・満州」に焦
点を当てて考えます。
　今日の日中関係の歴史的背景理解の
助けになればと思っています。

会　　場 長岡大学

講座
内容

申込締切 10月12日(水)

近代東アジアの中の日本-批判的検討

長岡大学教授

長岡大学市民公開講座

講　　師 松本 和明

11月1日(火)～11月29日(火)
全5回　時間19：00～20：30

開講日時

受 講 料 5,000円

１回 生い立ちと幼少期・青年期11月 1 日（火）

2回 銀行業との関わり11月 8 日（火）

3回 ビール業：大阪麦酒の設立と展開
（現・アサヒビール）

11月15日（火）

4回 鉄道業：阪神電気鉄道の設立と展開11月22日（火）
5回 活動を支えた人間関係：

福沢諭吉・五代友厚・渋沢栄一
11月29日（火）

栃尾出身の外山脩造没後100年を記念
した特別講座で、外山の生い立ちと足跡
をたどることで「地方創生」について考え
ます。

会　　場 栃尾文化センター（長岡市中央公園1番36号）

講座
内容

申込締切 10月25日(火)

外山脩造の足跡と活動

長岡大学教授

※ お問合せ、申し込みは下記までご連絡ください。

話題提供 「子育ては楽しい」長岡大学准教授
米山 宗久

高齢者関係、
子ども関係、
環境関係、
生活支援など
のボランティア
体験を発表。

通信 9月号 長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。

2016年

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。
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1

長岡大学 地域連携研究センター TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

ボランティア・フォーラム
ボランティア活動で自分発見！ 子育ては、親育ち、人育ち！

子育てシンポジウム

科目「ボランティア体験」（担当：
米山）を履修した学生の代表が、
体験の成果を発表します。
　コメンテーターより講評をい
ただきます。

10月29日(土) 開講日時

会　　場 長岡大学 217教室
13：00～15：00

悠久祭と同時開催する長岡大学COC事業のイベントのご案内

親が育ち、人が育つための子育てを、
一緒に考えませんか。

10月30日(日) 開講日時

会　　場 長岡大学 217教室
13：00～15：00

パネルディス
カッション 「子育ては、親育ち、人育ち！」
話題提供 「子育ては楽しい」

高齢者関係、子ども関
係、環境関係、生活支
援など分野別に発表。

11月6日(日)13：00～16：00とき

会場 もみじ園 登録有形文化財（長岡市朝日600番地）

11月18日(金)14：00～16：30とき

会場 長岡市新社会福祉センター(長岡市表町2-2-1）

通信10月号 長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。

2016年

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。

平成28年度 長岡大学地（知）の拠点大学シンポジウム

髙橋九郎翁生誕165周年
記念シンポジウム

　近年多くの観光客が訪れる“もみじ園”（旧越路町）をひ
らいた髙橋九郎翁の生き方は、地方の時代と言われる現
代に生きる私たちに何かを語りかけてくれるのではないで
しょうか。“もみじ園”は、国の登録有形文化財に指定され
ました。このシンポジウムは地域の方々のご協力をいただき、
開催いたします。お気軽にご参加ください。

「髙橋九郎の足跡と活動」　 講師：長岡大学教授　松本 和明

「地方創生時代に九郎翁から学ぶことは！」
越路神谷区長 白井　湛 　氏
長岡市役所越路支所産業建設課課長 新保　浩一 氏
越路もみじの会会長 廣川　篤　 氏
ながおか生活情報交流ねっと理事長 桑原　眞二 氏
長岡大学教授 松本　和明
長岡大学学生
長岡大学教授 髙橋　治道

〈パネリスト〉　

〈コーディネーター〉　

第１部/講演 13：00 ～ 14：00

第２部/パネルディスカッション 14：30 ～ 16：00 　

髙橋ゼミナール学生

～地域の発展に生涯を捧げた軌跡～

先着50名

※お申込み、お問合せは下記までご連絡ください。

 2016長岡大学地域連携研究センターシンポジウム

ボランティア活動で
人の輪（和）をつくろう!

　本シンポジウムでは、ボランティア活動に関する調査結
果を報告するとともに、ボランティア活動を推進する方々を
パネリストに迎えて、長岡地域におけるボランティア活動の
活性化・発展の方向を議論したいと考えます。
　長岡地域でボランティア活動を推進し、関心をお持ちの
皆様の参加をお待ちしています。

先着100名

「ボランティア・ＮＰＯ活動の現状と課題」
　長岡大学准教授　米山 宗久

「ボランティア活動で人の輪（和）をつくろう！」
長岡市社会福祉協議会 宇佐美信久 　氏
ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡事務局長 高橋　秀一 氏
長岡傾聴ボランティアサークル会長 田所　典子 氏
フードバンクにいがた長岡センター  山崎　一雄 氏
長岡大学准教授 米山　宗久

長岡大学地域連携研究センター運営委員長 原田　誠司

〈パネリスト〉　

〈コーディネーター〉　

第１部/基調報告

第２部/パネルディスカッション 

※お申込み、お問合せは下記までご連絡ください。

お申込み不要
入退場自由

入場無料
入場無料
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通信11月号 長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。

1

2016年

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。

「髙橋九郎の足跡と活動」　
講師：長岡大学教授  松本和明

もみじ園（長岡市朝日）
もみじやカエデなどが色鮮やか

パネルディスカッション「地方創生時代に九郎翁から学ぶことは！」

長岡大学 地域連携研究センター　TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

髙橋九郎翁生誕165周年
記念シンポジウムを開催しました。
11月6日、紅葉真っ盛りのもみじ園（旧越路町）に於いて、
もみじ園を造った髙橋九郎翁の生誕１６５周年を記念する
シンポジウムを開催しました。当日は松本和明教授による
講演「髙橋九郎の足跡と活動」とパネルディスカッション
「地方創生時代に九郎翁から学ぶことは！」を行いました。
　肌寒い日でしたが、定員５０名の会場いっぱいの皆さん
が最後まで参加してくださいました。会場からは「とても興
味深い内容だった」、「長岡地域全体を対象にした事業と
して今後も継続し、長岡大学が地域の魅力発掘の先頭に
立ってほしい」といった意見が多数寄せられました。

10月29日、長岡市内の施設など１１カ所でボランティア体
験（担当教員：米山宗久）をした学生４０名が報告を行いま
した。
　当日はボランティア受入れ先の施設の方からも参加して
いただき、「学生が一回り大きく成長した姿が見られました」
「また来年度も来てください」等の感想をいただきました。

ボランティア活動で自分発見！

学生による地域活性化プログラムは、学生が地域の課
題を対象に調査研究を行い、学生の社会人基礎力、企
画・提案力の開発と地域活性化への貢献を目指すプロ
グラムです。この教育プログラムは１０年目を迎えました。
　今年度に活動した8取り組みの成果を発表いたします。

平成28年12月3日（土）
13:00 ～ 16:30 （受付開始12:30）

日　時

※お問合せは下記までご連絡ください。

会　場 ホテルニューオータニ長岡 ＮＣホール

平成28年度 成果発表会のご案内
学生による地域活性化プログラム

1　權ゼミ(1)   十分杯で長岡を盛り上げよう！
2　村山ゼミ　企業ホームページの改善による効果の確認
3　橋長ゼミ　未来の農業革新Ⅲ
4　高橋ゼミ　地域の文化と伝統をつなぐ
5　山川ゼミ　長岡周辺地域の温泉資源の現状分析と情報発信
6　広田ゼミ　グラスルーツグローバリゼーション－
7　權ゼミ(2)   酒粕で長岡を盛り上げよう！
8　鯉江ゼミ　「まちの駅」をフィールドとした活動等による
　　　　　　   地域活性化への貢献

入場無料

ボランティア・フォーラムを開催しました。

10月30日、現在子育て中のお父さん、お母さんと経験豊
かな子育てコンシェルジュ、子育てアドバイザーの皆様と
一緒に、子育てに関する悩みや仕事との両立で困ってい
ることなどを話し合いました。自分一人だけではなく、地域
社会や家族とのつながりを大事にしながら子育てをしてい
くアドバイスや心構えをお聞きしました。

子育ては、親育ち、人育ち！
子育てシンポジウムを開催しました。

悠久祭と同時開催の
COC事業のイベント
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1

通信  1月号 長岡大学の「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」が、平成25～
29年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業＝大学ＣＯＣ事業」に採
択されました。引き続き平成28～31年度は新潟大学の「地（知）の拠
点大学による地方創生推進事業＝COC＋事業」に参加いたします。

2017年

長岡市とともに産業活性化、社会課題解決および地域・コミュニティ活性化に取り組んでいます。

長岡大学 地域連携研究センター　TEL 0258-39-1600㈹　FAX 0258-39-9566お問合せ・申込先

発達段階による「子育て」に関する親の
意識変化

米山宗久

村山光博
長岡大学学長

1

発 表 テ ー マ 発表者

新潟県内中小企業における事業承継の
現状と課題

栗井英大2

長岡市域の製造業における
管理会計システムの普及に関する研究（継続）

中村大輔3

新潟における戦争の記憶4 兒嶋俊郎

第４回 悠久山･東山フォーラムのご案内

　インターンシップを通して、主体
的な学びの力をつけることを目標と
して取り組んだ、学生の自己成長と
成果を発表します。長岡大学から
は現場体験プログラムを履修した学生が発表します。

インターンシップ
フォーラム長岡

2月21日㈫ 13:00～16:30日 時

アオーレ長岡 1階 交流ホール会 場

※お申込みは2月10日㈮までに下記までご連絡ください。

平成28年度
＜地域志向教育研究＞成果発表会

本学教員による

　 本 学 教員による地 域 課 題
解 決を目指す＜地 域 志 向 教
育 研 究＞の 平 成 2 8 年 度 成
果発表会を次の要領で開催
します。お気 軽にご参 加くだ
さい。

226教室2月22日㈬ 13:30～15:30日 時10０名
入場無料

学生の発表を
聞きに行こう！

長岡造形大学、新潟工科大学、新潟産業大学、新潟経営大学

長岡大学　新商品開発チーム

はじめに－地域志向教育研究について－

※お問い合わせは下記までご連絡ください。

発表大学：新潟大学、新潟県立大学、新潟国際情報大学
　　　　 新潟薬科大学、新潟青陵大学、敬和学園大学

お雛さまとお茶会
―日本の伝統文化を受け継ぐー

2月25日㈯ 13:00～16:00日 時 長岡大学会 場

長岡大学では、平成25年度か
ら悠久山・東山フォーラムを開
催しております。今年度は、地
域の皆様と一緒にできること
として、「お雛さまとお茶会」を
楽しむフォーラムを企画いたし
ました。普段着でもお着物でも、お気軽にご参加ください。

プラレールで、
ママ友、パパ友を作ろう！
平成28年度長岡大学悠久
祭でプラレール遊びを行い、
２日間とも大盛況でした。
　今回は子供たちはもちろ
ん、ママやパパたちも楽しめ
るプラレール空間を企画い
たしました。奮ってご参加ください。

2月22日㈬締切り ※申し込みは下記までご連絡ください。
　当日参加も歓迎いたします。

講　演  13：00～14：00　217教室（無料）

◆当日は、長岡大学写真部による写真展示も行います。
　13：00～16：00　3階学生ホール（無料）雛茶会  14：00～16：00　3階学生ホール

内裏様はどっち？　　長岡大学教授　小川幸代

長岡大学茶道部（茶席券：300円、親子券500円）

プラレール  13：00～16：00　３階多目的室（無料）

主催：長岡大学地域連携研究センター  共催：長 岡 市

◆このフォーラムは、長岡大学「地（知）の拠点大学による
　地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」として行うものです。

「秋のイベントに向けた新商品開発（ケーキ・マカロン等）」

「インターンシップフォーラム新潟」は、
2月24日㈮にメディアシップ２階 日報ホールで開催されます。

発 表 大 学

地域の皆さま、ぜひ

長岡大学に来てみて！
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図表７－１８－９ まちなかキャンパス長岡でのパネル展示 

  

まちなかキャンパス長岡は、長岡駅前にある「学びと交流の拠点」で、市民の多様化、高度化す

る学びのニーズに対応するとともに、世代や地域を越えた交流をより盛んにすることを目指し、

多数の講座やイベントを開催している。５月のパネル展示では大勢の来場者に見ていただくこと

ができた。 

 

図表７－１８－１０ 長岡大学エントランスホールの横断幕による学内広報 

 

 

長岡大学のエン

トランスホール

（玄関ホール）は

全学生、来客、教

職員が行き来し、

展示物などが目

に留まりやすい

場所である。建学

の精神の掲示や

ブックレット、広

報誌等が置かれ

ている。 

平成 28 年度は

新潟大学の「地

（知）の拠点大学

による地方創生

推進事業（COC+）」

への参加にとも

ない、新しい横断

幕を作成した。 
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図表７－１８－１１ 長岡大学ＣＯＣ事業全体案内 
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図表７－１８－１１ 長岡大学ＣＯＣ事業全体案内 
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図表７－１８－１２ 地域連携研究年報 目次 
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Ⅷ ＜ＣＯＣ事業の各年度評価（文部科学省への提出文書）＞ 

１９ 平成 25 年度 

（１） 平成 25 年度アンケート結果集計表（文部科学省統一指標） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アンケート対象者（基礎データ）

全学生数 210

有効回答数 196

割合 93.3%

全教員 24

有効回答数 23

割合 95.8%

全職員 29

有効回答数 29

割合 100.0%

全連携自治体 1

有効回答数 1

割合 100.0%

アンケート結果の集計

全学生対象

人数 割合

はい 124 0.63265306

いいえ 53 0.27040816

わからない 19 0.09693878

人数 割合

はい 28 0.14285714 84

はい（複数科目） 56 0.28571429

いいえ 112 0.57142857

人数 割合

はい 55 0.6547619

いいえ 7 0.08333333

わからない 22 0.26190476

自由記述は【全学生対象の「問4」の自由記述欄の集計結果】を参照下さい。

H25　アンケート結果　集計表（文部科学省統一指標）

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

２．当該大学が「地域のための大学」として実施する授業科目等（○○（選択・必修、対象年次、対象学部）←各大学が個
別に記載する）を受講したことがありますか。

（「２．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）
３．上記科目を受講した結果、課題を含めた地域の現状を把握するとともに、地域の課題解決に役立つ知識・理解・能力
は深まりましたか。

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）
４．その知識・理解・能力を今後どのように活かしていきたいと思いますか。（自由記述)
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全教員対象

人数 割合

はい 22 0.95652174

いいえ 1 0.04347826

わからない 0 0

人数 割合

教育・研究とも実施 11 0.47826087

教育のみ実施 9 0.39130435

研究のみ実施 1 0.04347826

いいえ 2 0.08695652

全職員対象

人数 割合

はい 29 1

いいえ 0 0

わからない 0 0

全連携している自治体（代表）対象

○ 大いに満足 （市と連携して着実にやっている ）

満足 （ ）

不満 （ ）

大いに不満 （ ）

※自由記述に限り、適宜行を追加いただいて構いません。

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

２．「地域のための大学」として、地域を志向した教育・研究に参加していますか。

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

１．当該大学の取組は「地域のための大学」として満足するものですか。
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全学生対象の「問４」の自由記述欄の集計結果 

                            長岡大学ＣＯＣ推進本部事務局 
＊全学生対象の「問４」の自由記述欄の集計結果は以下の通りです。 

 対象学生は、２～４年生です。平成 26 年度の新入生は対象にしていません。 
 また、この学生の回答は並び替え（就職関係を後半に）はしましたが、原文のまま掲載してお

ります。 
 
＜学生の自由記入回答結果＞ 
・地域の人口の減少について知った。 
・学んだことを地域に還元し、活性化に繋げていこうと思う。 
・講義等で出された問題を自分なりに考え実行にうつせたらと思う。 
・地域活性化のイベント等に積極的に参加しようと思う。 
・地域のボランティア活動などに参加する 
・教授からの知識を実施しようと思う。 
・長岡市民なのでもっと長岡のことを知っていきたい。 
・地域の人たちと何かイベントをしたい 
・さらに知識を深めていきたい。 
・地域活性化について皆はよく気にしないですが、これからイベントとかをやって深くしようと

思う。 
・地域活性化のイベント等に積極的に参加しようと思う。 
・地域を見る目が変化し、自分の行動も変化した。 
・まちの駅としてもっと活動して欲しい。 
・今後、様々な場面で活かしていけるようなら活かしていきたい。 
・日本の文化を学びました。 
・参加しようと思う。 
・地域への貢献に使う。 
・保育関連の講義もしてほしい。 
・地域活性化のために何かをやりたいと思う 
・就職活動に役立てたい 
・就職して家族や世話になった人たちに恩返し 
・地域に密着した取組みのある地元企業に就職して地域貢献したい。 
・長岡市の企業に就職したい。 
・就職活動の時や就職したときに活かしたい。 
・就職に役立つ 
・地域を活性化できる企業に就職したいと思う。 
・企業に就職する際、面接や履歴書の内容としていかしていきます 
・地域の企業に就職し、学んだ知識を還元しようと思う。 
・就職活動に活かしていきたいと思う。 
・地域の企業に就職しようと思えた 
・地域の企業等に就職したいと思います 
・地域に就職しようと思った  
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（２） 平成 25 年度フォローアップ（学長としての事業総括及び採択の際に通知した 

別紙における対応状況） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大学等名： 長岡大学     　　　　　　　　　　　　　　　　　

学長氏名： 内藤　敏樹　　　　　　　　　　　　　　　       

事業名称： 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム　

【学長としての事業総括】

→

→

【採択の際に通知した別紙における対応状況】

→

※別紙に記載されている事項について、すべて記載してください。（必要に応じて行を追加して構いません）
※別添資料を添付することも差し支えありません。
※H25年度に実施した内容を記入してください。（「○月に○科目開講した」等、できるだけ具体的に記載してください）
※H26年度以降の計画を記入してください。（「○年○月までに実施する」等、できるだけ具体的に記載してください）

⑩人件費・謝金は高額なので、必要性・効率性・成果等を検討し、費用対効果を確実なものとするこ

と。
→

【H25年度での対応】

人件費だけでなく、謝金についても、費用対効果の観点から検討して、抑制的に支出を行った。

【H26年度以降の計画】

平成26年度も同様の考え方で、抑制的に支出を行うよう努力する。

⑨人件費について、継続性の観点から、事業実施を可能にする方策を検討すること。 →

【H25年度での対応】

人件費の上昇を抑えるよう、時間外作業は行わないようにした。

【H26年度以降の計画】

平成26年度も前年度と同様の考え方で、経費の上昇を回避する努力を行う。

⑧次年度以降、補助金減額はありうる。縮小・中止事業は相談すること。 →

【H25年度での対応】

縮小・中止事業はなかった。

【H26年度以降の計画】

推進体制をきちんと整備し、縮小・中止事業が出ないよう努める。

⑦公平・最小の費用で最大限の効果が上がるように経費を使うこと。 →

【H25年度での対応】

備品や一定基準以上の印刷費等は、相見積もり等で価格をできるだけ抑えるよう努力している。

【H26年度以降の計画】

平成26年度も前年度以上に、費用対効果の観点から、経費支出の効率化に努力する。

⑥広報・フォーラム時には地（知）の拠点整備事業助成事業であることを明確にする。 →

【H25年度での対応】

企業講師授業、パネル、案内・リーフレット、ブックレット、講座やシンポジウム・フォーラム等にはシン

ボルマークを掲示し、ＣＯＣ助成事業であることを明示した。

【H26年度以降の計画】

平成26年度も前年度実績を踏まえ、年間を通して広報を行う。

⑤事業補助期間の５年間、多方面からの事業評価アンケートを行う。 →

【H25年度での対応】

ＣＯＣ協議会、地域課題調整部会では、連携自治体等連携機関の意向・評価は聞くことができた。そ

の他では、文部科学省指示の調査以外はできなかった。

【H26年度以降の計画】

平成26年度は、学生には満足度調査の改訂版（ＣＯＣ評価項目追加）で行い、教職員及び連携自治

体等へのアンケート調査・ヒアリング等を実施し、ＣＯＣ事業の改善点を探る。

④全学的な地域志向教育研究のＦＤ／ＳＤを実施すること。 →

【H25年度での対応】

採択後、取組推進のための全学的ＦＤ／ＳＤを４回開催して、当事業の推進合意を図った。

【H26年度以降の計画】

平成26年度は、ＦＤ、ＳＤともに、２ヶ月に１回づつ、それぞれ会議・研修等を開催し、教育方法の改善・

高度化、考える力の養成等を図り、ＣＯＣ事業に資することをめざす。

別紙における指摘事項 その対応状況

H25  フォローアップ（学長としての事業総括及び採択の際に通知した別紙における対応状況）

学長としての自己評価 自己評価を踏まえた今後の展開等

本事業の実施によって、これまで教員・職員がそれぞれの立場から独自に取り組んできたものが、相

互に連携性を持ったものとして取りまとめることを要求されるようになってきた。このことは一部で立場・

姿勢の違いによる軋轢を生じさせたが、これはかえって雨降って地固まるになった。地域志向の方向

性がより強固になったという意味で極めて有意義である。さらに外部の評価、意見等をさまざまな活動

の中で聞くことができ、今後に向けてのよい材料となっている。

今後さらに地域各団体・組織等とのさまざまな意味における「キャッチボール」が進展することが予期

される。それを通じてより「地域のためになる」存在に近づかなければならない。

→

【H25年度での対応】

整合性については、次年度調査踏まえて、検討することとした。履修指導はｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝで実施。平成

26年度地域志向・学修科目を35科目（図表１）とし、必修８科目とした。

【H26年度以降の計画】

平成26年度に「創造人材調査」を実施し、その結果を踏まえて、目標と取組内容・科目内容の整合性

を具体的に検討する。

①目標に対し、取組内容と地域志向科目の内容の整合性を明確にすること。また、地域志向科目への

履修指導の実施、同科目の必修化を進めること。

②地域志向科目以外の科目でも地域関係の学修を取り入れること。また、シラバスでその旨明示する

こと。
→

【H25年度での対応】

上記の通り、担当教員の意向に基づき、平成26年度地域志向・学修科目を35科目に拡大した。

【H26年度以降の計画】

上記35科目の授業を実施し、地域志向科目と地域学修科目の異同、授業内容・方法の違い等を明確

にし、平成27年度の計画に反映させる。

③地域志向教育研究経費は、公募で公平な審査で配分するとともに、実績・成果評価を行うこと。 →

【H25年度での対応】

基本方針（「手引き」等）を作成し、公募を行い、５名（件）を選定した。年度末に報告書はまとめたが、

成果報告は次年度にもち越した。

【H26年度以降の計画】

平成25年度の成果報告を行う。平成26年度は公募により、さらに多くの教員（７～８名）が当教育研究

に従事し、成果をあげるように努力する。

FU様式
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２０ 平成 26 年度 

（３）平成 26 年度アンケート結果集計表（文部科学省統一指標） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アンケート対象者（基礎データ）

全学生数 200

有効回答数 161

割合 80.5%

全教員 24

有効回答数 24

割合 100.0%

全職員 31

有効回答数 31

割合 100.0%

全連携自治体 1

有効回答数 1

割合 100.0%

アンケート結果の集計

教育活動の状況

科目

科目

科目

人

％

自県内入学者及び自県内就職者の状況について

人

人

人

人

人

１．本項目に加えて、別添１の入学・就職状況調査票（03【別添1】【○○大学】入学及び就職状況）についても記
入願います。

H26　アンケート結果　集計表（文部科学省統一指標）

１．地域志向科目※を何科目設置していますか。現在開設している科目数と、平成26年度新規に開設した科目数をそれぞ
れお答えください。

うち、平成26年度新規に開設した科目数

現在開設している科目数 35

21

２．地域志向科目にアクティブラーニングを導入している科目を何科目開設していますか。

当該科目の履修者数の全学生に対する割合
（当該科目の履修者数①／全学生数）

451.3

アクティブラーニングの科目数 31

1,363当該科目の履修者数（実数）①

２．平成26年度末日における全就職者数のうち、 COC事業の協力先企業（共同研究、インターンシップ、PBL等）に就職し
た数をお答えください。

COC事業の協力先企業就職者数 0

うち、その他

うち、共同研究連携

うち、PBL

うち、インターンシップ

・「集計表」シートは、集計用に使用しますので、編集・削除等は絶対にしないでください。
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連携自治体等からの支援の状況

①人的支援について

教授 准教授
講師・助教・

助手

自治体

企業等

②物的支援について

自治体

企業等

③財政的支援について

円

円

連携自治体や企業等からの相談状況

件

件

件

件

件

件

件

件

件

件

１．大学COC事業を進めるにあたり、連携する自治体や企業等とのコストシェアの状況についてお答えください。

その他職員

教員

・（記載例）サテライトオフィスとして、自治体所有の施設を3カ所無償で貸与。

・○○・・

自治体名

長岡市 649,000

金額

企業等名 金額

地域との連携強化に資する組織により（又は当該組織を通じて）連携自治体や企業から受けた相談件数をお答えください。

会場提供 1

企業等からの相談件数 14

連携自治体からの相談件数 11

地域活性化等 6

委員 2

うち、中小企業 5

うち、小規模企業

うち、大企業

うち、その他 9

講座等 2

 
 
 
 
 

− 202 −



203 
 

全学生対象

人

人

人

人

人数 割合

知っている 102 0.63354037

知らない 34 0.21118012

わからない 25 0.1552795

人数 割合

はい 55 0.34161491 55

はい（複数科目） 30 0.1863354

いいえ 105 0.65217391

人数 割合

はい 36 0.42352941

いいえ 2 0.02352941

わからない 16 0.18823529

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）

人数 割合

そう思う 11 0.12941176

ややそう思う 13 0.15294118

どちらでもない 15 0.17647059

あまりそう思わない 1 0.01176471

そう思わない 3 0.03529412

５．上記科目の受講が、大学のある地域（都道府県）の企業や自治体等に就職しようとするきっかけになりましたか。

２．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

３．当該大学が「地域のための大学」として実施する授業科目等（○○（選択・必修、対象年次、対象学部）←各大学が個
別に記載する）を受講したことがありますか。

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）
４．上記科目を受講した結果、課題を含めた地域の現状を把握するとともに、地域の課題解決に役立つ知識・理解・能力は
深まりましたか。

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）
６．その知識・理解・能力を今後どのように活かしていきたいと思いますか。（自由記述)

その他 32

分からない 0

・地域活性化のイベント等に積極的に参加しようと思う。
・大学の地域活性化プログラムの活動に活かしたい。
・少しでも自分の住んでいる地域に対して何かできればよいなと思う。
・地元の企業に就職して地元の活性化に役立ちたい。
・地域振興の仕事に就きたい。　　　　　　・地域の特色を生かせるようにしていきたい。
・地域の人と関わる際に活かしたい。

現在通っている大学がある都道府県以外 7

現在通っている大学がある都道府県（地元の大学へ進学） 122

１． あなたの出身（出生地）について、当てはまるもの1つを選んでください。
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全教員対象

人数 割合

知っている 24 1

知らない 0 0

わからない 0 0

人数 割合

教育・研究とも実施 12 0.5

教育のみ実施 11 0.45833333

研究のみ実施 1 0.04166667

いいえ 0 0

全職員対象

人数 割合

知っている 31 1

知らない 0 0

わからない 0 0

全連携している自治体の代表を対象

自治体数 割合

はい 1 1

いいえ 0 0

わからない 0 0

自治体数 割合

はい 1 1

いいえ 0 0

わからない 0 0

自治体数 割合

大いに満足 1 1

満足 0 0

不満 0 0

大いに不満 0 0

３．当該大学の取組は「地域のための大学」として満足するものですか。
　（理由は、「入力用(自治体理由)」シートに記載願います）

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

２． 当該大学の取組について、円滑な連携のもとに実施されていると思いますか。
　　（理由は、「入力用(自治体理由)」シートに記載願います）

１． 当該大学の取組は、副申した事業計画どおりに進捗していると思いますか。
　（理由は、「入力用(自治体理由)」シートに記載願います）

２．「地域のための大学」として、地域を志向した教育・研究に参加していますか。

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。
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大学名：

学部 修士課程 博士課程
入学定員 ８０名

1．学部の状況について
（１）自県内入学者数の推移（各年度５月１日時点）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
①入学者数 71 60 87 112
②うち自県内入学者数 50 54 72 96
③うち連携自治体入学者数 11 18 19 36
自県内入学率（②+③）/① 70.42% 90.00% 82.76% 85.71% #DIV/0! #DIV/0!

（２）自県内就職者の推移（各年４月１日時点）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

①就職者数 103 93 68
②うち自県内就職者数 92 78 62
③うち連携自治体就職者数 16 17 9
自県内就職率（②+③）/① 89.32% 83.87% 91.18% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

２．大学院（修士課程）の状況について
（１）自県内入学者数の推移（各年度５月１日時点）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
①入学者数
②うち自県内入学者数
③うち連携自治体入学者数
自県内入学率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（２）自県内就職者の推移（各年４月１日時点）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

①就職者数
②うち自県内就職者数
③うち連携自治体就職者数
自県内就職率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

３．大学院（博士課程）の状況について
（１）自県内入学者数の推移（各年度５月１日時点）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
①入学者数
②うち自県内入学者数
③うち連携自治体入学者数
自県内入学率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（２）自県内就職者の推移（各年４月１日時点）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

①就職者数
②うち自県内就職者数
③うち連携自治体就職者数
自県内就職率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

自県内入学者数：大学が所在する都道府県の入学者数を計上するものとする。

連携自治体入学者数：大学が所在する都道府県以外の自治体とも連携している場合に、当該連携自治体からの入
学者数を計上するものとし、②の外数を計上するものとする。

自県内就職者数：大学が所在する都道府県に就職した学生数を計上するものとする。

連携自治体就職者数：大学が所在する都道府県以外の自治体とも連携している場合に、当該連携自治体に就職し
た者の数を計上するものとし、②の外数を計上するものとする。

H26  自県内入学者及び自県内就職者の状況について

長岡大学
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（４）平成 26 年度長岡大学「地（知）の拠点整備事業」＝大学ＣＯＣ事業 

大学独自調査結果・全体とりまとめ 

                      平成 27 年６月 長岡大学ＣＯＣ事業推進本部 
 長岡大学ＣＯＣ事業推進本部は、平成 27 年４月に、「平成 26 年度長岡大学「地（知）の拠点

整備事業」＝大学ＣＯＣ事業に関する調査（長岡大学独自）」を実施しました。学生、教職員、連

携機関の皆様のご協力で実施することができました。厚く御礼申し上げます。ここに「全体とり

まとめ」を報告します。 
 
１ ＣＯＣ事業情報の交流・共有状況について（学生・教員・事務職員・連携機関の問２） 

 様々なＣＯＣ事業情報の交流・共有状況について聞いた。図表１は、学生、教員、事務職員、

連携機関の方々がホームページ等を「見る」（「よく見る」＋「時々見る」）人の割合をまとめた表

である。 

これによれば、第１に、学生は、チラシ、ＣＯＣ通信、パネルは 40％程度の学生が見ているが、

長岡大学ホームページは 30％弱とやや低くなっている。 

第２に、これに対し、教員と事務職員は、チラシとＣＯＣ通信はほぼ 100％が見ている。とく

に、事務職員はホームページ、パネルともに約 80～90％が見ており、教員を上回っている。 

第３に、連携機関の方も、チラシやＣＯＣ通信は 90％程度以上の方々が見ており、ホームペー

ジも 70％弱が見ている。 

第４に、ブックレット・研究年報などの印刷冊子は教員と事務職員は 70％前後が見ているが、

学生、連携機関の方で見ている人は非常に少なくなっている。 

以上から、チラシ、ＣＯＣ通信、学内パネルは引き続き充実させ、ホームページも魅力あるも

のに変えていく必要がある、ことがわかる。 

図表１ 各種ＣＯＣ情報を「見る」人の割合   

  

学生 教員 事務職員 連携機関

ホームページ 27.30% 70.90% 83.90% 66.70%

事業案内チラシ等 41.60% 95.80% 100.0% 100.0%

ＣＯＣ通信 41.60% 95.80% 96.80% 88.90%

学内設置パネル 39.80% 83.30% 87.10% -

ブックレット等 1.20% 75.00% 67.80% 11.10%  
   （注）回答者は、学生 161 人、教員 24 人、事務職員 31 人連携機関９人 

  ※結果の詳細については、４ページ以降の参考図表を参照 

 
２ ＣＯＣ事業で関心ないし評価できる事業等について 

（１）学生が関心を持った、あるいは評価できる事業等（学生の問１） 

学生が関心を持った、あるいは評価できる事業の主なものは、次の４つである。 

・資格取得対策講座（21.1％）      ・地域活性化プログラム（18.6％） 

・企業見学（10.0％）          ・企業講師の授業（4.4％） 
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（２）教職員・連携機関が評価できる事業等（教員・事務職員・連携機関の問２の（３）） 

 ａ 教員・・・ＣＯＣ通信、市民公開講座、地域志向研教育究・『地域連携研究』の刊行、東山

活性化関係。 

ｂ 事務職員・・・地域活性化活動への地域の方の参加（マップづくり）、ＣＯＣ通信、ホーム

ページ掲載、チラシ、市広報誌掲載。 

ｃ 連携機関・・・東山地区での住民・学生のワークショップの取組が成果を上げている、継

続されたい。 

 
（３）もっと力を入れて取り組むべき事業（教員・事務職員・連携機関の問２の（３）） 

ａ 教員・・・地域・住民とのかかわりを持った事業が消極的なので教員が積極的にかかわり

を持つシステム作りが必要、地域活性化プログラムの革新、地域志向教育研究の拡大、新

聞への広報拡大。 

ｂ 事務職員・・・もっと魅力的なパネルづくり、もっと薄いブックレット・研究年報、ホー

ムページの充実、プレスリリース・ホームページ掲載数を多く、学生の資格取得。 

ｃ 連携機関・・・長岡中心市街地まで情報提供の手立てがほしい、学生の意見の刊行物で発

信されたい（例：市外学生による地域課題の解決方法提案）。 

 

（４）新しい情報交流・共有の事業（教員・事務職員・連携機関の問２の（３）） 

ａ 教員・・・広報としての記者懇談会、ＣＡＴＶ企画、前期・後期の第１回授業における当

事業の説明、マスメディア・ローカルメディアでの情報発信拡大。 

ｂ 事務職員・・・既存事業に重点、フェイスブックの活用、ＣＯＣ通信内容を分かり易く 

（１取組み１枚程度）、留学生・日本人学生の交流の地域貢献イベント等、情報アクセス

の改善（全教職員アクセス可能）。 
 
３ ＣＯＣ事業全般で評価・改善が必要な事業について（学生・教員・事務職員の問３） 

 ａ 学生・・・地域活性化プログラムはもっと学外で情報発信すべき（大学イメージの向上の

ためにも）、県外企業の見学したい、ボランティアなど決まった人以外にも拡大して、資格

取得にもっと力を入れる、事業を学内にわかりやすく掲示する。 

ｂ 教員・・・資格取得学生の拡大、起業関心学生の拡大（以上は履修登録前のアピール必要）、 

地域活動ゼミの予算増、地域志向科目の再検討、地域志向教育研究発表会への外部参加者

の拡大、悠久山・東山地域活性化の中味と意味をはっきりさせること、産業界・地域コミ

ュニティとの連携拡大、担当部局以外の市役所への横断的展開、ＣＯＣ先進地視察・研修、

広報の強化。   

ｃ 事務職員・・・市民公開講座の受講者拡大、資格取得支援、地域活性化の推進、ホームペ

ージの充実、資格取得支援センターの充実・資格取得拡大（資格ハンドブックは良い）、会

社見学の拡大、ＰＲＯＧ導入・アピール、＜長岡大学＝地域貢献、地域密着＞のイメージ、

イノベーション人材養成講座・創業セミナーの拡大・創業（後含め）支援体制度の拡充。 
４ 連携機関・長岡大学の連携事業等について－地方創生推進の観点で－（連携機関の問３） 

・連携事業・産学連携活動の一層の拡大・充実 
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・学生の意見を吸い上げる仕組みの構築（ながおか・若者・しごと機構の構築、推進） 
・人口減少による地域社会における影響分析（地方財政、インフラ維持管理、地域経済への影

響等） 
・Ｕ・Ｉターンの推進事業（卒業生で県外企業に勤務者への長岡地区の就職情報の提供等） 

・長岡市の「オリーブ構想プロジェクト」について連携して推進 

・学生主体の長岡大学ＣＯＣ通信の編集・刊行が必要 

・地方（中越、「特に中越大震災被災地」の今を情報発信－被災地を支えた様々なＮＰＯ等が参

画する知のプラットホームを形成 

・産学官間でのネットワークを生かした創業セミナーや融資相談体制作り 

 

５ 全般的意見欄（教員・事務職員・連携機関の問４） 

ａ 教員・・・地域志向教育研究の成果の活用（オムニバス授業や市民講座などで学生・地域

への還元を行う）、クラブ活動を活発に、ＣＯＣ事業取組みの一層の工夫（全教員の参加）、

本事業終了後（補助金終了後）のビジョンを。 

 ｂ 事務職員・・・効率的な事業展開をいかに図るか、学生主体の活動を拡大、全員参加（教

職員全員が最低１つの事業の直接担当者になる）を、ＣＯＣ事業終了後のビジョンは（既

存事業との融合を）、地域活性化プログラムの成果発表前のプレゼンテーション指導、多様

な学生をカバーする教育プログラムの構築、教職員の参加意識の高揚を図る。 

 ｃ 連携機関・・・若い感覚と力・柔軟な発想が必要（提案活動）、長岡大学と長岡市の距離感

が縮まっている、長岡地区起業家塾運営会議の今後の計画は、長岡大学ＣＯＣ通信は学生

編集が必要、情報発信機能の強化が重要（長岡大学独自の具体的なプロジェクトの提案と

実践、例えば「元気な集落を救う、長岡大学プロジェクト」など）。 

 

６ 推進体制について 

（１）ＣＯＣ諸情報の共有について（教員・事務職員の問２の（１）） 

 ・毎週の「ＣＯＣ事業運営事務局会議通信」の教職員への送信・・・「よい」が教員 87.5％、

事務職員 96.8％ 

（２）地（知）の拠点整備事業推進本部について（以下、教員・事務職員・連携機関の問１） 

ａ 月１回開催で十分か・・・「十分」→教員 75％、事務職員 64.5％ ＊不明あり 

 ｂ 地域連携研究センター３部会は機能しているか・・・「機能」→教員 66.5％、 

事務職員 48.4％       ＊不参加のため不明多し 

（３）地（知）の拠点整備事業推進協議会について 

 ａ 年１回で十分か・・・「十分」→連携機関 66.7％ 
               ＊但し、必要に応じて開催すべきとの意見あり 

（４）地域課題調整部会について 

ａ 月１回で十分か・・・「十分」→連携機関 44.57％ 
               ＊但し、「隔月に減らしてもよい」が 33.3％あり 
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２１ 平成 27 年度 

（５）平成 27 年度アンケート結果集計表（文部科学省統一指標） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アンケート対象者（基礎データ）

全学生数 255

有効回答数 231

割合 90.6%

全教員 22

有効回答数 22

割合 100.0%

全職員 25

有効回答数 25

割合 100.0%

全連携自治体 1

有効回答数 1

割合 100.0%

アンケート結果の集計

教育活動の状況

科目

科目

科目

人

％

自県内入学者及び自県内就職者の状況について

人

人

人

人

人

・「集計表」シートは、集計用に使用しますので、編集・削除等は絶対にしないでください。

アクティブラーニングの科目数 36

1,567当該科目の履修者数（実数）①

２．平成27年度末日における全就職者数のうち、 COC事業の協力先企業（共同研究、インターンシップ、PBL等）に就職し
た数をお答えください。

COC事業の協力先企業就職者数 0

うち、その他

うち、共同研究連携

うち、PBL

うち、インターンシップ

１．本項目に加えて、別添１の入学・就職状況調査票（03【別添1】【○○大学】入学及び就職状況）についても記
入願います。

H27　アンケート結果　集計表（文部科学省統一指標）

１．地域志向科目※を何科目設置していますか。現在開設している科目数と、平成27年度新規に開設した科目数をそれぞ
れお答えください。

うち、平成27年度新規に開設した科目数

現在開設している科目数 36

1

２．地域志向科目にアクティブラーニングを導入している科目を何科目開設していますか。

当該科目の履修者数の全学生に対する割合
（当該科目の履修者数①／全学生数）

476.3
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連携自治体等からの支援の状況

①人的支援について

教授 准教授
講師・助教・

助手

自治体

企業等

②物的支援について

自治体

企業等

③財政的支援について

円

円

連携自治体や企業等からの相談状況

件

件

件

件

件

件

件

件

件

件

全学生対象

人

人

人

人

現在通っている大学がある都道府県以外 7

現在通っている大学がある都道府県（地元の大学へ進学） 183

うち、中小企業 10

うち、小規模企業

うち、大企業

うち、その他

１． あなたの出身（出生地）について、当てはまるもの1つを選んでください。

委員 9

その他 37

分からない 4

会場提供 1

企業等からの相談件数 10

連携自治体からの相談件数 14

地方創生 3

地域活性化 1

企業等名 金額

0

地域との連携強化に資する組織により（又は当該組織を通じて）連携自治体や企業から受けた相談件数をお答えください。

自治体名

長岡市 1,062,000

金額

１．大学COC事業を進めるにあたり、連携する自治体や企業等とのコストシェアの状況についてお答えください。

その他職員

教員
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人数 割合

知っている 169 0.73160173

知らない 40 0.17316017

わからない 21 0.09090909

人数 割合

はい 39 0.16883117

はい（複数科目） 78 0.33766234

いいえ 112 0.48484848

人数 割合

はい 87 0.74358974

いいえ 8 0.06837607

わからない 20 0.17094017

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）

人数 割合

そう思う 17 0.14529915

ややそう思う 45 0.38461538

どちらでもない 29 0.24786325

あまりそう思わない 7 0.05982906

そう思わない 5 0.04273504

全教員対象

人数 割合

知っている 22 1

知らない 0

わからない 0

人数 割合

教育・研究とも実施 12 0.54545455

教育のみ実施 9 0.40909091

研究のみ実施 1 0.04545455

いいえ 0

５．上記科目の受講が、大学のある地域（都道府県）の企業や自治体等に就職しようとするきっかけになりましたか。

２．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

３．当該大学が「地域のための大学」として実施する授業科目等（○○（選択・必修、対象年次、対象学部）←各大学が個
別に記載する）を受講したことがありますか。

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）
４．上記科目を受講した結果、課題を含めた地域の現状を把握するとともに、地域の課題解決に役立つ知識・理解・能力は
深まりましたか。

（「３．」の質問で「はい」を選択した方はご回答ください。）
６．その知識・理解・能力を今後どのように活かしていきたいと思いますか。（自由記述)

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

２．「地域のための大学」として、地域を志向した教育・研究に参加していますか。

・インターンシップに参加して自分に合った企業を見つけたい。
・地域の企業に就職し能力を活かしたい。
・長岡市以外の地域の地域活性化活動との相違点を見つけて地域貢献につなげたい。
・コミュニケーション能力を高め、いろいろな場で交流を深めたい。
・他の地域に就職したときの問題解決に役立てたい。
・地域のボランティアに参加してみたいと思った。
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全職員対象

人数 割合

知っている 25 1

知らない 0

わからない 0

全連携している自治体の代表を対象

自治体数 割合

はい 1 1

いいえ 0

わからない 0

自治体数 割合

はい 1 1

いいえ 0

わからない 0

自治体数 割合

大いに満足 1 1

満足 0

不満 0

大いに不満 0

２． 当該大学の取組について、円滑な連携のもとに実施されていると思いますか。
　　（理由は、「入力用(自治体理由)」シートに記載願います）

１． 当該大学の取組は、副申した事業計画どおりに進捗していると思いますか。
　（理由は、「入力用(自治体理由)」シートに記載願います）

１．当該大学、短大、高専（以下、「大学」とする）が、「地域のための大学」として地域に関する教育・研究・社会貢献活動
を推進していることを知っていますか。

３．当該大学の取組は「地域のための大学」として満足するものですか。
　（理由は、「入力用(自治体理由)」シートに記載願います）
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大学名：

学部 修士課程 博士課程
入学定員 ８０名

1．学部の状況について
（１）自県内入学者数の推移（各年度５月１日時点）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
①入学者数 71 60 87 112 85
②うち自県内入学者数 50 54 72 96 76
③うち連携自治体入学者数 11 18 19 36 30
自県内入学率（②+③）/① 70.42% 90.00% 82.76% 85.71% 89.41% #DIV/0!

（２）自県内就職者の推移（各年４月１日時点）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

①就職者数 103 93 68 44
②うち自県内就職者数 92 78 62 36
③うち連携自治体就職者数 16 17 9 20
自県内就職率（②+③）/① 89.32% 83.87% 91.18% 81.82% #DIV/0! #DIV/0!

２．大学院（修士課程）の状況について
（１）自県内入学者数の推移（各年度５月１日時点）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
①入学者数
②うち自県内入学者数
③うち連携自治体入学者数
自県内入学率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（２）自県内就職者の推移（各年４月１日時点）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

①就職者数
②うち自県内就職者数
③うち連携自治体就職者数
自県内就職率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

３．大学院（博士課程）の状況について
（１）自県内入学者数の推移（各年度５月１日時点）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
①入学者数
②うち自県内入学者数
③うち連携自治体入学者数
自県内入学率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（２）自県内就職者の推移（各年４月１日時点）
平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

①就職者数
②うち自県内就職者数
③うち連携自治体就職者数
自県内就職率（②+③）/① #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

自県内入学者数：大学が所在する都道府県の入学者数を計上するものとする。

連携自治体入学者数：大学が所在する都道府県以外の自治体とも連携している場合に、当該連携自治体からの入
学者数を計上するものとし、②の外数を計上するものとする。

自県内就職者数：大学が所在する都道府県に就職した学生数を計上するものとする。

連携自治体就職者数：大学が所在する都道府県以外の自治体とも連携している場合に、当該連携自治体に就職し
た者の数を計上するものとし、②の外数を計上するものとする。

H27　自県内入学者及び自県内就職者の状況について

長岡大学
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（６）平成 27 年度長岡大学「地（知）の拠点整備事業」＝大学ＣＯＣ事業 

大学独自調査結果・全体とりまとめ 

                      平成 28 年６月 長岡大学ＣＯＣ事業推進本部 
 長岡大学ＣＯＣ事業推進本部は、平成 28 年４月に、「平成 27 年度長岡大学「地（知）の拠点

整備事業」＝大学ＣＯＣ事業に関する調査（長岡大学独自）」を実施しました。学生、教職員、連

携機関の皆様のご協力で実施することができました。厚く御礼申し上げます。ここに「全体とり

まとめ」を報告します。 
 
１ ＣＯＣ事業情報の交流・共有状況について（学生・教員・事務職員・連携機関の問２） 

 様々なＣＯＣ事業情報の交流・共有状況について聞いた。図表１は、学生、教員、事務職員、

連携機関の方々がホームページ等を「見る」（「よく見る」＋「時々見る」）人の割合をまとめた表

である。 

これによれば、第１に、学生は、チラシ、ＣＯＣ通信、パネルは概ね 40％程度の学生が見てい

るが、長岡大学ホームページは 25％強とやや低くなっている。 

第２に、これに対し、教員と事務職員は、チラシとブックレット等ほぼ 100％が見ている。Ｃ

ＯＣ通信とパネルについては、教員はほぼ 100％、事務職員も 80％以上が見ている。これに対し、

ホームページを見る割合は、両者とも 70％台でやや低くなっている。 

第３に、連携機関の方は、ホームページを見ている割合は 50％台でやや低いが、チラシやＣＯ

Ｃ通信は 100％見ていただいている。 

第４に、ブックレット・研究年報などの印刷冊子は、教員、事務職員、連携機関ともに、100％

程度でほとんどの人が見ている。学生も 40％強が見ており、他の媒体より高くなっている。 

以上から、チラシ等各媒体を引き続き充実させる必要があるが、とくに、ホームページの魅力

を高め、アクセス度合いを高めていく必要がある、ことがわかる。 

図表１ 各種ＣＯＣ情報を「見る」人の割合 

   

学生 教員 事務職員 連携機関

ホームページ 25.50% 77.20% 72.00% 55.60%

事業案内チラシ等 41.10% 95.40% 92.00% 100.00%

ＣＯＣ通信 40.70% 95.40% 88.00% 100.00%

学内設置パネル 36.80% 95.40% 80.00% -

ブックレット等 45.00% 95.40% 100.00% 100.00%  
    （注）回答者は、学生 231 人、教員 22 人、事務職員 25 人 
       連携機関９人 
 
２ ＣＯＣ事業で関心ないし評価できる事業等について 

（１）学生が関心を持った、あるいは評価できる事業等（学生の問１） 

学生が関心を持った、あるいは評価できる事業の主なものは、次の４つである。 

・資格取得対策講座（60、26.0％）    ・地域活性化プログラム（41、17.7％） 

・企業講師の授業（21、9.1％）      ・企業見学（15、6.5％）          
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（２）教職員・連携機関が評価できる事業等（教員・事務職員・連携機関の問２の（３）） 

 ａ 教員・・・ＣＯＣ通信、十分杯、東山活性化関係。 

ｂ 事務職員・・・ＣＯＣ通信は読みやすくてよい、情報共有（配布物、メール利用で）、地域

各種団体・機関との連携事業、悠久山・東山フォーラム。 

ｃ 連携機関・・・多様な活動を評価できる、市民に開かれた事業は地域還元で評価できる。 

 
（３）もっと力を入れて取り組むべき事業（教員・事務職員・連携機関の問２の（３）） 

ａ 教員・・・発信力（全般、十分杯）、地域志向教育研究ブックレット、ＣＯＣパネル（更新）。 

ｂ 事務職員・・・パネル展示の学生への声掛け、市民向け情報発信、資格講座への受講学生

の拡大、メール配信によるホームページ・パネル展示等の告知。 

ｃ 連携機関・・・学生の生の声が聞ける刊行物、動画等の発信。 

 

（４）新しい情報交流・共有の事業（教員・事務職員・連携機関の問２の（３）） 

ａ 教員・・・研究成果の授業化（学生、地域への還元、情報の共有）、学長メルマガ（外部へ

のＣＯＣ事業ＰＲ）、他大学との交流。 

ｂ 事務職員・・・学生の諸活動状況の情報発信。 
ｃ 連携機関・・・アオーレやまちなかの大型ビジョンを使い映像での情報発信を行い関心を

持ってもらう。 

 
３ ＣＯＣ事業全般で評価・改善が必要な事業について（学生・教員・事務職員の問３） 

 ａ 学生・・・ＣＯＣや各事業について学生へのもっと詳しい情報発信が必要、ボランティア

活動についての窓口を整備する、資格関係職員がいなくなったのはよくない。 

ｂ 教員・・・資格取得講座等についての危機感の共有と改善（体制等）が必要、販売士検定

カリキュラムの見直しが必要。 

ｃ 事務職員・・・資格取得支援の体制整備（教員、職員）が必要、地域への情報発信の強化。 
 

４ 連携機関・長岡大学の連携事業等について－地方創生推進の観点で－（連携機関の問３） 

・ながおか･若者･しごと機構との共催イベント等の企画、開催（地域交流、人材育成）  

・地域起業人材、学生起業家の養成にかかる事業で連携したい。 

・留学生との連携強化、会員企業訪問、学生アイディアを活かす事業を検討。 

・大学との連携事業は他地域活性化のヒントの好事例となる。 

・若い人の柔軟なアイディアは高齢化地域にとって貴重なもの。 

・大学生対象の中越メモリアル回廊視察アワー（課外学習） 

・大学生による小中学校への防災学習サポート 

 

５ 全般的意見欄（教員・事務職員・連携機関の問４） 

ａ 教員・・・ボランティア関連の強化、地域と留学生をもっと結びつけることが必要、サー

クル活動支援資金が必要。 

 ｂ 事務職員・・・よりわかりやすい、伝わりやすいＰＲが必要、各種メディア利用による情
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報提供に注力、高校（高校生）にＣＯＣ事業を上手くアピールする方法はないか、ＣＯＣ

事業は全教職員が担うべき。 

ｃ 連携機関・・・ＣＯＣ事業を通じ大学と市が密接に連携しており、今後も地域課題解決に

向け協力し取り組んで行きたい。学生と地域の一層の連携、企業の課題解決に向けた提案

をお願いしたい。地域志向大学として、各事業や研究教育を通じ地域に大いに貢献してい

ると感じる。長岡市の地域創生、人材育成に参加したい。村山新学長のもと、新しい展開、

発展を期待します。 

 

６ 推進体制について 

（１）ＣＯＣ諸情報の共有について（教員・事務職員の問２の（１）） 

 ・毎週の「ＣＯＣ事業運営事務局会議通信」の教職員への送信・・・「よい」が教員 95.4％、

事務職員 84.0％ 

（２）地（知）の拠点整備事業推進本部について（教員・事務職員・連携機関の問１） 

ａ 月１回開催で十分か・・・「十分」→教員 59.1、事務職員 84.0％ ＊不明あり 

 ｂ 地域連携研究センター３部会は機能しているか・・・「機能」→教員 90.8％、 

事務職員 80.0％       ＊不参加のため無回答あり 

（３）地（知）の拠点整備事業推進協議会について（連携機関の問１） 

 ａ 年１回で十分か・・・「十分」→連携機関 77.87％ 
（４）地域課題調整部会について（連携機関の問１） 

ａ 月１回で十分か・・・「十分」→連携機関 66.77％ 
               ＊但し、「隔月に減らしてもよい」が 22.2％あり。 
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（７）平成 27 年度フォローアップ（選定時の申請書における達成目標の進捗状況） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大学名：長岡大学

事業名：長岡地域＜創造人材＞養成プログラム

【教育】

諸専門能力の養成＜情報系資格取得者数・割合＞
28

（31）
％
人

38
（31）

％
人

26
（17）

％
人

35
（19）

％
人

４年生の40 ％ 卒業生の60 ％

諸専門能力の養成＜専門資格取得者数・割合＞
6

（7）
％
人

20
（16）

％
人

8
（5）

％
人

9
（5）

％
人

４年生の20 ％ 卒業生の40 ％

地域志向・学修科目数及び履修・単位取得学生数
14

（702人）
科目
人

35
（1094人）

科目　人
36

（1567人）
科目
人

36
（1331人）

科目　人
36

（1500人）
科目
人

33
（1000人）

科目
人

ボランティア体験等科目履修学生数・割合
10

（12）
％
人

27
（22）

％
人

33
（22）

％
人

29
（16）

％
人

４年生の50 ％ 卒業生の80 ％

地域活性化プログラム履修学生数・割合
35

（43）
％
人

44
（36）

％
人

44
（29）

％
人

53
（29）

％
人

４年生の50 ％ 卒業生の80 ％

課題解決型インターンシップ履修学生数・割合
2

（2）
％
人

2
（2）

％
人

２年生の５ ％ 卒業生の20 ％

集中型インターンシップ履修学生数・割合
18

（22）
％
人

25
（20）

％
人

24
（16）

％
人

29
（16）

％
人

4年生の30 ％ 卒業生の60 ％

学生起業家塾履修学生数・割合
16

（20）
％
人

20
（16）

％
人

23
（15）

％
人

24
（13）

％
人

４年生の20 ％ 卒業生の30 ％

学生満足度調査（全学生対象）実施

学生基礎力（ＰＲＯＧ）テスト実施

【研究】

平成27年人口減少問題に関する調査研究

平成27年度地域志向教育研究

【社会貢献】

地域活性化の推進

市民公開講座・セミナー

企業人セミナー

起業人材養成セミナー

※選定時に設定した達成目標は全て記載してください。
※必要に応じて行を追加してください。

最終年度達成目標

新設科目として検討
現場体験プログラムの平成27

年度ｶﾘｷｭﾗﾑ新設決定

年度最終授業で実施
予定

Ｈ26新調査票で実施済
み

未実施
Ｈ26 1～3年全学生実施

済み
能力向上度分析・改善指

導方策のとりまとめ

H27達成状況(H27年度末)

学生満足度向上指標
の開発・実施

学生の能力向上計測
指標開発・実施

新調査票で実施済み

Ｈ27 1～3年全学生実施／能

力向上目標の設定推進

調査票の改定・改善を
行う

実施を予定

調査結果による諸改善
実施

H27　フォローアップ（選定時の申請書における達成目標の進捗状況）

　選定時の申請書において、教育・研究・社会貢献の各項目ごとに達成目標を設定していただいておりますが、これに関するフォローアップとして、当該年度での達成状況を記載願います。

H25達成状況(H25年度末) H26達成状況(H26年度末) 最終年度達成目標H28達成目標H27達成状況(H27年度末)H27現状(H27年度始め)

H28達成目標

次年度研究の準備
Ｈ26調査・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑで

の公表実施済み
人口問題調査結果・ｼﾝﾎﾟ

ｼﾞｳﾑで公表予定

H27現状(H27年度始め)H25達成状況(H25年度末) H26達成状況(H26年度末)

年間１０講座の開講
７講座開講・学外講座

も開講
５講座開講・受講100名・学

外講座も開講済み

７講座開講・受講140名・
学外９講座も開講

人口問題調査結果・ｼﾝ
ﾎﾟｼﾞｳﾑで公表済み

最終年度達成目標H27現状(H27年度始め)

７件・人の研究実施・
公表予定

H28達成目標

７件・人の研究実施・成
果を公表済み

ボランティア活動の調査・ｼﾝ

ﾎﾟｼﾞｳﾑでの公表予定

５年間の調査研究とり
まとめ

創業セミナー・創業メン
ター制度の計画化

女性・一般創業セミナー・メ
ンター制度計画

毎年５名の起業家を輩
出

女性等創業セミナー・メン
ター実施／起業３名

女性等創業セミナー・メン
ター実施／11名受講

女性等創業セミナー・メン

ター実施(起業２名)済み

４講座計画 ４講座計画 年間８講座の開講
新講座めざした４講座開

講・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ見直し
４講座開講・受講15名

４講座開講(受講16名)
済み

講座開講方針・計画の
検討

５講座開講等計画を検
討

H25達成状況(H25年度末) H26達成状況(H26年度末) H27達成状況(H27年度末)

5件実施 8件実施
５年間の調査研究とり

まとめ
７件・人の研究実施・

公表予定

マップ完成・地区配布・
フォーラムで公表済み

マップ活用・地区交流・地区
フォーラム実施済み

東山等活性化・ネット
ワーク化

東山等地域活性化ネッ
トワーク形成

地域活性化方針・目標
の設定

東山地区等マップづくり
方針の明確化
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Ⅸ ＜平成２８年度評価＞ 

２２ 書面審査資料①－平成２８年度進捗状況報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式１）

氏名
ふりがな 職名

氏名
ふりがな 職名

氏名
ふりがな 職名

氏名
ふりがな 職名

氏名
ふりがな 職名

TEL FAX

E-mail① shinagawa@nagaokauniv.ac.jp E-mail② y-miura@nagaokauniv.ac.jp

副学長

総入学定員

経済経営学部

３．事業期間 平成２５年度～平成２９年度平成２５年度

学長事務取扱

土
つち

 田
だ

　和
かず

 弘
ひろ

住所

０２５８－３３－８７９２

所在地 新潟県長岡市御山町80-8事務局

三
み

 浦
うら

　康
やす

 弘
ひろ

総務課長

７．申請者

５．所在地

理事長

原
はら

 田
だ

　誠
せい

 司
じ

品
しな

 川
がわ

　十
じゅう

 英
えい

事務局長

８．事業者

９．事業
   担当者

土
つち

 田
だ

　和
かず

 弘
ひろ

課名

１．機関番号 33110

平成２８年度評価　進捗状況報告書

６．事業名称 長岡地域〈創造人材〉養成プログラム

新潟県長岡市御山町80-8

１２．事業の
一部を協力す
る大学

長岡商工会議所　日本政策金融公庫長岡支店　公益社団法人中越防災安全推進機構　株式
会社北越銀行　ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ　ＮＰＯ法人市民協働ネットワー
ク長岡　公益財団法人山の暮らし再生機構

４．大学等
     名称

長岡大学

２．選定年度

長岡市

〒940-0828

１０．連携す
る自治体

１１．企業、
NPOの各種団
体・機関等

１７．事業の概要（※400字以内）

　本プログラム＝長岡地域＜創造人材＞養成プログラムは、長岡地域の地域課題（産業活性化、社会課題解決及び地域・コミュニ
ティ活性化）に向き合い、課題解決・価値創造を担う専門的能力を身につけた学生・社会人＝＜創造人材＞の養成を通して、この地
域課題に応えようとするものである。教育面では、①諸専門的能力の養成、②地域学修科目の拡大、③地域学修科目による社会人基
礎力等の養成、④学生起業人材の養成、を行う。研究面では、主な地域課題の研究（創造人材・人口減少・ボランティア活動・産業
競争力研究等）に加え、地域志向教育研究にも注力し、成果の地域還元を図る。社会貢献面では、①地域活性化の推進、②市民講
座・企業人セミナーの開催、③地域起業人材の養成、に取り組む。以上の事業の推進を通して、「地域で役に立ち、頼りになる大
学」へと本学を改革する。そのため、カリキュラムの改革、地域連携の強化、推進体制の確立に努める。【395字】

１６．WEBサイト：http://www.nagaokauniv.ac.jp/coc/

１３．共同
申請大学

担当者

責任者

１５．本事業担当課の連絡先

８０名

１４．学部・
研究科等名

０２５８－３９－１６００
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（様式２） 

※Ⅰ～Ⅵは平成25～26年度の状況を、Ⅶ～Ⅷは平成27年度以降の状況と計画を記入してください。 

※申請時の計画を踏まえ、これまでに事業をどのように実施し、今後どのような見通しを立ててい

るのかについて、具体的かつ簡潔に記入してください。その際、適宜定量的な指標を用いて客観的

にその進捗状況が確認できるようにしてください。 

※当初の計画を超える成果がある場合も記載してください。 

※定量的な指標について、達成状況の根拠となるエビデンスを【別添資料】として添付してくださ

い。 

※下記記入欄より改ページし、指定のページ数で作成してください。 
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Ⅰ．達成目標の進捗状況＜説明文は消さないこと＞（２ページ以内） 
※地域志向科目（シラバスにおいて地域に関する学修を行うことを明示している授業科目）数及び同科目における人材育成について、
当初掲げた目標の達成に向けた進捗状況を具体的に説明してください。 
※その他申請時の達成目標向けた進捗状況を具体的に説明してください。 

                  ＊進捗状況のエビデンスは別添資料の資料１を参照されたい 

１ ＜教育＞分野における達成目標に向けた進捗状況 

 経済経営系学部の長岡大学の教育プログラムは、専門能力養成（専門教育＝資格対応型教育）と社会

人基礎力養成（キャリア教育＝体験型・課題解決型教育）を大きな柱としている。 

（１）専門能力養成 

 ・最終年度目標（平成 29 年度）を「卒業生の 60％が上級情報系資格、40％が上級専門系資格をそれ

ぞれ取得すること」に設定した。「実社会で使える専門能力を養成する大学」が目標。 

 ・上級情報系資格（Word・Excel１・２級、IT パスポート等）の取得率（取得者数／卒業生数、以下

同じ）は、平成 25年度 28％、平成 26 年度 38％であった。 

 ・上級専門系資格（日商簿記・販売士１・２級、経済学・経営学検定等）の取得率は、平成 25年度６

％、平成 26年度 20％であった。 

 ・目標達成を目指して、資格取得率向上を支援する資格取得支援センターＣＯＳを平成 26年度に発足

させ、資格参考書等の整備、学生の資格取得日程等の情報提供、資格取得相談・指導、資格試験対

策講座などを行った。 

 ・平成 26 年度の取得率は、上記の通り情報系、専門系ともに、上昇し、ＣＯＳの支援活動の成果が一

定に表れたと言える。しかし、目標との乖離は大きく、取得率向上の仕組みづくりが大きな課題と

なっている。そのポイントは、＜情報系は 1年生で初級資格（Word・Excel３級）、２・３年生で上

級資格取得＞、＜専門系は１・２年生で初級資格（日商簿記・販売士３級）、３年生で上級資格取

得＞を可能にする支援・指導にある。とくに、資格取得への動機付けが重要である（上級資格取得

者の就職状況は極めて良好）。 

（２）社会人基礎力養成 

 ・社会人基礎力養成は、地域志向科目（企業・外部講師等授業、ボランティア論・体験、起業家塾、

インターンシップ、地域活性化プログラム）の展開を通して進めている。 

 ・地域志向科目・・・最終年度目標を「33科目、履修学生延べ 1000 人」とした。平成 26 年度に、教

員アンケート等を踏まえて、35 科目に拡大し、延べ履修学生数は 1094 人で、目標を超えた。 

・企業・外部講師等授業（１～４年生配当）・・・企業・外部講師等授業（＝地域志向科目）は、企

業・外部講師の招聘授業等（企業等見学含む）により、学生の現場感覚・知識習得を目指す。各授

業の受講学生アンケート結果によれば、「わかった」94.2％、「ためになった」92.3％と、理解度、

役立ち度ともに非常に高く評価されている（平成 26年度）。 

 ・ボランティア論・体験（１年生配当、２単位×２）・・・卒業後もボランティア活動を推進できる

人材を養成し、＜ボランティア大学＞を目指す。最終年度目標は、「論、体験どちらか履修学生割

合が卒業生の 80％」とした。平成 26 年度は 27％で、在学生への履修拡大が課題。 

 ・起業家塾（２年生配当、夏季集中授業、２単位）・・・長岡地域の学生起業家輩出の拠点形成を目

指す。最終年度目標は、「起業家塾履修学生割合が卒業生の 30％」、「全国ビジネスプラン・コン

テスト応募・入賞」とした。平成 26 年度は 20％で、地域（十日町市）のコンテストに応募したが

受賞は逃した。ビジネスプランの質的向上が課題。 

 ・インターンシップ（３年生配当、集中 10日間、２単位）・・・インターンシップは就業体験型・集
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中型インターンシップであり、就業体験により仕事・職業観を養成し、就職力の充実を目指す。最

終年度目標は、「インターンシップの履修学生割合が卒業生の 60％」とした。平成 26年度は 25％

で、次年度３年生への履修促進が課題。なお、課題解決型インターンシップ科目の新設が必要との

認識に至り、平成 27年度から、「現場体験プログラム（２年生配当、集中５日間、１単位）」を新

設することとした。 

 ・地域活性化プログラム（２～４年配当、２単位）・・・３・４年ゼミナール（必修）に２年生履修

希望者を加えたプログラム。年間を通した地域活性化課題解決型プログラムであり、卒業後も通用

する社会人基礎力を養成し、＜社会人基礎力養成大学＞を目指す。最終年度目標は、「地域活性化

プログラム履修学生割合が卒業生の 80％」、「社会人基礎力育成グランプリ決勝大会入賞」とした。

平成 25年度は 35％、26 年度は 44％で、履修学生数割合は上昇したが、目標にはまだ届かない。３

・４年ゼミの地域活性化プログラム参加と学生参加拡大が今後の課題。 

（３）学生の事業評価・能力測定 

 ・学生満足度調査・・・毎年１月に全学生対象に、学生の満足度に関する調査（施設、授業、学生生

活、就職等）を行い、改善につなげる。平成 26 年度は新調査票で実施した。 

 ・ＰＲＯＧテスト・・・学生の基礎力（リテラシーとコンピテンシー）評価（PROG）テストを平成 26

年度から毎年、１～３年生対象に、学生の能力評価と能力向上支援・指導を行うこととした。 

２ ＜研究＞分野における達成目標に向けた進捗状況 

 ・地域課題解決に向けた研究・・・申請書で提起した長岡地域の地域課題解決に向けた研究課題に対

する取組は、平成 25年度「新潟・長岡地域における産業競争力の現状と強化の方向」、平成 26 年

度「新潟・長岡地域における創造人材の現状と育成の方向」として、着実に実施された。シンポジ

ウムで報告し、報告書も作成されている。 

 ・地域志向教育研究経費・・・教員の地域志向教育研究経費は指針（専任教員対象、１件 50万円程度、

申請書審査）にのっとり、平成 25年度は５件・人、平成 26 年度は８件・人が採択されて実施され

た。成果発表会での発表を経て、ブックレットとして刊行されている（一部）。 

３ ＜社会貢献＞分野における達成目標に向けた進捗状況 

 ・社会貢献分野では、地域活性化、市民公開講座、企業人セミナー、起業人材養成セミナーの４事業

を展開している。 

 ・地域活性化は、東山等地域活性化ネットワークをめざして、東山地区マップづくりを行った。市民

公開講座は、年間 10講座開講を目指し、平成 25、26 年度とも４講座開講した。企業人セミナーは、

年間８講座開講を目指し、両年度とも４講座開講した。起業人材養成セミナーは、毎年５名の起業

家輩出を目指し、女性・一般創業セミナー、創業メンター制度を展開している。 
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Ⅱ．留意事項への対応状況＜説明文は消さないこと＞（１ページ以内） 
※採択時に付された留意事項への対応状況について、具体的に説明してください。 

【留意事項①】目標（創造人材養成）に対し、地域志向科目の立て方・内容等取組の整合性を明確にする

こと。また、地域志向科目の履修指導、同科目の必修化を進めること。→【対応状況①】地域志向科目は、

平成 25年度開講 8科目（計画は後期開講の 14科目）であったが、平成 26 年度は 35 科目に拡大した。

目標（課題解決等）達成は、主として、地域活性化プログラム等社会人基礎力養成科目で対応し、地域

志向科目として必修化したのは、８科目（キャリア６、専門２科目）である。目標と地域志向科目の内

容等との整合性については、創造人材調査（平成 26年度）の結果も踏まえて、整理することとした。 

【留意事項②】地域志向科目以外の科目でも地域関係の学修を取り入れること。また、シラバスでその旨

明示すること。→【対応状況②】地域志向科目以外の科目についても、外部・企業講師による授業等（会

社見学等）も担当教員に推奨している。 

【留意事項③】地域志向教育研究経費は、公募での公平な審査で配分するとともに、実績・成果評価を行

うこと。→【対応状況③】平成 25年度に、学長名の地域志向教育研究推進に関する指針を定め、推進して

いる（平成 25 年度５件・人、平成 26年度８件・人）。 

【留意事項④】全学的に地域志向を進めるＦＤ／ＳＤを実施すること。→【対応状況④】平成 25年度は３回

（地域課題、地域志向教育研究の進め方等）、平成 26年度も３回（ＡＬ、インターンシップ、留学生）

開催し、対応策を検討した。 

【留意事項⑤】事業補助期間の５年間、多方面からの事業評価アンケートを行う。→【対応状況⑤】毎年、

学生、教職員、連携自治体（長岡市）、連携機関（長岡商工会議所等７団体）に対して、共通指標と独

自項目による事業評価アンケートを行い、公表している。 

【留意事項⑥】広報・フォーラム時等には地（知）の拠点整備事業助成事業であることを明確にする。→【対

応状況⑥】大学エントランス、案内・リーフレット、事業案内パネル、報告書・ブックレット、地域志向

科目外部講師テーマ紹介横幕、講座・シンポジウム等すべての事業等をロゴマーク等で、ＣＯＣ事業で

あることを広報している。 

【留意事項⑦】公平・最小の費用で最大限の効果が上がるように経費を使うこと。→【対応状況⑦】物品購

入等規程（支出目的の適正性、決裁金額の上限設定、稟議・相見積もり等）によるチェックなどにより、

費用対効果の観点から経費支出の効率化を図っている。 

【留意事項⑧】次年度以降、補助金減額はありうる。縮小・中止事業は相談すること。→【対応状況⑧】平

成 25～27 年度は縮小・中止事業はない。平成 28 年度はＣＯＣ人件費による教職員は減少したが、事業

の縮小・中止はない。 

【留意事項⑨】人件費について、継続性の観点から、事業実施を可能にする方策を検討すること。→【対応

状況⑨】年度ごとの調書記載の人件費に収める努力（残業の抑制）を行い（平成 25～27 年度）、平成 28

年度からはＣＯＣ人件費による教職員を縮小し、既存教職員に科目・業務を移行し、ソフトランディン

グを目指している。 

【留意事項⑩】人件費・謝金は高額なので、必要性・効率性・成果等を検討し、費用対効果を確実なもの

とすること。→【対応状況⑩】給与規程（教職員、アルバイト賃金等）、起案－決済手続きにより、良好

な費用対効果実現を行っている。 
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Ⅲ．教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組＜説明文は消さないこと＞ 

（２ページ以内） 
【教育改革】 
※地域志向科目を履修する教育カリキュラムの改革が進んでいるかについて事業の趣旨に照らしながら、具体的に説明してください。
【事業の成果と改善】 
※事業により、学生の能力向上・学修行動の変化等にどのような成果がみられるか、どのような方法・指標を用いて成果を測っている
か、また、成果の客観的なデータに基づいた分析結果をどのように事業の改善に反映させているか、具体的に説明してください。 
 

【教育改革】 

１ 地域志向科目の設定    ＊地域志向科目のエビデンスは別添資料の資料２を参照されたい 

 平成 25 年度の地域志向科目は 19 科目を設定したが、選定後の同年度後期開講科目は 11 科目であった

（ボランティア論・体験、起業家塾、インターンシップは前期科目のため除く）。別表の指摘に対応す

るためにも、平成 26 年度以降の地域志向科目の拡大作業を行った。具体的には、次の通りである。 

 ・地域志向科目の定義・・・次のように定義した。「地域志向科目とは、学生が地域経済社会（新潟

県を中心とした地域）の現状・課題等のより深い認識や現場感覚の醸成を通したより深い知識・専

門性の獲得、あるいは、自ら地域課題解決等に取組むことにより社会人基礎力の向上・充実を図る

こと、を目指す科目群を指す。また、その旨はシラバスに明示する科目群である。」（平成 26 年

１月教授会） 

 ・地域志向科目の設定・・・地域志向科目は、全学生対象の共通科目群（キャリア、教養、専門、ゼ

ミの各科目）と、専門６コース科目群（各コース２～３科目）から、地域と関連が深い科目群を担

当教員の意向を踏まえて抽出した。必修科目は、共通科目群を中心に抽出した。 

 ・平成 26 年度以降の地域志向科目・・・この結果、地域志向科目 35 科目、うち、必修科目はキャリ

ア６科目、専門２科目の計８科目となった。また、選択科目は、ゼミ２科目（地域活性化プログラ

ム採用の３・４年ゼミ）、教養２科目、専門３科目、コース科目 21 科目の計 27 科目となった。平

成 26 年度から、地域志向 35 科目がスタートした。シラバスへの明記は、平成 27 年度から行った（地

域志向科目の拡大決定が平成 25 年度末であったため）。 

２ 地域志向科目の展開 

 ・地域志向科目群は、企業・外部講師招聘科目群、ボランティア論・体験、起業家塾、インターンシ

ップ、地域活性化プログラム（３・４年ゼミ）。 

 ・企業・外部講師招聘科目群・・・１～４年生対象。地域の外部講師授業（企業見学含む）により現

場感覚・知識の学修を目指す。地域志向科目以外でも積極的に外部講師の招聘を奨励している。 

・ボランティア論・体験・・・１年生配当科目（２単位×２科目）。まず、１年生から、ボランティ

アの現状・理論を学び、かつ、実際に長岡地域でのボランティアを体験することにより、ボランテ

ィアのスキルを身につける。卒業後に地域でのボランティア活動ができる人材を養成する＜ボラン

ティア大学＞を目指す。 

・起業家塾・・・２年生配当科目（夏季集中授業、２単位）。長岡地域の起業家のアドバイスや実務

家講師の指導のもと、学生の柔軟な頭脳から発する多様なアイディアの取捨選択によるビジネスプ

ランを作成し、専門家審査委員にプレゼンを行い、表彰を行う、起業家教育である。地域における

＜学生起業家輩出の拠点＞を目指す。 

・インターンシップ・・・３年生配当科目（夏季 10 日間集中、２単位）。就業体験型・集中型

のインターンシップであり、地域（新潟県内）の企業の現場を体験することにより、地域の企
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業を知り就職活動に円滑に入れるスキルを身につける。＜就職に強い大学＞を目指す。 

・地域活性化プログラム（３・４年ゼミ、２単位×２）・・・３・４ゼミ（ゼミは必修、２年生の希

望者も参加可能）において、地域課題（産業活性化、社会課題解決、地域・コミュニティ活性化）

のなかから具体的なテーマ（課題）を定めて、調査・分析・課題解決提案を行い、さらには課題解

決実践にも参加する課題解決型プログラムである。１年以上の長期で課題に取組むことにより、社

会人基礎力（主体性、働きかけ力、実行力、課題発見力、計画力、創造力、発信力、傾聴力、柔軟

性、状況把握力、規律性、ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ力の 12 の力）を向上させ、卒業後も役に立つ能力・資質を

身につける。＜社会人基礎力養成大学＞を目指す。 

３ アクティブラーニング（ＡＬ）の導入  ＊ＡＬのエビデンスは別添資料の資料２を参照されたい

 平成 26 年度には、地域志向科目を中心に、アクティブラーニング（ＡＬ）導入の検討を行った。 

 ・ＡＬ科目の定義・・・アクティブラーニング（ＡＬ）科目とは、「授業における、学生の参加型・

能動型学修を行う科目」である。従来の知識伝達型授業から学生が能動的に参加する学修への転換

による能力向上を目指す。 

 ・ＡＬの３類型・・・教員への授業形態アンケート結果を踏まえて、ＡＬのタイプを知識定着・確認

型ＡＬ、協同学修型ＡＬ、課題解決型ＡＬの３タイプ（平成 28 年度）に分けて特徴を明確にした。

 ・ＡＬの導入・・・以上の検討を踏まえて、平成 27 年度からＡＬの導入が開始され、平成 27 年度シ

ラバスにも明記された。 

【事業の成果と改善】 

 地域志向科目の展開による成果と改善は次の通りである。 

・企業・外部講師招聘科目群・・・受講学生の評価（授業ごとアンケート合計）は、理解度＝「わか

った」94.2％、役立ち度＝「ためになった」92.3％で、非常に高く評価されている（平成 26 年度、

25 年度もほぼ同じ）。外部講師招聘実施科目は 22 で地域志向科目 35 の 60％超にとどまった、担

当教員に改善を促した（平成 26 年度）。 

・ボランティア論・体験・・・平成 26 年度の履修学生割合は 30％に届かなかったが、大学側の取組

の弱さが原因であった。ボランティアの意義の広報やボランティア体験の連携先との関係の強化を

次年度に行い、学生参加の向上を図ることとした。 

・起業家塾・・・平成 26 年度は参加学生数が本学学生のみ 10 名と少なく、４チームでのビジネスプ

ランづくりとなった。外部コンテストにも入賞できなかった。しかし、事前・事後評価では学生の

社会人基礎力は上昇しており、好評であった。次年度は本学、単位互換の長岡技術大学、長岡造形

大学などの学生参加を拡大するよう、学内外で広報に注力することとした。 

・インターンシップ・・・平成 26 年度の参加学生は 16 名にとどまり、参加率は 25％台に低下した。

初めての成果発表会は好評であった。次年度は、参加学生拡大の広報と課題解決型インターンシッ

プの新設を行うこととした。 

・地域活性化プログラム・・・平成 26 年度の参加ゼミは９ゼミ、９ゼミ学生参加率 45.3％（分母は

 在籍３・４年生数）。学生の社会人基礎力の自己評価は上昇しており、成果が確認できる。成果発

表会での一般参加者の「取組への興味度」は 78％で非常に高い。当プログラム参加ゼミの拡大、興

味度より「地域活性化への役立ち度」を評価してもらうべき、の２点の改善が今後、必要である。
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Ⅳ．自治体等との連携・評価＜説明文は消さないこと＞（２ページ以内） 
【ステークホルダーの支援の実施】 
※自治体からの支援（財政支援、建物の無償貸与、人員派遣等）が本事業の目的・各自治体の規模等から適切に実施されているか、ま
た、地元企業、NPO の各種団体・機関等との連携の実施状況について、具体的に説明してください。 
 
【外部評価等の実施と反映】 
※外部評価や教職員、学生、自治体や企業、NPO の各種団体・機関等を対象としたアンケートや聞き取り調査をどのように実施している
か、また、評価結果や調査結果を踏まえどのように事業の改善が図られているかを具体的に説明してください。 

 

【ステークホルダーの支援の実施】 

１ 連携自治体からの直接的支援 

 連携自治体＝長岡市からの人的、物的支援は平成 25、26 年度とも実施されていない。財政的支援は、

平成 26年度に約 65 万円（市内在住高校生の入学金助成）の財政支援が実施された。 

２ 自治体等との連携状況 

 長岡大学の地域連携は、連携協定等をベースに形成されている。本学は、長岡市（平成 19 年）、長岡

商工会議所（平成 17 年）、北越銀行（平成 17年）、日本政策金融公庫長岡支店（平成 19 年）と連携協

定を結んでいる。この４機関は後述のＣＯＣ推進協議会委員に参加いただいた。他の委員の公益財団法

人山の暮らし再生機構では本学学長が理事、ＮＰＯ法人産業活性化協会 NAZE と公益社団法人中越防災安

全推進機構は、本学教員が理事をそれぞれ務めている。ＮＰＯ法人市民協働ネットワーク長岡とは、事

業での連携関係が形成されている。 

また、長岡市と市内３大学１高専（長岡技術科学大学、長岡造形大学、長岡大学、長岡工業高等専門

学校）の包括連携協定が締結され（平成 25年）、大学間連携（単位互換等）や地学連携の基盤となって

いる。 

３ 諸分野・事業の連携状況 

 上記の組織間の連携に対し、諸分野・事業レベルの連携状況は次の通りである。 

 ・教員の自治体政策形成参加・・・本学教員が専門性を活かして、自治体の政策形成の委員として参

加した。具体的には、長岡市の情報、環境、福祉、開発等 17件の委員会委員 17 人（平成 25 年度）、

同 16 件の委員会委員 16人（平成 26 年度）。また、新潟県の環境、産業、開発等 14 件の委員会委

員 14 人（平成 25 年度）、同 11件の委員会委員 11 人（平成 26 年度）。 

 ・ＮＰＯ法人等の役員就任・・・長岡産業活性化協会 NAZE、中越防災安全推進機構、山の暮らし再生

機構、ながおか情報交流ねっとの理事に本学教員・学長が就任している（平成 25、26 年度）。 

 ・その他諸団体運営参加・・・長岡商工会議所、まちなかキャンパス事業への本学教員の委員等で４

人の教員が参加した（平成 25、26 年）。 

 ・企業からの相談等・・・商店街活性化、新製品開発、ホームページ改善等５件の相談・支援を行っ

た（平成 26年度）。 

 ・自治体からの委託調査等・・・長岡市から企業研究開発、地域活性化の２件の委託調査を行った（平

成 26 年度）。 

 ・ＣＯＣ事業における連携状況・・・①企業・外部講師を平成 25年度 33 人、平成 26 年度 71 人（延

べ）を授業に招聘した、②地域活性化プログラムのアドバイザー（長岡市、ＮＰＯ等）18人（平成

25 年度）、21 人（平成 26 年度）にプロジェクトの支援・指導を依頼した、③シンポジウム・パネ

ラーに経営者・有識者６人（平成 25 年度）、４人（平成 26年度）を招聘した。 
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【外部評価等の実施と反映】 

１ 平成 25 年度事業に関するアンケートによる評価（統一指標） 

 平成 25 年度のＣＯＣ事業に関するアンケートによる評価は、次の通りであった。 

 ・「地域のための大学」としての活動の認識度・・・「地域のための大学」として地域に関する教育

・研究・社会貢献活動を推進していることの認識度について、学生、教員、職員の評価を聞いた。

  全学生（平成 26年度の２～４年生、有効回答率 93.3％）は、「知っている」が 63.2％で、約３分

の２であった。全教員（100％回答）は「知っている」が 95.7％、全職員（100％回答）は「知って

いる」が 100％であった。 

・全学生の授業科目等への評価・・・「地域のための大学」として実施する授業科目等については、

「受講した」が 42.7％にのぼった。そのうち、地域の現状把握と課題解決に役立つ知識・理解・能

力が深まった者は 65.5％を占めた。そして、その知識等をどのように活かしていきたいか、を聞い

たところ、地域活性化への参加や就職活動に活かしたい、などの意見が多く見られた。 

 ・全教員の地域志向教育・研究の評価・・・地域を志向した教育・研究への参加度合いは、「教育・

研究とも実施」が 47.8％、「教育のみ実施」39.1％、「研究のみ実施」4.3％であった。 

 ・連携自治体の評価・・・当該大学の取組が「地域のための大学」として満足するものかとの問に対

し、「大いに満足」（市と連携して着実にやっている）と評価していただいた。 

２ 平成 26 年度事業に関するアンケートによる評価（統一指標） 

 平成 26 年度のＣＯＣ事業に関するアンケートによる評価は、次の通りであった。 

 ・「地域のための大学」としての活動の認識度・・・「地域のための大学」として地域に関する教育

・研究・社会貢献活動を推進していることの認識度について、学生、教員、職員の評価を聞いた。

  全学生（平成 27年度の２～４年生、有効回答率 80.5％）は、「知っている」が 63.4％で、前年度

と同じ割合であった。全教員（100％回答）、全職員（100％回答）ともに、「知っている」が 100

％であった。 

・全学生の授業科目等への評価・・・「地域のための大学」として実施する授業科目等については、

「受講した」が 34.2％で、前年度よりやや低下した。そのうち、地域の現状把握と課題解決に役立

つ知識・理解・能力が深まった者は 65.5％で前年度と同じ割合であった。そして、その受講の結果、

大学のある地域（都道府県）での就職しようとするきっかけになったか、を聞いたところ、「そう

思う」が 43.6％にのぼった。また、その知識等をどのように活かしていきたいか、を聞いたところ、

地域活性化への参加や就職活動に活かしたい、など前年度とほぼ同じ意見が多く見られた。 

 ・全教員の地域志向教育・研究の評価・・・地域を志向した教育・研究への参加度合いは、「教育・

研究とも実施」が 50.0％、「教育のみ実施」45.8％、「研究のみ実施」4.2％であった。 

 ・連携自治体の評価・・・当該大学の取組が「地域のための大学」として満足するものかとの問に対

し、「大いに満足」（市と連携して着実にやっている）と評価していただいた。 

３ 評価のフィードバック 

 まず、学生の「地域のための大学」の認識度向上を目指して、ＣＯＣ諸事業の広報を充実させる（授

 業時紹介やパネル等の拡大）。平成 26年度からＡ４版「ＣＯＣ通信」を毎月刊行し、学生、教職員、

保護者、連携機関に配布。第２に、地域志向科目の充実により（平成 26 年度から地域志向科目を 35

科目に拡大）、学生の地域認識を深め、地元就職意識の向上を図った。第３に、ＣＯＣ諸事業の評価

を把握するため、次年度から大学独自アンケートを実施することとした。 
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Ⅴ．実施体制・事業の継続発展＜説明文は消さないこと＞（１ページ以内） 
【全学的なマネジメント体制の構築】 
※学長（校長）を中心とした責任あるマネジメント体制が構築され、役割分担の明確化や教職員の配置、各分担との連携等について、
また、教職員の意識に変化が見られるかなど、全学的な取組となっているかについても具体的に説明してください。 

 

【全学的なマネジメント体制の構築】 

１ ＣＯＣ事業のＰＤＣＡ 

 長岡大学のＣＯＣ事業のＰＤＣＡは、次年度調書（計画・予算）作成（３月、文部科学省提出）→当

年度事業計画・役割分担等体制の作成・確立（５月ＣＯＣ推進本部）→事業展開（５月～３月）→ＣＯ

Ｃ推進協議会で報告・検討（６月）→当年度事業報告書作成（３月）→前年度実績報告書・評価アンケ

ート実施・作成（４～５月）→ＣＯＣ推進協議会で報告・検討（６月）、のように展開している。 

２ ＣＯＣ事業運営事務局 

 このＰＤＣＡサイクルを担っているのは、ＣＯＣ事業運営事務局である。同事務局は、教員３名（学

長、ＣＯＣ総括マネジャー、教員）、幹部事務職員３名で構成され、毎週１回（火曜日午前中）会議を

開催し、運営事務局会議通信（Ａ４×１枚）を全教職員向けにメール送信を行い、情報共有を行ってい

る。これにより、学長指示、運営事務局との調整、教職員との情報共有が円滑に行われている。 

３ 事業担当者・推進部署等 

 長岡大学のＣＯＣ事業は全体で 18 の事業から成っており、これを４層で推進している。直接の事業担

当（第１層）を教員と事務職員各１名、大学の運営組織（８教育事業＝教務学生課・資格取得センター、

３研究事業＝総務課、４社会貢献事業と３推進体制等＝地域連携室。第２層）、地域連携研究センター

（教育以外の研究、社会貢献事業の進行管理を担当する部会３つ。第３層）、及びＣＯＣ事業推進本部

（第４層）、の４層である。 

 第１層は事業の直接推進担当者であり、第２層は事業を担当する大学の事務組織である。第３層は教

育以外の事業の進行管理を行う調査研究、市民公開講座、地域連携の３部会（毎月開催）である。第４

層は、第１～３層の事業担当者（平成 25年度 19 名、26 年度 22 名）を委員とし、学長が主宰し、毎月

の進捗管理を行う。平成 25 年度は、地域連携研究センター運営委員会＝推進本部（上記の総括マネジャ

ーが双方の運営の中心）としたが、平成 26年度から、推進本部を分離し、同センター内に上記第３層の

機能を残し、連携させる体制とした（同センターには独自機能が拡大しているため）。 

 この４層担当形成により、日常的事業推進と毎月の進行管理、年度始めの事業計画作成、そして年度

末の報告書作成が円滑に行われている。また、平成 26年度から、ＣＯＣ事業の広報には注力し、ＣＯＣ

通信の毎月刊行、パネル展示、ブックレット刊行など、学生から保護者、諸団体、市民・住民に向けた

情報発信を行っている。 

４ ＣＯＣ推進協議会 

 本学は、長岡市との連携（連携自治体＝長岡市）を基本に、長岡地域の産官学金が連携するＣＯＣ推

進協議会を設立し、地域連携を推進している。具体的には、長岡市（政策企画課＝連携窓口、工業振興

課）、長岡商工会議所、北越銀行、日本政策金融公庫長岡支店、ＮＰＯ法人産業活性化協会 NAZE、ＮＰ

Ｏ法人市民協働ネットワーク長岡、公益社団法人中越防災安全推進機構、公益財団法人山の暮らし再生

機構の代表者９名と、本学の推進本部委員全員が加わり、協議会を構成している。同協議会は、年１回

（６月）開催し、前年度の総括と当年度の事業計画等を検討している。また、長岡市（長岡商工会議所

含め）とは毎月の事業調整会議で、進行管理を実施し、各機関・団体との直接的な連携も推進している。
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Ⅵ．補助金の執行状況＜a・b の説明文は消さないこと＞ 
【経費の適切な執行】 
※これまでの執行経費の内容は妥当であり、事業目的を達成する上で必要不可欠なものへの支出となっているか。 
 

１．平成２５年度の実施状況（２ページ以内）※平成２５年度選定校のみ 

a.事業実施計画（平成２５年度交付申請書「本年度の補助事業実施計画」より転載） 

平成２５年度の補助事業の目的を達成するための事業計画は、以下の通りである。 

Ⅰ 教育 
① ９月～３月 ボランティア・スキルの養成（リーダー研修、ボランティア・アドバイス） 

② ９月～２月 学生起業人材の養成（ビジネスプラン・コンテスト、起業家塾セミナー） 

③ 10 月～２月 諸専門能力の養成（資格対策講座等の実施） 

④ 10 月～12 月 現場感覚・知識の養成（地域学修科目の開講） 

⑤ 10 月～２月 社会人基礎力の養成（地域活性化プログラム（ゼミ）の実施） 

⑥ 10 月～２月 社会人基礎力の養成（課題解決型インターンシップ） 

⑦ １月～３月 学生満足度調査の実施 

Ⅱ 研究等 

⑧ ９月～３月 新潟・長岡地域産業競争力調査研究の実施 

⑨ ９月～３月 地域志向教育研究の実施（５件程度） 

⑩ 12 月～３月 平成 26 年度の長岡地域＜創造人材＞に関する調査研究の準備作業実施 

 Ⅲ 社会貢献 

⑪ ９月～２月 企業人セミナーの開講 

⑫ 10 月～３月 地域活性化の推進 

⑬ 10 月～３月 市民公開講座の開講 

⑭ 12 月～３月 地域起業人材セミナーの開講 

 Ⅳ 全体 

⑮ ９月～11月 地域連携研究センター立ち上げ等推進体制の整備 

⑯ 10 月～３月 地（知）の拠点整備事業推進協議会及び地域課題調整部会の開催 

⑰ ３月本事業報告書作成 

 

b.補助対象経費別内訳表（平成２５年度実績報告書「費目別収支決算書の「補助事業に要

した補助対象経費の額等」」及び「補助対象経費別内訳対比表の「実支出額」」より転載）

経費区分 金額（円） 実支出額 

物 品 費 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,010,998 円 

 

 

 

 

 

 

 

  

【設備備品費】4,758,915 円 

  パソコン等一式         571,305 円 

  教室備え付けプロジェクター  3,402,000 円 

  展示用ボード、ケース      785,610 円 

【消耗品費】1,252,083 円 

  パソコンソフト         164,430 円 

  図書・書籍等資料        165,584 円 

  事務・消耗品等         922,069 円 
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人件費・謝金 

 

 

 

 

 

 

 

 

旅 費 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他 

 12,399,808 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

   772,294 円 

 

 

 

 

 

 

 

  8,891,164 円 

【人件費】10,511,276 円 

  教員              2,444,183 円 

  事務員等           8,067,093 円 

【謝金】1,888,532 円 

  情報・専門資格対策講座講師謝金    877,200 円 

  情報・専門授業用学生 TA 謝金    69,832 円 

  外部・企業講師謝金        384,000 円 

  シンポ・セミナー等講師謝金   527,500 円 

  ＦＤ/ＳＤ会議講師謝金      30,000 円 

【旅費】772,294 円 

  情報・専門資格対策講座講師旅費     18,900 円 

  外部・企業講師旅費       146,600 円 

  地域活性化活動等旅費      136,534 円 

  企業訪問等旅費         117,830 円 

  シンポ・セミナー等講師旅費   138,840 円 

  ＳＤ研修等旅費          66,490 円 

  新採用教員赴任旅費       147,100 円 

【外注費】   1,637,500 円 

  調査集計費一式        1,592,500 円 

  シンポ文字起こし         45,000 円 

【印刷製本費】 4,099,924 円 

  シンポ等ポスター・チラシ印刷  408,292 円 

  シンポ等資料印刷        285,180 円 

  アンケート等調査票印刷      62,790 円 

  報告書等印刷         2,393,527 円 

  封筒印刷                 134,400 円 

  広報リーフレット等印刷     185,535 円 

  広報パネル等印刷        630,200 円 

【その他】   1,555,155 円 

  会議費             303,530 円 

  通信運搬費           725,730 円 

  その他諸経費          525,895 円 

【地域志向教育研究経費】 1,598,585 円 

  ５件             1,598,585 円 

合計   28,074,264 円  
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２．平成２６年度の実施状況（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２６年度交付申請書「本年度の補助事業実施計画」より転載） 

平成２６年度の補助事業の目的を達成するための事業計画は、以下の通りである。 

 Ⅰ 教育 

① ４月～２月 諸専門能力の養成（資格対策講座等の実施） 

② ４月～１月 現場感覚・知識の養成（地域志向・学修科目の開講） 

③ ４月～１月 社会人基礎力の養成（地域活性化プログラムの実施） 

④ ４月～２月 ボランティア・スキルの養成（リーダー研修・ボランティア等） 

⑤ ４月～１月 社会人基礎力の養成（インターンシップ） 

⑥ ６月～２月 学生起業人材の養成（起業家塾等） 

⑦ １月～３月 学生満足度調査の実施 

Ⅱ 研究等 

⑧ ５月～３月 長岡地域＜創造人材＞調査研究の実施 

⑨ ５月～３月 地域志向教育研究の実施 

⑩ ９月～３月 平成 27 年度の少子高齢化・人口減少に関する調査研究の準備作業 

 Ⅲ 社会貢献 

⑪ ５月～３月 地域活性化の推進 

⑫ ６月～２月 企業人セミナーの開講 

⑬ ６月～２月 市民公開講座の開講 

⑭ ６月～３月 地域起業人材セミナーの開講 

 Ⅳ 全体 

⑮ ４月～３月 地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実 

⑯ ５月～２月 地（知）の拠点整備事業推進協議会及び地域課題調整部会の開催 

⑰  ４月～３月 本事業の広報の充実 

 

b.補助対象経費別内訳表（平成２６年度実績報告書「費目別収支決算書の「補助事業に要

した補助対象経費の額等」」及び「補助対象経費別内訳対比表の「実支出額」」より転載）

経費区分 金額（円） 実支出額 

物 品 費 

 

 

人件費・謝金 

 

 

 

 

 

 

2,316,332 円 

 

 

29,584,243 円 

 

 

 

 

 

 

【消耗品費】2,316,332 円 

  図書・書籍等資料         147,759 円 

  事務消耗品等          2,168,573 円 

【人件費】25,904,143 円 

  教員              6,570,170 円 

  事務員等           19,333,973 円 

【謝金】3,680,100 円 

  情報・専門資格講師謝金      933,300 円 

  情報・専門授業用学生 TA 謝金   111,000 円 

外部・企業講師謝金        1,228,800 円 
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2,096,750 円 

 

 

 

 

 

 

13,875,521 円 

  シンポ・セミナー等講師謝金  1,347,000 円 

  ＦＤ/ＳＤ会議講師謝金      60,000 円 

【旅費】2,096,750 円 

  外部・企業講師旅費       409,058 円 

  地域活性化活動等旅費      304,333 円 

  ボランティア活動旅費       80,284 円 

  企業訪問等旅費         464,901 円 

  シンポ・セミナー等講師旅費   167,660 円 

  ＳＤ研修等旅費         670,514 円 

【外注費】2,336,760 円 

  調査集計費一式        1,728,000 円 

  社会人基礎力テスト PROG      563,760 円 

  シンポ文字起こし         45,000 円 

【印刷製本費】6,159,636 円 

  シンポ等ポスター・チラシ印刷   544,274 円 

  シンポ等資料印刷        245,160 円 

  アンケート等調査票印刷     148,489 円 

  報告書等印刷         4,136,292 円 

  封筒印刷            182,757 円 

  広報リーフレット等印刷     766,152 円 

  広報パネル等印刷        136,512 円 

【その他】5,379,125 円 

  会議費             408,999 円 

  通信運搬費          1,037,170 円 

  その他諸経費         1,594,826 円 

地域志向教育研究経費     2,338,130 円 

合計   47,872,846 円  
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Ⅶ．平成 27 年度の取組と今後の見通し＜説明文は消さないこと＞（４ページ以内） 

※Ⅰ～Ⅴの観点を参照しながら、具体的に説明してください。 

① 達成目標の進捗状況 

１ ＜教育＞分野における達成目標に向けた進捗状況 

（１）専門能力養成 

 ・平成 27 年度の上級情報系資格（Word・Excel１・２級等）の取得率は 35％で、前年度をやや下回っ

た。上級系専門資格（日商簿記・販売士１・２級等）の取得率は、平成 27年度は９％で前年度を下

回った。最終年度目標（情報系 60％、専門系 40％）とは大きく乖離している。 

 ・資格取得支援（資格取得支援センター）を行ったが、なかなか成果がでない結果となった。平成 26

年度で指摘したように、＜情報系は 1年生で初級資格（Word・Excel３級）、２・３年生で上級資格

取得＞、＜専門系は１・２年生で初級資格（日商簿記・販売士３級）、３年生で上級資格取得＞を

可能にする支援・指導の仕組みを構築することに注力する必要がある。 

（２）社会人基礎力養成 

 ・社会人基礎力養成を目指す地域志向科目は、平成 27年度に１科目（「現場体験プログラム」）加え、

36 科目とした。履修学生も 1331 人で、前年度、最終年度目標を大きく上回った。 

・企業・外部講師等授業・・・各授業の受講学生アンケートでは、「わかった」94.4％、「ためにな

った」90.7％と、理解度、役立ち度ともに非常に高く評価されている（平成 27年度）。 

・ボランティア論・体験・・・平成 27 年度の履修学生割合は 29％で、最終年度目標とは大きく乖離

しており、在学生への履修拡大が依然として課題である。 

 ・起業家塾・・・平成 27 年度の履修学生割合は 24％で、前年度をやや上回ったが、まだ不十分。長

岡市起業アイディア・コンテストで、１件が優秀賞を受賞した。 

 ・インターンシップ・・・平成 27 年度の履修学生割合 29％で、やや上昇したがまだ不十分。課題解

決型の現場体験プログラム受講者は２名にとどまった。 

 ・地域活性化プログラム・・・平成 27年度の履修学生割合は 53％で、前年に比べ上昇したが、まだ

目標に届かない。ゼミ参加と学生参加拡大が課題だが、プログラムとしては順調。 

（３）学生の事業評価・能力測定 

 ・学生満足度調査・・・平成 27年度新調査票の調査の分析、改善方策のまとめを行っている。 

 ・ＰＲＯＧテスト・・・平成 27年度から、テスト結果を返却し、ゼミで、各学生の能力改善・向上目

標を設定し、改善を図るアカデミック・アドバイスを開始した。 

２ ＜研究＞分野における達成目標に向けた進捗状況 

 ・地域課題解決に向けた研究・・・成果を、平成 27 年度「人口減少時代と長岡地域活性化の方向」シ

ンポジウムで報告し（100 名参加）、報告書も作成した。 

 ・地域志向教育研究経費・・・平成 27年度は７件・人、平成 28年度は６件・人が採択されて実施さ

れた。平成 27 年度は一部ブックレットとして刊行された。 

３ ＜社会貢献＞分野における達成目標に向けた進捗状況 

 ・平成 27 年度に地域活性化は、東山地区マップ活用で、地区フォーラム開催。市民公開講座は、年間、

７講座開講した。企業人セミナーは、年間４講座開講した。起業人材養成セミナーは、女性・一般

創業セミナー、創業メンター制度を展開した。 
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②留意事項への対応状況  ＊留意事項①と③のエビデンスは別添資料の資料３を参照されたい 

【留意事項①】目標に対し、地域志向科目の立て方・内容等取組の整合性を明確にすること。また、地域

志向科目の履修指導、同科目の必修化を進めること。→【対応状況①】目標と地域志向科目の内容等との

整合性については、平成 26 年度の「創造人材調査」および平成 27年度の地域志向教育研究「新潟・長

岡地域の産業界・企業における人材ニーズ等の現状と課題」の結果を踏まえ、「若者個人に求められる

成果をあげるための＜能力・資質＞」を整理した。平成 28年度にこの整理をカリキュラムに組込む検討

を行い、平成 29 年度から実施に移す計画である。 

 また、地域志向科目は、平成 27年度に、課題解決型インターンシップ科目として、「現場体験プログ

ラム」（２年生配当、１単位）を加え、36 科目となった。しかし、平成 27年度の地域志向科目のうち

企業・外部講師等招聘授業が 21科目に低下したため、地域志向科目の再設定が必要と判断し、平成 28

年度に検討（アンケート調査等）し、平成 29年度に地域志向科目の再設定を行うこととした。 

【留意事項②】地域志向科目以外の科目でも地域関係の学修を取り入れること。また、シラバスでその旨

明示すること。→【対応状況②】実施済みである。 

【留意事項③】地域志向教育研究経費は、公募での公平な審査で配分するとともに、実績・成果評価を行

うこと。→【対応状況③】平成 27、28 年度も、地域志向教育研究推進に関する指針にそって推進した。 

【留意事項④】全学的に地域志向を進めるＦＤ／ＳＤを実施すること。→【対応状況④】平成 27年度は５回

（ハラスメント、ＡＬ、満足度調査、ＰＲＯＧ等）開催した。平成 28 年度も、開催予定。 

【留意事項⑤】事業補助期間の５年間、多方面からの事業評価アンケートを行う。→【対応状況⑤】平成 27

年度も前年同様の事業評価アンケートを行った。平成 28年度の事業評価も同様に行う予定。 

【留意事項⑥】広報・フォーラム時には地（知）の拠点整備事業助成事業であることを明確にする。→【対

応状況⑥】平成 27 年度も前年度と同様、広報に注力した。平成 28年度はＣＯＣ＋の広報を実施予定。 

【留意事項⑦】公平・最小の費用で最大限の効果が上がるように経費を使うこと。→【対応状況⑦】引き続

き、平成 27,28 年度も、費用対効果の観点から経費支出の効率化を図る。 

【留意事項⑧】次年度以降、補助金減額はありうる。縮小・中止事業は相談すること。→【対応状況⑧】平

成 28 年度にＣＯＣ人件費による教職員は減少したが、事業の縮小・中止はない。 

【留意事項⑨】人件費について、継続性の観点から、事業実施を可能にする方策を検討すること。→【対応

状況⑨】平成 28 年度からＣＯＣ教職員を縮小し、既存教職員に科目・業務を移行し、軟着陸を目指す。

【留意事項⑩】人件費・謝金は高額なので、必要性・効率性・成果等を検討し、費用対効果を確実なもの

とすること。→【対応状況⑩】平成 26 年度と同様の努力を行っている。 

③教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組 

 【教育改革】 ＊地域志向科目、ＡＬ等の科目別指定状況のエビデンスは別添資料の資料４を参

照されたい 

１ 地域志向科目の拡大 

 ・平成 27 年度に、１科目（課題解決型科目「現場体験プログラム」）を加えて、36 科目となった。

２ アクティブラーニング（ＡＬ）の導入 

 ・平成 27 年度から、アクティブラーニング（ＡＬ）の３類型（知識定着・確認型ＡＬ、協同学修型Ａ

Ｌ、課題解決型ＡＬ）が導入され、シラバスにも明記された。 

 【事業の成果と改善】 

平成 27 年度の成果と今後の改善は次の通りである。 
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・企業・外部講師招聘科目・・・受講学生の評価は、上記のように、非常に高く評価された（平成 27
年度）が、企業・外部講師招聘実施科目の見直し・再設定を行うこととした。 

・ボランティア論・体験・・・平成 27 年度の履修学生割合は 29％で、改善がみられない。平成 28 年

度から担当教員が変わり、学修方式の刷新が行われ、履修学生数が向上している。 

・起業家塾・・・平成 27 年度の長岡市起業アイディア・コンテストでの優秀賞受賞もあり、平成 28

年度の起業家塾受講学生数が拡大している。 

・インターンシップ・・・平成 27 年度の成果発表会は好評であった。平成 28 年度はＣＯＣ＋事業の

なかでの広域事業展開のなかで、履修学生数が拡大している。 

・地域活性化プログラム・・・平成 27 年度の成果発表会の一般参加者（200 名）の評価＝当プログラ

ムが「地域活性化に役立っている」70％という高い評価を受けたことは心強い。ほぼ順調。 

       ＊地域活性化プログラム評価のエビデンスは別添資料の資料５を参照されたい 

④自治体等との連携・評価 

 【ステークホルダーの支援の実施】 

１ 連携自治体からの直接的支援 

 長岡市の人的、物的支援は未実施だが、平成 27 年度の財政的支援は、約 106 万円（市内在住高校生の

入学金助成）であった。 

２ 自治体等との連携状況 

 自治体等との連携、大学間連携関係は平成 27、28 年度も、維持継続されている。 

３ 諸分野・事業の連携状況 

 上記の組織間の連携に対し、諸分野・事業レベルの連携状況は次の通りである。 

 ・教員の自治体政策形成参加・・・長岡市の委員会委員に就任の本学教員は、18委員会の委員に 18

人（平成 27 年度）、14 委員会の委員に 14人（平成 28 年度）であった。新潟県の委員会委員に就

任した本学教員は、10委員会委員に 10 人（平成 27 年度）、同３委員会委員に３人（平成 28年度）。

 ・ＮＰＯ法人等の役員就任・・・平成 27、28 年度も継続して、本学教員が４団体の理事に就任した。

 ・その他諸団体運営参加・・・まちなかキャンパス事業等に本学教員が委員等で８人（平成 27 年度）、

６人（平成 28 年度）の教員が参加している。 

 ・企業からの相談等・・・新製品開発、ホームページ改善等３件の相談・支援を行った（平成 27年度）。

 ・自治体からの委託調査等・・・長岡市から市民意識調査１件の委託調査実施（平成 27年度）。長岡

市の地方創生事業である「ながおかアイディア・コンテスト」事業等も長岡市と連携して実施した。

 ・本学ＣＯＣ事業における連携状況・・・企業・外部講師 62 人（延べ）を授業に、シンポジウム・パ

ネラーに経営者・有識者５人を招聘した（平成 27 年度）。地域活性化プログラムのアドバイザー（長

岡市、ＮＰＯ等）20 人（平成 27 年度）にプロジェクトの支援・指導を依頼した。 

 【外部評価等の実施と反映】 

１ 平成 27 年度事業に関するアンケートによる評価（統一指標） 

 平成 27 年度のＣＯＣ事業に関するアンケートによる評価は、次の通りであった。 

 ・「地域のための大学」としての活動の認識度・・・全学生（平成 28 年度の２～４年生、有効回答率

90.6％）は、「知っている」73.2％で、前年度を上回り、教員・職員も 100％回答であった。 

・全学生の授業科目等への評価・・・「地域のための大学」として実施する授業科目等を「受講した」

が 51.6％で、前年度より大幅に上昇した。地域の課題解決等に役立つ知識等が深まった者は 74.4
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％で、これも前年度を大きく上回った。その受講の結果、大学のある地域（都道府県）での就職し

ようとするきっかけになったかという問いに対し、「そう思う」が 53.0％にのぼり、これも前年度

を大幅に上回った。また、その知識等をどのように活かしていきたいか、を聞いたところ、地域活

性化への参加や就職活動に活かしたい、など前年度とほぼ同じ意見が多く見られた。 

 ・全教員の地域志向教育・研究の評価・・・地域を志向した教育・研究への参加度合いは、「教育・

研究とも実施」が 54.5％、「教育のみ実施」40.9％、「研究のみ実施」4.5％であった。 

 ・連携自治体の評価・・・当該大学の取組が円滑、かつ満足できるものかとの問に対し、「円滑」、

「大いに満足」と評価していただいた。 

２ 評価のフィードバック 

 平成 27 年度は、学生の「地域のための大学」の認識度は大幅に向上し、地域志向科目の評価も大幅に

向上した。地域志向教育研究への取組も進んだ。今後も、広報・授業等取組をさらに充実させ、満足度

を高めていく必要がある。 

⑤実施体制・事業の継続発展 

 ＣＯＣ、ＣＯＣ＋事業の平成 27年度以降の実施体制は次の通りである。 

１ ＰＤＣＡサイクルの継続 

 まず、事業のＰＤＣＡサイクルを平成 27、28 年度とも前年度と同様、継続展開している。平成 28年

度からＣＯＣ＋に参加したので、名称はＣＯＣ＋推進本部、ＣＯＣ＋推進協議会に変更した。 

２ ＣＯＣ＋事業運営事務局 

 平成 28 年度以降も継続して、ＣＯＣ＋事業運営事務局がＰＤＣＡを回す。同事務局会議のメンバー、

情報提供方法も同様に、継続している。 

３ 事業担当者・推進部署等 

 ＣＯＣ＋事業は平成 27 年度までのＣＯＣ事業と同様、全体で 18 の事業から成る。これを平成 28年度

以降も引継ぎ、４層で推進している。 

４ 長岡大学ＣＯＣ＋推進協議会 

 平成 28 年度から、本学はＣＯＣ＋事業に参加し、連携自治体は、長岡市に新潟県、新潟市が加わり、

３自治体となった。ＣＯＣ＋の全体協議会参加に加え、従来の長岡地域の産官学金連携のＣＯＣ＋推進

協議会の継続開催も行う。メンバー、開催頻度等は同様である。毎月の事業調整会議も開催している。

⑥これまでの COC をいかして、COC+の目標に対してどのように取り組んできたか。また今後、どのよう

に取り組んでいくのか。 ＊ＣＯＣ事業のエビデンスは別添資料の資料６を参照されたい 

・地（知）の拠点大学の整備・・・ＣＯＣ事業は、大学の教育・研究・社会貢献を地域志向に転換する

ことが課題である。地域志向の仕組みができた授業科目と未達の科目があり、地域志向科目の再編も

進める。具体的には、地域活性化プログラムは、ゼミの年間通じた課題解決の取組で、学生の能力向

上、地域連携（評価）も定着した。ボランティア論・体験、起業家塾、インターンシップ等は単発科

目で、今後の仕組みづくりが課題である。 

・ＣＯＣ＋事業への方向・期待・・・平成 27 年度から長岡市と連携して地方創生の取組が始まり（なが

おか・アイディア・コンテスト事業等）、28 年度から本学もＣＯＣ＋事業に参加した。そのなかで、

すでに、ボランティア、インターンシップ、起業家塾の展開に良好な効果が見られ、地域活性化プロ

グラムでも活動領域が拡大し、地（知）の拠点大学としての新たな展開も期待できる。今後は、各事

業の地域連携の拡大・充実を図り、長岡・新潟地域における地方創生・地域活性化を推進する。 
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Ⅷ．平成 27 年度以降の補助金の執行状況＜a・b の説明文は消さないこと＞ 
【経費の適切な執行】 
※これまでの執行経費の内容は妥当であり、事業目的を達成する上で必要不可欠なものへの支出となっているか。 

１．平成２７年度の実施状況（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２７年度交付申請書「本年度の補助事業実施計画」より転載） 

平成２７年度の補助事業の目的を達成するための事業計画は、以下の通りである。 

 Ⅰ 教育 

① ４月～２月 諸専門能力の養成（資格対策講座等の実施） 

② ４月～１月 現場感覚・知識の養成（地域志向・学修科目の拡大・開講） 

③ ４月～１月 社会人基礎力の養成（地域活性化プログラムの実施） 

④ ４月～２月 ボランティア・スキルの養成（リーダー研修・ボランティア等） 

⑤ ４月～２月 社会人基礎力の養成（インターンシップ、現場体験等） 

⑥ ５月～２月 学生起業人材の養成（起業家塾等） 

⑦ １月～３月 学生満足度調査・ＰＲＯＧテストの実施 

Ⅱ 研究等 

⑧ ４月～３月 新潟・長岡地域＜少子高齢化・人口減少＞調査研究の実施 

⑨ ４月～３月 地域志向教育研究の実施 

⑩ ９月～３月 平成 28 年度のボランティア活動に関する調査研究の準備 

 Ⅲ 社会貢献 

⑪ ５月～３月 地域活性化の推進 

⑫ ５月～２月 企業人セミナーの開講 

⑬ ５月～２月 市民公開講座の開講 

⑭ ６月～３月 地域起業人材セミナーの開講 

 Ⅳ 全体 

⑮ ４月～３月 地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実 

⑯ ５月～２月 地（知）の拠点整備事業推進協議会及び地域課題調整部会の開催 

⑰  ４月～３月 本事業の広報の充実 

b.補助対象経費別内訳表（平成２７年度実績報告書「費目別収支決算書の「補助事業に要

した補助対象経費の額等」」及び「補助対象経費別内訳対比表の「実支出額」」より転載）

経費区分 金額（円） 実支出額 

物 品 費 

 

 

人件費・謝金 

 

 

 

 

 

1,642,984 円 

 

 

32,103,937 円 

 

 

 

 

 

【消耗品費】1,642,984 円 

  図書・書籍等資料        66,848 円 

  事務消耗品等         1,576,136 円 

【人件費】28,218,287 円 

  教員             7,046,789 円 

  事務員等          21,171,498 円 

【謝金】3,885,650 円 

  情報・専門資格講師謝金     991,050 円 

  情報・専門資格授業用 TA 謝金  139,000 円 
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旅 費 

 

 

 

 

 

 

そ の 他 

 

 

 

1,591,216 円 

 

 

 

 

 

 

10,612,674 円 

外部・企業講師謝金      1,008,000 円 

  シンポ・セミナー講師謝金   1,639,600 円 

  ＦＤ/ＳＤ会議講師謝金     108,000 円 

【旅費】1,591,216 円 

  外部・企業講師旅費       299,220 円 

  地域活性化活動等旅費      432,952 円 

  ボランティア活動旅費      89,008 円 

  企業訪問等旅費         157,360 円 

  シンポ・セミナー等講師旅費   32,400 円 

  研修等旅費           580,276 円 

【外注費】2,094,960 円 

  調査集計費           799,200 円 

  社会人基礎力テスト PROG   1,144,260 円 

  シンポ文字起こし         97,500 円 

会場写真撮影          54,000 円 

【印刷製本費】5,214,132 円 

  シンポ等ポスター・チラシ印刷 711,364 円 

  シンポ等資料印刷       212,976 円 

  アンケート等調査票印刷     83,592 円 

  報告書等印刷        3,453,440 円 

  封筒印刷           174,420 円 

  広報リーフレット等印刷    568,620 円 

  広報パネル等印刷        9,720 円 

【その他】3,303,582 円 

  会議費            473,786 円 

  通信運搬費          788,812 円 

  その他諸経費         300,086 円 

地域志向教育研究経費      1,740,898 円 

合計   45,950,811 円  
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２．平成２８年度の実施予定（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２８年度補助金調書「（別添１）４．平成２８年度の事業実施計画」

より転載） 

平成２８年度の補助事業の目的を達成するための事業計画は、以下の通りである。 

 Ⅰ 教育 

① ４月～２月 諸専門能力の養成（資格対策講座等の実施） 

② ４月～２月 現場感覚・知識の養成（地域志向・学修科目の拡大・開講） 

③ ４月～２月 社会人基礎力の養成（地域活性化プログラムの実施） 

④ ４月～２月 ボランティア・スキルの養成（リーダー研修・ボランティア等） 

⑤ ４月～２月 社会人基礎力の養成（インターンシップ、現場体験等） 

⑥ ５月～２月 学生起業人材の養成（起業家塾等） 

⑦ １月～３月 学生満足度調査・ＰＲＯＧテストの実施 

Ⅱ 研究等 

⑧ ４月～３月 新潟・長岡地域＜ボランティア活動＞調査研究の実施 

⑨ ４月～３月 ＜新潟県内自治体の将来人口動向＞調査研究の実施 

⑩ ４月～３月 地域志向教育研究の実施 

 Ⅲ 社会貢献 

⑪ ５月～３月 地域活性化の推進 

⑫ ５月～３月 企業人セミナーの開講 

⑬ ５月～３月 市民公開講座の開講 

⑭ ５月～３月 地域起業人材セミナーの開講 

 Ⅳ 全体 

⑮ ４月～３月 地（知）の拠点整備事業推進本部等推進体制の充実 

⑯ ４月～３月 地（知）の拠点整備事業推進協議会及び地域課題調整部会の開催 

⑰  ４月～３月 本事業の広報の充実 

３．平成２９年度の実施予定（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２８年度補助金調書「（別添１）９．参考資料」より転載） 

本事業プログラムにおいては、複数年度に渡って実施する事業はありませんので、本欄は記入事項

はありません。 

４．平成３０年度の実施予定（２ページ以内）※平成２６年度選定校のみ 

a.事業実施計画（平成２８年度補助金調書「（別添１）９．参考資料」より転載） 

① 

② 
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別添資料 
 

 

事業名称：長岡地域＜創造人材＞養成プログラム 

 

 

大学等名：長岡大学 
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別－2 
 

 

 

 

 

大学名：長岡大学

事業名：長岡地域＜創造人材＞養成プログラム

【教育】

諸専門能力の養成＜情報系資格
取得者数・割合＞

28
（31）

％
人

38
（31）

％
人

26
（17）

％
人

35
（19）

％
人

４年生の
40

％
卒業生の

60
％

諸専門能力の養成＜専門資格取
得者数・割合＞

6
（7）

％
人

20
（16）

％
人

8
（5）

％
人

9
（5）

％
人

４年生の
20

％
卒業生の

40
％

地域志向・学修科目数及び履修・
単位取得学生数

14
（702人）

科目
人

35
（1094人）

科目
人

36
（1567人）

科目
人

36
（1331人）

科目
人

36
（1500人）

科目
人

33
（1000人）

科目
人

ボランティア体験等科目履修学生
数・割合

10
（12）

％
人

27
（22）

％
人

33
（22）

％
人

29
（16）

％
人

４年生の
50

％
卒業生の

80
％

地域活性化プログラム履修学生
数・割合

35
（43）

％
人

44
（36）

％
人

44
（29）

％
人

53
（29）

％
人

４年生の
50

％
卒業生の

80
％

課題解決型インターンシップ履修
学生数・割合

2
（2）

％
人

2
（2）

％
人

２年生の５ ％
卒業生の

20
％

就業体験型インターンシップ履修
学生数・割合

18
（22）

％
人

25
（20）

％
人

24
（16）

％
人

29
（16）

％
人

4年生の
30

％
卒業生の

60
％

学生起業家塾履修学生数・割合
16

（20）
％
人

20
（16）

％
人

23
（15）

％
人

24
（13）

％
人

４年生の
20

％
卒業生の

30
％

学生満足度調査（全学生対象）実
施

学生基礎力（ＰＲＯＧ）テスト実施

※地域活性化プログラム参加
　 ゼミ数

【研究】

平成27年人口減少問題に関する
調査研究

平成27年度地域志向教育研究

【社会貢献】

地域活性化の推進

市民公開講座・セミナー

企業人セミナー

起業人材養成セミナー

※選定時に設定した達成目標は全て記載してください。
※必要に応じて行を追加してください。
（出所）文部科学省に提出した長岡地域＜創造人材＞養成プログラムの平成27年度フォローアップ,長岡大学,2016年

　選定時の申請書において、教育・研究・社会貢献の各項目ごとに達成目標を設定していただいておりますが、これに関するフォローアップとして、当
該年度での達成状況を記載願います。

7ゼミ 9ゼミ 8ゼミ 9ゼミ

H25達成状況
(H25年度末)

H26達成状況
(H26年度末)

最終年度達成
目標

H28達成目標
H27達成状況
(H27年度末)

H27現状
(H27年度始め)

最終年度達成
目標

新設科目として検
討

現場体験プログラム

の平成27年度ｶﾘｷｭﾗ

ﾑ新設決定

年度最終授業で
実施予定

Ｈ26新調査票で
実施済み

未実施
Ｈ26 1～3年全学

生実施済み

能力向上度分析・改
善指導方策のとりま

とめ

H27達成状況
(H27年度末)

学生満足度向上指
標の開発・実施

学生の能力向上計
測指標開発・実施

新調査票で実施
済み

Ｈ27 1～3年全学生実
施／能力向上目標の

設定推進

調査票の改定・
改善を行う

実施を予定

調査結果による
諸改善実施

H28達成目標

次年度研究の準
備

Ｈ26調査・ｼﾝﾎﾟｼﾞ
ｳﾑでの公表実施

済み

人口問題調査結果・
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑで公表予

定

H27現状
(H27年度始め)

H25達成状況
(H25年度末)

H26達成状況
(H26年度末)

年間１０講座の開講
７講座開講・学外

講座も開講

５講座開講・受講100
名・学外講座も開講

済み

７講座開講・受講
140名・学外９講

座も開講

人口問題調査結
果・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑで

公表済み

最終年度達成
目標

H27現状
(H27年度始め)

７件・人の研究実
施・公表予定

H28達成目標

７件・人の研究実
施・成果を公表済

み

ボランティア活動の調
査・ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑでの公

表予定

５年間の調査研究と
りまとめ

創業セミナー・創業
メンター制度の計画

化

女性・一般創業セミ
ナー・メンター制度計

画

毎年５名の起業家を
輩出

女性等創業セミ
ナー・メンター実施

／起業３名

女性等創業セミ
ナー・メンター実施／

11名受講

女性等創業セミナー・
メンター実施(起業２

名)済み

４講座計画 ４講座計画 年間８講座の開講
新講座めざした４講
座開講・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ見

直し

４講座開講・受講
15名

４講座開講(受講
16名)済み

講座開講方針・
計画の検討

５講座開講等計
画を検討

H25達成状況
(H25年度末)

H26達成状況
(H26年度末)

H27達成状況
(H27年度末)

5件実施 8件実施
５年間の調査研究と

りまとめ
７件・人の研究実

施・公表予定

マップ完成・地区配
布・フォーラムで公

表済み

マップ活用・地区交
流・地区フォーラム

実施済み

東山等活性化・
ネットワーク化

東山等地域活性化
ネットワーク形成

地域活性化方
針・目標の設定

東山地区等マップ
づくり方針の明確

化

資料１  フォローアップ（選定時の申請書における達成目標の進捗状況） 
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別－3 
 

資料２  平成 28 年度シラバス内の【科目特性】の記載内容について 

 

【地域志向科目】 

 地域志向科目とは、「地域の実態把握、現場・企業の体験および地域課題解決等を行う授業科目」で

す。 

次の科目を地域志向科目として、設定しています。 

年次 科目名 

１年次 キャンパスライフ入門、キャリア開発Ⅰ、経済・経営の現場を知る１、経済・経営の現場

を知る２、ボランティア論、ボランティア体験、環境と社会２、マーケティング入門、 

流通論入門、インターネット概論 

２年次 キャリア開発Ⅱ－１、キャリア開発Ⅱ－２、起業家塾、地域活性化プログラム、現場体験

プログラム、地域経営、地域活性化論、社会福祉概論、環境社会演習２、生活経済論１、

生活経済論２、会計学１、プレゼンテーションソフト利用技術 

３年次 キャリア開発Ⅲ－１、キャリア開発Ⅲ－２、ゼミナールⅢ、インターンシップ、地方行政、

地域経済論、地域産業政策、企業経営史、産業史、医学概論、地域福祉論、管理会計、 

経営分析 

４年次 ゼミナールⅣ 

 

【アクティブラーニング（AL）】 

 AL とは、「大学の授業における、学生の参加型・能動型学修を行う科目」です。 

 その AL は、次の３つの形態＝類型に分けられます。 

AL 類型 内容 

知識定着・ 

確認型 AL 

 

知識の定着・確認を目的とした AL。質問・コメントペーパー、小テスト（授業中）・

小レポート、フィードバック、振り返り等。 

協同学修型 AL 

 

知識や意見を相互発信する協同学修によって知識を深掘りし、幅広い知識や多様な

視点の獲得を図ることを目的とした AL。教養・専門科目等の「知識定着・確認型

AL」によって定着した知識を協同学修によってより発展させ、社会人基礎力の醸成

も図る。グループワーク、ディスカッション、ブレーンストーミング、ディベート、

プレゼンテーション、演習・実習等。 

課題解決型 AL 

 

知識の高度な活用を目的とした AL。「協同学修型 AL」で発展させた知識を課題解決

のために活用させ、さらなる社会人基礎力の強化を図る。課題探求等学修、フィー

ルドワーク、ケースメソッド、PBL 等。 

 

【外部講師招聘科目】 

 外部講師招聘科目とは、「大学に専門家講師等を招聘して主として地域に関連する授業を行う科目」

です。この授業を通して、社会における現場感覚および知識を身に付けることを目的としています。 

（出所）『CAMPUS MANUAL2016,29 頁』（長岡大学,2016 年度） 
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資料３ 
資料３－１ 若者個人に求められる成果をあげるための＜能力・資質＞ 

Ａ 共通基礎資質（必須）・・・＜誠実さ、規律性、責任感、明るさ＞の４つは仕事というよりは人間・

若者の社会生活に共通する必須の基礎資質である。これに、健康（体力）、マナー、倫理（道徳）

観を加えて、人間力に磨きをかける必要がある。 
Ｂ 重視する能力・資質・・・若者個人が成果を上げるために必要な能力・資質の重要度は、次のよ

うに言うことができよう。 
第１位：コミュニケーション（傾聴、発信）力・・・最も重要なのは、相手（上司・同僚等）の意

見・指示等をよく聞くとともに（傾聴力）、自らの意見も明確にして（発信力）、良好なコミュニ

ケーションをとって仕事を進めること。 
 第２位：主体性・実行力・・・次いで重要なのは、主体的に業務を実行する力（主体性・実行力）

である。そのためには、チームで協働して（働きかけ力、協調性）、業務の段取りを明確にして

（業務の段取り力）、柔軟に対応しながら（柔軟な対応力）進める必要がある。 

 第３位：専門知識・ノウハウ・・・さらに、良好なコミュニケーションを可能にし、業務を着実に

実行・推進するための裏づけとしての専門知識・ノウハウが必要とされる。専門知識・ノウハウ

を活用して、課題を発見し（課題発見力）、創造力を働かせながら（創造力）、課題解決の方策を

明確にする（計画力）、という新専門知識・ノウハウを身につける必要がある。 
 第４位：若者としての心がまえ・・・上記の３つの能力・資質は若者が仕事を行う上での必須条件

であるが、成果をあげるためにはその先の準備となる心がまえが必要になる。まず、チームで仕

事をするなかで不可欠にたまるストレスをコントロールする術（ストレスコントロール力）を編

み出しておく必要があろう。他方で、情報を分析し自分なりに先を読む（情報収集・分析力、先

を読む力）、またそこから、新しい事業等へのチャレンジ（チャレンジ精神）の可能性も探る、

というような心がまえもしておきたい。 
（注）平成 26 年度の創造人材調査の回答企業 154 社、同年度長岡大学卒業生（20 才台）109 名及び平成 27 年度

人材ニーズ調査回答企業 115 社の回答結果分析から作成した。 

（出所）平成 27 年度長岡大学地域志向教育研究ブックレット『新潟・長岡地域の産業界・企業における人材ニー

ズ等の現状と課題』（原田誠司、平成 28 年３月刊） 

資料３－２ 平成 28 年度地域志向教育研究経費に関する指針 

平成 28 年度長岡大学「地域志向教育研究」の推進について（改訂版）（抜粋） 

平成 28 年４月 19 日 学長 
 長岡大学の「地（知）の拠点整備事業」（「長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」）における平成

27 年度の＜地域志向教育研究＞については、当面、次の方針に沿って、進めることとする。 
１ 地域志向教育研究の意義について 
 ・「地域志向教育研究」は、大学教員の地域志向の教育研究の促進をめざしたものである。 
２ 地域志向教育研究の対象等（受給資格）について 
 ・地域志向教育研究の推進者は、教育・研究・社会貢献を地域志向に改革しようとする本学専任教

員とする。 
３ 地域志向教育研究の受給等推進手続きについて 
 ・地域志向教育研究の受給等推進手続きは、別紙「長岡大学研究費使用の手引き」にのっとり、次

の通り進めることとする。 
＊地域志向教育研究計画申請書の提出（平成 28 年度公募期間平成 28 年４月 19 日～５月 10 日）、

申請書の審査、取組実施、取組成果報告（年度後期に中間報告、年度末に成果発表を行うとと

もに、成果報告書を提出する。 
４ 申請書審査方法について 
 ・審査項目等・・・取組内容の有効性（地域課題との関連）、取組期間（年度末までに成果をあげ

られるか。支給契約は単年度）、推進体制と経費（体制、費用面で円滑に推進できるか）の３点

で、審査を行う。選定人数は、平成 28 年度の選定人数は５～10 件程度とする。  
・審査・・・ＣＯＣ推進本部長（学長）、同副本部長（副学長）、副本部長（地域連携研究センター

総括マネジャー）の３名で審査。審査を経て、学長が決定する。 
５ 受給条件について 
 ・平成 28 年度の支給金額の上限を 50 万円／件とする。 
（注）地域志向教育研究経費に関する指針は平成 25 年９月に策定され、毎年若干の改訂を行ってきたが、この抜

粋部分は変化していない。平成 25 年度の指針は、『長岡大学ＣＯＣ事業＝長岡地域＜創造人材＞養成プロ

グラム 平成 25 年度報告書』を参照されたい。 

− 243 −



別－5 
 

資料４ 平成 28 年度シラバス内の科目特性一覧について 

（出所）『CAMPUS MANUAL2016』（長岡大学,2016 年度） 
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・
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解
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キャンパスライフ入門 ◎ ○ ○ 社会福祉概論 ○ ○ 〇 ○ ○ ○
キャリア開発Ⅰ ◎ ○ ○ 〇 住環境福祉論１ ○ ○
キャリア開発Ⅱ－１ ◎ ○ ○ ○ 生活経済論１ ○ 〇
キャリア開発Ⅱ－２ ◎ ○ ○ 〇 初級簿記演習 ○ ○
キャリア開発Ⅲ－１ ◎ ○ ○ 〇 商業簿記１ ○ ○
キャリア開発Ⅲ－２ ◎ ○ ○ ○ 工業簿記１ ○ ○
英語Ⅰ ◎ ○ ○ 会計学１ ○ ○
英語Ⅱ ◎ ○ 〇 商品学入門 ○
英語Ⅲ ◎ ○ 〇 ○ 初級販売士演習 ○
中国語Ⅰ ○ ○ マーケティング１ ○
中国語Ⅱ ○ ロジスティクス ○
中国語Ⅲ ○ ○ 中小企業金融論 ○
韓国語Ⅰ ○ ○ 財政学 ○ ○
韓国語Ⅱ ○ 経済統計学２ ○
日本語Ⅰ（留学生科目） ◎ ○ ○ 計量経済学
日本語Ⅱ（留学生科目） ◎ ○ ○ マネジメント２ 〇 ○ ○
日本語Ⅲ（留学生科目） ◎ ○ ○ 企業経営研究 ○
日本語基礎Ⅰ（留学生科目） ● ○ 表計算ソフト利用技術 ○ ○
日本語基礎Ⅱ（留学生科目） ● ○ ○ コンピュータネットワーク１ ○ ○
コンピュータリテラシー１ ◎ ○ 〇 情報システムの基礎１ ○ ○
コンピュータリテラシー２ ◎ ○ 〇 情報処理の基礎１ ○ ○
哲学 ○ プログラミング 〇
社会科学のための数学 環境社会演習２ ○ ○ ○ ○ ○
世界近現代史 ○ 住環境福祉論２ ○ ○
日本近世・近現代史 ○ 生活経済論２ ○ 〇
英文学 〇 商業簿記２ ○ ○
日本文学 ○ 工業簿記２ ○ ○
法学 〇 会計学２ ○

心理学 ○ 販売管理 ○ ○
社会学 〇 ○ ○ ○ 商品学 ○
ジェンダー論 ○ 地域活性化論 ○ 〇 ○
家族社会学 ○ ○ ○ ビジネス英語 ○
高齢者と社会政策 ○ ○ ○ 地域分析 ○

体育 健康とスポーツ ○ 経済政策
日本事情（留学生科目） ◎ ○ 日本経済論
ボランティア論 ○ 〇 ○ 〇 〇 労働経済学 ○
ボランティア体験 ○ 〇 ○ 人的資源管理１ ○
グローバルスタディ１　※休講 財務戦略１ 〇
グローバルスタディ２ 〇 中小企業論 〇
グローバルスタディ３　※休講 企業経営史 ○ 〇 ○
グローバルスタディ４ 〇 初級経営学演習 ○
ゼミナールⅠ前 ◎ ○ ○ コンピュータネットワーク２ ○ ○
ゼミナールⅠ後 ◎ ○ ○ 情報システムの基礎２ ○ ○
ゼミナールⅡ ◎ ○ ○ 情報処理の基礎２ ○ ○
ゼミナールⅢ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 社会調査法 〇 ○
ゼミナールⅣ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 医学概論 ○ ○ ○ ○

経済・経営の現場を知る１ ◎ ○ ○ ○ 医療事務演習１ ○ ○ ○
経済・経営の現場を知る２ ◎ ○ ○ ○ 地域福祉論 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ミクロ経済学 ◎ ○ 消費者の法律１ ○ ○
マクロ経済学 ◎ 〇 ○ 消費者問題１ 〇 〇 ○ 〇
都市経済学 ◎ ○ 原価計算１ ○ ○
地域経済学 ◎ ○ 財務会計１ ○ ○
環境経済学 ◎ ○ 管理会計　※休講
経営学 ◎ ○ ○ 流通論 ○
現代経営 ◎ ○ ○ 世界経済論
起業家塾 ○ ○ アジア経済論 ○
地域活性化プログラム ○ ○ ○ ○ ○ 地域経済論 ○ ○ ○
インターンシップ ○ ○ ○ 〇 地域産業政策 ○ ○ ○
現場体験プログラム ○ ○ 〇 地方行政　※休講
ネットワークリテラシー ○ ○ 人的資源管理２ ○ ○
環境と社会１ ○ ○ 財務戦略２ 〇
簿記入門１ ○ ○ 産業史 〇 〇 〇
インターネット概論 ○ ○ ○ 中級経営学演習 〇 〇
環境と社会２ ○ ○ ○ ○ 情報ビジュアルデザイン ○ 〇
簿記入門２ ○ ○ 時事問題 ○
マーケティング入門 ○ 〇 ○ 保険請求論 ○ ○ ○
流通論入門 ○ 〇 ○ 医療事務演習２ ○ ○ ○
ミクロ経済学演習 ○ ○ 社会調査法演習　※休講
マクロ経済学演習 ○ ○ 消費者の法律２ ○ ○
企業論 ○ ○ 消費者問題２ 〇 〇 ○ 〇
金融論 ○ ○ 原価計算２ ○ ○
経済統計学１ ○ 財務会計２ ○ ○
国際経済学 経営分析 〇 〇
地域経営 ○ ○ 〇 〇 マーケティング２ ○
マネジメント１ ○ ○ 〇 販売戦略 ○ ○
文書処理ソフト利用技術 ○ ○ 住環境福祉論演習　※休講
プレゼンテーションソフト利用技術 ○ ○ ○ ○ 中級簿記演習　※休講
情報セキュリティ概論 ○ 上級簿記演習　※休講
社会問題と政策 ○ ○ 中級販売士演習 ○ ○
環境社会演習１ ○ ○ ○ 上級販売士演習　※開講未定

（注） 1　必修欄の◎は必修科目、○は選択必修科目、●は準必修科目、空欄は選択科目である。
2　担当教員が複数いる科目はそれぞれのシラバスに記載してある科目特性を全て記載した。
3　シラバスに学生参加型ALと記載があるものは類型内容に差異はないため、AL類型欄の知識定着・確認型ALに記載した。
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資料５ 学生による地域活性化プログラム評価 
（『平成 27 年度学生による地域活性化プログラム』より作成） 

資料５－１ 平成 27 年度社会人基礎力の上昇度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ ＣＯＣ事業のエビデンス 

ＣＯＣ事業のエビデンスは、長岡大学のホームページ http://www.nagaokauniv.ac.jp/のトップペー

ジ「長岡大学ＣＯＣ事業＝ 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム」、「地方創生」を参照されたい。 
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資料５－２ 平成 25～27 年度 

社会人基礎力の上昇度の推移 

資料５－３ 

平成 27 年度成果発表会一般参加者の意見 

資料５  学生による地域活性化プログラム評価 

0

100
アクション力

シンキング力チームワーク力

学生評価
教員評価

学生評価 教員評価

アクション力 上昇した学生の割合 67.6% 55.9%

シンキング力 上昇した学生の割合 57.4% 48.5%

チームワーク力 上昇した学生の割合 80.9% 72.1%

社会人基礎力の上昇度は、アク

ション力、シンキング力、チー

ムワーク力について、学生は自

己評価を、教員は学生を評価す

るものである。 

 

それぞれの項目の指標（合計

12 の力）は次のとおり。 

＜アクション力＞ 

＝主体性、働きかけ力、実行力

＜シンキング力＞ 

＝課題発見力、計画力、創造力

＜チームワーク力＞ 

＝発信力、傾聴力、柔軟性、 

 状況把握力、規律性、ストレ

スコントロール力 
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＜この取組は地域活性化に役立ちますか＞
n＝277（9ゼミ）

１．役に立つ ２．役立たない ３．どちらともいえない

(％)
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   面接審査資料③－面接評価事前質問票・ご回答 
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「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」平成２８年度評価　面接評価事前質問票

大学等名 取組名称

長岡大学 長岡地域＜創造人材＞養成プログラム

整理番号

37

６．補助金の執行状況　（評価要項２．Ⅵ．及びⅧ）

評価項目ごとの面接評価事前質問

１．達成目標の進捗状況　（評価要項２．Ⅰ．及びⅦ．①）

２．留意事項への対応状況　　（評価要項２．Ⅱ．及びⅦ．②）

３．教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組　　（評価要項２．Ⅲ．及びⅦ．③）

４．自治体等との連携・評価　（評価要項２．Ⅳ．及びⅦ．④）

５．実施体制・取組の継続発展　（評価要項２．Ⅴ．及びⅦ．⑤）

留意事項⑤について：事業評価アンケートと外部評価はそれぞれ異なるものとして実施しているのか説明いただきたい。

平成25年度及び平成26年度の連携自治体のアンケートでの評価がどのようなものであったのか説明いただきたい。
自治体とのコストシェアをどのように考えているのか説明いただきたい。
評価の総括について説明いただきたい。
評価指標のうち、社会貢献部分等（申請書１８ページにおける評価指標のうち、研究及び社会貢献）について記載がないため、説明いた
だきたい。

ＰＤＣＡサイクルを踏まえて、次年度へ改善が活かされているのか説明いただきたい。
教職員の意識変化に関する全学的な取組について説明いただきたい。

経費（教員・事務員の人件費）の妥当性について説明いただきたい。

本事業で新たに検討されている教育カリキュラム改革の基本的な考え方及びコアがどこにあるのか説明いただきたい。

その他

加点要素に係る面接評価事前質問

1．ＣＯＣ＋の目標に対する平成27年度中の取組（評価要項２．Ⅶ．⑥）

２．ＣＯＣ＋の目標に対する平成28年度以降の取組（評価要項２．Ⅶ．⑥）
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「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業」平成 28 年度評価 

面接評価事前質問票へのご回答 

平成 28 年９月 29 日 長岡大学 
＜２.留意事項への対応状況（評価要領２.２．及びⅦ．②）＞ 

・留意事項⑤について、事業評価アンケートと外部評価は異なるものとして実施しているか→基本は、

事業評価アンケートのなかに外部評価も含めて実施している。外部評価をお願いしている機関等は、

ＣＯＣ推進協議会を構成する次の９つの連携諸機関である（報告書 10 頁）。 
 
＜４.自治体等との連携・評価（評価要領２.Ⅳ．及びⅦ．④）＞ 

・平成 25・26 年度の連携自治体のアンケート評価→平成 25 年度の「全連携している自治体」＝長岡市

に対し、当該大学＝長岡大学の取組が「地域のための大学」として満足するものか、との問に対し、

「大いに満足」（市と連携して着実にやっている）と評価していただいた。平成 26 年度には、次の３

つの質問と回答がなされた（文部科学省調査「統一指標」）。 

第１：当該大学の取組が副申した事業計画どおりに進捗しているか、の問いに対し、長岡市は「は

い」と評価していただいた。その理由を「・東山マップ作成、プログラミング教室等と協力して実施

できたため。・事業報告書で計画通り事業が進捗していることが確認できる。」とご指摘いただいた。 

第２：当該大学の取組が円滑な連携のもとに実施されていると思うか、との問いに対し、「はい」

と評価していただいた。その理由を「・月１回の会議や通信など十分な情報交換ができているため。・

地域課題についての情報交換を密に行っており、ＣＯＣ事業の周知ＰＲ等、連携して行っている。」

とご指摘いただいた。 

第３：当該大学の取組が「地域のための大学」として満足するものか、との問に対し、「大いに満

足」と評価していただいた。その理由を「・学術研究だけでなく、地域課題の解決のため、常に地域

に目を向けた取り組みを市と連携して進めているため。・市内企業や住民を巻き込んだ事業を実施し

ており成果が上がっている。」とご指摘いただいた。 

  本学としては、このように高く評価していただき、大変、光栄に思っております。 
 
・自治体とのコストシェアの考え方→連携自治体＝長岡市とのコストシェアは、平成 25 年度は、人的、

物的及び財政的支援ともに無かったが、平成 26 年度は財政的支援（市内進学学生への入学金支援）

が行われた（同上「統一指標」）。平成 27 年度以降も同様である。本学は私立大学であり、自治体か

らの人的、物的、財政的支援を組み込んだ事業等計画は作成していない。「各種連携事業における役

割分担に応じて費用（コスト）を負担する」という基本的な考え方で、全ての連携事業に望むことを

モットーとしている。今後も、この考え方で連携事業を推進します。 
 
・評価の総括の説明→自治体等との連携の評価については、上記の長岡市に高い評価をいただいたが、

同様の評価は長岡市以外の他の連携７団体には、要請していなかった。平成 26 年度取組から本学独

自調査で長岡市含む連携９団体へのアンケート調査を実施した。自由記入欄で、「まちづくりには若

い感覚と力が必要」、「産学連携、産学官金ネットワークの活用」（平成 26 年度）、「地域志向大学とし

て、各事業や研究教育を通じ地域に大いに貢献していると感じる」（平成 27 年度）などのご意見をい

ただいたが、情報共有や連携可能事業等が中心のアンケートであり、本学の取組みに対する評価を求

める項目は欠けていた。今後は、正面から評価と課題を問うアンケートとしたい。同時に、全ての連

携事業の連携相手側／第３者側からの評価を行うこととしたい。 
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・研究・社会貢献部分の評価指標の説明→研究成果（産業競争力、創造人材）についてはシンポジウム

での発表に対し、参加者（約 50 名）の 90％が「参考になった」と評価。申請時の共同研究相手の自

治体等による評価はできず（両年の研究は本学単独実施）。地域志向研究も同様。社会貢献活動は、

地域活性化活動（マップづくり等）では地区住民の好評の感想は得たがアンケートは実施しなかった。

市民公開講座は５講座（平成 26 年度）総計で、受講者（71 人）の 94.4％（67 人）が「満足＋やや

満足」と評価（平成 25 年度は１講座開講のみ）、企業人セミナーでは７講座（平成 25、26 年度合計）

総計で、受講者（29 人）の 89.7％（26 人）が「大いに満足＋まあまあ満足」と評価、起業人材セミ

ナーでは、１講座開講（平成 26 年度）、受講者（16 人）の 93.8％（15 人）が「大いに満足＋まあま

あ満足」と評価していただいた。平成 28 年度から評価アンケート項目等の見直しを行う。 
 
＜５.実施体制・取組の継続発展（評価要領２.Ⅴ．及びⅦ．④）＞ 

・ＰＤＣＡサイクル踏まえた次年度改善への活かしかた→ＣＯＣ事業は毎年度、同様の項目で、報告書

を作成している（報告書 10 頁）。最新の平成 27 年度報告書は、各事業（18 事業）に、方針（申請時）

→目標（申請時）→平成 25 年度実積と評価→平成 26 年度実積と評価→平成 27 年度方針・目標→平

成 27 年度計画→平成 27 年度展開→平成 27 年度まとめ－成果と課題－の順に整理して（毎年３月）

作成する（文部科学省に提出する実績報告書等はこの報告書をベースに作成する）。最新の平成 28 年

度の事業計画は、この平成 27 年度の事業・結果を「平成 27 年度実積と評価」としてまとめ、これに

「平成 28 年度方針・目標」と「平成 28 年度計画」を加えて、作成する。書き手は、第１層（直接の

事業担当の教員、事務２名）が担い、５月の推進本部会議で決定し、以後毎月の推進本部会議で進捗

をチェックする。年度報告書の「まとめ」を踏まえて、次年度計画に改善が提案される。 
 
・教職員の意識変化の全学的取組→ＣＯＣ事業の情報共有（毎週の「ＣＯＣ通信」メール送信、毎月の

推進本部会議資料配布、毎年度ＣＯＣ事業報告書配布等）とＣＯＣ事業（18）への参加促進により、

教職員の参加意識が高まっている（報告書 10 頁）。平成 26 年度には、「地域のための大学」の教育・

研究活動への参加教員は 100％となった（平成 25 年度は 90％。文部科学省統一指標アンケートによ

る）。同「地域のための大学」の認知度は、全教職員の回答「はい」が 100％であった。 
 
＜６.補助金の執行状況（評価要領２.Ⅵ．及びⅧ＞ 

・経費（人件費）の妥当性→教員１名（「ボランティア大学」実現めざしたボランティア分野の専門教

員）、事務職５名（資格取得等、地域活性化プログラム、地域連携分野各１名の事務職、ボランティ

ア、地域連携分野各１名のコーディネーター）を雇用した（報告書 12 頁）。これにより、ＣＯＣの

18 の事業を現場で推進する点に重点を置き事業の円滑・効率的な推進が可能になった。 
 
＜その他＞ 

・教育カリキュラム改革の基本的考え方及びコアの説明→産業界の人材ニーズに応え、学生の将来像を

支える学士力を、＜専門能力（専門教育＝資格対応型教育）＋社会人基礎力（キャリア教育＝体験型・

課題解決型教育）＞の養成と設定し、その能力の養成をめざす（報告書３頁）。専門能力養成につい

ては、情報、専門資格の取得率向上だけでなく、学生の将来像を支える資格（専門能力）の観点で、

仕組みを再構築する。社会人基礎力養成については、地域志向科目での体験型・課題解決型教育を地

域連携の拡大による充実を図るとともに、学生個々人の能力向上評価指標・方式（ＡＬ等）の更なる

開発を追求する。 
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   評価結果資料④－平成 28 年度評価 評価結果及び評価要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

平成２８年度評価  評価結果  

 

（「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会」による評価） 

選定年度  平成２５年度 整理番号 ３７ 

大学等名称   長岡大学 

事業名称   長岡地域＜創造人材＞養成プログラム  

（総合評価） 

Ｂ：一部で計画と同等又はそれ以上の取組もみられるものの、計画を下回る取組が 

あり、本事業の目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要であ  

る。 

 

［コメント］  

 

【優れている点】  

・長岡市から本事業の実施により大学が地域に溶け込んできたという評価を得てお

り、今後の具体的な連携の深化が期待される。  

 

【改善を要する点】  

・現時点で目標値を下回っている項目（専門能力養成〈資格試験合格率〉等）が見ら

れることから、適切な改善策を講じることが望まれる。  

・地域志向性の涵養のための教育内容や養成する人材像の設定について、地域のニー

ズを反映させるように一層の検討が望まれる。  

・「専門能力養成」と地域志向カリキュラムをより関連付けていくことが望まれる。 
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平成２８年度評価  評価結果  

 

（「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会」による評価） 

選定年度  平成２５年度 整理番号 ３７ 

大学等名称   長岡大学 

事業名称   長岡地域＜創造人材＞養成プログラム  

（総合評価） 

Ｂ：一部で計画と同等又はそれ以上の取組もみられるものの、計画を下回る取組が 

あり、本事業の目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要であ  

る。 

 

［コメント］  

 

【優れている点】  

・長岡市から本事業の実施により大学が地域に溶け込んできたという評価を得てお

り、今後の具体的な連携の深化が期待される。  

 

【改善を要する点】  

・現時点で目標値を下回っている項目（専門能力養成〈資格試験合格率〉等）が見ら

れることから、適切な改善策を講じることが望まれる。  

・地域志向性の涵養のための教育内容や養成する人材像の設定について、地域のニー

ズを反映させるように一層の検討が望まれる。  

・「専門能力養成」と地域志向カリキュラムをより関連付けていくことが望まれる。 
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平成２８年度評価 評価要項 

 

平成２８年６月７日 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会 

 

１．平成２８年度評価の体制、方法 
１）体制 

評価に当たっては、a.各事業の選定に係る審査状況、審査経過等を熟知している有識者 b.当該事業

の分野に関する高い知見を有する有識者等から構成される地（知）の拠点大学による地方創生推進事

業委員会（以下「事業委員会」という。）において実施する。 

 

２）方法 
①平成２８年度評価については、事業を実施する各大学等が作成する「進捗状況報告書」に基づき、

２．に示す項目毎の観点等に基づき書面評価及び面接評価（必要に応じ現地調査の実施を含む。）で

の評価を行う。なお、評価に当たっては、文部科学省において実施した「地（知）の拠点整備事業

におけるフォローアップ」の結果も勘案する。 

②「進捗状況報告書」の書面評価は、事業委員会委員長の指名により選任するペーパーレフェリーが

評価項目毎に以下の５段階の区分により評価を行う。 

区分 評価 

S（5点） 非常に優れている 

A（4点） 優れている 

B（3点） 妥当である 

C（2点） やや不十分である 

D（1点） 不十分である 

③評価項目毎の評点の取扱いは、別紙のとおりとする。 

④書面評価を基に事業委員会による面接評価（必要に応じ現地調査の実施を含む。）を行い、総合評価

を行った上で、以下の区分により評価の結果を決定する。 

 

区分 評価 

S 計画を超えた取組であり、現行の努力を継続することによって本

事業の目的を十分に達成することが期待できる。 

A 計画どおりの取組であり、現行の努力を継続することによって本

事業の目的を達成することが期待できる。 

B 一部で計画と同等又はそれ以上の取組もみられるものの、計画を

下回る取組があり、本事業の目的を達成するには、助言等を考慮

し、一層の努力が必要である。 

C 取組に遅れが見られるなど、総じて計画を下回る取組であり、本

事業の目的を達成するためには、当初計画に基づく目標の早急な

達成や事業規模の縮小等に向け、事業計画の抜本的な見直しが必

要である。 

D 現在までの進捗状況に鑑み、本事業の目的を達成できる見通しが

ないと思われるため、採択事業への財政支援を中止することが必

要である。 

 ⑤その他、評価の実施に必要な事項は事業委員会において定める。 
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２．平成２８年度評価の観点 

１）書面評価の観点 
Ⅰ．達成目標の進捗状況（平成 26年度末までの状況） 

・地域志向科目（シラバスにおいて地域に関する学修を行うことを明示している授業科目）数及び同科目によ

る人材育成は、当初掲げた目標の達成に向けて進捗しているか。また、当初掲げた目標を達成できる見込み

はあるか。 

・その他の達成目標について、当初掲げた目標の達成に向けて進捗しているか。また、当初掲げた目標を達

成できる見込みはあるか。 
Ⅱ．留意事項への対応状況（平成 26 年度末までの状況） 

 ・採択時に付された留意事項への対応は進捗しているか。また、事業最終年度までに対応を完了できる見

込みはあるか。 
 Ⅲ．教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組（平成 26年度末までの状況） 

・地域志向科目を履修する教育カリキュラムの改革が進んでいるか。その内容は、事業の趣旨に照ら

して適切か。【教育改革】 

・取組により、学生の能力向上・学修行動の変化等の成果が見られるか。どのような方法・指標を用

いて成果を測っているか。また、成果の客観的なデータに基づいた分析結果を事業の改善に反映さ

せているか。【事業の成果と改善】 

Ⅳ．自治体等との連携・評価（平成 26年度末までの状況） 

・自治体からの支援（財政支援、建物の無償貸与、人員派遣等）が、本事業の目的、自治体の規模等

から照らして適切に実施されているか。また、地元企業、NPO等各種団体・機関との連携が申請時に

計画されている場合は、計画どおり実施されているか。【ステークホルダーの支援の実施】 

・外部評価や教職員、学生、自治体や企業、NPOの各種団体・機関等を対象としたアンケートや聞き取

り調査を実施しているか。また、評価結果や調査結果を踏まえて事業の改善が図られているか。【外

部評価等の実施と反映】 

Ⅴ．実施体制・事業の継続発展（平成 26年度末までの状況） 

・学長（校長）を中心とした責任あるマネジメント体制が構築され、役割分担の明確化や教職員の配

置、各分担との十分な連携等が図られているか。また、教職員の意識に変化が見られるなど、全学

的な取組となっているか。【全学的なマネジメント体制の構築】 

Ⅵ．補助金の執行状況（平成 26 年度末までの状況） 

・これまでの執行経費の内容は妥当であり、事業目的を達成する上で必要不可欠なものへの支出とな

っているか。【経費の適切な執行】 

Ⅶ．平成 27年度の取組と今後の見通し 

①達成目標の進捗状況 Ⅰ.と同様の観点。 

②留意事項への対応状況 Ⅱ.と同様の観点。 

③教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組 Ⅲ.と同様の観点。 

④自治体等との連携・評価 Ⅳ.と同様の観点。 

⑤実施体制・事業の継続発展 Ⅴ.と同様の観点。 

⑥これまでの COC を踏まえ、COC+の目標に対してどのように取り組んできたか。また今後、どのよう

に取り組んでいくのか。 

・COC+の目標に対し COCの取組をいかして平成 27年度で取り組んだものがあるか。（加点要素） 

・COC+の目標に対し、COCの取組をいかして平成 28年度以降に取り組んでいく内容に具体性があるか。

（加点要素） 

Ⅷ．平成 27年度以降の補助金の執行状況 

・執行経費の内容は妥当であり、事業目的を達成する上で必要不可欠なものへの支出となっているか。 
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２）面接評価の観点 
書面評価で不明確な事項について面接により確認する。 

 

３）現地調査の観点 
・面接評価においても不明確な事項や現地で確認すべきと判断された事項がある場合には、必要に応

じて現地調査を実施する。 

 

３．平成２８年度評価結果の決定 
書面評価及び面接評価（必要に応じ現地調査の実施を含む。）の結果を基に総合評価を行い、評価結果

（案）を作成する。評価結果（案）において評価が「C」又は「D」とされた場合には当該事業に対し、

評価結果（案）を提示して意見申立ての機会を設けた上で、評価の結果を決定する。 

 

 

４．その他 
１）開示・公開等 
（１）事業委員会の審議内容等の取扱いについて 

評価に係る審議は原則非公開とする。 

 

（２）評価結果の公表等について 

評価結果は文部科学省へ報告されるとともに、各大学等から提出された「進捗状況報告書」のうちの

事業概要と合わせて公表する。そのうち他大学等への波及効果がある事例として紹介する取組がある場

合には、その内容についてホームページへの掲載やフォーラムの場等を活用し広く社会へ周知する。 

 

（３）委員等の氏名について 

事業委員会の委員の氏名等については、評価結果の決定後に公表することとする。 

 

２）利害関係者の排除等 
事業に以下の利害関係がある委員（以下の①～③に該当）は、事務局にその旨申し出ることとし、当

該事業の評価には参加させないこととする。 

（利害関係があるとみなされる場合） 

① 委員が当該事業を実施する大学等の専任又は兼任として在職（就任予定を含む）又は３年以内に

在職していた場合 

② 委員が当該事業を実施する大学・学校法人等の役員として在職（就任予定を含む）又は３年以内

に在職していた場合 

③その他、委員が中立・公正に評価を行うことが困難であると判断される場合 

 

３）情報の管理、守秘義務、事業結果報告書の使途制限 
（１）評価の過程で知り得た個人情報及び対象大学等の評価内容に係る情報については、外部に漏らし

てはならない。 

 

（２）委員として取得した情報（「進捗状況報告書」等の各種資料を含む）は、他の情報と区別し、善良

な管理者の注意義務をもって管理する。 

 

（３）評価にかかる資料等は、本事業の評価を行うことを目的とするものであり、その目的の範囲内で
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使用する。 

 

４）評価結果の補助金配分額への反映 
平成２８年度評価の評価結果は文部科学省に報告され、今後国会の議決を経て決定される平成２９年

度以降の予算の範囲内で文部科学省が行う補助金の適正配分に資する。 

 

以 上 
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別紙 

 

平成２８年度評価 書面評価の評点の取扱いについて 

 

 

 

 平成２８年度評価 評価要項（以下「評価要項」という。）に基づく、書面評価における評点の取

扱いについては、以下のとおりとする。 

 

【評点の考え方】 

 ○ 各評価項目については、その重要性に鑑み、項目毎に係数をかけて重み付けをする。  

○ 加点要素による加点がある場合は、合計が 100 点を上回った場合は、100点として取り扱う。 

 

  【100点 満点】 

 

評価項目 

 

係数 

 

S 

(5点) 

 

A 

(4点) 

 

B 

(3点) 

 

C 

(2点) 

 

D 

(1点) 

１．達成目標の進捗状況 

 ＜評価要項２．１）Ⅰ.及びⅦ.①＞ 

 

5.0 

 

25 

 

20 

 

15 

 

10 

 

5 

２．留意事項への対応状況 

 ＜評価要項２．１）Ⅱ.及びⅦ.②＞ 

 

2.0 

 

10 

 

8 

 

6 

 

4 

 

2 

３．教育カリキュラム改革を含む事業目標達成

のための各種取組 

 ＜評価要項２．１）Ⅲ.及びⅦ.③＞ 

 

4.0 

 

20 

 

16 

 

12 

 

8 

 

4 

４．自治体等との連携・評価 

 ＜評価要項２．１）Ⅳ.及びⅦ.④＞ 

 

3.0 

 

15 

 

12 

 

9 

 

6 

 

3 

５．実施体制・事業の継続発展 

 ＜評価要項２．１）Ⅴ.及びⅦ.⑤＞ 

 

5.0 
 

25 

 

20 

 

15 

 

10 

 

5 

６．補助金の執行状況 

 ＜評価要項２．１）Ⅵ.及びⅧ. ＞ 

 

1.0 
 

5 

 

4 

 

3 

 

2 

 

1 

 

 

＜加点要素＞ 

 

加点要素 

 

係数 

 

S 

(5点) 

 

A 

(4点) 

 

B 

(3点) 

 

C 

(2点) 

 

D 

(1点) 

１．COC+の目標に対する平成 27 年度中の取組  

 ＜評価要項２．１）Ⅶ.⑥＞ 

 

2.0 

 

10 

 

8 

 

6 

 

4 

 

2 

２．COC+の目標に対する平成 28 年度以降の取組  

 ＜評価要項２．１）Ⅶ.⑥＞ 

 

2.0 

 

10 

 

8 

 

6 

 

4 

 

2 
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   評価結果資料⑤－ＣＯＣ事業「平成 28 年度評価」結果について 
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文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」（平成28～31年度）

【発行日】平成29年３月28日
【発　行】長岡大学地（知）の拠点整備事業推進本部

 長岡大学地域連携研究センター
 〒940 0828　新潟県長岡市御山町８０－８

0258 39 1600（代）
0258 39 9566

 http：// nagaokauniv. ac.  jp

平成28年度報告書

編集後記－平成 28 年度報告書の構成について－ 

 

 平成 28 年度報告書をお届けします。本報告書は、平成 27 年度報告書と次のような諸点

で異なる構成になっております。 

・まず第１に、平成 28 年度から、本学のＣＯＣ事業は、文部科学省の地方創生推進事業 

である「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」に、文部科学省の 

指示により、参加することになりました。したがいまして、報告書名は、「長岡大学「地 

（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）平成 28 年度報告書」となりま 

した。 

・しかし、平成 28～29 年度の事業内容は、ＣＯＣ事業として展開しますので、ＣＯＣ事 

業とＣＯＣ＋事業が重なっている状態になりますので、次のよう表記することとしま 

した。 

＊文部科学省「地（知）の拠点整備事業」＝大学ＣＯＣ事業（平成 25～29 年度） 

＊文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」（平成 28～31

年度） 

 ・平成 28 年度報告書は、平成 27 年度版にくらべ、次の章が加わっております。そのた 

め、約 100 頁分増頁となりました。 

 ＊＜Ⅱ 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」への参加＞・・・

これは、ＣＯＣ＋事業への参加申請等の文書です。 

 ＊＜Ⅷ ＣＯＣ事業の各年度評価（文部科学省への提出文書）＞・・・これは、文部科

学省に提出した各年度のＣＯＣ事業に関する評価等の文書です。 

＊＜Ⅸ 平成 28 年度評価＞・・・これは、平成 28 年度に実施されたＣＯＣ事業の中間

評価の書面・面接審査資料（提出）と評価結果についての資料です。本学の評価はＢ

評価でしたが、全面公開します。ご一読いただければ幸いです。 

                     （文責：推進本部副本部長 原田誠司） 

編集後記－平成 28 年度報告書の構成について－ 

 

 平成 28 年度報告書をお届けします。本報告書は、平成 27 年度報告書と次のような諸点

で異なる構成になっております。 

・まず第１に、平成 28 年度から、本学のＣＯＣ事業は、文部科学省の地方創生推進事業 

である「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」に、文部科学省の 

指示により、参加することになりました。したがいまして、報告書名は、「長岡大学「地 

（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）平成 28 年度報告書」となりま 

した。 

・しかし、平成 28～29 年度の事業内容は、ＣＯＣ事業として展開しますので、ＣＯＣ事 

業とＣＯＣ＋事業が重なっている状態になりますので、次のよう表記することとしま 

した。 

＊文部科学省「地（知）の拠点整備事業」＝大学ＣＯＣ事業（平成 25～29 年度） 

＊文部科学省「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」（平成 28～31

年度） 

 ・平成 28 年度報告書は、平成 27 年度版にくらべ、次の章が加わっております。そのた 

め、約 100 頁分増頁となりました。 

 ＊＜Ⅱ 「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」への参加＞・・・

これは、ＣＯＣ＋事業への参加申請等の文書です。 

 ＊＜Ⅷ ＣＯＣ事業の各年度評価（文部科学省への提出文書）＞・・・これは、文部科

学省に提出した各年度のＣＯＣ事業に関する評価等の文書です。 

＊＜Ⅸ 平成 28 年度評価＞・・・これは、平成 28 年度に実施されたＣＯＣ事業の中間

評価の書面・面接審査資料（提出）と評価結果についての資料です。本学の評価はＢ

評価でしたが、全面公開します。ご一読いただければ幸いです。 

                     （文責：推進本部副本部長 原田誠司） 
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6月「高齢者のための
スマホ・タブレット入門」

9月「初級簿記講座」 11月市民公開講座
「外山脩造の足跡と活動」

9月「メンタルヘルス・
マネジメント」

9月「実践！商品企画講座」 12月「創業セミナー」11月「実践！中小企業の
事業承継プラン作成講座」

10/23鯉江ゼミ
「ハロウィンみつけ」に参加

5/21栖吉地区山通コミュニティセンター
ウォーキングに参加

2/21インターンシップフォーラム
プレゼンテーション

權ゼミ
「酒粕で長岡を盛り上げよう！」

【起業アイデア部門】優秀賞
「れんこんで中之島を元気に！」

【いいね！アイデア部門】最優秀賞
「縄文カフェ」

11/6髙橋ゼミ「髙橋九郎生誕
165周年記念シンポジウム」

地域活性化・地方創生へ！
「平成28年度ながおか仕事創造アイデア・コンテスト」で本学学生受賞


